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論 　文

不確実性下の 利益計画モ デル と C − V − P 分析

確率制約条件計画法の 利用

浜田 　和樹 ＊

〈 論文要 旨〉

　本稿 に お い て ，確率制約条件計画法 を用 い た利益計画モ デ ル と，そ の 最適解 を用 い

た C − V − P 分析 に つ い て 考察す る ，C − V − P の 関係 を知れ ば
， 利益 算出 過程の 総

合的な把握が 可能 とな り， 検討箇所が 明確 に なる ．

　数理計画法 とC − V − P 分析 は，直接 に は 関係を もた な い が ，数理計画法 に よ っ て

求め られ た 解を用 い て，C − V − P 分析 を行 えば，制約条件付 きの 多品種製 品 ミ ッ ク

ス 問題 を
， 容易に扱 うこ とが で きる とい う利点 をもっ て い る． しか も，モ デ ル の 定式

化の 仕方を変 える こ と に よ っ て ，さまざまな問題 に対処で きる こ と に なる ．

　本稿 は，基本的特徴の み を明 らか に す る た め に ，モ デ ル を極力簡単化 し
， 販売価格

の み を確率変数 と仮定 して い る ，そ し て ，2 種類 の 確率制約条件計画法 を用 い た利益

計画 モ デ ル の 特徴 を，図 を用 い て 詳細 に検討 す る．図 を用 い る こ と に よ っ て ，モ デ ル

の 特徴が か な り明確 に な る か ら で ある ．また
，

モ デ ル の 係数の 変化 に よ る最 適解 へ の

影響 も図を用 い て 示 し，C − V − P の 関係に い か な る影響 を及ぼ すか に つ い て 考察す

る ．
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1． は じめ に

　企 業が 計画 を立 て る と き，
C − V − P （原価一営業量一 利益 ）の 関係 を考慮 に入 れ た検

討 が 必 要 で あ り， そ れ に よ り利益算出過程 の 総合的 な検討 が 可能 となる ． それ ゆ え ， 会計

学 の 分 野 に お い て ， こ の 種 の研 究 は 数多 くな さ れ て い る ． これ らの 研究 を整理 すれ ば，短

期 の C − V − P モ デ ル に つ い て ，確実性下 の 問題 を扱 っ て い る もの
， 不確実性下 の 問題 を

扱 っ て い る もの に 分 ける こ とがで きる ．そ して ，不確実性 ドの 問題 を扱 う場合 に は ，そ の

意 味 と して ，何 もわか らな い とい う意味 で は な く，確率情報が わ か っ て い る とい う意味 を

採用 して い る．特 に ， 確率変 数 の 分布 が 正規 分 布 で あ る と仮 定 し ， 期 待値 と分散 が わ か っ

て い る場合 を扱 っ た もの が 多い ．

　 また
， 不確実性下 の モ デ ル に限定 して も，製 品の 種類 が単

一
種類 で あ る 場合 を扱 っ た も

の
， 多品 種製 品 の 場 合 を扱 っ た もの に区 分 で きる ，多品種 問題 を扱 う場 合 に は

， 期 待 値 や

分 散 と 同様 に
， 製 品 相 互 間 の 共分散や 相 関係数 を知 る こ と が 必 要 にな る ．本稿は 多品種製

品 を生産，販売 して い る企 業の 不 確実性 下 の 問題 に つ い て 述 べ る が ， こ れ らの 大多数の研

究 と同様に
， 確率変数の 分 布 を正 規分布 と仮定 した場 合 に 限 定 し て 考察す る ．

　不確実性下 の C − V − P の 数理 モ デ ル を扱 う
一

つ の 方法 と して
， 統計学の 理論 を利用 し

た モ デ ル が研 究 され て い る ． こ の よ うな統 計 学 の 理論 を用 い た モ デル は
， 伝統 的 な確 実 性

下 の C − V − P 分析 の 方法 を不確実性下 の 問 題 に適用 で きる よ うにす る た め の
一

つ の 試み

で あ る と思 わ れ る． こ の モ デ ル は利益 を もた らす確率 ，損失が 生ず る 確率， あ る 目標利益

以 上 の 利益 を もた らす確率等 の 算定や
， あ る 目標 を達成 する 信頼区間の 算定に 焦点 を当て

て い る ．

　Robert　K ，Jaedicke
，
　Alexander 　A ．　Robichek の 論文 ［6］ で は ， まず生 産販売量 の み を

正 規 分 布す る確率変 数 と した場 合 を扱 い ，次 に ，生 産販売量 ，販売価格，変動費，固定費

の す べ て が 確率変数の 場合 へ とモ デ ル を展 開 して い る ． しか し， 利 益 の 算定 に は 正規 分 布

をす る 二 変数 の 積の 項 目が 含 まれ ， こ の 積 の 分布 は 正 規分布 しない に もか か わ らず，こ れ

が 正規分布す る と して 問題 を扱 っ て い る ．こ の 点 を Jimmy 　E ．　Hillard，Robert 　A ．　Leitch

［5］が 批判 し ，個 々 の 確率変数が 対 数正 規 分布 をす る と仮定 し て 論 を展 開 した ． こ れ は
，

対数正 規分布 をす る 二 変数の 積の 分布 は や は り対 数正規分布 をす る と い う点 に着 目 して い

る． こ れ に 対 し，Mawsen 　Liao ［9］は Hillard，　Leitchの 説 を批 判 し，　 William 　L．Ferrara
，

Jack　C ．　Hayya
，
　David 　A ，　Nachman ［4］は偏 差係 数 が ど の よ うな値 を と る と き ， 積 の 分

布 は 正 規分布 とな る か を検証 した． こ れ らの 研 究は
， 基本 的に は 製 品が 単

一
品種 の み 存在

す る と仮 定 し た 研 究 で あ る ． 多 品 種 製 品 の 生 産 を 前 提 と した 研 究 と し て
，
Glenn

L．Johnson
，
　 Stephen 　Simik ［7］の 研究が あ る．
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　不 確実性 ドの C − V − P の 数理 モ デ ル を扱 うも う
…

つ の 方法 と して ， 確率付 きの 数理 計

画法 の 最適解 を利用す る 方法が あ る ． こ の 方法 も確率 を利用する とい う意味 で ，統計学 の

理論 を利 用 す る こ とに な る．そ の 意味で
，

こ の 方法 は 、数理計画法 と統計学 の 両者の 理 論

に よ っ て い る こ とに な る。 もち ろ ん ，不 確実性 ドの 問題 に ，確率付数理計画法 を用 い な い

で
， 感度分析や パ ラ メ トリ ッ ク ・プ ロ グ ラ ミ ン グ を弾 力的 に用 い て対 処 す る こ と も 口∫能 で

あ る．

　C − V − P 分 析 と数理 計 画法 は 直接 に は関係 を もた ない が ，数理 計画法 に よ っ て 求め ら

れ た解 を用 い て C − V − P 分 析 を行 えば ， 制約条件付 きの 多品種製品 ミ ッ ク ス 問題 を扱 う

こ とが で きる とい う利点を もっ て い る． こ の よ うな C − V − P 分析法 も伝統 的な C − V −

P 分析法の
一

つ の 展 開で あ る ． しか も， モ デ ル の 定式化 の 仕方 に よ っ て ， さ ま ざ まな 問 題

に対処で きる こ と にな る ．た だ
，

こ の 方 法 に よ れ ば
， 最 適解 の み を用 い るの で ，可 能解の

全 て と利益 の 関係 を示 して い な い と い う点で 欠点 もある ． しか し， 最 適解 を 基 に した C −

V − P 分析 は，企 業の 活動 目標 とな る よ うな企 業 の 制約条件下 で の 最適活動 と利益 の 関 係

を示 して い る とい う利点が あ る，

　 確率付数理 計画法は種 々 の もの が あ るが ， 本稿 は確率制約条件計画法 をモ デ ル 化 の 手法

と して 採用 す る ．確率制 約条件計画法は
， 各制 約条件を満 た す 確率の 範 囲内 で 最適 解 を求

め る 問題 目的関 数値が ある値以 上 ある い は 以下 とな る確率 を最 大化 また は 最小 化する 問

題 に 用 い ら れ る計 画法 で ある ， また
，

こ の 計 画法 は 数個 の 制約条件 を同時 に 満足 す る 同時

確率条件が 与え ら れ る場合 に も拡張で きる．

　確率制約条件計画法の 研究 は
， 管理 科学 の 分野 にお い て ，A ．Charnes，W ．W ．Cooper ［2］

に よ っ て 行わ れ ，
E モ デ ル

，
　 V モ デ ル

，
　 P モ デル に分 けた モ デ ル 化が な され て い る．そ の 後 ，

管理 科学 の 分 野 で こ の 種 の 研 究が な され ， こ の 影響 を受け て ，会計学 の 分 野 で も多 くの 論

文が 現れ て い る ．会計学の 分野 で の 近 年の 研 究 と して
，
P．　Brockett，

　A ．　Charnes
，

W ．W ．　 Cooper
，
　 Hong −Chul 　 Shin ［1］ は 需 要 量 を確率変 数 と して

，
モ デ ル を定 式化 し ，

確 率条件付損益 分 岐制 約 を もつ 利益 最大化モ デ ル を考察 して い る ．そ して ，需要量 と生 産

量 の 小 さい 方で 実 際 の 販売量 が 決定 され る の で ， こ れ を基 に ，売 上実 現 関 数 をつ く り， こ

の 売上 実現 関 数 を用 い た モ デ ル を確率制 約 条 件計 画 法 に よ り，定式化 して い る ． ま た ，

Joyce　T ．　Chen ［3］は 確率条件付損益 分 岐制 約 と
， 確 率条件付 目標 利 益制約 が あ る場 合 を

考察 し， 3 種類 の モ デ ル を示 して い る ．そ して
， 確 率制約 条件計画法 をパ ラ メ トリ ッ クニ

次計画法 に よ っ て 解 く解法 を示 して い る ．

　本稿 は ，
こ れ らの 論 文 を主 と して 参考 に しなが ら ， 不確実性 下 の 問題 に接 近 する ．C −

V − P 分析は
， 原 価 を営業量 との 関係 の みで

， 変動 費 と固定費 に分 け ， そ の 他の 原価 を変
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化 させ る原 因 を考慮 して い な い とい う批 判 もあ る． こ れ は 重要 な問題 点で は あ る が ， 多種

の 要 因を考慮 に 入 れ た モ デ ル は
， 計算 は 複雑 とな る が ， 数理計画法 を用い て

， 同様 の 方法

で 作成で きる ．

　本稿 は
，

モ デ ル の 基 本 的特徴等 を調 べ
， そ の モ デ ル の 適用可 能性 に つ い て考察す る ．そ

の ため
，

モ デ ル を極力簡単に す る た め に
， 原価 は営業量 との 関係 の み で 変化する とあ え て

仮定す る こ とに する ． しか も， 販売価格の み を確 率変数 と仮定 して い る．そ して ，モ デ ル

の 最適解 を基に C − V − P 分析 を行 う方法 に つ い て 考察する ． また，モ デ ル の 係数の 変化 に

よる最適 解 へ の 影響 ，
C − V − P 関係へ の 影響に つ い て 考察す る．

2． 不 確実性下 の 利益 計画 モ デル の 基 本的検討

　確率制約条件計 画法 に よる利益 計 画 に つ い て 述 べ る前 に， まず 最 初 に，不確実性 下 の 問

題 につ い て の 基本 的 な検討 を行 う． と い うの は
， 基本 的 な検討 を行 うこ と に よ り， 確 率制

約条件計画 法の 特徴が よ り明確 に な る と思 うか らで ある ．

　モ デ ル を簡単 にす るた め に ， 生産 量 と販 売量が 同 じで ある と仮 定 し， 表記 を

　 π 一 限界利益

　p 　　　 生 産販売 量 の 単位当 た りの 販 売価 格 を表す 列 ベ ク トル

　 v 　　　 生産 販売量 の 単位 当た りの 変動費 を表す列ベ ク トル

　 c 　 　　 生 産販売量 の 単位 当 た りの 限 界利益係数 を表す列 ベ ク トル

　 x 　 　 　 生 産販売 量の 列 ベ ク トル

の よ うにす れ ば，限 界利益 は
，

　π ＝ （P
’

　
− v

’

）x ＝ c
’

x

か ら求め られ る．ただ し ， 生 産販売 量 （x ）は生 産販売可 能集合 （X ） に属す る こ とが 必 要

で ある．生 産販 売可 能集合は ， 凸集合 とす る．

　凸集合 と は
， あ る 集合 に 属す る任意の 2 つ の ベ ク トル の 凸結合 を作れ ば

， また その ベ ク

トル が必 ずそ の 集合 に 属する と い う性質を もつ 集合の こ とで ある ．す なわ ち， 凸集合 とは
，

任意の y、， Y2 に つ い て ，　 y 、
∈ X ，　 y2 ∈ X

，
で あれ ば

， その 凸結合 もまた
，

　 λ
、 y 、

＋ λ 2y2 ∈ X

　　戈λ、
− 1， λ 1 ≧ O， X

、
≧ O

　 i＝ユ

とい う特徴 を もつ 集合の こ とで ある

　販売価格 の み を確率変数 と し ， そ の 他 は確定 的な もの と仮定 して み る． こ れ は 販 売価格

の み が 生 産量 と独立 に流動的で ある と い う状態，す なわ ち市場状態が ，独 占や寡 占の 場合

に 妥当す る ．独 占の 場合は ，全 面的に 自社の 立場 か ら価格 を決定で きる が ，新製品の 価格
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決定を行 う場合等に は
， 企 業内外の 環境条件を考慮 して 決定 しなけ れ ば な ら な い ． ま た寡

占の 場 合で あれ ば
， 相手企業の 対抗 策 を考 えて

， 現行価格 を維持す る こ とが
， 経済理論 に

よれ ば一
般 的に最適で あ る と い わ れて い る ． しか し現実の 企 業で は，製品の 差別化 を行 い

なが ら価 格 改 定 を行 うの が む しろ 普 通 で あ る ．そ の よ うな場 合 ，相 手企 業 の 反 応等の 企 業

内外の 環 境条件 を考慮 に 入 れ な が ら販 売価格が 決定 され る こ とに な る ． また新製品 を市場

に 出そ うとす る場合 も，同様の 考察が必要 で ある ．そ れ故，環境条件が 確率変数で 表 され

る とす れ ば
， 価格 も確率変数 と して 扱 うこ とが適当 で ある ．

　販売価格 を確率変数 とす れ ば，限界利益係数 も限界利益 も確率変数 とな る ．モ デ ル を簡

単にす る た め に ， 限界利益係数 （c ）の 平均値 と分散共分散行列は推定 され る もの で な く，

既知で あ る と仮定 し，具体的に ，平均値 （ e ） ，分散共分散 （ W ） で あ る確率変数 と仮

定 して み る．そ して ， X に 属す る x に対 して ， δ
’

κ と JIII
’
Tiv

！E の 関係 を考 えて み る．

とい うの は E ’

x が 増大する に つ れ て
，

冊 は増大する こ とは明 らかで あ る が
，

V
−
IIFTii71flが 凸性 をも っ て 変化する か どう

か を，後 の 論の 展 開 に お い て 知 る必 要 があ るか らで あ る．そ の た め生 産可 能集合 に属す る任

意の 2 点 ， y 、，
　 y2 を選 び

， 凸結合 を作 り， 凸性 の 判 定 を行 っ て み る ．た だ し，

δ
’
y1 ≦ c

’

y2 ，で ある とす る．

（i）　 x ＝ Yl の 場合

　　平均値　　 δ
’

x ＝ E ’

y 、

　　標準偏差　V
−
ll
’
iVi7

’
IJ＝ 　 Yl

’ Wyl

（ii）　 X ＝ Pt　2 の 場合

　　平均 値　　 δ
’

x ＝ δ
’

y2

　　標 準偏差 　》
一
而 ＝

　 yゼ Wy2

（iii） x ＝ λ
1Yl

十 λ 2Y2 ． λ1 十 λ 2
＝ 1

，
λ

i ，λ
2 ≧ 0の 場合

　　平均値　　　E
’

x ＝ δ
’

（λ
iyl

＋ λ
2y2 ）

　　　　　　　　　　　　　　　
一 λ

、
δ

’

y、
＋ λ

， δ
’

y，

　　標準偏差　価 ＝ 　 （λ1Yl
十 λ2y2 ）

’ W （λiy 、
＋ λ2Y2 ）

（iii）で 求め られ る標準偏差 が ， λ
、， λ2 の 全 て の値 に対 して 凸か どうか を調 べ る た め に は ，

　　（λiYl
十 λ2

　y2）
’
W （λ1

　 yi 十 λ2
　Y2） 　と λ i 　Pt1

’ wry1 十 λ2 　Y2
’ W

「
y2

の 大小 関係 を見れ ば よ い ．そ して
，

も し前者が 後者 よ りも小 さけ れ ば
，

λ 1 ，
λ 2 の 全 て の 値

に対 し凸となる ．

　それ故，

　　（λ ly1
十 λ2Y2 ）

，

　W
尸
（λ1Y1

十 λ2Y2 ）　一 （λ・1　　yl
’

　Wyl 十 λ2　　Y2
’

　WPt2 　）

7
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の 符号 を調 べ れば よ い ． こ の 証明は ，既 に ， Shinji　Kataoka ［8］ に よ っ て な され て い る．

要約 して 示 せ ば，次 の 通 りで あ る ．

Sigr・　［（λ，
　Y、

＋ λ
、　y、 ）

’ W （X 、 y 、
＋ λ

，　y。 ）

　　　　　　　　　　　　　　　　一（xl　 y、

’ Wy
、

＋ λ2　 s、

’ Wy
、
）】

＝ Sign ［（λ 1y1 十　λ 2
　y2 ）

’

　W （λ 1
　y1 コト　λ2

　y2 ）

　　　　　　　　　　　　　　　
一

（λ1y 、

’ Wy
、
＋ λ 2

　 y，

’ Wy
、 ）1

＝ Sign ［A．　12　y、

’ Wy
、
＋ 2 λ

、（1
一

λ
、） ！

，

、

’ Wy
、

＋ （1
一

λ
、
）
2
　y，

’Wy2
− X ・

2
　Pt・

’
Wy

・

− 2 λ
・ y・

’
Wy

・ S，

’ WS
、
一 （1一 λ

、）
2y

、

’ Wy
，］

＝ Sign ［2 λi（1
一λ1 ）｛Yi

’ Wy2 −
　　Yl

’ Wyl　　Y2t　Wy2 ｝］
と な る ．

　　2 λ 1 （1 一
λ i）≧ 0

で ある の で ，上 式の 符号 を調 べ る た め に は，

　　y 、

’ Wy
、

−
y 、

’
Wy

、
　 y2

’ Wy2

を調 べ れ ば よ い ．

　 とこ ろ で
，

W は 非負行列 で あ る の で
， 任意の t に 対 し て

，

（tYi 十 Y2 ）
，

　V「（tYl 十 Y2 ）＝ t2Ptl，　WYI −
十
一2tPt1’ Wy2 十 Y2

’ W
「
Y2 ≧ 0

とな る ．根 と係数の 関係 よ り，

　　（y、

’ Wy2 ）
2 ≦ （y、

’

W ッ、）（y2
’

Wy2 ）

が 成 り立 つ ．ま た
，

　　 y 、

’
Wy

、
≧ 0

，
　 y2

’
Wy2 ≧ 0

よ り，

　　y ・

’

Wy
・
≦ 　y、

’
Wy

、
　 y。

’ Wy
，

とな る．以 上 よ り，

　Sign ［2 λi（1
一

λ1 ）｛Yl
’ Wy2 −

　　Yl
’ Wyl　Y2

’ W
「
y2 ｝］　≦ 0

とな り，　 （λ1Yl
＋ λ2

　y2 ）
’ W （λ1yl

＋ λ2
　y2 ）は， λ b λ 2 ，の あ らゆ る値 に対 し，

凸 とな る こ とが わ か る ． こ の 関係 を図で 示 した もの が ， （図 1 ）で あ る．

　以 上 の こ とが
， 凸集合 で ある 生 産販 売可 能 集合 に属す る 任意 の 2 点 に つ い て 成 り立 つ

の で
， （

1
図 2 ）に 示す よ うな， δ

’

x とV
−
liFTiiifiJの 組み 合 わせ を示す 領域 （X ）が描 ける

こ と に なる ．

　例 えば
，

生 産販売可 能集合 に属す る任 意の 2 点が求 め られ て い れ ば
，
e 曲線 ， f曲線 ， g 曲

線上 の よ うな組み 合わせ が 可 能で あ り， また
，
h 曲線 の よ うに

， g 曲線 上 の 任意の 点 とf曲

線上 の 任意の 点を結 ん だ 曲線 も生 産販売可能集合 に属す る こ とに な る ．そ して その すべ て

8
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の 5 ’

x と 褊 　の 組 み合 わせ の 集合 X は とな り， すべ て の 任意 の 組み 合わせ の 境

界線で ある 効率的な生 産販 売集合 は ， e曲線上 の 任意 の 点 に な る こ とが わ か る ．

　　 　　　　 　　　　 図 　1　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　　 　 　 図 　2

轟

ぜ瓶

ll脇嘱畑 1．11＋劔

　　　　ぜπ

　　　　　　 O 　　

　とい うの は ，例 えば，X に属す る E 点 と G 点 とを比 べ て み る と
，

　　 　 （E 点の δ
’

x ）＝（G 点の δ
’

κ ）

　　　 （E 点 の VlffTiv｝fl） 〉 （G 点の JixMi ）

　とな り，点の ほ うが ，平均値が 同じで ある に もかか わ らず ， 標準偏差が小 さ く ， 効率的 で あ

　る と い える 。X に属す る E 点 と H 点 を比 べ る と
，

　　 　 （E 点の δ
’

X ）〈 （H 点 の δ
’
X ）

　　　 （E 点 の 轟 ） ； （H 点の V
”
llFi

’
ii「li ）

・とな り， H 点の ほ うが ，標準偏差が 同 じで ある に もか か わ ら ず，平均値が 大 きい の で 効 率

　的 で あ る と い える か らで あ る ． それ 故 ，効 率的 な す べ て の 点 は ，1 曲線上 に 存在す る こ と

　に な る．

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 図 　 3

冊

0
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　また ，効用 関数 を U （δ
’
灘

，
隔 ）と し，こ の 効用関数が リ ス ク 回避型 とすれ ば，

…
般 的 に （図 3）に描か れ て い る よ うな 曲線 に な る ． （図 3）は ， 例 と して ，効用 の 無差 別

曲線 を 3本 示 して い るが ， 図 の 右下 に な る ほ ど効 用 が 高 くな る こ と を意味 して い る ，すな

わ ち， U
，
＞ U2 ＞ U

、
で ある ．生 産販売可能集合 を満足 し

，
しか も最 も効用 の 高 い 点 は ，生

産販売集合 と効用関数の 接点で あ る L 点で あ る こ と が わ か る ．その と きの 効用 関数値は U2

よ り求め られ る ． こ れ は
，

よ く知 られ た ポ
ー

ト フ ォ リ オ ・セ レ ク シ ョ ン の 問題で ある ．

　次節で は，本節 で 検討 した点 を基 に して ，確率付線形制約 を もつ 確率制約条件計画法 を

用 い た利益 計 画モ デ ル に つ い て 考察 して み る．

3． 確率制 約 条 件 計画 法 の 最 適 解 の 特 徴

　確率制 約条件計画法 は 確率付計画法の
一．・

つ で あ る こ とに つ い て ，既 に 1節で 簡単 に述 べ

たが ， こ れ は不確実性 ドの 最適 問題 を解 く場合 に よ く利用 され る 代表的 な計画法の
一 つ で

あ る ．本 節 で は ， Joyce　T．Chen の 論 文 の モ デ ル 1 とモ デ ル 3 を紹介 し ， 2節 で の 考察結

果 を基 に
， 補足説 明 を加 え なが ら最適 解 の 特徴 に つ い て の 考察 を一

歩進 め て み る ． Chen

の 論文 を主 た る考察 の 対象 とす るの は， こ の 論 文 に は損益 分 岐制約 と目標 利益 制 約の 2 種

の もの が含 ま れ て お り ，
ま た

，
モ デ ル の 基 本 的特 徴 を示 す の に最 も適 当 と考 えた か らで あ

る ．Chen の 論文は ， 基 本的に は David 　HPyle
，
　Stephen 　J．Turnovsky の 論文 ［10］ を基

に考 察 した もの で あ る．

　Chen の 論文に は モ デ ル 2 もあ るが
，

モ デ ル 1 とモ デ ル 3 の み を考察の 対象 とする の は
，

こ

の 2 種類 の 型 の モ デ ル が，最 もよ く利用 され る可能性 が高 い こ とに よる．こ の モ デル 1 とモ デ

ル 3 は
，

モ デ ル の 型 と して
，
A ，Chames

，
　W ．W ．Cooperの 論文 の P モ デル と E モ デル に該当す る，

　Charnes ，　Cooper の P モ デ ル
，
　 Chen の モ デ ル 1は ，確率制約条件下で 目的関数値が あ る値

以上 とな る確率 を最大化する 問題 で ある ．本稿で は ，こ れ を タ イプ 1 の モ デル と称 して 論 を

進め る こ と にす る ．Charnes ，　 Cooper の E モ デ ル ，　 Chen の モ デ ル 3 は確率制約条件下 で 期

待値を最大化する 問題 で あ る．本稿で は
，

こ れ をタ イプ 2 の モ デ ル と称する こ と にする ．

　 タ イプ 1 の モ デ ル を説明す る 前 に ，表記 を Chen の 論文 に 即 して ，以 下 の よ うに す る ．

2 節 で 既 に用 い られ て い る もの はそ れ を用 い ，新 しい 表記の み を示す こ とに す る ．

　 A 一
技術 係 数の マ トリ ッ クス

　 b　 　 資源制約値 の 列ベ ク トル

　 ko 一
固定費の 額

　 k1 一
目標 利益 の 額

　 α 。
一

損益 分岐点が達成 され な けれ ば な らな い 最小の 確率
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　α 1　 目標利益 が 達成 さ れ なけれ ば な らな い 最小 の 確率

また ，確率変数 は販売価格 に よ っ て 影響 され た限 界利益係 数 c の み と し，c は 2 節 と同

様に ， 平均値 （δ ）， 分散共 分散行列 （ W ）の 多変数正規分布 をす る と仮定す る ．そ の 分

布関 数 を Fi と し，
1 − li’i ・ ＝ F

，
と置 くこ とにす る ．

　 上 述 の 表記 を用 い て ，資源技術制約 を満た し， ある 確率以上 で 損益分 岐制約 を満たす と

い う条件下 で
， 固定費プ ラス 目標利益 以上 の 限界 利 益 を もた らす確率 を最 大化す る モ デ ル

を示 せ ば
，

　　　　Prob ．（δ
’
x ≧ ko 十 h1 ）　一

→ max 　　　　　　　　　　　　　（1 ）

　　　　Prob ．（δ
’
κ ≧ h

。 ） ≧ α
。

…… （損益分岐制約 ）　　　　　　　　 （2 ）

（イ）
　　　　　　 Ar 　≦ 　b ……………・・…・

（資源技術 制約 ）　　　　　　　　　 （3 ）

　 　 　 　 　 　 　 x 　≦　 0　　 　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　 （4 ）

とな る ．た だ し
，
Prob ．は 確率 を示 し て い る ．

　 （イ）を変形すれ ば
，

　　　　　　α 1 　
−
− 　max 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5 ）

　　　　　Prob ．（♂ ∬ ≧ ho 十 hl ） ≧ α 1 （目標利益制約 ）　 　　　 　 （6 ）

（ロ ）　　 Prob．（δ
’

κ ≧ た o ） ≧ α
 

………
（損益分 岐制約 ）　　　　　　 （7 ）

　　　　　　Ar 　≦　ゐ　 ・……………・・……… （資源技術制約 ）　　　　　　 （8 ）

　 　 　 　 　 　 x 　≦ 　 0　 　　 　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　 （9 ）

と な り ，
こ れ は

，
Chen の モ デ ル 1 で ある ．

　 （ロ ）の よ うに 変形すれ ば よ くわ か る の で あ るが
，

こ の モ デ ル にお い て
， 制 約式の なか

に損益分岐制約 と目標利益制約 を含 め て い る ． とい うの は 不確実性 下 で は ，目標利 益の 達

成 と い う積極的立 場 と同時 に ，損失 を生 じ な い よ うに す る と い う安全性 を考慮 した消極的

立 場 の 両者が必要 と考 え られ る か らで ある 。そ して ， 目標利益制約 をある 満足 で きる 確率

で 満 たす解は
， 必ず しも満足で きる 損失を生 じな い 確率以 上 と な る と は 限 らな い か らで あ

る．本稿 で は
， そ の 他 の 制 約 を単 に資源 技術 制 約 と して い る が ， そ れ は 問 題 を簡 単に す る

た め か ら で ある ．販売制約 ， 購 入制約 ， 資金制約 は もとよ り各種の 制約 を含 め て モ デ ル 化

で きる が ，整理すれ ば基本的 に は ，制約 は パ ラ メ
ー

タ行 列 と変数の 積 ，そ し て右辺 の 制約

値で 表 され る と い うくらい の 意 味 で 用 い て い る ．

　 （6 ）式 を変形すれ ば，

Prob．［（etx 　− 　E
’

x ）／〜
厂蕭 「

≧ ｛（ko＋ h1 ）
一　δ

’

x ｝／ V
−
IE」

’
i）C7

’
　 ［≧ α 1 （10 ）

となる ．故に ，

　 F 【｛（h。
＋ k

、 ）
一 δ

’

κ ｝／ fifTii「IE亅≧ α
、　　　　　　　　　　 （11 ）
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と な る 。

と こ ろ で
，

α o ＞ α 1 ＞ 0，5 とすれ ば
，

　　F
− 1

（ or　1 ）＜ 0 と なる の で ，

　　F
− 1

（ α 1 ）．
＝ 一

（11 ， q1 ＞ 0

とす る ． これ を用 い て 上 式 を変形すれ ば
，

　　｛（ke ＋ k1 ）
一 δ

’

∬ ｝／ 4孤
’
≦

− ql 　　　　　　 （12 ）

とな る ．以上 よ り，（6 ）式 と等価 な制約式 は ，

　　δ
’

κ 十 q1 雁 ≧ le　Q ＋ k ，　　　　　　　　　　　 （13 ）

で あ り，同様に ，（7 ）式 と等価な制約式 は，

　　δ
’

x −
（10　V

−
2E
−
7niVi

　≧ 　h　o　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14 ）

で ある ．た だ し ，
F （ α

o ）；
− q 。，

qo ＞ 0 ，
で あ る ．

　 α
、 を最 大 化す る た め には

，

F ［｛（fe　o 十 k
， ）

一 δ
’

∬ ｝1価 ］≧ α 1 ，
よ り考えて

，

｛（h 。
＋ h

、 ）
一 δ

’
躍 ｝／V

−
i
’
Tiifi

を最小 化すれ ば よ い 。また
，

｛（kO ＋ k
、 ）

− 5 ’

κ ｝／ 轟 を最小化す る た め に は
， q 、

を最大化すれ ば よ い ． よ っ

て ，（ロ ）の 問題 は
，

　　　 　　　q 、
− max 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （15 ）

　　　　 δ
’

x 　− ql 　v
”
一
！E” iv2E　　≧ 　ko 十 ゐ 1　　　　　　　　　　　　　　　（16 ）

　　　 　　　 Ax ≦ b　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（18 ）

　 　 　 　 　 　 　 x ≧ 0　 　 　 　 　 　 　 　　 　 　 　 　 　 　 　　 　 　 （19 ）

と等価 な問題 と なる ．

　 （ハ ）の 問題 は
， ｛Ax ≦ b ， x ≧ 0 ｝を満足 す る x の 生産 販売可 能集合の うち ， 制約

第
一

式 ，

・制約第二 式 を満た す範囲内で q 、
を最 大化す る 問 題 で ある と解釈 す る こ とが 可 能

で ある ． こ の よ うに 考えれ ば
，

2 節で 考察 した こ とが 応用 で きる ．

　 また ，｛Ax ≦ b
，

x ≧ 0 ｝を満た す x の 集合 は 可 能解 が
一

つ で も存在 すれ ば，可 能 解

全 体の 集合は凸集合 で あ る ． とい うの は
， 可能解 を y、， y2 とすれ ば

，

　　A 　y ，
≦ b，Ay2 ≧ b

が成 り立 ち，Yl とy2 の 凸結合で 求め ら れ た 解 に対 して
，　 λ

、
＋ λ 2

； 1
，

λ i ≧ 0
，

λ 2 ≧

0 を考慮 すれ ば，

A （λ
、 y 、

＋ λ
， y， ）一 λ

、　Ay 、
＋ λ

，
Ay

、
≦ λ

、　 b ＋ λ
，
b − （X 、 ナλ2 ）b − b ，

　　 λ
、 y、

＋ λ2y2 ≧ 0
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が成 り立 つ か らで あ る ．

　以 上 の こ とか ら，（ハ ）の ｛Ax ≦ b，　 x ≧ 0 ｝を満 たす x か ら作 られ る δ
’

x と

，
Flil

’
i
’
ii7

’
i の 関係 の 全体集合 は， （図 4） の斜線部分 （X ）の よ うに なる ． （図 4）で は，表

示上 ，曲線 Pをな め らか に描 い て い るが ，線 形 制 約 集合 の 特徴 か ら考 えて ，なめ らか に は

な らな い ． しか し ， 最適 解 を求 め る 際 に 図 を見 れ ば わ か る よ う に ， 集 合 （x ）が 凸集 合 で

あ る と い うこ とが重要 で ある ．Chen の 論文の 縦 軸 は x
’
Wx と な っ て い る が

， 本稿 は

，
EllF”iVli； と して い る ．

また
，
（17 ）式 は

，

　　V
−
i7’

−
Wx ≦ 1 ／qo （δ

’

x
−

々 o ）　　　　　　　　　　　　　　　　 （20 ）

と書 くこ とが でき，
こ の 式 は δ

’

x
， ザ而 ，

の 座標上 で は
，

δ
’

κ 軸上 の 々
  を通 り ，

傾 き （1 ／qo ）の 直線の 右下 の 部分 となる ．同様 に （16 ）式 は
，

　　隔 ≦ 11q1 ｛δ
’
κ

一
（ ho 十 k

， ）｝　　　　　　　　　　　　 （21 ）

と書 くこ とが で き ，
δ
’
面軸上 の （ko ＋ hl ）を通 り， 傾 き （1 ／q1 ）の 直線 の 右下 の 部分 と

な る ．　　　　　 図 　4 　　　　　　　　　　　　　　　 図 　5

冊

廨

　　　 X 　　 、、；1
　 　 　   　　 欄 …1騒

　 　 　 、鯵 蕪 i：袤；；羅 甦
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靉 i茸

　 　 脾；囁露 漆 弼 氈．き．駈転匠、§鐸　t＃t
　 　 、t卿’鰯 載 i睡 動

・遣囁
票
・
鰻
・1唖
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灘
旗
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u2
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　　 O 　　 h　 h 十た　　 ・E’

x
＊ 　　　 e’

x
　 　 　 　 　 　 　 o　 　 　 l　 　 　 　 　 D

　目的 関数は q1 を最 大 とす る こ とで あ るの で ，傾 き （11q 、）を最 小 に す る点 を求め る

こ と にな る ．2 節 で 述 べ た よ うに ， 最 適解 は e 曲線上 に 存在 し ， しか も損益分 岐 制約 を満

た すS か らQ まで の 曲線上 に存在す る こ とに な る．最 適解は R 点 で 与 え られ る ．

　と こ ろ で
，

δ
’

κ 軸上 の （k 。
＋ h1 ）を通 る 傾 き （1 ／q 、）の 直線 は

， 効用 の 無差別 曲線 を

表 して い る と も考 え る こ とが で きる ． と い うの は （ハ ）の 問題 は
， 傾 き （1 ／q 、）の 大 き さ

の 変化 に よ っ て の み ，効 用 （目的 関数）が変化 す る と も考 え られ るか らで あ る ． こ れ は 2

節の （図 3）の 特殊形態 で あ る． （図 4） に は，効用 の 無差 別 曲線が 3 本示 され て い る．U3

は実行不可 能で ， U 、＜ U2 で あ るの で ，　 U2 を通 る効 用 直線 上 の R 点 が実 行 可 能 で 最 も大 き

ガ w 鐸
．
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X
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な満足 を与え る こ とが で きる 点で ある と考 え る こ とが で きる ．R 点 に お い て ， 直線 （u2 ）

と集合 （X ）が 接 して い る ．X が （図 4）の よ うに左 上 に 開 い た 集合 で あ り， しか も前述

した ように 凸集合で ある と い うこ とか ら，必ず接点を もつ こ とに な る ．

　以上 が タ イ プ 1 の モ デ ル の 説 明 で あ る が，次 に ，
タ イプ 2 の モ デ ル す なわ ち Chen の モ

デ ル 3 に つ い て 補足 説 明 を加 えなが ら説明す る ．こ の モ デ ル は 資源 技術 制約 を満 た し， ま

た ，あ る確率以 上 で 損 益分 岐制 約 ，あ る確率 以上 で 目標 利 益制 約 を満 たす とい う条件下 で ，

限 界利益の 期待値 を最 大化す る モ デル で あ る．すな わ ち，

　 　 　 　 　 　 δ
’

x 　 − 一一一
レ max 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （22 ）

　　　 Prob ．（c
’

x 　≧　k　o 十 k1 ） ≧　α 1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （23 ）

（二 ）　 Prob．（ c
’

x 　≧　h　o ） ≧　α o　　　　　　　　　．　　　　　　　　　　　　 、　 （24 ）

　 　 　 　 　 　 Ax 　　≦ 　　b　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（25 ）

　 　 　 　 　 　 　 x 　≧ 　 0　 　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 （26 ）

と なる ． （二 ） と等価 な 問 題 を前述 と同様 に して 求 め れ ば
，

　 　 　 　 　 　
一

　ノ

（ホ ）

　 C 　 X 　 7
−一一

→ レ 　max

δ
’

X − ql 隔 　≧ ke ＋ ゐ 1

δ
’

x
−

90V
−
i
’
Tiif

！II ≧ le　o

　 Ax ≦ b

　 　 x ≧ 0

（27 ）

（28 ）

（29 ）

（30 ）

（31 ）

となる ．

　 （ホ ）の 問題 は
， ｛Ax ≦ b，x ≧ 0 ｝を満たす x の 生 産販売集合の うちで ，

制約第
一

式 と制約第二 式 を満 た す範 囲内で
，

δ
’

κ を最大化 する問題 と解釈す る こ とが で

きる ． （図 4 ） と同様 な方法で ， （ホ ）の 問 題 を図 で 表 した もの が （図 5）で ある ． こ の 場

合 ， 効用関 数は δ
’

κ
，

と考 える こ とが で きる の で δ
’

x 軸 と垂直 に なる ．

　最適解 は P 曲線上 に あ り， しか も損益分 岐制 約 と目標利益制約 を満 た す T か ら V まで の

曲線 上に ある 。（図 5） に お い て ，効用 の 無差別 曲線が 3 本示 され て い る ．効用 関数 は，

冊 に よ っ て 左右 され な い の で
，
2 節の （図 3）の 特殊形態で あ る． （図 5）に お い

て ， 実行可能で しか も最 も大 きな効 用 を もた らす もの は U2 で あ り， 最適解 は V で ある こ

とが わ か る 。

　 （ハ ） （ホ）の よ うな 問題 は
，
Kuhn −Tucker の 条件 を用 い て 最適解 を求め る こ とが で き

る．前節 と本節で 詳 し く説明 した よ うに
， その 解 は凸集合の 境界面 の ど こ かの 点で 与 え ら

れ る こ とに な るの で ，そ れ は 大局 的 な最適 解 を与 え る こ とに な る．
一

つ の 別解 と して は ，

Kuhn −Tucker 条 件が 同 じ と な る よ うな二 次 計画問 題 に変形 し， もと の 問題 との 関係 か ら，
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ある 条件を満たす よ うに， 試行錯誤 に よ っ て 解 を求め る 方法で ある ． しか し，本稿は解の

求め方 よ りもタ イ プ 1 ， タ イ プ 2 の モ デ ル の 意味 と， 固定費， 目標利益 の 値 の 変化 に よ

る解 へ の 影響 につ い て 考察す る こ と を 目的 と して い るの で ，解法 に つ い て は詳 し く触れ な

い こ とにす る．

　以 上 ，　 （ロ 〉， （二 ）の 形で 与 えられ る確 率制約条件計画法 の 最適解の 性 質 を
， （図 4），

（図 5）の 図 を用 い て 説明 し て きた ． （図 4）， （図 5）の U
、，

U2
，
　 U

， を効用関数 と い うの は ，

少 し抵抗が あ る が，前述 した よ うに ，効用 関数の 特殊形態で ある と考 え る こ ともで きる ．

4． 数 値例 と C − V − P 分 析

　 まず最 初 に ，モ デ ル の 条件 に つ い て 述 べ る ．モ デ ル を簡単化す る た め に ，3 種類 の 製 品

の み を生 産 販 売 して お り，単位 当 た りの 販売 価 格の みが 正 規分布 をす る確 率変数で ある と

仮定する ．各々 の 製品の 販 売価格の 期待値 は
，

23 （千 円 ），
18 （千 円 ），

27 （T・円 ）で あ り，分 散

共分散行列 は
，

w − 〔、；嘗
11〕

で あ る とす る． また ，変動費は直接 材料費，直接労務費，直接経費の 3 種類の 投入 要素 か

ら な り， 各製品単位 あた りの 変動費 は
，

8（千 円），8（千 円 ），
11 （千円 ）で ある とす る．変 動

費の 算定の 基礎 と な る 材料制約 ， 労働時 間制約 ， 経費制約の 3種類 の 制約条件 が あ り， 最

大限 の利用 可 能値 は ，そ れ ぞ れ ，40（個 ），
50（時間 ），

80（千 円 ）で ある と仮 定す る ．　 そ して
，

製品 1の
一

単位 の 生 産 に は，材料 1（個 ）， 労働時 間 0．6（時 間），経費 1（千円）が必 要で あ り，

製 品 2 に対 して は
， 材料 0．5（個 ），労働 時 間 1（時 間 ），経費 1（千 円 ），製 品 3 に対 して は，

材料 1（個 ）， 労働時 間 1（時間），経費 2（千円 ）必要 で ある とす る ．固定費は 400 （f 円 ）， 目

標利益 は 200（千円 ）とす る ．

　 α 　o　
・　 959。

， すなわ ち ， qo − L65 と して ， タ イプ 1の モ デル を定式化 す れば ，

　 　 　 　 　 α 1　
−→ 　　max

呵・一 ・［1〕・ 一 ト偽

囚 呵・一 ・〔1〕・叫… 95
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．

　　　　〔1｝∴…〔il〕・〔9・：・〕
　　　　　　　［ii〕・ 〔1〕
とな る ．c の 期待値 と分 散共分 散行 列が わ か っ て い る こ と よ り， （へ ） と等価 な問題 を求

め
， 整理する と

，

　 　 　 　 　 　 91 　
− 一一一

レ max

　　　　15x1 十 10　x　2 十 16　x　3

　　　　　− q1　　4x12十 7x22十 5x32十 2 κ lx2
十 3nc1κ 3

− 6x2x3 　≧ 600

　　　　15x1 十 10　x　2 十 16　sc　3

（ト）　　　＿ 1．65　　4xlz十 7sc22十 5x32十 2xlx2 十 3xlx3 − 6x2x3 　≧ 400

　　　　　　　　　x1 十 〇．5　x　2 十 x3 ≦ 40

　　　　　　　　　0．6x1 十 x2 十 x3 ≦ 50

　　　　　　　　　 xl 十 x2 十 2x3 ≦ 80

　　　　　　　　x
、
≧ O 　 x2 ≧ O 　 x3 ≧ 0

と な る．解 を求め れ ば ，

　　　 最大値　q1 ＝ 1．334

　　　 x1 ＝ 2．169
，　x 　2

二 21．736，　x 　3
＝ 26．963

とな り， q 、

＝ 1．334 で あ る こ とは
， 最適解 に お い て

，
目標利益 制約 を約 91％ 満 たす こ とに

な る ．逆 に ， こ れ は 目標利益制約 を満 た さな い 確 率が ，約 9％ ある とい うこ とを示 して い

る。次 に ， α 1
＝ 80％ ，す な わち q 、

； O．84， と して ， タイ プ 2 の モ デル を定式化 し，最適

解 を求め て み る ．

　　　　15　x1 十 10　x 　2 十 16　x 　3
−一一一

レ max

　　　 15x1 十 10x2 十 16x3 − 0．84　4x12十 7x22十 5x32十 2xlx2 十 3xl κ 3
− 6x2x3 ≧ 600

　　　 15x1 十 10x2 十 16x3 − 1．65　4x12十 7x22十 5x
ヨ

2十 2 κ 1 κ 2
十 3xlx3

−
6x2x3 ≧ 400

（チ ）　　　　　　　 x1 十 〇．5x2 十 x3 ≦ 40

　　　　　　　　　0．6xl 十 x2 十 x3 ≦ 50

　　　　　　　　　 x1 十 x2 十 2x3 ≦ 80

　　　　　　　　x
、
≧ O 　 x2 ≧ 0 　 κ 3 ≧ 0

　最大 値　692 ．150（千 円 ）
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　xl ＝ 20．250
，　x2 ＝ 36。200 ，　x3 ； 1．651

　 タイ プ 1 の モ デ ル と タ イ プ 2 の モ デ ル の 解 の 比 較 は α
、
の 扱 い 方 が根本的 に異 な っ て い

るの で 難 しい が ，あ え て比 較すれ ば ，解 に は 大 きな差が ある こ とが わ か る ．限界利 益 は，

（タ イプ 1 の モ デル ）

　 15 × 2．169 ＋ 10 × 21．736 ＋ 16 × 26．963　＝・　681．303（千 円 ）

（タ イプ 2 の モ デル ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ，

　 15 × 20 ．250 ＋ 10 × 36200 ＋ 16 × 1．651 ； 692．150（千 円）

とな り ， 本稿 の 数値例 で は
， 目的 関数値 に 両者あ ま り大 き な差 は な い ． しか し

， 最 適解 に

大 きな差が ある こ とか ら考 えて
，

ど の モ デ ル を採 用 す るか に つ い て慎 重 で あ る必要が ある ．

タ イ プ 1 の モ デ ル は ，限界利益 を最 大化する こ と が 目的 で な く， い わ ば消極的な モ デ ル で

あ る ． こ れ に対 し， タ イプ 2 の モ デ ル は
， 限界 利益 の 最 大化 を目指 した積極的モ デ ル で あ

る とい うこ とが で きる ．

　 タイ プ 1 の モ デ ル と タ イプ 2 の モ デ ル の 最適解 を基 に
， 収益 ， 費用項 目の 計画値 を示

し て み る ．た だ し
， 材料

一
単位当た りの 単価 は 5（千円 ）で ， 労働 時間単 位 当 た りの 賃 率 は

4（千 円）とす る ．各製 品の 単位 当た りの 変 動 費算定 の 基 礎 デ
ー タは ， （表 1） の 通 りで あ っ

た と仮定す る ．

俵 1＞ 変動費算定 の 基礎データ、 （単位 ：千円）

　 製品種類 ご と

　　　 の 変動費

細目

製晶 1の 単位 あた り

　　 変動費 ・
製 品2の 単位あ た り

　　 変動費
製品3の 単位あた り

　　 変動費
単価

賃率
消 費 量

労働時間
金額

単価

賃率
消 費 量

労働 時間
金額

単価
賃率

消 費 量
労働 時間

金額

直 接 材 料 費

直 接 労 務 費
直 接 経 費

茸
一

と，
一

5

そ
葦
一

0．6L 3

で
5

ヨ

lL 542

合　計）
一 ＿ 8 一 一

　 　 　 　　 8 一 一 11

（表 1）を基 に，計画値 を示 した もの が （表 2） （表 3）で ある ．ただ し
， 販売価格は 確率変数

で ある の で
， 期待値 を用 い て い る． （表 2）（表 3）か ら，販売価格の期待値 を用 い て 算定 した

（表 2 ） タ イブ 1の モ デ ル の 計画値 （単位 ：千円）

製 品 種 類 製品 ユ 製品 2 製品 3 合 　計

売 上 高

変 動 費

　 　 直 接 材 料 費

　 　 直 接 労 務 費

　 　 直 接 経 費

49．917
，310
．84
．32
．3

39 【．2173
，865
．286
，921

．7

728，0296
．6 ．

134．8107
．953

．9

ll69 ．1487
．7210
．8199
．177
．8

限　　界　　利　　益 32．8 217．4 43L4 6814

固　　　定　　　費
一 一 400，0

営　 業　 利　 益 　 一
一

≡ 281．4

利益 は，両者 の モ デ ル とも損益 分岐制約 を満た し
，

タ イ プ 2 の モ デ ル で は 目標利益制約 を
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満た し て い る こ とが わか る ．

　 　 俵 3） タ イプ 2 の モ デ ル の 計画値 （単位 ：千円）

「
一

輻 嚢「種頁 製晶 1　　　　 製品 2 製品 3 合 　計

　売 上 高

摩 動 費

　　　 直 接 材 料 費
　　 　 直 接 労 務 費

　　　 直 接 経 費

465 ．8162
」

101．34
α520

．3303

，7

65L6289

，6108
．6144
．836
．2

44，61828

．36
，63
．3

1162，0469
．9218219L9

　 59．8

限　　界　　利　　益 362，0 26．4 692．1

可
一

擁…　　 費
．冖

π 400．0

営　　業　　利　　益
一 ≡ 一 一 ≡ 292，1　、

5 ． モ デル の 係数の 変化 に よ る 最適解 へ の 影響

　前節 に お い て
， 最適解の 特徴 を図 を用 い て 説明 し たが ， 本節で は モ デ ル の 係 数が変化 し

た と きの 最 適解へ の 影響 に 焦点 を当て る こ と にす る ．特 に
， 固 定費 と 目標利益 額の 変化 に

よ る タ イ プ 1 と タ イプ 2 の モ デ ル の 最適解へ の 影響に 焦点 を当て る こ と に す る ．

　こ の 分析 は 感度分析 と して よ く知 られ て い る が
，

こ の 分析 はパ ラ メ ー
タ の 値 が 変化す る

と い うこ と を前提 とす る 以 上
， 事実上 そ の パ ラ メ

ー
タが 政策変数で ある か

， 確定的で な い

か を前提 と して い る こ とに なる ．パ ラ メ
ー タ値が 政 策変数 で あ る場合 は，そ れ に つ い て 感

度分析すれ ば各種 の 情報が 得 られ る ．一
方 ， 不確実 な状態 を扱 うた め に

， 最 も起 こ りそ う

な確定的 な値 を設 定 し，感度分 析 で 不 確実性 に よ っ て 生 じる さま ざまな場合 に対 処 す る こ

と もあ る ，本稿で は
， 固定費 ， 目標利益 に つ い て 感度分析 を行 い

， 価格係数 は正規乱数 と

仮 定 した場 合 を扱 っ て い る．固定費の 変化 と 目標利益 の 変化 は
，

ど ちら も制約式 の 右辺 の

値の 変化で あ る ． しか し
，

以 下 に示す 本節の 図か ら もわ か る よ うに
，

両者 の 値 の 変化が最

適 解 に与 え る影響 は ， タイ プ 1 の モ デ ル と タイ プ 2 の モ デ ル で は 基 本 的 に異 な っ て い る．

ま た
， 目標利益 は政 策変数 と考え

，
意 図的 に 変え る こ とが で きる もの で あ るが

， 固定費 は

む しろ 企 業 内外 の 環境 に よ っ て 与えら れ る と い う違 い もある ．

　まず ，固定費の 変化に よる タ イプ 1 の モ デ ル へ の 影響 に つ い て考察す る．固定費が 増加

す る こ とに よ り，（図 4） に お け る E ’
x 軸上 の 切 片が 変化す る こ とに なる ． もし固定費が

増大 して も，少な くと も利益 ゼ ロ 以 上 とな る確率 （α
。 ）が変化 しない とす れ ば，3 節で 述

べ た よ うに ，傾 き （1 ／qo）は 変化 しな い で
一一

定 で あ る ．ho 「1）か ら ko （2）へ 固定費が 変化 した

場 合 の 最 適 解 へ の 影響 を （図 6） に示 して い る ．

　（図 6） にお い て ，傾 き （1 ／90）を一
定 とす れ ば ， 5 ’

x 軸上 の h
。
〔1）を通る 直線 と ko 〔2）を

通 る 直線 は平 行 に なる ． また （図 6） に示 され る よ うに ， 効率的 な生 産販 売可 能集 合 を表

す e
’
曲線 と交 わる点 は，Q点，8 点 か らQ点，　 S 点 へ と変化す る こ とに な る 。
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図 　 6 図　7

　　 　

　そ れ故，生産 販売可 能集合 を満た し，少 な くと もゼ ロ 以上 の 利益 を もた らす確率が （α
。）

以 上 と なる 効 率 的 な集合 は，e 曲線上 の Q点 とS 点 を結ぶ 範囲内 に な る ． こ れ は 固定費が

増大 す る こ と に よ り，選択 可 能 な領域 が小 さ くな っ た こ とを示 して い る． （図 6）か ら示 さ

れ る よ うに ， 最 適解 は R 点か ら R 点へ と変 化す る こ と に な る ．

　、固定費が 上 昇 し続 ける と， e曲線 と δ
’
x 軸上 の le　o

（2 ）を通 る 直線が 交 わ らな い 場 合 も起

こ る． こ の 場合 は 実行 可能 解が 求 ま らな い 場合で あ る ．Q よ り上 の 点 で ，δ
’
κ 軸上 の

k
。
  ＋ k

、 を通 る 直線が 接す る場 合 に は
， Q点 が 最適解 と な る ．逆 に ，

　 S よ り下 の 点 で 接す

る場合 に は
，
S 点が 最適解 とな る ．

　同様 に， α o α 1 が
一

定で ，固定費が 増大 した場合の タ イ プ 2 の モ デ ル に つ い て 考察 し

て み る ．こ の 場合 を図で 示 した もの が （図 7）で ある ． （図 7）に示 され る よ うに ， α
。 ，

α
、

が
一

定で ある とすれ ば
， 最適解が 存在 する 9 曲線 ヒの 範 囲 は

，
T 点 と V 点 を結ぶ 曲線 上 か

ら ，
T 点 と V 点 を結ぶ 曲線上 に 変化 し ， そ の 範囲 は小 さ くな る．そ して ， 最適 解 は V 点か

ら V 点 に変化する こ とに な る ．

　以 上 は
， 固 定費が 上 昇 して も，

α
。，

α
、が 変 化 しな い 場 合 を考察 したが ， 固定費が上 昇

す れ ば
，

α o を大 きくす る よ うな心 理 的効 果 が生 ず る場合 もあ る ．す な わ ち，固定費が上 昇

すれ ば
， そ の 固定費 の 回収 を確実 に しよ うと す る 場合 で ある ．α oが 大 き くなれ ば ，傾 き

（1 ／q 。） は減少す る こ とに な り， 最適解の 存在す る P 曲線上 の 範 囲 は
，

よ り小 さ くなる で

あろ う．固定費が減少する場合 に は， こ れ と逆の 同様 の 考察が 可 能で ある ．

　通常の 数理 計画問題 にお い て ，固定費 の 変化は 最 適解 を変化 させ な い の で
， 固定 費 を無

視 して 問題 を定式化す る場合が 多い が ，本稿で 考察 して い る モ デ ル は
， 固定費の 変化 に よ

っ て 最適解が 変化す る こ とに な る．

　次 に
， 目標利益 だ けが le　 1

〔1）か ら k1 （2）へ 変化す る場合 を考 え て み る ． （図 8）は タ イプ 1
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の モ デ ル の 場 合 を示 し
， （図 9） は タ イプ 2 の モ デ ル の 場合 を示 して い る ．た だ し （図 9）

で は ， α
、
を…

定 と仮 定 して い る． （図 8） に示 して い る よ う に
，

目標利益 が h
、

〔1）か ら

h1 〔2）へ 変化す る こ とに よ り， 最適解 は R 点 か ら R 点へ 変化す る こ とに な る ． また （図 9）

に 示 して い る よ うに
， 最適解 は VF点か ら 玩点へ 変化 する こ とに な る， 目標利益が あ ま り大

き くな る と
， （図 9）の 場 合 は可 能解 を もた な くな る 場合が あ る ．

　　 　 　 　 　 　 　 　　 　図 　 8　 　 　 　 　　 　 　 　 　 　 　 　 図　 9

’Wx

　 　 O

　タ イ プ 2 の モ デ ル に お い て
， 目標利益 の 達成 を確実 な もの とす る た め に は

，
α

、
の 値 を大

きくした モ デル を作成す れ ば よ い ． α
、 が大 き くな れ ば，傾 き （1 ／q 。）が減少 し，最適解が

存在す る範 囲は小 さ くな る ． その 他 の モ デ ル の 係数 の 変化 と して ，A
，
b の 変化が 考 えら

れ る が ，
こ れ らの 変化 は X の 集合 の 大 きさや 形 に影響 を与える こ とにな る，また価格係数

の 期待値 （ i ），分散共分散行列 （ W ）が本稿で 仮定 した よ うに
， 確定値 で な く推定 さ

れ る もの で あれ ば ， 感度分析 を行 う必 要 があ る．c の 要素が 変化 した場合 に は，今 まで の

轟 の 値 に対 して ，図表上 で は横軸 の ス ケ
ー

ル が 変わ る こ とに なる ． また W の ある要

素が 変化 した場 合 には ，今 まで の δ
’

∬ 値に 対 して ，縦軸 の ス ケ ール が変 わる こ とに なる ．

7． お わ り に

　本 稿 は
， 不確 実性 下 に お ける 利益計画 モ デ ル を確率制約条件計 画法 を用 い て 定式化 し ，

C − V − P 分 析 を行 う方 法に つ い て 考察 した．

　不確 実性下 の モ デ ル を定式化す る ため に は 1 リス ク を い か に 処理する かが 最大 の 問題 点

で あ る ， リ ス ク の 扱 い 方 に つ い て の 研 究は 数多 くあ るが ，
モ デ ル を操作 的な ら しめ るた め

に は
， 確率事象と そ れ が起 こ る 確率 を算定する 必要が ある ．発生 事象 の 確率 は客観 的判 断

の み で 決定 さ れ る場合 もある が ， その 決 定 には主 観的 判 断 が含 まれ る場 合 も多い と思 われ

20
N 工工

一Eleotronlo 　Llbrary 　



The Japanese Association of Management Accounting

NII-Electronic Library Service

The 　Japanese 　Assoolatlon 　of 　Management 　Aooountlng

不確実性 トの 利益 司画 モ デ ル と C − V − P 分析

る ． しか も ， 不確実性下 の 問題 は確実性下 の 問題 よ りも，確率の 決定以外 の パ ラ メ
ー

タ の

決定に つ い て も， 主観的判 断が 多 く含まれ る こ と も事実で あ る．そ れ故 ，発 生事象 の 確率，

モ デ ル の パ ラ メ
ー

タ を適切 に測 定 ある い は 判断す る こ とが ，
モ デ ル の 適 否 を決 め る要 因 に

な る ．本稿 は
， 客観 的なあ る い は 適切 な確 率情報や モ デ ル の パ ラ メ ー タが得 られ て い る と

して ，モ デ ル を定式化 して い る ．

　 モ デ ル の定式化 の 方法 と して ，確率制約条件計画法 を採用 して い る が
，

こ の 計 画法は 確

率 をモ デ ル の 中 に直接含め て 定式化で き る と い う特徴 を持 っ て い る ．また
， 確率事象の 期

待値 ， 分 散共分 散が わ か っ て お り， 分 布 の 型 も正 規分布 と わか っ て い れ ば
， 比較的簡単 に

確定的な等価 問題 を求め る こ とが で きる と い う利 点 を持 っ て い る．本稿 の よ うに 共分散 を

ゼ ロ と しなけれ ば ，非線形 の 等価 な計 画 問題 と な る ．こ れ に対 し，共 分散 をゼ ロ とす れ ば，

線形 の 等価 な計画問題 とな る ． ど ち らの 場合 に も確定的 な場 合 ど同 じ大 きさの 問 題 に帰着

す る ． しか し，正 規分 布以 外の 分 布 を仮定す る場 合に は
， 問題 は 少 し複 雑 とな る． また ，

期待値 と分散が わか っ て い る が 分布 の 型 が わ か ら な い 場 合 ，
チ ェ ビ シ ェ フ の 不等式 を用 い

て 問題 を定式化で きる が ，問題 は 非常 に粗 くな り実行可 能解が 求 ま らない 場 合 も多くな る．

　確率制約条件計画問題 は確率変数 を含 ん で い る の で
， 確実性下 の 問題 と比 べ て 計算量 が

著 し く増大 し，期待値，分散共分散 を推 定 しな け れ ば な ら な い と い う簡題 もあ る ． また ，

序 論 で 述 べ た よ うに ， 個 々 の 正 規 分布す る 事象の 積 の 分布は正 規 分布 しな い とい う点 に も

注意す る必 要 が あ る． また，発 生 す る事象，発 生 す る確率 そ の もの の 境界が は っ き りし な

い で
， あい まい で あ る よ うな場 合 ，す な わち フ ァ ジ ィ状 態で は，本 稿 の よ うな定式化で は

な く別 の 定式化が 必 要 に な る ．

　本稿 は
， 確率制約 条件計画法 の 解 の 特徴 を図 を用 い て 説 明 して い る．そ の 図 は 限界利益

の 期待値 とその 標準偏差 を座標軸 と した もの で あ り ， 製 品 の 特性 は 期待値 と標準 偏 差 に す

べ て要 約 され る こ とに な る ． また
，

モ デ ル は 3 節 で 述 べ た よ うに ， 生 産販 売 可 能 集合 の 効

率的集合 の 中 で ，特殊 な形 態 を持 っ た効用 関数 を最大化 する とい う問題 と解釈す る こ と も

可 能で あ る ． こ れ は ポ ー トフ ォ リ オ選択問題 とよ く似 た 問題 と し て 解釈可 能で ある こ とを

意味す る ．

　本稿 は ，C − V − P 分析 に つ い て も考察 して い る が ，ア プ ロ
ー

チ 法 と して
， 計画モ デ ル

の 最適 解 を求め ， こ の 解 に よる C − V − P 分析 をす る 方法 を採用 した ． こ の 方法 は 多品種

問題 へ C − V − P 分 析 を展 開 す る
一 つ の接 近法 で あ る ． とい うの は ，数理 計画法 を用 い れ

ば，製 品の ミ ッ ク ス 問題 を計画問題 の 中 に 取 り入 れ る こ とが で き ， それ に よ っ て ，C −

V − P 分析 の 方法 も改善で きる か らで ある ．本稿 に お い て
， 確率 制約条件計 画法 に よ る 利

益計 画 モ デルの 設定 に 重 点 を置 い た の も以 上 の 理 由 に よ る．
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   PROFIT  PLANNING  MODELS  AND  C-V-P
      ANALYSES  UNDER  CONDITIONS  OF
UNCERTAINTY:  APPLICATIONS  OF  CHANCE
         CONSTRAINED  PROGRAMMING

Kazuki  Hamada*

                      ABSTRACT

 The  purpose of  this paper is to consider  profit,planning models  applying  chance

constrained  programming  and  to analyze  C-V-P  relationship  by using  the  optimal

solution.  By  knowing  the  relationship,  managers  can  understand  the  process  of

profit generation collectively  and  clarify  the  problems.

 The  relation  between  mathematical  programming  and  C-V-P  analysis  is not

direct; however, if mapagers  do C-V-P  analysis  by the optimal  solution,  they can

manage  easily  the  problem  of  a  multiproduct  production  company  with  several

constraints.  Also, the model  can  be aPplied  to many  situations  by changing  the

formulation,

 The  author  simplifies  the  model  extremely  to clarify  the fundamental  features

and  is working  on  the assumption  that only  the sales  price is random.  Using

figures, the author  investgates the features of  profit planning  models  using  two

types  of  chanbe  constrained  programming.  Besides, the  affect  of  the  optimal

solution  and  the  C-V-P  relationship  by changing  the  coefficients  of  model  are

considered  in the figures.
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Profit Planning  Model,  C-V-P  Analysis, Chance  Constrained  Programming,

Uncertainty, Break-even  Point ,
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論　文

事業部制マ ネジ メ ン ト ・コ ン トロ ー ル にお け る 日本的特質

　　　　　　　　フ ィ
ー

ル ド ・ ス タ デ ィ を基礎 に して

伏見 多美雄 ＊

横田　絵理 †

〈 論文要 旨〉

　 こ の 論文は ，日本企 業 の フ ィ
ー

ル ド ・ス タ デ ィ を基礎 に し て
， 事業部制マ ネジ メ ン

ト ・コ ン ト ロ
ー

ル に 内在する 日本的な特質を具 体的 に検討 し
，

い くつ か の 基本 仮 説 を

導出 する こ とを 冖的 と し て い る ．

　日本 の 多 くの 企 業は
，

1960 年頃 か ら，欧 米先進国，特 に ア メ リ カ 企 業 の 実務 と，そ

れ をベ ー
ス に した マ ネ ジ メ ン ト ・コ ン トロ ー

ル 論 に 立脚 した 事業部制 を相次 い で 「輸入」

した が，や が て ， こ れ を 白社内に定着 させ て い く過程 で ，それ ぞれ の 事情 に合 わせ て

種 々 の 変形な い し変質を加え て 今 日に至 っ て い る．そ の 具体的プ ロ セ ス は
， 個 々 の 企業

ご と に多様で ある が ，ご くベ ーシ ッ ク な部分 に注意を向ける と
， 米国型の 事業部制とは

異なる 「日本型」 と呼べ る ような諸特質が観察され る こ とが 多い の で ある．

　本稿 は，こ の よ うなプ ロ セ ス をた ど っ た典型 的 な
一

例 と思わ れ る S 化学工 業の フ ィ

ー
ル ド ・ス タデ ィ をベ ー

ス に して ，日本的 な事業部制 マ ネジ メ ン ト ・コ ン トロ ール の

特質を さ ぐり，そ の 結 果を仮説構築の 基礎 と して 整理 した．

　こ の 研究を通 じて 得 られ た重要な知見の 一つ は ，米国型 MCS 論 に忠実な事業部制 マ

ネジ メ ン トを導入 し た 日本企業が ，そ の 歴史的展 開 の 中 で 日本的な もの に変質させ て い

くプ ロ セ ス に は ，（a ）組織構造や管理 会計 な どの ハ ー
ド面 に関す る変質と，（b ）それ ら

の 現実 的 な運用 プ ロ セ ス ，つ ま りソ フ ト面 で 行われ て い く変質との 2 面があ り，後者の

局面が特 に重要だ とい うこ とで ある．

〈 キー
ワ

ー
ド〉

イ ン ベ ス トメ ン ト ・セ ン タ
ー
，管 理 会計 ， 事業部制 ， 組織構造 ，

日本型経営 ，
プ ロ フ

ィ ッ ト ・セ ン タ
ー
，マ ネジ メ ン ト・コ ン ト ロ

ー
ル

1993年　R 月　受付

1993 年 t2 月 受 理
＊
慶應義塾大学教授 （大学院経営管理 研究科）

＋ 慶應義塾 尺学 大学 院　経営 管理 研究科　博 士課 程
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1． 問題 意識 と本稿 の ね らい

　事業部制 と呼 ばれ る マ ネジ メ ン ト方式 は
， 歴 史的に は 職能別 マ ネジ メ ン トの 限界 を克服

す る た め の 方式 と し て ， 1920 年代 に ア メ リ カ の 先進企 業で 開発 さ れ ，や が て 多 くの 欧米

企 業 に 普及 した もの だ とい われ て い る ．
一

方 ， わが 国で の 歴 史を振 り返 る と，古 くは明治

時 代 の 三 菱財 閥 に お け る 事業部制 の 萌芽や ，
1933 年 の 松 ド電 器産業 で の 採 用 な どが あ る

が
， 本格的 に 普及が 始 ま っ たの は ，第二 次世界大戦後の 復興経 済の 時期 を乗 り越 え た 19

50 年代末頃か ら 60 年代 に か けて で あ っ た．

　 こ の 時期 に 飛躍 的 な数の 企 業が 採用 した背景 に は ， 1960 年 の 通 産省産業合理 化審議 会

に よ る 答申 「事業部制 に よ る 利益管理 」の 発表が あ っ た ． こ の 「答 申」 は
， それ まで に 数

十年 の 実践期 間を も っ た 欧米 ， 特 に ア メ リ カ企 業 の 実務 と
，

こ れ を踏 ま え た マ ネジ メ ン

ト ・
コ ン トロ

ール ・
シ ス テ ム （MCS ）の 理 論 を汲み 上 げて 編纂 され た もの だ っ た こ と に注

意す る 必 要が あ る ． つ ま り，
わが 国 の 多 くの 企 業 は，既 に か な りの 実務 的背景 を もち理 論

的 に も整備 され つ つ あ っ た ア メ リカ 型 の 方式 を 「輸入」 す る と い う形 で
， 事業部制 とい う

マ ネジメ ン ト方式 を導入 した と い うい きさ つ を もつ の で あ る．

　復 興経済 の 時代 を乗 り越 えた わが 国の 大手 ・中堅企 業 の 多 くは ， い わ ゆ る 高度経 済成長

を背景 に して 「経営の 近代化」 を図 りなが ら 「攻め の 経営」 を志向 し，製品の 多角化 と事

業領域 の 多地域 化 を進 め て い たが
，

こ の 時期 に
，

ア メ リカ 企 業で 広 く採用 され ， 理 論 的 に

も正 しい と考 え られ た マ ネジ メ ン ト方式 な い し計画管理手法 が 相次 い で 「輸入」 され
， 手

本 と された の で あ っ た ．

　そ の 後数十年 の 間 に ， 日本経済 は 高度 成 長時代 か らオ イル シ ョ ッ ク の 時 期 を経 て 低成 長

の 時代 へ
， さ らに成熟経済の 時代 へ と推移 して い っ た ． こ の 推移 の 中で ， 日本企 業 の 多 く

は
，

か つ て 輸入 した ア メ リ カ型 の マ ネ ジ メ ン ト方式や 計画管理 手法の 多 くを換骨奪胎 し，

各々 の 企 業特性 に合 わせ て 変質 させ な が ら定着 させ て きた ，

　事業部制 と呼ば れ る マ ネ ジ メ ン ト方式 もその よ うな経過 をた ど りなが ら現在 に至 っ て い

る もの の
一

つ で あ る。す なわ ち，欧 米先進 国，特 に ア メ リ カ の 企 業で 広 く用 い られ ，理論

的 に も妥当 だ と考 え られ る新 しい マ ネジ メ ン ト方 式 と して ，行 政 当局 や学界 の 後押 しを受

け な が ら 1960 年前後か ら 日本 の 多 くの 企 業 に 導入 され たが ， や が て こ れ を 自社 内 に定着

させ て い く過程 で ，各企 業そ れぞ れ の 事情 に合 わせ て 種 々 の 変形 な い し変質が加 え られ て

い っ た ．そ の よ うな変 形 ・変 質の 内 容 とそ の プ ロ セ ス は
，

もちろ ん個 々 の 企 業 ご とに 多様

で あ る が
，

ご くベ ー
シ ッ クな部 分 に注 意 を向 け て 日本 企 業 の 諸事例 をみ る と ， そ こ に は米

国型 の 事業部制 とは異 な る 「日本型」 と呼べ る よ うな諸特質が観察 され る こ とが 多い ．
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事業部制マ ネジ メ ン ト
・

コ ン トロ
ー

ル に お け る 日本的特 質

　 わ れ わ れ は
， そ の よ うな事業部制 マ ネジ メ ン ト ・コ ン トロ ール に 内在す る 日本的 な もの

を体系 的に 整理す る こ とを志 し て い る が
， 本稿で は

，
フ ィ

ー
ル ド ・ス タ デ ィ を通 じて こ の

問題 へ の 基礎的か つ 具体的 な考察 を試み る ．研 究対象 と して は S化学工 業株式会杜 （以下

S化 学 と略 す）の 事例 を取 り上 げ る こ と と した． S 化学 を と りあげたの は，同社の 事 業部

制 マ ネ ジ メ ン トが 上 述 の よ うな経緯 を へ て 導入 され ， 同社特有の 事情の も とに 変質 を加え

られ な が ら定着 して きた 典型 的な 日本企 業の
一

例 だ と考 える か らで あ る 。

　 さて ，上 述の よ うな経緯で 事業部制 を導入 した 日本企 業 の 多 くは
，

一
般 に事業部制 に は

，

　 （1 ）経営管理 の 分権化 と権限 ・責 任の 体 系 と い っ た 組織 作 りの 問題 と，

　 （2 ） こ れ を支え る資本計算制度， つ ま り事業部制管理 会計の 問題

とが あ り，こ れ らの 双方 に 関心 を 向け なが ら事業部制 MCS の 構築 を進め る べ きだ と い う

理 解 は 比較的早 くか ら持 っ て い た よ うで ある．

　 た だ し
， 事業部制 マ ネジ メ ン トに は

， 公式 的 な制 度 と して 形 作 られ る 構造 的 な側 面 と ，

そ の 構造 な い し枠組 み の も とで の 実 質的 な運用 に 関わ る側 面 とが あ り， こ れ ら双方 を有機

的に機能 させ る こ と の 重要性 は 見落 と され が ちで あ っ た ． こ こ で は便宜 上
， 前者 の 側面 を

事業部 制 マ ネ ジ メ ン トの 「ハ
ー

ド面 」 と呼 び ， 後者 の 側面 を事業部制 マ ネ ジ メ ン トの 「ソ

フ ト面」 と呼ぶ こ と にす る ．欧米先進 国特 に ア メ リカ の 企 業 で広 く採用 され ， ア メ リカ の

マ ネジ メ ン ト ・コ ン トロ ール の 理 論 で 妥当 だ と い われ て い る 方式 （以 下 ，便宜 E 「米 国型

MCS 」 と呼ぶ ）を ， 日本企 業が 導入 し定着 させ て い く過程 で ，種 々 の 変形 な い し変質 を

させ て きた と い うと き
， そ こ に は 次の 2 つ の タ イ プが 考え られ る．

　 （a ）公式 の 組織構造や 管理 会計の 制度， つ ま りハ ー ド面 自体 を米国型 MCS とは 異 な

　　　 る もの に 変形 させ る こ とを通 じて
， 日本 的 な もの に変 質 させ て い く．

　 （b ） ハ ー
ド面で は 米国型 MCS の 理論 に かな り忠実 な方式 を採 用 し続 け なが ら ， 現 実

　　 　 の 運用 プ ロ セ ス の 中で ，
つ ま りソ フ ト面で ， 実質的 に こ れ とは異 なる 日本的な機能

　　　 の もの に 変質させ て い く．

　現 実 には
， 個々 の 企業が どち らの タ イプか と い うこ と を容易 に 断定で きる場合 は少 な く，

む しろ ，こ れ ら両 タ イ プの 中間に様 々 な企業の や り方が 分 布 して い る で あ ろ う．フ ィ
ール

ド ・ス タ デ ィ を基礎 に し た研究が必 要 な ゆえん で あ る ，

　 S 化学 の 事業 部制 マ ネ ジメ ン トの 変遷 に 注意 を向 ける と， 1958 年 の 事業部制導 入 か ら

70 年代 にか け て は
，

ハ ー ド面 で は 米国型 MCS の 理 論 に か な り忠実 な組織構造 と管理 会計

制度 を作 り上 げ ようと して い た ． しか し
，

ソ フ ト面 に 目を向ける と
， 米国型 Mcs の 理 論

に反 す る よ うな事態 も少 な くな く，や が て 70 年代後 半に は，「わが社 の 事業部制 は 活性化

して い ない 」 と い う問題 意識 が経営 トッ プ と上層 ス タ ッ フ た ちの 間 に強 ま っ て い っ た．そ
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管理 会言「学 第 2 巻第 2 号

して 1980 年前後 の 数年 間 をか けて ，主 と して ハ
ー ド面 を 中心 に 事業部制 MCS の 全 面 的

な改 革 を行 っ た （以 下 「80 年改 革」 と略称 す る ）． こ の 80 年改 革 で は ， 自社 の 経営実態

へ の 適合 に 配慮 しなが ら
， 米国 型 MCS 論 に

一
層 忠実 な方式 を と りい れ た ． と こ ろ が ，

こ

うし て 体系 的 に 整備 さ れ た組 織構 造や 管理 会計の 制 度が
， 現実 の 企 業運 営の 中 に十分 定

着 しきれず ，
ほ ん の 数 年 の 間 に い くつ かの 手直 しをせ ま られ る こ とに な っ た ．

　われ われ は ，以 上 の よ うな 問題 意識 の も とに ，第 2 節で は
， 本 稿 で 「米 国型 MCS 」 と

名づ け た伝統的 な事業部制 マ ネ ジメ ン ト ・
コ ン トロ

ール の イ メ
ージ を明確 にす る ため ，そ

の 基本 的な特徴 を整理 す る ．続 く第 3 〜 4 節 で は本 誌の 別 稿 に 掲載 され る事例研 究 （伏

見，横 田［10 】〉お よ び横 田 ［47 ］， ［48 −3 】を下 敷 に しな が ら ， S 化学の 事業部 制 MCS の

変 遷 に み られ る 特徴 を浮 か び上 が らせ る．そ して 第 5 節 で は ，S 化学 の 事業部制 MCS の

特徴 を
， 第 2 節で 整理 して お い た 米国 型 と対比 させ なが ら

， 「日本 型 」 と呼 べ る よ うな特

徴 を仮 説 と して 整理 する ．第 6 節で は，そ れ らの 特質 を支え て い る フ ァ ン ダ メ ン タ ル な局

面 に つ い て 考察 し ， さ ら な る実証 研 究 へ の 基礎 と す る．

2 ． 米 国型 事 業 部 制 MCS の 特徴

　米 国で発 展 し ， 米国 の 多くの 大手
・
中堅企 業 に適 用 され て きた事業部制 MCS の 特性 を

，

文献 や ケ
ー

ス を もとに し て 整 理 して み る と
， 次 の よ うに ま とめ る こ とが で きる （文献 ［2 ］，

［51 〜［8 ］，［16 】，［191 〜［21 】，［29　］， 【36L ［44 ］，
お よび ［49 ］の 諸ケ ース な どを参照 ）．

（1 ）　 事業部制 とは
， 製 品別 ， 地域別 な どに分 割 され た事業分 野 ご との 総合管理 の 権

　　 限 を，そ れ ぞ れ の 分野 の 事業部 長に 包括 的に委譲 す る マ ネジ メ ン ト方式で あ る ．

　　 こ の 方 式 を成 り立 たせ る 必 要条件 と して ， 各事業部 は 自律 的な資本計算 制度 を も

　　 つ 独立 採算単位 とさ れ る の が 常で あ る ．

（2 ）　 製 品別事 業部制 を採用す る 製造企業 の 場合 は
， 各事業部 長 は

， 製 品分 野 別 の 企

　　 画の み な らず 開発 ・生 産 ・販 売 と い う職 能 部 門 を傘下 に もつ とこ ろ の ， い わ ゆ る

　　 自己完結型 の 組織体 の 総合管理 者 と して の 地位 を与 え られ るの が普通 で あ る ．

（3 ）　 ヒの こ と と関 連 して ，各製 品事業部長 は ，開発 ・生 産 ・販 売な どの 職 能 部 門 を

　　 指揮 ・管理す る ラ イ ン の 長 と し て 位置づ け られ る か ら， ト ッ プ マ ネジ メ ン トの 直

　　 接 的 な管理対象 は事業部長で ある ，そ し て
， 現業活動 （operation ）を行 な う職能

　　 部 門 に対 して は ，事業部長 の 管理 を通 じて 間接的 に 関与す る と い う ， 管理 行動の

　　 階層化が 広 く見 られ る ．

（4 ）　 事業部長は ，委譲 さ れ た 意思 決 定権限 に 見合 っ た 会 計責任 を ト ッ プ マ ネ ジメ ン
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事業部制 マ ネジ メ ン ト
・

コ ン トロ
ー

ル に お け る 日本 的特質

　　 トに対 して 請け負 う．例 えば
，

プ ロ フ ィ ッ ト ・セ ン タ ーな らば営業利益 に対 し ，

　　 イ ン ベ ス トメ ン ト ・セ ン ターな ら ば 投資 と関 連 づ け た利 益 に 責 任 を負 う．

（5 ）　 事業部制の 基本的な ね ら い は ，経営 ト ッ プが 資本主 （株主）か ら受託 した 企業

　　 資本の 運用権 限を， さ らに各事業部長に 包括 的 に委譲 し
， 独立採算単位 と して 運

　　 営 させ る こ とに あ るか ら，通常 は イ ン ベ ス トメ ン ト ・セ ン タ
ー とする の が 筋で あ

　　 り， それ に よ っ て 高 い モ チ ベ ー
シ ョ ン を期待 す る こ とが で きる ．

（6 ）　 ト ッ プ マ ネジ メ ン トに と っ て の 最重要 課題 の
一

つ は
， 大幅 に権限委譲 を した事

　　 業部長 に
，

そ れぞ れ 自主 的 に計画 ・管理 を行 わせ なが ら
，

しか も経営 ト ッ プの 期

　　 待 す る 全社 的な 目標が 効果 的 に達 成 され る よ うに 事業部長 を 「誘導す る」仕組 み

　　 を用 意す る こ と， つ ま り目標斉合性 （goal 　congruence ）を確 保 す る こ とで あ る ．

（7 ）　 前項の 誘導的管理 の 要 （カ ナ メ ） と して 重 要な こ とは ，業績 に 見合 っ て 報酬 や

　　 処遇が 約束 さ れ る よ うな シ ス テ ム を用 意す る こ とで あ る ．そ こ で 最 も重視 され る

　　 の は財務 的 コ ン トロ
ール で あ るか ら

， 管理可 能 な費用 ・収益 に 配慮 した業績評価

　　 会計 が 不可 欠 で あ る ．

（8 ）　 事業部 制 MCS の 設計 と運用 に あた っ て は ，上 述 の 仕組 み
， す な わ ち 目標 斉 合

　　 性 を確保す る と同時 に
， 各事業部長相互 の 公平性 ， 特 に 業績評価の 公正 ・公 平性

　　 へ の 配慮 が 強 く望 まれ る ．

　上 にi整理 した 米国型 MCS の 特 質 は
， 文献や ケ

ース 研 究か ら の 知見 を も とに
， 後述 の S

化 学の 事業部制 MCS との 対 比 を予 定 し なが ら集約 した もの で あ る か ら，個 々 の 企 業 に つ

い て は もち ろ ん 例 外 もあろ う． また ，近年高 ま りつ つ あ る 「日本 的経営 」へ の 注 目に よ り，

「米 国 型 」 か ら脱 却 し よ う と努力 する 欧 米企 業が 生 じて い る こ と も確 かで あ る ． しか し ，

本稿 で は 米国の 個 々 の 企 業 を対 象 と し て い る の で は な く，全般 的な傾 向 を整理 しよ うと試

み て い る の で
，

こ うした 諸特性 を仮説 と して 提 示 す る こ とは 許 され るで あ ろ う．

3 ． 70 年代 ま で の S 化学 の 事業部制 MCS の 特徴

　 1947 年 に 石 油化学製 品 の 製造 ・販 売会杜 と し て 創 業 され た S 化学工 業株式 会社 は
，

1955 年 ご ろ か ら 日本 経済の 高度 成 長 を背景 に プ ラ ス チ ッ ク工 業 の 多 くの 分野 に 多角化 し

始め て い たが ， ち ょ うど こ の 時期 に ， 日本の 産業界 に ア メ リカ文 献の 紹介 や 通 産 省の 「答

申」 な どに触発 され た 「事業部制 ブ
ー

ム 」が起 こ り， 同社 もこ の 方式 を導入 した．

　1958 年に事業部 制 を導入 した と き， 当社 は まず事業部別 の 損益計算書 （P ／L ）を整備
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す る こ とか ら始 め た が
， 約 10 年後の 69 年 に は 事業部別 に 「専属 資産」 を分 け る と共 に ，

内部資本金 と内部剰余金 の 制度 を導入 し ， 内部資本 金 に 対 して 配 当金 見合 を徴収す る 制度

を設 けた ．70 年代 に入 っ て か らは事 業部別 の 貸借対 照表 （B ／S ）も用 意 して ， 専属資産

の よ り明確 な把握 に努め て い たが
，

70 年代後半 に は事業部 B ／S の 貸方 に
， 内部資本金 ，

内部剰余金 の 他 に短期
・
長期の 本社借入 金 の 項 目 も設け た．そ して ， P ！L で は営業利益

か ち本社費及び借入 金 利子 を差 し引 い て 事業部利益 を求め，そ れ か ら配 当見 合 ，税金 見合

を納 金 させ た後 の 残余利 益 を内部剰 余金 （留保 利 益）に繰 入 れ る とい う制度 に した ． こ う

して ，各事業部 をあ た か も独 立 企 業の よ うな採算単位 と み なす 計算構造 を作 り上 げて い っ

た （当時の 事業部制管理 会計の 詳細 に つ い て は
， 本誌 に掲載 され る伏 見，横 田 ［10 ］の 第

2 節，お よ び横 田 ［471 の 1．2．4 〜 1．2．6 を参照 さ れ た い ）．

　当時の S 化学の 事業部別 PlL
，

B ／S を ， 例 えば
， 米国型の 事業部 制 MCS の 典 型例

で あ り，残余利益 法 を採用 して い た ゼ ネ ラ ル ・エ レ ク トリ ッ ク会社 （GE 社） と比べ て み

る と， 70 年代後半の S 化学 は，60 年代 か ら 70 年代前半の GE 社 とか な り類似 した 制度 を

も っ て い た ． つ ま りS 化学 は ， 少 な くと もハ ー ド面 で は ， 既 に 70 年代 に 米国型 の 典 型 的

なイ ン ベ ス トメ ン ト ・セ ン ターに匹敵す る方 式 を と りい れ て い た の で あ る．

　 また
，
GE 社 は 社 内金利 の 対象 に する 投資 ベ ース を，

　 B ／ S 上 の 正 味使用資産か ら留保

利 益 を差 し引 い た ， い わ ゆ る 「本社勘定」 と して い た の に対 して
，
S 化学 で は

， 本社勘定

の 内訳 を さら に内部 資本金 と長 ・短期 借 入 金 とに分 けて お り，制 度 的 に は よ り
一
層独 立企

業に 近 い 形 を採 っ て い る ．

　 しか し，事業部別 P ／L お よび B ／S の作成 プ ロ セ ス と，組織運営の 関わ り方， つ ま り

ソ フ ト面 に注意 を向ける と，必ず しも自主独立 した事業体 の 資本計算 とは言 い が た い もの

が あっ た ， まず事業部 の 利益業績 は，当事者で ある 事業部長 に と っ て 管理 可能な要素 をと

らえて 測定 され る の で は な く，例 えば P ／L 上 の 販売費 ，事 業本 部費，本社 費，支払金利

は 本社の 経理 ス タ ッ フ が 配賦 計算 を多用 しなが ら算出す るの で あ っ た．B ／S 上 の 専属資

産 の
一

部 と内部資本金 お よ び負債項 目 も， 本社 経 理 部 が 定め る配 賦 計算式で 決 定 され て い

た （詳 し くは文献 ［10 】の 第 2 節 を参照）．

　 こ の よ うな ， 本社ス タ ッ フ に よる 配賦 計算の 多用 と い う実態 の 背景 に は，当時の S 化学

で は
， 事業部別 の P ／L や B ／S を予算管理 に活用 して 「事業部長の 意思 決定 を経営 トッ プ

の 望 む方向に 誘 導す る」 ため の 手段 とす る とい う意識が 経営者や 管理 者 ，
ス タ ッ フ の 間に

希薄だ っ た とい う現実 が あ っ た ． また
， その 誘導 の た め の イ ン セ ン テ ィ ブ ・シ ス テ ム と し

て ，業績評 価 の 結果 を事業部長の 報酬 や 処遇に 直結 させ る こ とは して い な い し，事業部別

の PlL や B ／S を経営 トッ プ と本社ス タ ッ フ が期中に モ ニ ター して是正措置 を講 じる とい
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引業部制 マ ネ ジ メ ン ト ・コ ン ト ロ ー一ル に お ける 日本的特 質

うこ と に も積極的で は な く，む しろ 年度が 終わ っ た後で 評価点が 通知 され る 「成績表」 に 近

い 性 格 が与 えられ て い た の で あ る （文献 ［10 ］の 2．1 節お よび文献 ［47 ］の 1．4 節 を参照）。

　こ の こ とと，当時の 組織運営の 実態 との 間 に は
， 密接 な 関係 が あ る よ うで あ る 、そ れ は

，

事業部長が 傘下 の 製造 部 門や 営業部 門 を直接 的 に指揮 し コ ン トロ
ー

ル す る権 限 を実質的 に

は もた ず に
， そ れ ぞ れ が 管轄 す る 製 品 分 野 に つ い て の 事業 企 画 と

， そ の 事業 に 関連 す る職

能部門 の 調整 を行 うと い う 「ス タ ッ フ 的な」機能 を果た し て い た とい う実態で ある ．

　こ の 時代 に は
，

ハ ー ド面 で も ， 事業部 を 自己完結 型 の 組 織 と したの は ご く初期 の 頃 だけ

で あ り， 「営業所長 と事 業部 長の 双 方 に利益責任 をもた せ る」 と い う仕組 み が た び た び採

用 され た ． しか もそ れが 格別 の 違和感 な し に受 け入 れ られ て い た とい うこ と は
， もと も と

現業の 営業所長 を指揮 ・管理 して い たの は経営 ト ッ プ 自身で あ り，事 業部長 は 製品 分野 別

の 企 画 と営業お よび製 造部 門の 調整 を行 うス タ ッ フ 的な役割 を果た し て い た か らで ある ．

　事業部別 の P ／L や B ／S が 単な る 「成績表」に 近い 性格の もの だ っ た とい う事実 は ，

事業部の 利益 業績 を事業部長 の 財務的報酬 と ダイ レ ク トに結 び つ け る とい う米国型 MCS

の 定石 が採用 されず，事業部長や 営 業所長 た ちの 利益業績は 人事考課の 中の ほ ん の
一

項 目

に す ぎなか っ た と い う日本 的慣 行 と も深 く関連 して い る と い うべ きで あ ろ う．

　こ の よ うに見 て くる と
，
60 〜 70 年代 の S 化学 で か な り頻 繁 に組織替 えが 行 わ れ ，事業

部 制組 織 と職能別 組 織 と の 入 れ替 えす ら しば しば 繰 り返 さ れ た と い うこ と も， 同社 の 組織

運営 の ソ フ ト面か ら考え る と
， 必 ず し も異常 な こ とで は なか っ た と言 え る で あろ う （横田

［47 ］の 1．2 節参照）．

4． S 化学の 80 年改 革 と ， そ の 後 の 動 向

　 S 化学 の 経営 ト ッ プが ，1970 年代 あ た りか らほぼ一
慣 して 注 意 を払 っ て きた基本 ポ リ シ

ーに は，3 つ の ポ イ ン トが 含 まれ て い た ．第 1 は ，十 分 な年度利益 を安定 的 に 上 げ られ る

よ うな事業体質 に す る こ とで あ り ， 第 2 は ， こ れ と同時 に 中 ・
長期的 な利益 と成 長の た め

の 有効 な投資そ の 他 の 施策 を怠 りな くする こ とで ある ．そ して 第 3 に は ，画期 的 な新 規 商

品 ， ある い は 新技術 ・新市場 の 開発 を促進 した い とい うこ と で あ る ．

　 70 年代後半 の S 化学 の 経営 トッ プ と 上層 ス タ ッ フ は
， 同社 の 事業部制 は ， こ う した基

本 ポ リ シ
ー を よ りよ く実現す る た め の 仕組 み に な っ て い な い とい う もどか し さ を認識 し

，

こ れ が 80 年改 革 を促 した 背景 と な っ た （詳 し くは横 田 ［47 】第 2 節 を参照 ）．そ こ で ，同

社 の 上層ス タ ッ フ は
， そ れ まで に と っ て きた 事業部制 マ ネジ メ ン トの 諸方式 を

一
度原 点か

ら見直そ うと考 えた の で あ っ た．
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4．1　80 年改革の 特徴

　上 記 の よ うな動機の もとで 着手 した 80 年改革の 大 きな特徴 は
， 組織構造 お よ び

， 管理

会計 シ ス テ ム の 双方 に 気配 りを しな が ら変革 を行 っ た こ とで あ る． その 改革 の シ ナ リ オ は

か な り体系 的で あ り，米 国型 MCS の 理 論 を含み あ げ た筋 の 通 っ た仕 組 み作 りを志 向 した

もの で あ る ．80 年改革 で 行 わ れ た 事業部 制 MCS の 主要 な変更点 は 次の よ うな もの で あ っ

た （詳 し くは
， 伏 見 ， 横 田［101 の 3．1 節お よ び 横 田［47 】の 2．1 節 を参照 ）．

（1 ）　 管理 責任 単位 とい う考え方 を，組織構造 と管理 会計の 同時並行的 な見 直しの 基

　　 礎 に した ．

（2 ）　 事業部長 をラ イ ン の 最高責任者 と し
， 支店長や営業部長 をス タ ッ フ と して 位置

　　 づ けた （規模 の 大 きい 事業部 に は 「事業本部」 と い う名称 が与 え られ たが ，実質

　　 的 な位 置 づ けは 事業部 長 と 同 じで あ るの で ， 以 下 で は両 者 を含め て 「事業部」

　　 と呼ぶ ）。

（3 ）　 プ ロ ダ ク ト ・マ
ーケ ッ ト ・セ ン タ ー （PMC ） とい う概 念 を導入 し

，
　 PMC 所

　　 長 を各製 品事業部 長 に 直属 させ る組 織構 造 と した ．

（4 ）　 事 業部 を イ ン ベ ス トメ ン トセ ン タ
ー

，
PMC を事業部傘下 の 営業 プ ロ フ ィ ッ ト

　　 ・セ ン タ
ー

，製造 グ ル
ープ を事 業部傘下 の コ ス ト ・セ ン タ

ー と位 置づ け ， そ れぞ

　　 れ に マ ッ チ した業績管理 会計 を整備 した ．

（5 ）　 責任利益 とい う概念 を明 確に打 ち出 し
， 事業部別お よ び PMC 別 P ／L を責任

　　 利益の 計算書 と し て
， 各々 の 管理 可 能性 に 留意 した 計算書 と した ．

（6 ）　 事 業部 B ／S の 貸方か ら ，内部資本金 ，内部剰余金 （留保利益）お よ び長 ・短

　　 期 借 入 金 の 区分 を廃止 した。そ して ，総資産か ら無利子負債 を差 し引 い た 「正味

　　 使 用資本 」 に経 営 コ ス ト （本 社 費 と資本 コ ス トを合 わ せ た もの ） を課す制 度 と し

　 　 た．

（7 ）　 大 くくりの 事業部制 を志向 し，各事 業部 長 に成 熟製 品 ， 成長 製 品 ， 新 規 製 品 へ

　　 の バ ラ ン ス よ い 気 配 りを促 す こ と を 目指 した．

（8 ）　 戦略 開発 コ ス トを年度 ご との 利益責任 か ら分離す る制度 を導入 した．
’

（9 ）　 複数尺 度 に よ る PMC の 業績評 価 制 度 を採用 し ， それ を もと に して 社 長 に よる

　　 表彰制度 を実施 した ．

（10 ） 投資計 画 と資本予算 の シ ス テ ム ，お よ び事業部の 業績管理 会計 に キ ャ ッ シ ュ フ

　　 ロ ー計算の 制度 を導入 した ．
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　 本社の 総 合企 画ス タ ッ フ が 中心 に な っ て 練 り上 げ た改 革 プ ラ ン は ．そ の ベ ー
ス と して ，

組織構造 を管理 責任単位 （Responsibility　Center ）の ネ ッ トワ
ー

ク と して と ら える 考 え

方 を導入 したが ，
こ の 考 え方 を出発点 に お くこ とに よ っ て ，上 述 の （2 ）か ら （5 ） ま

で の 改革 を体 系的に な し えた とい うこ とが で きるで あ ろ う，例 えば，そ れ まで ス タ ッ フ 的

な役割 しか果 して い なか っ た事業部長 を製 品別の ラ イ ン の 長 と して 位置 づ け る べ きだ と い

うこ と を確認 し ， そ の 傘下 に 製 品 別 の 営 業所 長 （PMC 所長 ） をお く構造 に した ．一
方，

そ れ まで ラ イ ン の 長 とみ ら れ て い た 各 地域の 支店長 や営業 部長 をス タ ッ フ と して位 置づ け

る こ と に よ っ て ，長年 もつ れ て い た 矛盾 を解決 した ．ま た ，事業部 を イ ン ベ ス トメ ン ト ・

セ ン タ
ー とする と い う考 え方 を明示 的 に取 り入 れ ， 短 期利 益 と長 期 利益 を同時 に追 求 させ

る体制 をめ ざ した ．

　 同時 に また ，管理 会計 の キ ー となる 「責任利益」 とい う コ ン セ プ トを明確 に し，損益 計

算書 を責任 利益 の 計 算書 と して と らえな お した ．そ して ，P ／L ，　 B ／S に は
， 事業部 長お

よ び PMC 所長 に と っ て 管理可 能 な収益 ・
費用お よび資産項 目を計 ヒす る よ うに 全面 的 な

見直 し を した ．

　 また ，上 述 の 項 目 （7 ）， （8 ）， （10 ）に み られ る よ うに
，

イ ン ベ ス ト メ ン ト ・セ ン タ

ー
で あ る事業部 の 長 に 「す ぐの 利 益」 と同 時 に 「将 来の 利益 」へ の 配慮 も促 す業績管理 会

計 の 仕 組み 作 りを した こ と も， こ の 80 年改 革の 特徴 で あ っ た ． そ の た め に ，事 業部 を

（複 数 の 製 晶群 を もつ よ うな）大 く く りの もの と し ， 各事業部長 に 将来の 利益 を志 向す る

戦略投資 ・開発投資 を促 すた め の 仕掛け と して 「戦 略 開発 コ ス ト」 を単年度の 業績か ら分

離す る制度 を考案 し， キ ャ ッ シ ュ フ ロ
ー

に注意 を向け させ る よ うな施 策もと りい れ た ．

　以 上 の 諸 項 目が示唆す る よ うに ，
こ の 80 年改 革 で は，主 と して ハ ー ド面 の 合理 化 を通

じて 事業部制組織 の 活性化 をね ら っ た もの で あ る が ，
これ ら と 同時 に，企 業内 の ソ フ ト面

へ の 配慮 も行 わ れ て い た ．例 えば
， 事業部 長 の 横並 び 意識 に 配慮 して ，不公 平感 を是正 す

る ため の 施策が 重視 され た．そ の 代表例 の
一

つ は
， 事業部 の B ／S の 貸方 か ら内部 資本金

・内部剰余金 ・本社借入金 と い う項 目をな くし，総資産か ら無利子負債 を引 い た 「正 味使

用資本」 に 「経営 コ ス ト」 （本社 費 と社 内金利 を合 成 した 配賦 コ ス ト） を課す こ とに して
，

利益 は毎期 洗 い 替 えす る と い う単年度主 義 の 構造 に 変 えた こ とで ある ． また ，PMC の 業

績 評 価 に複数 の 尺 度 （前 期 比伸 び 率 と予 算達成 率 な ど） を取 り入 れ た こ と も公平 性 へ の 配

慮 に よる とこ ろ が大 きい ．

　い ずれ に せ よ
，

こ の よ うな組 織構造 と計算 シ ス テ ム との 同時並 行 的 な改革は 米国型 MC

S の 理論 に か な りマ ッ チ した もの で あ っ た し
， 自社の 実情 も勘案 して バ リエ ーシ ョ ン を つ
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け る な ど配慮の 行 き届 い た もの で あ っ た．そ れ に も関 わ らず ，新 しい 事業部制 MCS に 対

す る種 々 の リア ク シ ョ ン が 間 もな く表面 化 し ， 種 々 の 手直 しを迫 られ る こ と に な っ た．次

項で は ，そ の こ との 背後 に ある 日本的 な特質 に 注意 を向 ける こ とに しよ う．

4．2　80 年改革の 後の 展開

　前項 で 10 項 目に ま とめ た S 化学 の 80 年改革の うち
，

90 年代初頭 まで 制度上 も実質的

な運 用上 も継続 した項 目は （3 ）お よ び （9 ＞，つ ま りPMC の 組織 と，そ れ に対 する 複

数尺 度 に よ る評 価 お よ び 社 長表 彰 制度 だ けで あ る ．80 年代 後 半 に は
，

こ れ ら を補 充 す る

形 で
， 事業部 長 に 対 す る 多次元尺 度評 価 と社 長表彰 の 制 度 も導入 された ． こ うした社 長 表

彰の 範囲が ，その 後 も拡張 され 定着 し つ つ ある と い うこ とは ，こ の 種 の コ ン ト ロ
ー

ル ・シ

ス テ ム を受け入れ や す い 土 壌が 同社の 中 に あ っ た か らだ と言 える で あ ろ う。 「杜長 か ら直

接的 に誉め られ る」可 能性が あ る こ と，そ して ，そ の 表彰 尺 度が 管理 会計 的 に明確 に され

た こ とが tPMC 所 長 や事 業部長 を動機づ け る こ とに つ なが っ た の で あろ う．

　
一

方，80 年改革 で導入 され た公式の 制度 の うち，数年以 内に 変更に な っ た施策 は （7 ）

と （8 ）， つ ま り大 くく りの 事業部 制 と戦 略開発 コ ス ト制度 の 廃止 で あ っ た ．こ れ ら の ハ

ー ド面 の 仕 掛け は
， 各事業部 長 に 事業分 野別 の 実 行 戦 略 を策定す る 権 限 を委譲 す るの と引

き換 え に短期利益 と長期利益 の 同時追求 を促進する よ うに 誘導す る こ と をね ら っ た もの で

あ るが ，戦 略 開発 コ ス トを経常利 益 か ら分 離す る方式 は，年度 ご との 財 務会 計利益 に強 い

関 心 を もつ 経営 ト ッ プの 意向で 廃 止 され た． また こ れ と似 た理 由で 事業部組織 も再 び小 さ

な く く りの もの に 改編 され た ．

　こ れ ら と共 に
， 注意すべ き重要 な傾向 は ，組織構造 と計算制度 の ハ ー ド面 に は大 きな変

化が み られ な い に もか か わ らず ， 実質的 な運用 ，
つ ま りソ フ ト面 で の 手直 しま たは 変質が

み られ る 項 目が 少 な くな い こ とで ある ． （1 ）， （2 ）， （4 ）， （5 ）， （6 ）， （10 ）の 項 目

へ の リア ク シ ョ ン が こ れ に あ た る．

　まず ， 管理 責任 単位 と い う概 念 の 導 入 は
， 80 年 改 革の 土 台 で あ り， こ の 土 台 を据 え る

こ とに よ っ て
， 他 の 諸施策が 合理 的 に構 築 され た こ と を指摘 した ． と こ ろ が 現 実の 運 営 に

注意 を向ける と， こ の 種 の 考 え方 は 十分 に は 根付か なか っ た とい わ ざる をえ ない ．管理責

任単位 とい う コ ン セ プ トは
， 米国型 MCS にお け る 最 も基本 的な定石 の 1 つ で あ り， 権 限

の 委譲 を受け た 下 位 の マ ネ ジ ャ
ー

が そ の 権 限 に 見合 っ た範 囲の 責任 を負 うとい う，
一

種 の

社会契約的 な発想 に よ る もの で あ る ． こ れ に対 して S 化学 で は
， 共同体的 な組織 の も とで

の ヒ トの 管理 の 問題 こそ が 優 先 され ， 上位者 と下位者 と の 階層 的 な契約 と い う米 国型 の 発

想 に は馴 染め なか っ た と言 うべ きで あろ う．
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　 また
，

80 年改 革で は事業部 長 を ラ イ ン の 長 と して 位置 づ け た に もかか わ らず ， PMC 所

長 の 人事考課権は 支店長 ・営業部長 に残 され た ままで あ っ た ． い くつ か の 実証研 究 が 示唆

す る ように ， 日本 企 業 で は ， 会計 指 標 に よる財 務 的 コ ン トロ
ール よ りも，比 較 的長期 の 人

事 的措 置の 方が 大 きなモ チ ベ ー
シ ョ ン の 源 泉 に な っ て い る ，そ の た め，現実 に は支 店長 に

よ る PMC 所長の 評価 （人事考課） の 方が
， 事業部 長 に よ る利 益業績 の 評 価 よ り も強 い 影

響力 を もつ た め に ， や が て はス タ ッ フ で ある はずの 支店長が ラ イ ン の 長で ある PMC 所長

を指揮す る よ うに な りが ちな の で あ っ た．

　 80 年改革で は
， 管理 責任 単位 ご との 会計上 の 責任 を明 確に す る と い う考 え方 に よ り，

事業部長 をイ ン ベ ス トメ ン ト ・セ ン タ
ー と位 置づ け て い た ． しか し現実の 権限 を見 る と，

事業部長 は各年度 の 稼得 資金 の 範囲内で 自主 的 に投資決定 をする こ とを許 さ れ た わ けで は

なか っ た ． しか も， 会計上 の 責任 は
， イ ン ベ ス トメ ン ト ・セ ン タ ー

に ふ さわ しい 残余利益

法が 依然 と して 採用 され て い た ．の み な らず ，
こ の よ うな権 限 と責任の ア ン バ ラ ン ス に 対

し ， 事業部長 は必 ず し も大 きな不満 も もたず受 け入 れ て い た とい うこ とも注 目に値す る ．

　次 に
，

キ ャ ッ シ ュ フ ロ
ー

情報 を重視す る とい う公 式の 制度は 引 き継が れ て い た もの の
，

実質的な運用 面で は
， 殆 ど活か さ れ る こ とが な か っ た ．特 に事業部の 業績測 定の た め の 決

算諸表 に キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー
表が 導入 され た に もか か わ らず，事業部長 自身に よ っ て も

， 経

営 ト ッ プ に よ っ て もほ と ん ど利用 されず ， どち らに と っ て の 関心 も，主 と して
， 発生 基準

に よ る PII 、 と B ／S に向け られて きた の で ある．

　以 上 の よ うな
一

連 の 事態 を跡 づ けて み る と
，

1980 年代後半 頃 か らの 手直 しで は
， 各事

業部長 に は主 と して年度 ご との 利益 追 求 を期待す る方向に 軌道修正 が な され ，長期的 な利

益 を稼 得する た め の 仕掛 け は 本社 主導で 準 備 する 度 合 が 強 め られ た ．た と えば ，本 社 ス タ

ッ フ は 毎年 ， 最 も効率 よ い 資金 の 活用 方法 を予 算方針 と して 各事業部 に指示 して い る し ，

各事業部の 大 きな投資 に つ い て は本社 に 提案 させ ，そ の 都度 ト ッ プが 承認す る や り方 を採

っ て い る ． こ うした動 きの 中 で ， 80 年改 革当時 に 明示 的 に 採 り入 れ られ た イ ン ベ ス トメ

ン ト ・セ ン タ ー とい う概念が 大幅に 後退 し ， 各事業部 は事実上 プ ロ フ ィ ッ ト ・セ ン タ ー
に

変質 して い っ た の で あ る。

5． 米 国型 MCS の 理 論 と S 化学の 事業部制

　以 上 の よ うに
，

S 化学 は 30 余年 の 事業部制 マ ネ ジ メ ン トの 歴 史の 中で 頻 繁な組織 改編

と管理 会計 シ ス テ ム の 手直 しを繰 り返 して きた が ， そ の 根底 には
， ある

一
貫 した特質が あ

る こ と を読 み と る こ とがで きる ． しか も，そ うい っ た特質 をい わ ゆ る 「米国型 MCS 」 の
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理 論 に 立脚 した事業部制 と比 べ て み る と，多 くの 点 で ， こ れ とは異質の 厂日本 型」 と呼 べ

る よ うな特質が色 濃 く含 まれ て い る こ と に気 づ くの で あ る ．

　本 節 で は
，

こ の こ と を
一

層 明確 にす る た め に
， 第 2 節 で 整理 して お い た 米国型MCS 論

に忠実 なオ
ー

ソ ド ッ ク ス な事業部制 の 特徴 と対比 し なが ら，S 化学 の 事業部制 の 特徴 を再

整理 して み よ う．

　 まず 第 2 節 の （1 ）で 指摘 した 「自律 的 な資本計算制度 を もつ 独立採算単位」 と して

の 事業 部 と い う点 につ い て み る と
， S 化学 の 事 業部制 会計 の 制度 は ，60 年代 か ら 70 年代

に か けて 改訂 の た び に 独立 採算性 の 高 い 事業部 に ふ さ わ しい 制度 に仕 上 げ られ て い っ た．

また ，80 年改革 の 際 に は内部資本 金 と内部剰余金 の 制度 は廃止 され た もの の ， 事 業部長

の 管理 可 能性 を 高め る よ うに B ！S や P ／L の 内容 の 改善が 行 わ れ
，

さ ら に キ ャ ッ シ ュ フ

ロ
ー

表 も整備 さ れ て い る ． こ の よ うに
， 事業部制会計 の ハ

ー ド面 に お い て
， 同社の シ ス テ

ム は ，他 社の 模範 とな る ほ ど体系的 に仕 組 まれ て い た の で あ るが ， その 実 質 的 な機能 の 仕

方 つ ま りソ フ ト面 に注 意 を向け る と ，事業 部別 P ／L ，BlS は （後 には キ ャ ッ フ ユ フ ロ

ー表 も〉， 第 2 節の （4 ）〜 （7 ）に示 した よ うな米国型 MCS で 基本 と され る諸機能 を

果 た しきれ て お ら ず ，
む しろ

， 全社の 財務業績 を事業部別 に分割表示 した だ けの 「成績表」

に近 い 性格の もの に な っ て い た の で あ る ． つ ま り，予算年度な い し月次 ベ ース の モ ニ タ リ

ン グ等 を通 じて
， ある い は財 務 コ ン トロ ール と 関連 づ け て

， 経 営 ト ッ プ の 望 む方 向に事業

部長 た ちの 意思 決定 を誘導す る手段 と して 役立 て る と い う機能 の させ 方 は 希薄で あ っ た ．

　 第 2 の 点， つ ま り
t
，事業部長 に 開発 ・生 産 ；

販売 とい う職 能部 門 を 自己完結的 に統括 す

る権限 を委ね る とい う問題 に つ い て み る と ， S 化 学で は ， 組 織構造 の 一ヒで は ラ イ ン の 長で

あ る はずの 事業部長が ， 実質的に は依然 と して ， 製品／事業分野別の 企 画お よび調整 を行

うス タ ッ フ に近 い 役割 を果 た して い る の で ある ．

　 こ の こ と と関連 し て
， 第 3 の 点 も米 国型 MCS とは か な り違 っ て い る ．す なわ ち，

　 S 化

学で は ，生 産職能の 担 い 手で ある 製造部 門長 と販売職能の 担 い 手で あ る営業所長に 対 して ，

経 営 ト ッ プが 直接 関 与す る の が 常 で あ っ た ．例 えば ，80 年 改革以 前 は ，経営 ト ッ プ は製

造 部 門 と営 業部 門 に 直接 目標 を与 え ， 指揮 をす る と い うライ ン の 関係 にあ っ た ．80 年改

革で は，事業 部長の 傘下 に 製造 グ ル ープ と PMC をお き， 事業部長 とこ れ らの 職能部 門 と

を ラ イ ン の 関係に する こ と を改革の キ ーポ イ ン トの 一
つ と して い た ． しか し，そ の 後 ， 経

営 ト ッ プは現 場 の 表彰 制 度 をは じめ と して ，営 業所 長や 製 造 グル ープ長 へ ，そ ，して研究 開

発 部 門 へ と直接的 な関与 の 範囲 を再 び広 げ て い っ た．

　 第 4 お よ び第 5 の 点 に つ い て い うと，事業部長 は 開発か ら生産 ・販売 まで の 意思 決定権

限 を委譲 され る との 引 き換 え に ， そ れ ぞ れ の 分野 に つ い て の 目標達 成の 責任 を経営 ト ッ プ
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事 業部制 マ ネ ジ メ ン ト ・コ ン トロ
ー一

ル に お け る 日 本的特 質

に 対 して 「請け負 う」 と い う米国型の 社会契約 的な意識 は
， 他 の 多 くの 日本企 業 と 同様に

S 化 学 で もか な り希薄 で あ る．特 に ，事業部 長が 資本 の 運 用 を委託 され て い る とい う意 識

が 明 示 的に 表明 され る こ とは ， まれ で あ り， 投 資計 画 に つ い て 十分 に 自主 的 な権 限 を与 え

られ て い る わ けで もな い 。 と こ ろ が 一
方 で は ，事業部別 B ／S

，
P ／L の 計算 の 仕組み や ，

残 余利益 な どの 責任利益 の 課 され 方 は ， イ ン ベ ス トメ ン ト ・セ ン タ
ー

に こ そ ふ さわ し い も

の に な っ て い る ．つ ま り， 資本の 運用 に 関す る実 質的な 権限 の 委譲 と会計責 任 とを シ ン メ

トリ ッ ク に対応 させ る とい う意識 が米 国型 と比 べ て ご く薄 い の で ある ．

　 第 6 お よび第 7 の 点， つ ま り， 目標斉合性の 確保 こ そが マ ネ ジ メ ン ト ・コ ン トロ
ー

ル ・

シ ス テ ム の 中心 課 題 で あ る とす る 意識 も，経 営 ト ッ プ に は薄 く， また 目標斉合性 の 追 求 を

財 務 的 コ ン トロ
ー

ル に よ っ て 行 うと い うと い う比 重 も小 さい の で あ る ．80 年改革以 前 も，

そ れ 以降 も， 同社 の 経営 トッ プは 事業部長 に対 し， 直接 や っ て 欲 しい こ とを求め る傾 向が

強 く，事業部長 の 目標達成行動 を経営 ト ッ プが 望 む方向 に 「誘導」 す るこ と を主眼 に して

シ ス テ ム を設 計 し活用 す る と い う意識 は 薄 い の で あ る． こ の 結果，米 国型 MCS で は こ の

種 の 誘導の た め の 仕掛 けと し て 大 きな役割 を も っ て い る 業績管理 会計 が
， 同社 で は

， 事業

部 長 に 月 次 ない し予 算 年度 が 終 わ っ た あ と で 知 ら され る 「成績表」 と して の 役割 しか 果た

さ れ て い な い こ とは
， すで に指摘 した とお りで ある ．

　第 8 の 点， つ ま り 「社 内 の 不公 平感 を是正 し よ う」 と い う動機 は
，
S 化学が 制 度改定 を

行 な うと きに も， また こ れ を実 質的 に手直 しす る と き．に も ， 重 要 な き っ か け とな る こ と が

多 か っ た ．S 化学の 日本 型 と い うべ き特徴 は
，

む しろ 目標斉合性 の 確保 を犠牲 に して で も

公平性の 方 を重視す る と い う傾 向が 見 ら れ る こ とで あ る。

　例 え ば ，80 年改革 当時 に ，本社借入 金 や 内部留保 の 制度 を廃止 した 主 な動機 は ，業績

が 悪 く， 本社借 入金 の 大 きい 事業部が ます ます不利 に な る の を防 ぎ，
どの 事業部 を任 され

る か に よ っ て 生 じる事業部長 の 運 ・不 運 の 差 を減 らそ うと した こ とで あ っ た。不公平感 を

是 正 する と い う狙 い の 方が
， 事業部長 に 短期 ・長期利益 を追求 させ る とい う目標斉合性 よ

りも優先 させ られ た の で あ る ．そ の 後の 本社納金 制度の 数度の 改定 も事業部長 に 対する 多

次元 評価尺 度の 導入 も，あ る事業部 だ け に 有利 また は 不 利 に な る と い っ た こ とが ない よ う

に と い う配慮が 多分 に働 い て い た よ うで あ る ．

　米国型 MCS で 公 平性 と い うと きに は ， 例 え ば業績の よ い 事業部長 ほ ど報酬が 大 き い の

が 公平で あ り， そ の た め に は 業績評価 の た め の 利益測定 を事業部長 に と っ て 管理 可能な要

素で 行 うべ きで あ る とい っ た発想 に な る ． つ ま り，公平性 へ の 配慮 は
， 事業部長の モ チ ベ

ー
シ ョ ン を高 め

， 目標斉合性 を高 め る手 段 と して 重視 され る の に対 して
， 日本企業 で は，

目標斉合性 よ りも公平性 の 方が よ り
一

層重 視 さ れ る こ とが まれ で は な い と い う
一

つ の 典型
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的事例 とい うべ きで あ ろ う．

6． S 化学の 事業部制 に み る 日本的特質

　以 上 み て きた よ うに ，S 化 学 で は事業 部制 MCS の 体系的 な整備 に力 をい れ，制度 づ く

り， つ ま りハ ー ド面 で は米 国 型 MCS の 理 論 を踏 まえた 合理 性 を追 求 して きた 形跡 が 濃厚

で ある 。 に もか か わ らず ， そ の 運用 の 仕 方 ，
つ ま りソ フ ト面で は

， そ れ か ら離反 す る や り

方 を よ り多 く定着 させ て きた． しか も，そ の 離反す る部分 に こ そ ， 日本企 業の 事業部制 M

CS にか な り普遍 性 の あ る特 質が あ る よ うに思 わ れ る の で あ る ． もち ろ ん
，
　 S化 学 の 事 業

部 制 に は
， 同社独 自の す ぐれ た 工 夫が 随所 に施 され て い る が ， しか もなお

，
上 述 の よ うに

米国型 MCS 論 に 立脚 した事業部制 と比 較 して み る と，多 くの 相違点が あ る．

　 こ れ を どの よ うに 解釈 した ら よい の だ ろ うか ？　 なぜ そ の ように ， 米 国 とは異 な っ た事

業部制 が 育 ち ， 特 に ソ フ ト面 にお い て そ の 傾 向が 強 ま っ て い るの で あろ うか ？　 そ の 根 源

に は
， 同社の イ ン フ ラ ス ト ラ クチ ャ

ー
，

つ ま り， 同社 の 事業の 成立 ちや
，

企 業環境の 特質 ，

経営 ト ッ プ
， 経営 ス タ ッ フ や 従業員の 発想や 行動様式 ， 公式的

・
非公 式的な社 内規 範 と

，

そ れへ の 上司 や 部下 の 関与 の 仕方
…

等 々 ，多 くの フ ァ ク タ
ーか ら成 る経営基 盤 の 特 質が 大

きな 関わ りを もっ て い る と み る べ きで あ る （清 水 ［33 ］，［34 ］）．

6．1 事業部制 MCS の イ ン フ ラ ス トラ クチ ャ
ー

　
一

つ の 要 因 と して ， 同杜 の 主 力製 品 は ， 公 共事業 や 住宅 産業 に密着 した もの が 多 く，特

に 初 期 の 頃 は ，「営業 こ そ が 利益 の 源 泉」 と い う考 え 方が 根強か っ た こ とが あ げ ら れ る ．

一
方 ， 顧 客の 要求す る質 ，

量
， 納期 を満 た しなが ら

，
で きる だ け低 コ ス トで 提供 で きる よ

うに ，効率的な生 産 を行 うこ と も重 要で あ っ た． こ うし て ，地域 別営業 に利益 意識 を もた

せ ，工場 を製 造 技術 別 に集約 して 効率 の よい 生 産 を行 わせ る とい う体制が 同社の 成功 要因

とな っ て い た ． と こ ろが ， 製 品分 野 が 多角化す るの に と もな っ て ， 製 品分 野 別 に 営業 と製

造 とを結び つ ける企 飃 お よ び調 整の 仕事 も不 可 欠 にな っ て きた た め に ， そ の よ うな役割を

事業部 に期待 す る結果 に な っ た ．

　こ うして ，実質的 に はス タ ッ フ 的な役割 を もつ 事業部長の 傘 下 に
， 各地域 の 製品別営業

所長 と い う現 業 ラ イ ン の プ ロ フ ィ ッ ト ・セ ン タ ーを配 し
，

一
方 ， 各工 場 は そ れぞ れ 主体性

をもっ た コ ス ト ・セ ン タ
ー

とす る体制 に よ っ て 事業全 体が うま くい くとい う土 壌が形成 さ

れ た の で あ る．そ の た め ，管理 会計 的に は事 業部 をイ ン ベ ス トメ ン ト ・セ ン タ ーに ふ さわ

しい 制度 に しなが ら
， 「経営 ト ッ プ に よ る 現 業部 門 へ の 直接 的 な関与」 を当然 と し，

ス タ

ッ フ 型 の 事業部制 と い うべ き特性 を生 ん だ の で あ る ，
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ル に お け る 11本 的特 質

　 経営 トッ プ に よる職 能部 門へ の 直接 的 な関与 を生 ん で い るの は，こ うい っ た事業特性 だ

けが 理 由で は な い ． とい うの は
，

80 年改革以 降 も変 更 され ず， む しろ 強 化 され た制 度 を

み る と ，複 数尺 度 に よ る PMC 所長や 事業部長の 業績評価 と社長 に よ る 表彰制度 や
，

“

S

HIPS
”

と呼 ば れ る 製 造 部 門活 性 化計 画 とそ の 表彰 な どの よ う に，経営 トッ プが 直接 に 関

与す る こ と に よ っ て ，効果 を高め て い る もの が 多 い か ら で あ る ． 「社 長 に近 くなる」，「経

営 トッ プ か ら直接誉め られ る 」 とい うこ とが ，長期的 な雇用 関係の もとで の 組 織 メ ン バ ー

に と っ て の 大 きなモ チ ベ ー シ ョ ン に な っ て い るの で あ る ．

　 こ うし た経営 ト ッ プの 直接的関与 を受け入 れ
， 逆 に モ チ ベ ーシ ョ ン を高め る効果 さ え も

つ と い う土壌 の も とで は ，経営 ト ッ プが 全 社 目標 に 向 けて 事業部長 を 「誘導す る」 た め の

ハ ー ドの 仕組 み を育 て る必 要 性が弱 まる の は当然だ とい え よ う．

　 こ の よ うな経 営基盤 が あるた め に，例 えば 予算管理 に お い て も，事業部長は 目標達成 を

「請 け負 う」 と い うよ りも
，

む し ろ 経 営 ト ッ プ か ら事 業 部 の 目標 が ノ ル マ 的 に ワえ られ る

と い うマ ネジ メ ン ト ・ス タ イル に な っ て い る ．そ の 結 果 と して
， 責任 は 大 きい もの の そ れ

を果 たす だ け の 十 分 な権限 は委譲 され な い と い うア ン バ ラ ン ス の 状況 も許容 さ れ る こ とに

な る ．

　 こ れ は また ，管理 会計 シ ス テ ム の 活用 の 仕 方に もあ ら わ れ て い る ．事業部別 の B ／S や

P ／L は，事業部長の 意思 決定 を誘導 する た めの 仕掛 け と して の 役割 を果た せ な くて も重

大 な支 障 は な く ， トッ プ に約 束 した ノ ル マ の 達 成 状況 を示 す 「成 績表」 に近 い 性格の もの

で 事足 りたの で ある ．

　 また ，利益 や コ ス トで 評価 され る業績 が
，

そ れ に対 す る報 酬や 処遇 と直結せ ず ，
PMC

所 長 の 例 にみ られ る よ うに，人 事評価 は職 場 の 上 司で あ る支 店長や 営業部長が 行 い ，利益

業績 の 評価 は 報告上 の 上 司で あ る事業部 長 が 行 うと い う例 は
， 米 国型 で は 恐 ら く考 え られ

な い こ とで あ ろ う． しか し 日本企業 で ある S 化 学で は
， 格別 の 違 和感 な しに 長 年続 け られ

て きたの で あ る ．PMC 所長 や 事業部長 に対す る社長 表彰で は
， 「業績」 に対 す る特 別 ボ ー

ナ ス も支給 さ れ る が
， そ の 金額 は わ ず かで あ り ， む しろ

一
種の 「勲章」 と して

，
グ ル ープ

お よび その 長の モ チ ベ ー
シ ョ ン に つ なが っ て い る ．

　こ う した仕組み や 運 営が ，組織メ ン バ ー
　tF大 きな不 満 を呼びお こ さな か っ た こ とも 「日

本 型」 の 特 徴 の
一

つ で あ る ． と い うの は，S 化学 もま た，終身雇用，年功序列 ，
企 業内組

合 と い っ た 制度 を もち ， 多 くの 従 業員 に と っ て 会 社 は定年 まで働 く組織 で あ り，そ こ で 働

く者 に と っ て は
， 厂会社 主義」が脈 々 と生 きて い る の で あ る．そ こ で は ， 経営 ト ッ プの 目

標 は 自分 た ちの 目標 で もあ り， その 目標の 斉合性 を無理 に 「仕 組み に よ っ て 誘導」 しな く

て も
， 事業部長 （お よび職能部 門の 長 も）は 経営 ト ッ プの 望 む 方向へ と自分 の 目標 も立 て
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る はずだ と い う暗黙の 了解が あ る の で あ ろ う．そ の ような了解 の も とで は ，経営 トッ プ に

と っ て は，上 述 の よ うに 「誘導」す る ため の 仕組 み作 りを重 視 す る とい う発 想 は生 じに く

く，む しろ ， 自分 が 直接 的 に提 示す る 目標 を事業部 長 が ど の 程 度果 たす こ とが で きた の か

を判 断で きる 情報 つ ま り 「成績表」 を必 要 とす る こ と に な る の で ある ．

62 　 日本型の 事業部制 MCS と株式会社制度

　 さて
，

上 述 の よ うなイ ン フ ラ ス トラ クチ ャ
ー

の 違 い は， 日米 そ れぞ れ の 株式会社制度 に

お け る ソ フ ト面 の 相違 とい う問 題 とも深 く関 わ っ て い る． こ の 種の 問題 へ の ， よ り一般 的

な解 明 は
， 今 後の 課 題 と して 残 され て い る が ，

こ れ まで 行 っ て きた 他 の 日本 諸 企 業 の 事例

研 究等 も参考 に しなが ら
一

つ の 仮説 的補論 を提示 して お きた い と思 う．

　典型 的な資本主義社 会で あ り，契約社 会で ある米 国の 株式会社企 業 で は （西 山［25 ］，

［26 ］ほ か ）， 資本主 と経営者 と の 間 に そ れ ぞ れ 企 業資本 の 運用 に つ い て の 委託 ・受託 の 関

係 が 明確 に 想定 され る の が 普通 で ある ．す な わ ち，株式会社企 業の 経営 ト ッ プ は
， 資本主

で あ り企 業の 所有主 で ある 株主 か ら資本運 用 に 関す る権 限を委譲 され た受託人 と見 なされ

る ．そ して ，その よ うな権 限 を行使 す る見 返 りと して ，そ の 資本運 用の 顛 末を報告す る責

任 （accountability ） と ， 資本主 が満足 で きるだ けの 利益 をあ げる責任 を請 け負 う．

　
一

方 ， そ の よ うな株式 会社企 業 の 経営 ト ッ プが ， 事業部 制 と い う経 営 シ ス テ ム を採用 す

る と きに は
， 経営 トッ プ が株主 か ら受託 した資本の 運用 を

， 各事業分野 の 総合管理 者で あ

る事業部 長 に委託 す る と い う考 え方 が ， ア メ リカ企 業 で は ご く自然 の こ と と思 わ れ る．そ

の 種の 企 業の 各事 業部長 は
， 経営 者か ら受託 した 資本 をそ れ ぞ れ の 事 業活動 に運用する

（資本の 投 資か ら 回収 まで の ）十 分 な権 限 を委譲 され る ．そ して そ の 権 限委 譲 と 引 き換 え

に投資 に 対 して 十分 な利益 を あげる こ とを経 営 ト ッ プ に対 して 「請け負 う」 こ とに な る ．

そ の 資本運 用 の 成果 は残余利益 （RI ），投資収益率 （ROI ）とい っ た業績尺 度で 評価 され
，

そ の 評 価 に もとつ い て 事業部長 の 報酬 や 処 遇 が 決定 され る こ とが合理 的で あ り，公正 で あ

る と考 え ら れ て い る の で ある ．

　事業蔀長が 資本 の 運用 に 関す る 十分 な権限 とそ れ に見合 う責任 を負 う場合は
， 事業部長

の 会計責任 を 「投資額 に見合 っ た収益性」 と し，そ の 責任単位 をイ ン ベ ス トメ ン ト ・セ ン

タ
ー とす る こ と は極 めて 自然で ある ． なぜ な らば，経営 ト ッ プの 地位 とその 報酬 に は

， 株

主 の 意 向が 大き く関 わ り ， そ れが ， 株 主 か らの 資本の 受託 者 と して の 経営 ト ッ プ を投 資採

算志 向へ と駆 り立 て る原動 力 に な る か らで あ る ．米国型 MCS の 理 論は
，

こ の よ うな株主

主権 の 企 業の 性格 と，そ こ で の 資本の 委託 ・受託 と い う関係 を基本 的な前提 と し て構 築 さ

れ て い る の で あ り，そ れ が ，米 国型 の 事業部 制 MCS の イ ン フ ラ ス トラ ク チ ャ
ー を形 成 さ
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せ る 主 要因 とな っ て い る と言 え よ う．

　 他 方 ，S 化 学お よ び 多 くの 日本企 業 に お い て も，制 度上 な い し建前 と して は ，株式会社

の 主権者は資本主 た る株 主で あ り，そ こ か ら資本の 委託 を受 けた経営 ト ッ プ，そ して
， 経

営者か ら資本 の 委託 を受 けた 事業部 長 と い っ た 関係 は 同 じよ う に存在 して い る ．

　 しか し
， 前節 まで の 分析 ， 及 び別稿 の 事例 研究 （伏見 ， 横 田 ［10 】， 横 田 ［47 ］，［48 −3 】）

で み た よ うに ，S 化 学 （お よび多 くの 日本企 業） の 経営者 た ち に は
， 米 国型 MCS 論 や企

業実務 で
一

般 的 だ とい わ れ て い る
， 株 主 か ら経営者 へ ，経営者か ら事業部長へ とい う企 業

資本運用 に つ い て の 委託 ・受託 と い う理念 は きわ め て 希薄 だ と言 わ ざる を得 ない ．同 じ く

株式 会社 とい っ て も， 日本 の 会社 は株主 の もの で は な く， 従業 員の た め の 存在で もあ り

（伊丹 ［17 ］， 西 山 ［25 ］ほ か ）， 経営 ト ッ プは従業員 （役員や グ ル ープ企 業経営者 を含 む）

の 利益代 表者 と し て 選ば れ た人 とい う意識が 強 い の で ある ，そ うい う経営 トッ プ に と っ て

重 要 な の は，従 業員 た ちか ら の 信 望 ・評 価 と
，

社 会 か らの 評価 で あ る ．経営 者に と っ て 最

も気 に な る こ と は
， 米国型企 業 と同 じ く外部報 告上 の 利益 で あ るが ，そ れ は株主 や 主力銀

行 を含 めた 社会 的な評価 だ けで な く，杜 内お よ び グ ル
ープ企 業 か ら の 評価 に も応 える た め

の もの で あ る ． また ， 従業員の 多 くは同 じ会社 に長期 間働 く慣習が 根 強 く，社内か ら も長

期的な会社 の 存続 と成長 こ そが 求め られ る の が 常で あ る ．

　 そ の よ うな経営基 盤 の も とで
， 「株 主か ら の 資本の 受託 」 と い う意識が 希薄 な経営 ト ッ

プは ， 「株主 か ら預 か っ た 資本 を事業部 長 に委 託す る 」 とい う意識 もまた 薄 くな る の は
，

ご く自然の こ とで あ る ．経営 ト ッ プ と して は
，

む し ろ
， 従業員 との 共同体で あ る 「企 業 自

体」の 成 長発展 を主 目標 に し，そ の 目標 を達成す る ため の 手段 目標 と して の 利益 そ の 他の

指標 を
， 各事業部長 に 対 し

， また 各現 業部門 の 長 に も与 え ， そ の 手段 目標 を 目指 して そ の

業務 を全 うする こ と を期待す る の で ある ．S 化 学 の ケ
ー

ス に み る よ う に ， 事 業 部 長 が経 営

ト ッ プか ら資金 を借 りて い る とか
， 資本 の 運 用 を委託 され て い る と い う意識 をほ と ん ど も

た な い こ とは ，ご く当然 の こ と と言うべ きで あろ う （横 田 ［48 −31
， pp ．22 −23 ）．

　 こ の ように， S 化学の 事業部制 に 日本的な特質 を付着 させ ，米国型事業部制 MCS と多

くの 点で 相違 させ て い る イ ン フ ラス トラ クチ ャ
ーの 違 い に つ い て の

一
層 の 解 明 は ， 別稿 に

譲 る こ とと し た い ．
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    OF  DIVISIONAL  MANAGEMENT

      IN  JAPANESE  COMPANIES  :

       BASED  ON  A  FIELD  STUDY
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                         ABSTRACT

 This  paper  examines  the  characteristics  of  divisionalized management  in

Japanese  companies  based, on  a  field study  of  management  control  systerns.

 Many  Japanese  companies  introduced  decentralized management  systems

around  1960, when  a  now  well  known  report,  
"Profit

 Control through  Divisional

Management  Systems", was  published  by MITI.

 Many  of  the Japanese companies  which  
"imported"

 the Americah-style divisional

systems  gradually modified  and  adapted  them  to their own  business practices.

Vvriile each  company  applied  its own  process  to adjusting  and  modifying  the

systems,  we  found several  cernmon  characteristics  which  could  be called

"Japanese
 MCS"  as  we  examined  fundamental aspeets  of  the  field study.

 An  important observation  is that there were  two  types of  adaptive  processes by

which  Japanese  eompanies  modified  their divisional MCS  from  American  style  to

Japanese  style,  These are  (a) modifieatipn  of  the  
"hardware"

 aspects  of  MCS,  and

(b) modification  of  the  
"software"

 aspects  involved in the  practical business and

organizational  behavior. The  field study  shows  that the aspect  indentified in (b)
are  more  important because they  are  deeply related  to the corporate  culture.
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論 　文

　　　　　銀行の リス ク管理 の た め の

多目標単純 リコ ー ス 確率計画 ALM モ デ ル

枇々 木 規雄 ＊

福 川 　忠 昭 †

〈 論 文 要 旨〉

　 日本 の 銀行 は金融 の 自由 化 ・国際 化 の 影 響 を受 け，厳 しい 経 営 を追 られ て い る．

こ の よ うな経営 環境 の 中で
， 銀行は 様 々 な規制み下 で リ ス ク管理 を十分 に行 い なが

ら ， 利 益 をあ げる 必 要 が で て きた ．本論 文 で は
， 銀 行 の リ ス ク管理 手法で あ る

ALM （資産負債管理 ）の 考 え方 を利用 し ， 不 確実性 を考慮 した 多 目標単純 リ コ ー
ス 確

率計画 ALM モ デ ル を提案する ．こ の モ デ ル の 特徴 は
， 銀行経営 に と っ て 重要 に な っ

て き て い る BIS （国際決済銀行）の 自己資本比 率規制 に 含 まれ る確率 的要素 を確率

制 約 式 と して 取 り扱 うな ど，不 確実性 を考慮 しつ つ ， ト レー
ドオ フ の 関係 にあ る リ

ス ク と利益 と い う多 目標 を取 り扱 うこ とが で きる こ と で あ る ．そ して ，こ の モ デ ル

に よ っ て ALM の 問題 を解 く方法論 と し て
， 単純 リ コ ース 型 の 確率計画法 に お け る

確率制約式 と 目標計画法 に お け る 目標制約式 との 両方 を
一

度 に取 り扱 う方法 を提案

す る ．

〈 キーワー ド〉

資産負債管理 ， 銀行経営 ， リ ス ク管理 ， 目標計画法 ， 単純 リ コ ース 確率計画法 ， トレ

ー ドオ フ

1993 年 8 月 受付

1993年 12月 受理
＊ 慶應義塾 大学助手 （理工 学部管埋工 学科 ）
†慶應義塾大学教授 （理工 学部 管理工 学科 ）
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1． は じめに

　1990 年代に入 り ， 日本の 銀行 は金融 の 自由化 ・
国際 化 の 影響 を受け ， 厳 しい 経 営 を迫 ら

れ て い る ．1993 年 6 月 に は定期性預金 の 金利が 自由化 され
，

ス ケ ジ ュ
ール 通 りに 自由化が

進展す れ ば
，

1994 年度 に は流 動性預 金 も含め たす べ て の 預金 金利 が 完全 に 自由化 され る

予 定 で ある ． また 国際 的 に業務 を行 う銀行 は ，BIS （Bank 　for　International　Settlements

；国際決済銀行）規制に よ っ て 自己資本比率 を 8％ 以 上 に保 つ こ とが 義務付 け られ て い る こ

とに 加 えて ， 新 た な規 制 も予 想 され る ． こ の よ うに経 営環 境 が 大 き く変 化す る 中 で
， 銀行

は様 々 な規制の 下 で リ ス ク管理 を十分 に行 い なが ら
， 利益 をあ げ る必 要 がで て きた．

　
一

方 ，銀行経営 の 財務計 画問 題 に対 して ，様 々 な数理 計 画 モ デ ル が 提案 され て い る 。多

目標 の 達成 を 目指すモ デ ル と して ，BOQth ＆ Bessler ［1］の 利益 と金利 リ ス ク を 目標 と

する モ デ ル ， Giokas ＆ Vassiloglou ［3］の 総収益 ，自己資本比 率 ， 流動性比 率 ， 預金高 ，

貸付高 を目標 と した モ デル
，
Korhonen ［12］の 期待利益 ， リ ス ク

， 流動性 ， 資本の 充実

性 な どを 目標 と した モ デ ル が提 案 され て い る． こ の 他 に も，Langen ［14］の 金利 リス ク
，

信 用 リス ク
， 為替 リス ク な ど を取 り扱 う多 目的計画モ デ ル

，
Tayi ＆ Leonard ［16］の 利

益 ，資 本 充 実 度 ， リ ス ク ア セ ッ トを 目 標 とす る 多 目 的計 画 モ デ ル ， そ して Kusy ＆

Ziemba ［13 ］の 不確実 性 を考慮 した 多期 間確 率線形 計画 モ デル （単純 リ コ ース モ デ ル ）

が 開発 さ れ て い る ．

　そ して ，枇 々 木 ・福 川 ［5 ，
6

，
7

，
8

，
9］は ALM の 考 え 方 に基づ い て

， 利益 と リス ク の トレ

ー ドオ フ の 関係 を うま く表現 で きる 銀行 の リ ス ク管理の ため の モ デ ル 化 を行 っ た ．1 計画

期 問問題 ［5］ を基本モ デ ル と して ，多計画期 間モ デ ル ［6，
7］，通貨別 （多通貨）モ デ ル

［8 ，9］へ と拡 張 を行 っ た． こ れ らの ALM モ デ ル は ， 「あ る一
定 の 市場環境及 び銀行が か か

え る 制約 の 下 で ，銀行が 目指す 目標 を達成 す る た め に は ど の よ うな 方 策が 必 要 か と い うこ

と を見 い 出す ．そ して さ ら に市場 環境 や制 約 が 変 わ っ た と きに は ど うな る か な ど を調 べ る

こ と に よ り，銀行の ALM を支援す る 」確定 的なモ デ ル で あ っ た，

　 そ れ に対 し，不 確実性 を考慮 したモ デ ル に は様 々 な もの が 考 え られ る が ，本研究で はパ

ラ メ ー タ の
一

部 を確率分 布 と して 与 える 多目標単純 リ コ ース 確率計画 モ デ ル に よる ア プ ロ

ー
チ を試 み る ． こ の 単純 リ コ

ー
ス 確率計画法に よ る モ デ ル 化 は

， すで に Kusy ＆ Ziemba

［13］に よ っ て 提唱 され て い る が ， 本研究 で は
， 銀行経営 に と っ て 重要 に な っ て きて い る

BIS の 自己資本比 率規制 も確 率制約式 と して取 り扱 うな ど
， 不確実性 を考慮 しつ つ

， トレ

ー
ドオフ の 関係 にあ る リス ク と利益 とい う多 目標 を取 り扱 うこ とが で きるモ デ ル を提 案す

る ．そ の 特徴 は 2 節 に お い て 述 べ
， そ の 定式化 は 3 節 に 示 す ． なお ，

こ の モ デ ル に 関 す る

数値実験 は ，枇 々 木
・
福川 ［10］に お い て 詳 し く記述 され て い る ．
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銀行 の リス ク 管理 の ため の 多目標単純 リ コ
ー

ス 確率計画 ALM モ デ ル

2． 不 確実性 を考 慮 した ALM モ デル

2．1． 確定モ デル か ら確率 モ デ ル へ

　確 定モ デ ル は 想 定 され る あ る
一

つ の 状 況 の 下 で
， 最 適 解 を求 め る た め の モ デ ル で あ る ．

モ デ ル で 取 り扱 うパ ラ メ
ー

タ は
，

そ の 状況 の ドで は す べ て あ る
一

つ の 値 に 決 ま っ て お り，

モ デ ル の 中に 不確実性を取 り入 れ て い ない ，確定モ デ ル は
， そ の モ デ ル に 基づ い て ALM

の 問題 を解 くと きに設 定す る 問題 の 状 況 が 実 現 した 場 合 に ， 銀 行 に と っ て 最 も望 ま しい 方

策 を与 えて くれ る， また，パ ラ メ
ー タが す べ て 確定値 なの で ，モ デ ル で 与 え られ た問 題 を

解 く方法論 と して 通常 の 数理計 画法 を用い る こ とが で きる とい う良 さ もあ る ． しか しなが

ら
， 取 り扱 うパ ラ メ

ー
タ を前 も っ て 確定で きる とは 限 らな い の で ，確定モ デ ル で は パ ラ メ

ー
タ の 値 を様 々 に変 えて み て得 られ た 結果 を吟味す る こ とで 対応 す る 必要が あ る ．つ ま り，

確定モ デ ル で は 異 な る パ ラ メ ータ値毎 に解 が 得 られ
， そ れ ら を検討する こ とに よ っ て パ ラ

メ ー タ の 変動 を考慮 した 意思 決 定 を行 うもの と して い る ， しか しな が ら
，

パ ラ メ ー タ の 変

動 を前提 と した解 をモ デ ル で 与 えられ た問題 か ら直接 求め る こ とは で きな い ． こ の よ うな

場 合 に は 確定モ デ ル で は な く ， 不 確 実性 を考慮 した モ デ ル の 構 築 が必 要 に な る ．

　 すな わ ち ，
こ れ ら の パ ラ メ ー タ の うちで 確率的に 変動す る もの は確率的 な もの と し て

，

つ ま りある
一

定の 確率分 布 に 従 う確率変数 として 取 り扱 う必要 が あ る ．こ うした 扱 い の モ

デ ル を以 降，確率モ デ ル と呼ぶ ．

　確率 を含 む数理計 画 問題 は，そ の 取 り扱 い 方 の 違 い に よ っ て 大 き くリ コ
ース 問題 （二 段

階問題 ） と機会制約条件問題 と に分 け られ る 。こ れ らの 問題 を簡単 に 記す と， まず リ コ
ー

ス 問題 で は
， 確率制約式が 成 り立 た ない 場合 に 生 じる 影響 （成 り立 た な い 場合 の 量 に その

確率 を掛 け た もの ） を最小化 する よ うに 問題 を取 り扱 う．他方 ， 機 会制約条件問 題 で は 確

率 制 約式 が 成 り立 た ない 確 率 を最 小 化 す る よ うに 問 題 を取 り扱 う． こ こ で 問 題 を与 え る

ALM モ デ ル は「リス クが発 生 した場合 に ， どの 程度量 的 な影響が で る か，そ して そ れ ら に

対応 する た め に あ らか じめ どの よ うな方策 を と る べ きか 」と い う考 え方 に 基 づ い た もの で

あ る ．従 っ て ，
モ デ ル 化 を行 う場合 ， 機会 制 約 条件 問題 よ りも リ コ ース 問題 と して モ デ ル

化 した 方が ，
こ の 考え方 に 合 っ て い る もの と考える ．

　そ して
， 実用 的 に 問題 を解 くこ と を考慮 して

， 単純 リ コ
ー

ス 型 の モ デ ル 化 を試み る こ と

にす る．

2 ．2 ． 単純 リコ
ー

ス 確率計画問題 とは

2．2．1　単純 リ コ
ー

ス 問題 の定式化
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次の ような問題 P1 を単純 リ コ ース 問題 とい う ［11 ，
18

，
19］．

　 　 　 　 　 ns 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 s

P1 ・ m ’・

君・謝 E
囎 恩（P・

　・・

’

・ q・　・・
一
）

　 　 　 　 　 ns

　s ・t，　Σ α
、，j　・j ＋ yi　− yi ＝ δ∴　（i ＝ 1

，
…

，
肌 ・ ）

　 　 　 　 　 丿
；1

　　　　　　 Xj ∈ Fs 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）

　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　　　　 筋 ， yi，ツ『≧ 0

　　 　　　　 （i ＝ 1
，
＿

，
ms

， 」＝ 1
，
．．．

，
ns ）

　こ こ で ，Xj は決定変数 ， 鷲 ， yl は リ コ ース 変数 ，　Pi ，　 qi は 各々 の リ コ ース 変数 に対 す る

ペ ナ ル テ ィ コ ス ト係数，biは確率変数 ，　 Fs は実行可 能 空 間 を表 す ． また ，　 Cjは コ ス ト係 数 ，

ai ，　j は確率制約条件式の 係数 を表す．　ns は 決定変数の 数 ms は 確率制約式の 本数 とす る．

EF 】は期待値 を表す ．そ して
，　min は最小 化す る とい う意味 で あ る の に 対 し

， 戴
i
鼻 は擁

と y厂につ い て最 小 化 した 値 とい う意味 を表 して い る ．

　 と こ ろ で
， 目的関数 の 第 2項 は 確率制約式が 成 り立 た な い 場合の 期待値 に ペ ナ ル テ ィ を

与 え た もの で あ る ．従 っ て
，

リ コ
ー

ス 変 数は 経済的 に は 制約が破 ら れ た と きに ペ ナ ル テ ィ

を受 け る量 （金額） と い う意味 を持 つ ．

　 こ の 問題 P1 は ，次 の 問題 P2 と等価で あ る （導出過程 は 石井 ［11］ pp ．14 − 15 を参照 さ

れ た い ），

　 　 　 　 　 ns　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 s

… m ・・

混（・
一
恩・μ の第

　　　　・ 毟（Pi 十（1i）｛（慧・
・，、の礁 ・

・ 凹 ）一齋吻 齲 ・｝…

　　　 s ・t・ o ≦ SCj ∈ Fs ，（j ＝ 1
，
…

，
ns ）

　こ こ で ，Fi （・）は 累積分布 関数 を表す ． また ， こ の 問題 P2 の 目的 関数 の 第 1項 目は線形

で あ る が ，第 2項 目 は
一

般 に非線形 な項 となる ． しか し，全体 と して は 凸関数で あ る の で ，

全域 的な最適解が保証 され る （証明は 石井 ［11］pp．15 − 16 を参照 され た い ）．

　とこ ろ で ，問題 P2 で は分 か りに くい の で 具体 的 に確 率分布 を挙 げて 問題 を示 そ う．例

えば
， 確率変数biの 確率分 布が 図 1 に示 す よ うな有 限 で 離散型 （確率変数の と り得 る値 が

ri，1＿ri，　li で ，そ れ らの 生 じる確 率が fi，i．．．fi，．iiで あ る離散分布 ）の 場 合 は次 の 問題 P3 の よ

うにな る （導出過程 は Wets ［19］pp ．223 − 227 を参照 された
’
v ・ ）．
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P3 ・ 血 幾（CJ一毟凧 諞 ・i．1（P・　＋qi）（冨瓦轟 ＋ の

　 　 　 　 　 　 ns 　　　　　　　　　　　 l，＿1

　　s ．t．　Σ α
らノ

Xj ＋ yi．一 Σ y 。 厂 yi＋
ニ ri　l

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 h＝1　 　 　 　 　 ノ＝1

0 ≦ y 己 ，k ≦ δi，k

紛 ∈ F8

yi　“・ yi
．
・紛 ≧ 0

（i ＝ 1
，
＿

，
ms

， ノ＝ 1
，
＿

，
ns

，
h ＝ 1

，
＿

，
li− 1 ）

（3）

E（翫）

　（fi，1、

＝ ）fi，・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 弖

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（＝ r 、
、
1，）fi’、7

　 図1　 離散分布の 確率密度関数の 例 （確率変数の と り得る値 の数 ：1，＝ 7）

　 　 　 　 　 　 　 　 k

た だ し，Fi，　k ＝ Σ 恥 （le＝ 1
，
＿

，
li　），

δi　．h　＝ 　ri，k． 、
＿ri，、k （h ・＝ 　 1

，
＿

，
li− 1 ）とす る ．

　 　 　 　 　 　 　 s ＝1

ガ，
・
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弄，5
一一置一一一一一一一一一一一〒■一一一n■一一’一一罰一一一一一−一一一一丁冒「一一一

弄
・
，
・

T−一■一一一一一一ゴ胃一一一一

ガ，
6

冒一一一一一一一一一一一一一一一一一一一1−一一一一r ■一一一一一四一一一一ゴー■一一一一一一一
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・
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　　　 δ、，、 δ、、， δ
、β δ、，4 δめ

δ
、，6

乃
，
1r 工

景
2 ハ

，
3 rら4 r

り
5 「

り
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り
7

　確率分布が 離散分布の 場合 ， 問題 P3 の よ うに 目的関数の 第 2 項 目 も線形 となる の で
， 線

形計画 問題 と して 取 り扱 うこ とが で きる ．

2．2．2． 単純 リコ
ース 問題の特徴 と欠点

　 とこ ろ で ，単 純 リ コ ース 確 率計 画 問題 の 特徴 と欠 点 を整 理 す る と
一一

般 的 に 次 の 点 を挙 げ

る こ とが で きる ．

【特徴 】

A − 1．パ ラ メ
ー

タ に対 し
， 離散分布 ， 連続分 布 の どち らで もこ れ ら に従 う確率変 数 と して

　　 取 り扱 うこ とが で きる ．

A − 2．目的関数 （ペ ナル テ ィ コ ス ト関数）は
， 確率分布が 連続の 場 合 に は 非線形 凸 関数 ，

　　 離散の 場合 に は 線形関数に な り， 全域的な最適解が 保証 さ れ る ．
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【欠点】

B − L 各 々 の 確率 変 数 が独 立 で あ る と仮 定 して 問題 を解 くこ と に な る が
，

こ の こ とは
一
般

　　 に現実的 で は な い ．

B − 2．確 率制 約 式 の 右辺 の 部 分 に確率変 数 を設 定 す る の で
， 確 率 制 約 式の 中 に確率 変 数 は

　　 一
つ （また は ，

一
つ と して 取 り扱 える もの ）に 限 られ る．従 っ て ，確率変 数 と して

　　 取 り扱 え る パ ラ メ
ー

タ は，「対象 は共通 で あ る が ，独立 の 動 きをす る 決定変 数 （また

　　 は
， 決定変数 を組み 合 わせ た もの ）が存在す る もの 」に 限 られ ざる を得 ない ．例 え ば

　　 預 金 を対象 に する と，確 率変数 に は調達 で きそ うな預金 の 上 限 額，決定 変数 に は調

　　 達 した い 預金額 を設定する ．

　 と こ ろ で ，前述 の よ うに単純 リ コ ース 問題 で は 確率制 約式の 右辺 の 部分 に しか確率変 数

を設定で きず ，す べ て の 不 確実性 へ の 対 処 をす る こ と は で きな い ． しか しなが ら ， すべ て

の 係数 を確率分 布 に 従 う確率変 数 と して そ れ らの 不 確 実性 を考慮 しよ うと した場 合 に は ，

モ デ ル を利用 して 問 題 を解 くこ とが 実 際上 不 可 能 に なる ．不確 実性 を考慮す る範 囲 と実際

の モ デ ル の 運 用 （計算）可能性 は トレ ー ドオ フ の 関係 に あ る．

2．3． 多 目標 単 純 リコ ー ス 確率計画 ALM モ デル の特 徴

　確率計 画問題 の 単純 リ コ ー
ス 型 の モ デ ル 化 は ，Kusy ＆ Ziemba 匚13］ が 行 っ て い る ．

こ の モ デ ル と本研 究で 提案す る モ デ ル は，

　a ．単純 リ コ ース 型 の 確 率制約式 を用 い て 不確 実性 を表 し，そ れ に 対 する 方法論 （確率計

　　 画法） を利用 す る ．

　b．計画期間が 多期間で あ る．

　 と い う共通 点 は ある ． しか し，本研 究で 提案す る モ デ ル に は ，Kusy らの モ デ ル とは 異

な る次の 3 つ の 特徴を持 っ て い る ．

（1） ALM とい う視点 か らの モ デ ル 化

’
リス ク 管理 で あ る ALM の 視点 か らモ デ ル 化 を行 っ て い る．す な わ ち ， 金利 変 動 リス ク

を 目標 の
一

つ と し ， 制 約 と して 流 動 性 リス ク を考慮 して い る ．Kusy らの モ デ ル に も ， 定

義の 異 な る指 標 を通 じて 流 動性 リス ク制 約 が含 ま れて い るが ，ALM に お い て 管理 の 中心

と して い る 金利変 動 リス ク は考慮 され て い な い ．

（2） 多目標 を取 り扱 うこ とが で きる モ デル 化

　銀行 は，利益 を最大化す る と い う単
一

の 目標 だ けで は な く， 多 くの 目標 を持 っ て い る ．

本 モ デ ル で は こ れ らの 多目標 を同様 に 取 り扱 うこ とが で きる ．た だ し，以 下 に示 すモ デ ル
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で は 不 確実性 を考慮 しつ つ
， 利 益 及び そ れ と トレ ー ドオ フ の 関係 に あ る 金 利変動 りス ク を

目標 とす る もの に 限 定 し て
， 多目標計画 モ デ ル を提案す る ．こ の モ デ ル を解 く方法論 と し

て ， 目標計画 法［2］を用 い る こ とが で きる ．た だ し ，不 確実性 も考 慮す る た め に ， 3．5 節 で

提案す る方法 に よ っ て解 くこ と に なる ．

（3） BIS の 自己資本比率 に 関する確率制約式の 導入

　BIS に よ っ て 決 め られ て い る 自己 資本比 率 を求 め る際 の 自己資本 に は株式の 含み益 を算

入す る こ とが で きる ．株価 は非 常 に不 確 実 に変動 す るた め ， その 制約 式 を確率制 約 式 と し

て 考慮 す る ．BIS の 自己資本比 率 に 関 す る規 制は 今後 の 銀行 の 経 営 活 動 に と っ て 重 要 で あ

り，こ の 制約式 を用 い る こ とで その 影響 も検討 で きる ．

3． 多 目標 単 純 リコ
ー ス 確率 計 画 ALM モ デル の 定式化

　不確 実性 を確率分布 と して取 り扱 い つ つ
， 銀行が 目指 す 目標 を達成す る た め の モ デ ル 化

を試 み る ．不 確実性 を取 り扱 う問題 を解 く方法論 と して 2．2 節で 簡単に説 明 した単純 リ コ

ース 型 の 確率計画法 を用 い る が ， こ の 方法論 で は 多 目標 を取 り扱 う問題 を解 くこ とが で き

な い ．と い うの は
， 単純 リ コ

ー
ス 型 の 確率計画法の 目的関数 は通常 の コ ス ト関数 とペ ナ ル

テ ィ コ ス ト関数の 和 を最小化 （も し くは
， 利 益か ら ペ ナ ル テ ィ コ ス ト関 数 を引 い た値 を最

大化 ）す る とい う， 1 つ の 目的 しか取 り扱 っ て い な い ．そ こ で ，本研究 で は従来の モ デ ル

（目標計 画モ デ ル ）で 与 えられ た 問題 を解 く方法論 と して 用 い る 目標計画法 に お ける 目的

関数の リ グ レ ッ トを最 小 化す る 定式化 と組み 合 わせ て ， 目標 と不確実性 を同時 に 取 り扱 え

る よ うな 目的 関 数 （及 び 目標制 約式） に対 す る考 え方並 び に そ の モ デ ル 化 を 3．5 節で 提案

す る ．た だ し
，

こ の モ デ ル 化 は 一
般 的 な方法論 と して で は な く ， 提 案す る ALM モ デ ル

（また は
， 似た 搆造 を持つ モ デ ル ）に対 して 適用可 能な もの と して 開発 して い る ．

　 なお ，本モ デ ル は 既発 表の 確定 的な多期 間 モ デ ル の 拡張で あ る の で ，紙面の 都合上詳 し

い 指標 な どの 求め 方 に つ い て は ，枇 々 木 ・福 川 ［5 ，
6］ を参照さ れ た い ，

　以下 ，本論文で
一

貫 して用 い る 記号 は 次の 通 りで あ る．

（1）基 準期間

　下付添字 t で ，「t 期以 内の 」とい うこ とを表す．基準期 間数 は Ttで 示す（t＝ 1
，
＿

，
Tt）．

（2 ）計画期 間

　下付添字 ゐ で
， 隴 期 に お ける 」， また は 「第 le期 か ら数 え て 」とい うこ とを表す．計画期

間数は Tk ＋ 1 で 示す（k ＝ 0
，
＿

，
Tk）．

（3）金利体系
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下付 添字」で
， 金利 体系の 番号 を表す ．金利 体系 の 数 は n で 示 すO

’
＝ 1

，．．．，n ）．

（4）パ ラ メ
ー

タ の 記述ル
ー

ル

　確 率 変数 と して 与 え られ る パ ラ メ
ー

タ に は

変数 と して の パ ラ メ
ー

タ に は何 も付 けな い ．

， そ の 記 号の 上 に
「1 〜 ”

を付 け る ．確定 的な

3．1． 変数の 設 定

　本モ デ ル は
， 「何 （例 ：預金

， 貸 出金 な ど） を
，

い つ （例 ：現在 ，3 カ 月後 な ど），　 どの

くら い （例 ： 10億 円 ぐら い
， な ど ）， 調達や 運 用 を行 うか 」と い う方策 を決定す る 問題 に

つ い て の モ デ ル で ある ．そ こ で は最適 方策 を h 期（k ＝ 0
，
＿

，
Th ）に お け る満期の 期 間が Ui

の ゴ勘定科 目の 調 達 や 運 用 額の 増 加 また は減少 額 を表す 決 定変tWxi？k，Ui 　（Xk を定式化 の 中

で の 省略形 と し，増加 な らば正 ，減少 な らば負の 値 を とる ）の 値 で 与 え る ． こ こ で ，決定

変 数 に用 い られ て い る 添 字は 次の こ と を示す ．

sb ：オ ン バ ラ ン ス の 資産 をAN ，負債 を LN で 表す．そ して ，オ フ バ ラ ン ス の 資産勘定 を

　　 AF
， 負債勘定 をLF で表す，　 sb ∈ ｛AIV ，

　LN
，
　A．F

，
　LF ｝

i ：sb 毎の 勘定科 目の 番号 を表す ．　 i＝1
，
＿

，
m

，
　m ∈ ｛M1

，
　M2

，
　M3

，
　M4 ｝

　 （Ml ；資産の 科 目数 ，
M2 ；負債の 科 目数 ，

M3 ：資産勘定の 科 目数 ，
肌 4 ：負債勘定の 科 目数）

　利益 RTh （Xk ）や 金 利変動 リス ク KH 　h，　t （Xk ）な ど は
，

こ の 決定変数 を用 い て 記述で き

る （決定変数の 関数 となる ）が ，こ れ らの 変数を補助変数 と呼ぶ 。各資産や負債の ポ ジ シ ョ

ン も決定変数に よ っ て 記述 で きるが
，

こ れ らは ポ ジ シ ョ ン 変数 と呼ぶ ．補助変数及び ポ ジ シ

ョ ン 変数 に は決定変数の 関数で あ る こ と を示す ため に，
‘

（Xk ）
’

を付 ける ．本モ デ ル で は 決定

変数及び そ れ に よ っ て 記述 で きる 補助変数や ポ ジ シ ョ ン変数の 他に差異変数盗
，
d ；

，
リ コ ー

ス 変数 yもy ；を用 い る ．

3．2． 目標 の 設定

　 目標 と して
， 利益 及 び それ と ト レー ドオ フ の 関係 に あ る金利変動 リス ク ， そ して 将来金

利 が変動 した と きに 利益の 増加 を 目指 す金利体系毎の 金利 ギ ャ ッ プの 3 種類 を設 定す る 。

（1）利益 に 関する 目標

　k 期 に お ける 利益 RTk （Xh ）は 各々 の 資産や 負債の ポ ジ シ ョ ン に利率 を掛 け ， そ れ らを

合計 し て 求 め る ．各期 の 利益 は 大きい 方が 望 ま し い が ，銀行 は トレ ー ドオ フ の 関係 に ある

金利変動 リス ク に 対する 目標 も達成 した い と考える ．従 っ て
，

こ の 程 度利益 を達成す れ ば

良い と い う満足 レ ベ ル を Sl，h ， 少 な くと もこ れ だ けは達成 した い と い う必要 レ ベ ル を

（Sl，k
一λ1，k）と設定す る と，利益 目標制約式 は （4）式 の よ うに示 す こ とが で きる ．
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　 RTk （Xk ）＋ λ1，k
・（娠 た

一砿 た）＝ S1，k ， （k ＝ O
，
…

，
Th ）

こ の 目標 制約 式 に対 応 す る 目的 関数 は （5）式 で 書 くこ とが で きる ．

（4）

m ・・ P ・… （
Tk

Σ 娠
・4Lk

k ≡O ）
− P ・2

（急・ 式、
・・の ・

P ・・》 P ・2 （5）

　た だ し
，

wl ，k ，
ω 1，k は利益 に関 す る 目的 関数 に お け る ウ ェ イ トの 値 ，そ して ，d鵡，d 嘉

は 利益 に 関する 目標制約式 の 差異変数 を表す． また
，
Pll

，
　P12 は 優先順位 を表す係数 （絶

対順位係数） を示 す． こ の 目的 関数 は まず ，
Pll 優先順位で 利益 を満足 レ ベ ル まで 達成 し

よ うと し， さ ら に 利益 を大 きくで きる なら ば
， そ れ を P12 優先順位 で 行 うこ とを示す （以

降 ， ウ ェ イ トの 値 ， 差異変 数 及 び絶対 順 位 係 数 の 説 明 は省 略 す る ）．

（2）金 利変動 リス ク に蘭す る 目標

　金 利変動 リ ス ク 指標 と して ，金 利ギ ャ ッ プ に 「組み 合わせ の 悪 さの 度合を示す係数 」を組

み入 れ た 指標 ［4】KHk ，t （Xk ）を用 い る と
， 金利 変動 リス ク に 関す る 目標 制 約式 は （6）式 の よ

うに な る．

KH た，彦 （Xh ）＋ λ 2，た，t
・（dゑh，厂 dS，h，t）＝ S2，h，t ，

（le＝ 0 ，．．，，Tk ， ‘ ＝ 1
，
．凾．

，
Tt） （6）

　ただ し，金利 変動 リ ス ク は利益 とは逆 に小 さ い 方が 望 ま し い の で
， 満足 レ ベ ル は S2，k ，t，

必要 レ ベ ル は（S2，k，t ＋ λ2，k，t）と設定す る ．そ して ， 目的関数 は（7）式で 書 くこ とが で きる ．

m ・・ P ・L （慧 ・ い ile，）− P22 ・（急幺・ ・，， ，，　
・
　di，，，），… 》 P22 …

　 金 利変動 リ ス ク も利益 と 同様 に ，P21 優先順 位 で 満足 レ ベ ル まで ，そ れ以 上 は P22 優 先

順 位 で 金利 変動 リス ク を小 さ くす る こ と を示 す．

（3）戦略的金利 変動 リ ス ク管理 に 関す る 目標

　もし金 利が 上 昇す る と予想で きる な ら ば ，金 利 ギ ャ ッ プ G
ノ，栂 （κ k）は E の 値 を持 つ 方 が

金利 変動 に よ り利 益 を増 やす こ とが で きる ．金利 が 下 降 す る 場 合 に は 逆 の こ とが 言 え る．

こ の よ うに ，金 利 ギ ャ ッ プ を戦略的 に とる こ とに よ り，利益の 増加 を 目標 とす る場合 に は

（8）式で 示す 目標制約式 を設定する 。

Gj，k ，
，（Xk ・）＋ λ3認

・（d奮，、，k，t
− d5，j，k．，）・ 8 ・，j，h，t ， （ブ・1，…，

π
，
ん・0

，
…

，
Th

，　t ・ 1
，
…

，
Tt） （8）
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　 こ の 目標制約式 に対応す る 目的関数 は（9）式で 示す こ とが で きる ．

　　　m ・・ P … 麒 ゑ・・
、。 既 。 、画 轟 臨 ，

・耐 …

　こ こで 用 い る α
ノ，k，t とβゴ，短 設定値 は ，金利 の 変動 を どの よ うに 考え るか に よ っ て ， 表 1

の よ うな設定 を行 う．

　　　　　 表1　 戦略的 リス ク管理の 考 え方 に よ る c・j，
・，tとi？j，

・
，
tの設定値

α 丿，馬 言 β力 彫

金利 ギ ャ ッ プ＞ o （金利上 昇 と予想） 1 0

金利 ギ ャ ッ プ〈 0 （金利下降 と予 想） 0 1

金利ギ ャ ッ プ ＝ 0 （金利変動 が不 明） 1 1

考え な い 0 0

3．3． 銀行 に課 され た制約条件 の設定

　銀行の 経営活動 に は様 々 な制約 が考 え られ るが ， こ こ で は主 要 と思 われ る流動性 リス ク，

自己資本比率 ， 預 金準備率の 3 種類 に し ぼ る こ と に する ． こ の 中で
，

流 動性 リス ク と 自己

資本 比率 の 制 約式 は 確率制約 式 とする ，そ の 取 り扱 い 方 に つ い て は 以 下 で 議論す る ．

（1）流動性 リス ク に 関 す る制約

　流 動性 リス ク指標 と して ，流動性不足 の 際 に 手当で きる資金量 MFk 　，t （Xh ）に対す る累積

ギ ャ ッ プ CGh
，
， （Xk ） の 比率 に マ イナ ス を付 した指標 ［5］を用 い る と，　 h期 に お ける t期以 内

の 流 動性 リ ス ク 指標 LGk
，
，（Xh ） は ，（10）式で 表す こ とが で きる ．

LG ・，，（・ k）＝ 一舞嬲， （k ・ ・・・… Tk・t … …・
・Tt）　　　　 （・・）

（10）式 で 求 め られ る流動性 リス ク は
， 制約値 ．111，k，t よ りも小 さ くし なけれ ばな らな い の

で
， 流動性 リス ク制約式 は （11 ）式 に な る．

LGh ，t （Xk ）≦ eTJI ，k，t ， （h 三〇
，
…

，　Tle，　t ＝ 1
，
…

，　Tt ） （11 ）

　と こ ろ で ，時 に は デ フ ォ ル トで 入 っ て こ な い 資金 1N 翫や ，突 然出 て い く資金 OTX ，t な

ど も考 え られ る ．最悪 な状 況 も考 えれ ば
， （11 ）式 に 加 えて

，
そ れ らが 生 じた場合 の た め に
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流動 性 リス クの 制 約条件 を きつ くす る （、lt限値 を下 げる）必要が ある ． も し確定 的に 分か

る な ら ば
， そ れ に 見合 う額 だ け制 約 値 の 上 限 を低 く設定 す れば 良 い が ，通常 は分 か らな い

の で ， こ こ で は確率 的に 変動す る もの と考 え る ．11V后 と OT 海 を確率変 数 と考 え，そ れ

らを考慮 する ため に制約条件 を き つ くす る こ とを考 えた 場合 ， （10 ）式 を（11 ）式 に代 入 す る

と
， 流動性 リス ク に 関する 制約式は（12 ）式の よ うに書 き直す こ とが で きる ．

一CGk ，t （Xk ）≦ 」∬1，ん，ガ MFh ，t （∬ た）《 刀v　X．t＋ OT 融 ，
（k ＝ 0

，
．．．

，
Th

，
‘＝ 1

，
＿

，
Tt） （12）

こ の （12）式 を確率制約式 に 書 き直す と ， 次の （13）式で 表す こ とが で きる ．

CGh ，，　（Xh ）＋ ・π w 　MF ん，、 （Xk ）一ッ左，le，t ＋ ッ三，k，t
＝刀V鼠渉＋ OT 鼠f ，（h ＝ 0

，
＿

，
Tle

，
　t ＝ 1

，
．．．

，
Tt） （13）

　こ こで
， yl，h．t，　Yi，h，t は リ コ

ー
ス 変数で あ る ．　yl，h．t は値 を持 っ て も流 動性 に 問題 は生 じな

い の で ， ペ ナ ル テ ィ コ ス トは か か らな い ． しか し
， ッi，規 が 値 を持 っ た 場 合 ，流 動 性 不足

に な るの で ，制約 を守 るた め の 調達資金 に 要する 資金 コ ス トの 割高分 が ペ ナ ル テ ィ と して

か か る． こ の （13）式 の 確 率制約式 で は右辺 の 1N 翫 と OT 彫が 確率変数 とな り，（W 駈 ＋

OT 駈）に確率分 布 を想定す る こ と に な る ．

　 とこ ろ で
， 流動性 リ ス ク 制約 を確率制約式 で 取 り扱 う場 合 ， 累積 ギ ャ ッ プ （決定変数の

集 ま り）CGk ，t （Xk ）と確率 変数（刀〉 海＋ OTX ．t ）は 独立 で な けれ ば な ら な い ．そ の た め ，

CGh ，， （Xk ）か ら刀V 海 と OTX ，， を引 い て か ら流動性 リ ス ク 指標 を eJ ［ll，k，t 以 h に する とい う

定式化 で は な く ， CGk，t （Xh ）が IN
−VkV

，
t と0略t を考慮 した上 限値以 下 で なけれ ば な ら な い

，

とい う定式化 を行 う （た だ し，式の 形 と して は 同 じに な る ）．

（2）自己資本 比 率 に関す る制約

　国 際 的 に活 動 を行 う銀行 は 国 際 決済銀 行 （BIS ）に よ っ て 決 め られ た 自己資 本比 率 に 関す

る制約 を守 らな けれ ば な らな い ． こ の BIS 基準 に 用 い ら れ る 自己資本比率 （リス ク ア セ ッ

トレ シ オ）CRk （Xk ）は
， 自己資本額 NPh （Xk ）を リ ス ク ア セ ッ トWt　RAIe （Xh ）で 割 っ た（14 ）

式 で 表 され る ．

　　　　　 NPh （Xh ）
CRk （Xk ）＝

−

　　　　　 RA 　k（Xk ）
， （k ＝ O，＿，Tk） （14）

　（14 ）式で 求め られ る 自己資本 比 率は
， （15）式で 示 す よ うに BIS 基 準値 （8％） また は銀行

が 政策的 に定め た 値 Ji2，le以 ．L で な けれ ば な ら ない ．
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CRk （Xh ）≧ JI2，k ， （le＝ o
，
…

，
71ん） （15）

　 とこ ろ で ，BIS 基準 で 算入 で きる 自己資本額 NPk 　（Xh ）は（16）式 で 示す よ うに株式払込 資

本金 や 公表準備金 の 基本項 目NP 承筋 ）と補完項 目 と して 算入が認 め られ て い る株式 の 含み

益 （の 45％）NP7Yi ，

〈
，

劣後債 その 他 の NpY2 か ら構成 され る ．

NPIe＠ ゐ）・Npg （Xh ）＋ ハ敵 ・
＋ Npg ・

， （k ・o
，
＿

，
Tk） （16）

　確定モ デ ル で は
，

こ れ らす べ て を確定 的な もの と し て 取 り扱 っ たが
， 株式 の 含み 益 は 株

式市場 の 影響 を受 け て 変動す る不確 実な もの で あ る．従 っ て ，株式 の含 み 益 の 不確 実性 を

考慮 に 入 れ ，（16）式 を（14）式，そ して （15）式 に代入 す る と自己資本比 率 に 関す る確率制約

式 は（17）式の よ うに 示す こ とが で きる ．

　た だ し ， k ＝ 0 の 時点 で は株 式 の 含み益 は確 定 して い るの で ， 確率制約式 は k ＝ 1
，
＿

，
Tk

の み で あ る ．le＝ 0 の場合 は ， （15）式が適用 され る ．

」1
、，、… RAk 　（Xk ）一（Np 編 ）・ Npg2 ）・ ッ壱，、一

海 ・ N 犂
1
， （々 ・ 1

，
＿

，
Tk ） （17 ）

　こ こ で ，y藻 ，ッ藪 は リ コ
ース 変数で あ る が ，ン軸は値 を持 っ て も自己資本比 率が 制約の

下 限比 率 を下 回 らない の で ， ペ ナ ル テ ィ コ ス トはか か らな い ． しか し，yゑゐ が値 を持 っ た

場 合 は
， 制約 の 下 限 比 率 を ド回 っ て お り ， 不足 して い る 自己 資本 を増 や す の に必 要 な コ ス

ト分 ま たは 国際 業務 が 制 限 され る こ と に よ っ て 生 じる損失 を ペ ナ ル テ ィ と して か ける． こ

の （17）式の 確率制約式で は株式の 含み益 （の 45 ％）N 犂 1
に確 率分布 を想定す る ．

　 また
，

BIS 基準 で は 自己資本の 補完的項 目の 額は 基本項 目の 額 を越 えて 算入で きな い の

で ，基本項 目の 額 は リス ク ア セ ッ ト額 の うち ， BIS 基準 比率 の 半分 （4％）また は ，銀行 が 政

策的 に 定め た値」∬寡 以 上 は持 た な けれ ば な ら な い ． こ の 制約式 は
， （18 ）式 で 表す こ とが

で きる ．

瑳嬲 ・ cJ ・1，・ 圓 …
，
Tle・ （18 ）

（3）預金 準備 率に 関する 制約

　h期 に お け る 現 金 の 合計 額 を CSh （Xh ），
預 金 の 合 計 額 を DPk （κ k）とす る と ，預金 準備率

DRk （Xk ）は （19）式で 示 す こ とがで きる．
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・喞 ・ 蹶 い ・ 呱 ・ 　 　 　 　 （・9・

　預金 準備率 は，制約値 JI3
，
k よ り も大 き くな けれ ばな らな い の で ， それ を示す 制 約 式 は

（20）式 に な る ．

DRk （Xh ）≧ JI3，h ， （h ＝ 0 ，… ，
Tfe） （20 ）

3．4． 市場 の 環境制約条件

　市場 の 環境条件 と し て
， 調 達や 運用 が 可 能 な範 囲 を上 下 限額制約 と し て 設定す る ．上 限

額 を表す 制 約式 を（21 ）式，残存額の 下 限 を表す制約 式 を（22 ）式 と して 表す こ と にす る ．た

だ し，各々 」碩1んμ ‘
，
JL舶為碗

を上 限額 ，下限 額 とす る．

　　鵡 。 i
≦ 」嚥 。 、 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （2・）

慧畷 調 ・ 礁 腕

（i ＝ 1
，
＿

，
m

，
ん ＝ 0

，
＿

，
Tk

，
sb ∈ ｛AヱV

，
　L2V ，　AF ，

　LF ｝）

（22 ）

　こ こ で ，疏覧v （Xk ）は，々期 に お い て v 期後に 満期が くる sb の i勘定科 目の ポ ジ シ ョ ン を

表す （添字 ル ール は決定変数 と同 じ ）．

　と こ ろ で
， 下 限制約式は 銀行が 政 策上 残 した い と考 え る 制約式 な の で確定制約式の ま ま

で 良い が ， 調達 や運用が 可 能な上 限額は市場の 変化 に よ っ て 変 わ る 不確実 な もの と考え る

こ とが で きる ．従 っ て
， 上 限制 約 式 に不確実 性 を考慮す る と（21 ）式 は （23 ）式 にな る ．

　た だ し
， （17）式 と同様に ，確率制約 式 は k ； 1

，
＿

，
Th の み で あ る ．　 k ＝ 0 の 場合 は （21 ）式

を用 い る ．

謬瀛 ＋ 轍 。 i
一

ツ甑 。广
」ξ瓢 （23）

　（i ＝ 1
，
＿

，
m

，
k ＝ 1

，
＿

，
Tk

，
sb ∈ ｛AN ，

　LN
，
　AF

，
　LF ｝）

こ こ で
・ ツ瓢 搾 鴫 幅

は リ ・
一

ス 変数で ある が 罐 煽 は値 を持 っ て も調達 や 翻
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を した い 額 が 上 限 を上 回 らない の で
，

ペ ナ ル テ ィ コ ス トは かか らな い ． しか し ， y嘘勧
，が

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ，，　 ，　 ｝

値 を持 っ た場合 は，上 限額 を上 回 る の で ， 調達 また は運 用不足 に対 して ， 必要 な コ ス トの

割高分 を ペ ナ ル テ ィ と して か ける 。 こ の （23 ）式 の 確率制約式 で は 調達や 運用が 可 能な上 限

面 釀，班 僻 分布 を想定す る ．

3．5 ． 目的関数の 設定

　定式化上 は 目標制約式 と確率制約式 と を一
緒 に 取 り扱 っ た と して も特 に 問題 は な い ． し

か し
， 各 々 の 目標制約式 に お ける 差異変数 と確 率制約式 に お ける リ コ

ー
ス 変数 と を両方 と

もに 目的 関数 で 取 り扱 っ た 場 合 の
一
般 的 な解法 は存在 しない ，従 っ て

， そ れ らの 変 数 を ど

の よ うに考えて 取 り扱 うか に よ っ て ， 目的関数の 形は 様 々 な もの が考え られ る ．本研 究 で

は
一

般 的 な方 法論 の 議論 は避 け，本モ デ ル に適 用 が 可 能な取 り扱 い と して ，次 の 2種 類の

方法 を提案す る．

　 （1） リ コ
ース の 基準化 ・絶対順位付 け （基準化モ デ ル ）

　 （2 ）ペ ナ ル テ ィ コ ス トの 利益換算 （利 益換算モ デ ル ）

3．5．1。　 リコ ース の基準化 ・絶対 順位 付 け

　 目標計画法 の 差 異 変数が 目標 に対 す る不 達 成 度 で あ る の に 対 し ， リ コ ース 変数 は制約 に

対 す る 不成立 度 と考 え る こ とが で きる こ とか ら， リ コ ース 変数 を差異変数 と同様 の 取 り扱

い 方 をす る方法 を示す ．す な わ ち，
一

般 的に 目標制約式 を（24）式，確率制約式 を（25）式 と

す る と
， 目的関 数は（26 ）式の よ うに 考 える こ とが で きる ．

9i（x ）＋ λ6（di
−
− dわ ＝ 8 ‘ （24 ）

hi（x ）＋ r ‘（yi
＋ 一

ツ己

一
）＝ b

‘

　　　 Ld 　　　　　　　　　　　　　　　　　　 Ly

min Σ　P
，

d・Σ （ω μ 厂＋ ω 演 ）＋ Σ疏
γ・E 　mi 耳 Σ 吻 、

＋

＋ qor厂）
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ナ

　 　 　 1＝1 　 　・∈ DJ 　 　 　 　 　 　 　 l＝1 　 　 yi
’
yi　 i∈ Yl

（25 ）

（26 ）

　た だ し，（25）式 に お ける ori  3，i
一

は リ コ
ー

ス 変数，　 ri は リ コ
ー

ス の 基準化パ ラ メ
ー

タ 厶

は 確率変数， ま た（24）式 に お け る di
−

，
di’ は 差異変数，λ‘ は （基準化 に用 い られ る ）満足

レ ベ ル と必要 レ ベ ル の 差 ， Siは 満足 レ ベ ル とす る ．そ して ， （26）式に お け る Wi
＋

，
ω i

一
は

目標 の ウ ェ イ ト値 ，Pi，qi は ペ ナ ル テ ィ コ ス ト係 数 ，　P託P7 は プ ラ イ オ リ テ ィ係数 （絶対

順位係数 ）， Ld
， みy は設定す る プ ラ イオ リ テ ィ の 数 Di

，
Yl は 同

…
順位 内に お け る 目標制

約及 び確率制約の 集合 を表す．
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ス 確 率 計 画 AI．M モ デ ル

　　　　 こ の 基準 化モ デ ル で はペ ナ ル テ ィ コ ス ト係数 を 目標 の ウ ェ イ ト値 と同様 に取 り扱 うこ と

　　　 に なる の で ，
ペ ナ ル テ ィ と い うよ り も制 約 に対 す る ウ ェ イ ト値 と考 える方が分 か りや す い

　 　 　 だ ろ う．

　　　　 次 に
， 利益 と リス ク 目標 を達成 させ

， そ の 後 に 戦略 的に 金利ギ ャ ッ プ を取 る こ とを考え

　　　 る ため に 目標 の 優先順位 を（27 ）式の よ うに 設定す る ．そ して
， 確率制約式の ペ ナ ル テ ィ を

　　　 な る べ く負わ な い よ うに利益や リス ク 目標 と同 じ く確 率制約式 の 優先順位 をすべ て 第 1 優

　　　 先順 位 に する と，全 体 と して 目的 関数は（28）式の よ うに示す こ とが で きる ．

　　　　　 P11 ＝ P21（＝P1 ：第 1 優先順 位 ）》 P3（＝ P2 ：第 2優 先 順位 ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 》 P12 　 ． 　P22（＝ P3 ：第 3優 先 順位 ）　　　　　 （27 ）

　　　　　m ・n − Pi−｛急・ 繭 ＋禽ゑ・ 羅 、，t

　　　　　　　　　・ E ［中 （急幺伍 ，晒 ，， ・灘，晦 ＋ 急諾蝓 。 轟 訓 ｝

　　　　　　　　　・ 鵡 急ゑ・・ 晒 画 ＋ β泌 轟 ，亅　 ・28・

　　　　　　　　　− P
、
・｛急・ 繍 、 ＋急ゑ娠 轟 ，3

　　　　 また ，（13）式，（17 ）式 ， そ して （23）式の 確率制約 式 も（29）
〜

（31）式 に書 き換 え られ る．

　　　　　CGk ．， （Xk ）＋ ．π 躍 MF ん〆∬ 々）
一

・、
　k．，

・（yl．k．，
一

ッi．h．，）− 1硝 ， ＋ 0 瑞 　 　 　 （29）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ，　ジ　　　　　　　　　　ロ　7　　　　　　　　　　　　　　　　，　　　　　　　　　　　　　　，

　　　　　　　　　 （h ＝ 0
，
＿

，
Tk

，
　t ＝ 1

，
＿

，
Tt）

　　　　　」J
、，k

・RAk （Xk ）一（NP 無、）・ Npg2 ）・ ・、，k
・（ッi．fe一痂 ）・ N 霧 1

， （k ・ 1
，
＿

，
Tk） （30）

　　　　　・  …
，
・

，
。、

・（・瓢パ 鴫 蜘 ♪・・鉱 　 　 　 　 　 　 （・・）

　　　　　 （i＝ 1
，＿ ，

m
，
h ＝1，＿，

Tk
， sb ∈ ｛A．Z＞，

　LN
，
　AF

，
　LF ｝）

　　　　 とこ ろ で
， リ コ ース の 基 準化パ ラ メ ー タ γ‘

は 様々 な設定方法が 考 えられ る ，確率分布が
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有限 で
， しか も本 モ デ ル の 確率制 約式の よ うに す べ て の Pi が 0 な らば

，
22 ．1節 の（1），（2）式

か ら分 か る よ うに
， 潘 目の 確 率制 約式が 守 られ なか っ た場 合 にか か る ペ ナ ル．テ ィ 部分 Qi

は 次の （32 ）式 の よ うに 計算 す る こ と が で きる．た だ し ， （25）式 に 合わ せ るた め に ，（1）式

礁 ・ 晒 ・ h・　・・ ）と置 ・攤 ・ 示す・ 甑 鮮 幗 ・ 関数 ・ し・ 示 す・

　　Q ・（・・（・ ））・ 孵 ・
・ 伽 ）F ，（h ，（・ ））一∫覧 ・駒 ｝

　　　　　　・婿 ・綱 　 　 　 　 　 ・32・

　そ して ，基準 化パ ラ メ
ー

タ Yiを（33）式で 求め る こ とに す る ．

・i
・ Q・（・… ）・J，lil

’

　Fl ，s，，ds， （33）

　た だ し， ri，1 ＝ min ｛hi（x ）1　Fi（h‘（x ））＞ 0｝，
ri，1 ＝ min ｛hi（x ）1　Fi（hi（x ））＝1 ｝．また

，
　 FiC・）

は 累積分布関 数 を表す．

　なお
，

こ の よ うに設定す る の は 次の よ うな理 由か らで ある ．（24）式及び 図 2 か ら分か る

よ うに ，金利 変動 リス ク 目標制 約 式 に対 す る リグ レ ッ ト関数 は ，9i（x ）が必 要 レ ベ ル な ら ば

目標 の 不達成度 （リ グ レ ッ ト値 ）が 1
， 満足 レ ベ ル 以 下 な らば 目標 の 不 達 成度 が 0 とな る

よ うに ，基準化 の パ ラ メ
ー

タ を満足 レ ベ ル と必 要 レ ベ ル の 差 で 設 定 す る．
一

方 ， （25）式及

リグ レ ッ ト値

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 目標 9i（x ）

　　　　　　　 （＆）　　　　　　　　 （s，十 λ，）

図 2　目標制約式の リグレ ッ トの 基準化 （金利変動 リス ク 目標の場合）

1
　　　　　　　　　　　　　 ：

　　　　　　　　　　　　　 ：

　　　　　　　　　　　　　 ：

　　　　　　　　　　　　　 ；

　　　　　　　　　　　　　 ：

　　　　　　　　　　　　　 ：

　　　　　　　　　　　　　 ：

　　　　　　　　　　　　　 1
　　 　　 　　 　 　　 　　 　　 ：

　　　　　　　　　　　　　 ：

　　 　　 　　 　 　　 　　 　　 ：

45
°
　 　 　 　 　 i

λ堙

0
満足 レ ベ ル 　　 　　　　必要 レベ ル 目
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び 図 3 の 確率制約 式 に対 応す る ペ ナル テ ィ コ ス ト関数 か ら も分 か る よ うに hi（x ）が ri，1 以 下

な らば ペ ナ ル テ ィ コ ス トは かか らない の で 確率制 約式の 不成立 度 を0，逆に ri，1 な らば確率

1で ペ ナ ル テ ィ コ ス トが か か る の で 確率制約式の 不成立 度 を 1 と考 え る こ とが で きる ．そ

こ で
， リ コ ース の 基準化 パ ラ メ ータ を（33）式 で 求め られ る Yiで 設定する ．

　　　　　 ペ ナル テ ィ コ ス ト値

1
：

：

：

…
1
：

2
：

1i

厂尸 Q、（r 、

0 ：「
・、1

：

「
ら‘

：

　 　 ：

卿
bま た ｝

一

ペ ナル テ ィ コ ス トが

　 か か らない 範囲

（制約式の 不成立度 ＝ O）

　 こ れ以上 は確率 1で

ペ ナル テ ィ を受ける範囲

（制約式の不成立度＝1）

図3　確率制約式の ペ ナル テ ィ コ ス ト関数 の 基準化

3．5．2． ペ ナル テ ィ コ ス トの 利益 換算

　単純 リコ ース 型 の 確率計画 法の 目的関数は，通常の コ ス ト関数 とペ ナ ル テ ィ コ ス ト関数

の 和 を最小 化 （も し くは，利益 か らペ ナ ル テ ィ コ ス ト関数 を引 い た値 を最大化）す る もの

と して 定式化 され る．従 っ て
，

こ の 考 え方 をその まま利用 して
，

こ こ で は利 益か らペ ナ ル

テ ィ コ ス トを引い た もの をペ ナ ル テ ィ コ ス ト換 算済み利aSRT9（Xfe）と定義 して ，そ れ を 目

標 と して取 り扱 う方 法 を示 す ．

　ペ ナ ル テ ィ コ ス ト換 算済み利益 RT2 　（Xk ）は前述 の 定義か ら（34）式 で 示す こ とが で きる ．

RT2 （銅 ＝

’

鵬 ・一晦 ・ゑ蜘 祠 ，
for　k ＝ 0

RT ，（：h）
一・［ve・in（tV．、

q 、，、，，
’
・ih，t ＋い 廉

・ 讌 鉄 い 轟 ∂亅・
f・ ・ h ＝ 1

，
＿

，
Tk

（34 ）
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従 っ て ，（4）式の 利益 目標制約式 を（35）式の よ うに 書 き換える．

RT ぞ（Xk ）・ λR，
・（d？厂・

一岬厂の ・ 礁 ， （々 ・ o
，
＿

，
Tk ） （35）

こ
1
の 場合の 目的関数 は（27）式の 優先順位 を用 い る と，（36）式で 表 され る．

m ・・ 礁 囓 ・・急ゑ卿 克、 ，t

　　　　畷 鑞慧・・
、浦 。 k ，，

・d ・，j，k，t ・ β“ 鵡 織 。」

｝
　

　

識

　
一
2

　

d
　

　

診砺

乃

Σ
国

馬

Σ
詛 偉撚

　

ω

η

Σ
圓
｛

　

　一

（36）

4． お わ りに

　本研 究 で は
，

パ ラ メ ー タ の
一

部 をある 確率分 布 に従 う確率変数 と して 取 り扱 うこ とに よ

っ て 不 確実性 を 考慮 した 銀 行 の リス ク 管理 の た め の 多 目標単純 リ コ
ー

ス 確率計画 ALM モ

デ ル を提案 した ．こ の モ デ ル は 目標制約式 と確率制約式 を両方含 む ため に従来 の 方法論 で

は 問題 を解 くこ とが で きな い ．そ こ で ，3．5 節で も議論 した よ うに ，基 準化モ デ ル で は確

率制 約式の ペ ナ ル テ ィ が片 側 の み に しかか か らな い こ と を利 用 した 解 法 を ， また利益換 算

モ デ ル で はモ デ ル の 中に 「利益 」とい う指標が 存在する こ とを利用 した解法を提案 した ．提

案 したモ デ ル は 多目標 を取 り扱 うこ とが で き
，

しか も リ ス ク と利益の トレ
ー

ドオ フ の 関係

を うま く表現 で き， さ らに 自己資本比 率規制の 問題 も確率制約式の 中に含 むモ デ ル とな っ

て い るの で ， 本 モ デ ル は銀行が リス ク と利益 の 両方 を配慮 して 経営 を行 っ て い くの に役立

つ もの と考える ．

　 しか しなが ら
， 本 モ デ ル で 取 り入 れ て い る不 確実性 は

，
2．2．2 節 の B − 2 で 議論 した よ う

に ，確 率変数 と して 取 り扱 え る パ ラ メ ー
タが 一

部 に 限定 さ れ て い る ．実際 に こ の モ デ ル が

よ り役 に立 つ に は 不 確実 性 をさら に
一

般 的 に考慮 した モ デ ル が必 要 で あ ろ う． こ れ に は パ

ラ メ
ー

タ に シ ナ リオ を与 える こ とが 考 えられ る．

　最後 に 本モ デ ル の 実際 の 銀行 へ の 適用性 に つ い て は
，

い くつ か の 銀行 の 実務家の 人 々 に

対 す る ヒ ア リ ン グ を通 して 以 下 の よ うに 考 え る ．本 モ デ ル は 銀行 に お ける ALM モ デ ル の

プ ロ トタ イプ で あ るの で ， 実際 に運 用 す る 場合 に は個 々 の 銀行 に 固有の 目標や 制約 ， さ ら

に 商品区分 に 合 わせ た 修正 が 必 要で あろ う． しか しなが ら，基本的 なモ デ ル の 構造 は 変 わ
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銀 行の リ ス ク管理 の ため の 多 目標 単 純 リ コ
ーズ確 率 計 画 ALM モ デ ル

らな い の で
，

モ デ ル の 規模 は 拡大す る と して も十分 に 対応 で きる もの と考 え られ る ．また
，

取 り扱 うパ ラ メ
ー

タ ，特 に 本研 究で 取 り扱 っ た 確 率変数 に 関 して も銀行の ア ナ リ ス トや

ALM 委員 会 な ど に よ っ て 過去 の 経験 や デ
ー

タ な どか ら設 定す る こ とが で き よ う． もち ろ

ん
，

こ こ で 提 案 した モ デ ル ア プ ロ ーチ は こ の モ デ ル を使 えば ALM がで きる と い うもの で

は な い ．ALM を有 効 に機 能 させ よ うと考えて い る 銀行 に と っ て
， そ の た め に 役立 つ ひ と

つ の 方法 で あ る ．た だ し ， そ の た め に はパ ラ メ
ー

タ を設定す る の に必 要なデ
ー

タ を勘定系

及 び情 報 系の シ ス テ ム か ら適 時適 切 に 抽 出 し ，
パ ラ メ ー タ値 に 加工 し ， 利用 で きる よ う に

す る情報 シ ス テ ム の 設計 も必 要 となろ う．

　 なお，本研 究 の
一

部 は平 成 4 年度文 部 省科 学研 究費 （
一

般 研 究 C ）の 補助 を受け た． こ こ

に 記 して 謝意 を表する 。
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MULTI-GOAL  STOCHASTIC  ALM  MODEL

  WITH  SIMPLE  RECOURSE  FOR  RISK

        MANAGEMENT  ON  BANKING

Norio Hibiki", and  Tadaaki  Fukukawat

                         ABSTRACT

 ,The  recent  financial deregulation and  internationalization have  caused  a  great

deal of  financial risk  to banking  in Japan. Then  financial risk  management  becomes

very  important,  and  banks  need  to manage  not  only  profit, but also  risk.

 In this paper, the multi-goal  and  stochastic  ALM  model  is proposed. ･ It is the

advanced  model  with  both  goal programming  and  stochastic  programming  with

simple  recourse,  which  is based on  the idea ofrisk  management(ALM).  The  features

of  this model  are  that  the  bank  can  make  the  plan  both  to manage  assets  and

liabilities in the future and  to achieve  the  goals,  by using  this model,  and  that it can

show  the trade-off relation  between  profit and  risk,  which  are  set  as  goals. In

addition,  the feature that three kinds of  the stochastic  constraints  with  simple

recourse  for liquidity risk,  risk  asset  ratio,  and  market  conditions  are  formulated

with  uncertainty,  can  be shown.

 The  method  to solve  this mDdel  is proposed, in which  both goal constraints  and

stochastic  constraints  with  simPle  recourse  are  simultaneously  formulated. Then

th'e usefulness  of  this model  will  be considered  by representing  the features and

mathematical  formulations,
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Stochastic Programming  with  Simple  Recourse, Trade-off

Submitted October  1993
Aceepted  December  1993

fDepartment ofAdministration  Engineering, Faculty ofScience  and  Technology, Keio University
'Department

 of  Administratien  Engineering, Faculty of  Scienee and  Technelogy,  Keio  University

67

NII-Electronic  Mbrary  



The Japanese Association of Management Accounting

NII-Electronic Library Service

The 　Japanese 　Assooiation 　of 　Management 　Aooounting

日本 管理 会 計学 会誌

管理 会計学 第 2 巻第 2 写
．

1993 年秋季号

論 　文 ．

設備 と人員 とに 関す る方 策 と設備投資の 経済成果

佃　 純誠 ＊ ・

阿部 雅之 †

福川 忠昭 ‡

〈論文要 旨〉

　設備 の 削減を含む設備投資 の 意思 決定は 設備単独 で行わ れ る こ と は 少な く，
と くに

近年 の わ が国 にお い て は 自動化 との 関連 もあ り，人員 の 増 減に関す る意思決定 と組合

せ て 行わ れ る こ とが 多 い と思 わ れ る ，本論文で は ，設備（機械装 置 ）の 増加／ 削減 と人

員の 増加／削減 とを組合せ た意思決定 を「方策 パ タ
ー

ン 」と名付け，1976 〜 1991 年の

15 年間 に わ が 国の 製造 業 1，014 社 が行 っ た 「方策パ タ
ー

ン 」と設備投資 の 経済成 果 と

の 関係 を 分析 した ．こ れ に よ っ て 経営者 が 投資 を 効 果 的 に 行 う に 役 立 つ 情報 を 見 い だ

す こ とが本研究 の 狙 い で ある ．設備投資 の 経済成果 は
， 投資計画の 合理的な意思決定

方法 と同 じ原理 に基 づ き ， 投資決定 に用 い られ る正 味終価に 相当する「正味終価 」を有

価証 券報告書デ
ータ を用 い て計算 した．こ の 「正味終価 」の 赤字 ・

黒 字 と「正 味終価 」

を産み 出す もと に な る第 1次 的な稼 ぎで ある営業収入 の成長 ・停滞 とを組合せ て 4 つ

の 「成長 ・業績区分 」を設定 し 1，014 社 を こ の 4 つ の 「成長 ・業績区分 」に分類 した ．「方

策パ タ ー
ン 」は 有価証 券報告書 の 設備 と人員 と の 増 減 に 関 す る デ ータ を用 い て ，設備

と 人 員 の 15 年間 の 平均的 な増減値 の 組合せ に よ っ て 9 つ の パ タ
ー

ン を設定 した ．4 つ

の 「成長 ・業績区分 」に分類 した企業 をさ らに 9 つ の 「方策パ タ
ー

ン 」と こ れ を集約 した

6 つ の 「方策 グ ル ープ 」と に 分類 し，9 × 4　＝＝　36 個の カ テ ゴ リ ィ と 6 × 4 ＝24 個の カ

テ ゴ リ ィ に 入る 企業 の 数を勘定す る．こ れ か ら作成 した 4 種類 の
一覧表 と 4 つ の 図 に

対す る 考察 の 結果 ， 「成 長 ・業績区分 」と方策 と問 に幾 つ か の 概 括的な 関係が 見 い だ さ

れた ．

〈 キー
ワ

ー
ド〉

設備投資，経済成果，正 味終価，、成 長 ・業績区分，

証 券報告書

人員，方策パ タ
ー

ン，関係 ，有価

1993 年　8 月　受 f寸
1993 年 H 　月　受琿
＊
武蔵工 業 大学助教授 〔工 学部経営工 学科）

1

武蔵工 業大学研 究補助貝 〔工 学部経営工 学科）
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1． は じ め に

　経営意思 決定の 結果の 経済 的側面 は企業業績 に よ っ て 表 され る か ら，経営者 の 意 思 決定

の 良 し悪 しを判定す るた め には 企 業業績 を客観的 に測 定 する 必 要 が ある ．ある 期 間の 企業

業績は ，その 期 間に 企 業が行 っ た多数の 投資の 経済成果 の 集積で あ り， そ れ らの 投 資 の 中

で も
， 製造業 に お い て は と くに ，設備投資 の 重要性 が高 い ． したが っ て 設備投資が 効果的

に行わ れ た か 否か を知 る こ とが 大 切で あ り， そ の た め には 設 備投資 の 成果 をで きる だ け客

観的に 測定 して ， こ れ を投資 の 計画 と対比 す る 必要が あ る ． しか し個 々 の 投資 の 成 果 を測

定する こ とは
，

企 業 の 内部 に お い て もあ ま り行 われ て い な い ． ま し て 企 業の 外部か ら個 々

の 投資 の 成 果 を測 定 す る こ とは ほ とん ど行 われ て い ない と言 っ て よい ，その 方法 が確 立 さ

れ て い な い こ とが主 な理 由で あ ろ う．企業業績 を客観 的 に測定す る 方法が なけ れ ば
， 設備

投資の 計画に 対比 させ 得 る経済成果 を計算する こ と も困難で ある ．

　従来 ， 企 業業績 は 財 務会計土 の 決算利益 と して 計算 さ れ て きた ．財 務会計 は 現 在確立 さ

れ て い る 唯
一の 企 業業績測定 シ ス テ ム で あ る ． しか し こ の シ ス テ ム は分配可能利益 を計算

す る た め の もの で あ り， 投資 の 成果 の 集積 で ある 企 業業績 を測定する 方法 と して は 不 適当

で ある ．第 1 に
， 財務 会計 シ ス テ ム で は複数の 会計方法 か らの 選択が 認 め られ て お り， 決

算利益 は計算 し得 る 幾つ か の 利益額 の 中か ら 1 つ を選択 した もの で ある と言 え る． ゆ え に

財務会計 シス テ ム で 計算 さ れ る利益 は 客観的 な企 業 業績 で あ る とは 言 えない ．第 2 に ， 財

務会計 シ ス テ ム は
， 投資決定 を行 う際の 投資案評価の 方法 とは 異 な る 原理 に基づ い て い る．

しか る に 企 業業績 は 個 々 の 投資 の 経済成果 の 集積で あ り，投資の 経 済成果 の 測定 は 投資決

定の 合理 的な方法 ［6］ と同
一

の 原理 に基 づ い て 行 うべ きで ある ．計画 （投資決定）の 方法

と異なる原理 で 実行結果 （企 業業績） を測 定 して も， 管理 に役立つ 情報は 得 られな い か らで

ある ．そ こ で 企 業業績 を投資計画 と同
一

の 原理 に基づ い て 測 定する 方法が 開発 され た ［5］．

さ ら に こ の 方法 を応用 して 設 備 投資の 経済成果 を計算 す る こ とが で きる ［1］． こ の 計算 を

行 うこ とに よ り， 設備投資 の 経 済成 果 に つ い て 計画 と実績 と を対 比す る こ とが 可 能に な

る ．

　次 に必 要な こ とは
， 設 備投資 の 成功 と失敗 ， あ る い は 効果 的 な設備 投 資 と効果 的 で な い

投資 との 違い
， 要因 を分 析す る こ とで ある ．そ の た め に は数 多 くの 企 業に つ い て 計算す る

必 要が ある か ら
， 企 業の 内部 で は な く外部 か ら分 析 す る 立場 で計 算 を行 う必 要 が あ り， こ

の 場合 に利 用 で きる デ ー タは 限定 され る ．企 業の 外部 か ら分析 を行 う場合 に最 も信 頼 で き，

か つ 広 く利 用 で きる企 業 の 経 済 活 動 に 関す るデ
ー タ源 は有 価 証券報 告書 で あ る．

　企業 が 設 備投資 に関す る 意思 決定 を独 立 に行 うこ と は稀 で あ る． と くに 近 年の わが 国 に

お い て は
， 自動 化 と の 関係 もあ り ， 設 備 の 増 減 と人 員 の 増 減 との 両者 を組 合 わせ て 決定す
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る 場 合が 多い と思 わ れ る ．幸 い
， 有価証 券報告書 には 設 備 投資 の 動 向 と 共 に ， 人 員の 増 減

に関 する デ ータ も開示 され て い る ． した が っ て 設 備 の 増 減 と人員 の 増 減 との 組 合わせ に 関

して どの よ うな 方策 を と っ た企 業が 良 い 業績 （高 い 設備投資成果） をあげて い る か を分析

す る こ とが 可 能で あ る ． こ の よ うな分析 は，設備投資 を効果的に行 うに役立 つ 情報 を提供

す る で あ ろ う．

2． 研 究 の 目的 と範 囲

　本研究で は外部分析の 立 場 か ら製造業各社の 設備投資の 経済成果 を測定 し ，設備 と人員

との 増減 に 関す る 方策 と経済成果 との 関係 を概括 的 に考 察す る 性 1）． なお ，
こ こ で い う設

備 とは有価証券報告書の 有形 固定資産明細表 に お け る 機械装置 を指す．製造業 に 限定す る

の は
， 他 の 業種 に比 べ て 設備投資の 重 要性 が 高 い か らで あ る．た だ し製 造業 の 上場企 業

1
，
021 社の うち実質的に 製造業 と見なせ な い 企 業 （7 社）は除外 し

，
1

，
014 社 を対象とす る

そ の 業種別 内訳 を表 1
， 資本金規模別内訳 を表 2 に 示 す．

表1 業種別の 分析対象企業内訳と法定耐用年数　　　表2　分 析対象企 業の 資本金別 内訳

業　種 1 H 正川

食　 　品 92 5863 ．0

熱講 …
　 　　　 176

（3）

29

562573．786

．2

化 　 　学
皇27 8667 ．7

薬　 　品 34 2779 ．4

石炭石油 10（1） 660 ．0
ゴ 　　　ム 18 1161 ．1
ガラス 土石 55（1） 3767 ．3

鉄　　鋼 56 4682 ．1

非鉄金属 77 6280 ，5
機 　 　械 154（2）

10769 ．5

電 　 　機 146 4430 ．1

造船車両 19 1368 ．5

自 動 車 56 3053 ．6

精密機器 27 91333
その他製造 2155 ．3

計 1．014（7） 638162．9

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 Max 　i　Min

　　　　 　　　　 　　　　 　　 25
．
　 6

　　　　 　　　　 　　　　 　　 14
．
　 7

　　　　 　　　　 　　　　 　　 12…　 7

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 13 ．
　 5

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 11　 　 3

　　　　　　　　　　　　　　 14
…　 7

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 11　　 9

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 13　　 3

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 14　　 7

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 13　　 7

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 12　 10

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 12　　 6

　　　　 　　　　 　　　　 　　 13．　 7

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 11　 10

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 121　 10

　　　　　　　　　　　　　　 14 … 5

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 25i　 3

1 は分析対象企 業数．O 内は製造業 とみ なせ

ない ため 除外 され た企業数．且は 1 の うち正 味

終値が測定 されなか っ た企業数 〔測定期 間15年）．

1 ／llは 且 に対す る 1 の 比率 （％ ）．

Max 　Min は税法上耐用年数 の 最大 と最／1・．

　 資本金

ll鰍繍π
100〜1，000億 円

1，000億 円以上

I

l毳厂 1‘ n
　

」

2

：II
　 　　 計 　 　　 　 1，014
1は 分析対 象企業数 　 H は 1 の うち正味終値 が

測定 されなか っ た企業数 （測定期間 15年） ⊥〆H
は 且 に対す る 1 の 比率 （％）

H　　 I ／且

　 　 　 　 72．9

　 360　　 63．6
　 」72　 　 59．1

一論 一 9／Sl；
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　 こ れ らの 企 業 に つ い て ，有価証券報告書 に 開示 され て い る デ
ー

タ を用 い て ，合理 的 な設

備投 資計 画の 方法 と同
一

の 原理 に 基 づ き ， 最近 15 年 間 （1976 〜 1991 ）の 設 備投資成 果

を測定す る ．設 備投資の 最終的 な経済成果 と し て 測定す る もの を 「正 味 終価 」と呼ぶ ． こ

れ は投資計画理論 に お ける 計画段 階の 正 味終価 に対応 す る実績値で あ る （注 2）．「正 味終価 」

を産み 出す もと に な る 第
一

次 的な稼 ぎが 営業収 入 で ある か ら ，営 業収 入 の 伸 び に よ っ て

‘

成長
’

を表 し
，
「正 味終価 」の 大小 に よ っ て

‘

業績
’

を表す と ，

‘

成 長
’

と
‘

業績
’

との 2

つ の 次元 か ら企 業の タ イ プ を分類で きる ．こ れ を便宜上
， 「成長 ・業績区分 」と呼ぶ ．こ こ

で は営業収入の 伸 び の 正 負 と「正味終価 」の 黒字
・
赤字 との 組合せ で 4 つ の タイ プ を区別

する ．

　他 方，設備 と人 員 との増 減 に 関す る方策は，設備の 増減 （増加 ， 減少 ，横 這 い ） と人 員

の 増減 （増 加 ， 減少 ， 横這 い ） との 組合せ に よ り9 つ の 増 減パ タ
ー

ン （方策パ タ
ー

ン ） に

大別 す る ．各社 の 15 年 間の 機械設 備 と人 員 との 動向 に 関す る デ
ー

タ か ら，そ の 増減の 傾

向を識別 で きる か ら
， 各社の 増 減の 組合せ （方策）が どの 方策 パ タ

ー ン に属す る か が分 る ．

こ の 「設 備 と人 員 と の 増 減 に 関す る方 策パ ターン 」と上 の 「
‘

成 長 ・
業績 区 分

’

に よ る企 業

の タ イプ」 との 間に どの よ うな関連が ある か を分析考察す る ．

3． 研 究方法

3。1　分 析対 象期間 （測定期間）

　本研究の 分析対象期 間 （設備投資の 経済成果の 「測定期 間」，以 下 「測定期 間 」と呼ぶ 〉 は

1976 年か ら 1991 年 まで の 15 年 間で ある 〔注 3）．

3．2　分析対 象企 業

　上 述 の よ うに ，本研 究で は ，製造 業の 上 場企 業の うち実質的 に 製造業 と見 なせ な い 企 業

7社 を除外 した ． こ れ らの 企 業 と は
， 生 産 をすべ て子会社 に任 せ て 自らは 販売に専念 して

お り，か つ 生 産設備 をすべ て 子 会社 に 移籍 した会社 （4 社）と
，

日経の 業種分類 （本研 究で

は 「日経 経 営 指 標 」 1992 年春 号 に よる分 類 を用 い た） で は製造 業 に 区分 され て い るが分

析対象期 間 （測定期 間）中に 製造業以 外の 業種 に 移行 し た企業 （3 社）で ある ．

3．3　設備投 資の経 済成 果 の 計 算

　 （1）各年度の 資本 回収額 お よ び資本 回収率の 計算
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　各社 の 有価証 券報告書 の データ か ら，図 1 に示 す計 算過 程 に よ り，各社 の 各年度 ご との

資本 回収額お よ び資本回収率 を計算 す る． こ の 資本 回収額 お よ び 資本 回収率 は そ の 企 業 の

期首生 産投資 （稼働 中の 有形固 定資 産投資お よ び無形固 定資産投資）が 全体 と して 稼 得 し

資本回収率

Lr餌 回噸 ． 稼 鰰 の 鮪 生 齦 資 」

　　　　　　　　　
一

［面聶 形固韻 産 鮪 無形聢 継
一

期首鰍 孅 定」

　　　　　　　　　　　　　 取得原価合計 ＋ 取得原価合計

　　　「営業収入
一

（原材料費支出 ＋ 人件費支出 ＋ 経費支出 ＋ 期首生産投資 の 資本 コ ス ト）」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔面一 。 ト率」
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 −

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 〔師 ト÷ 期首投資高合計」

　　　　　　　　　　　　　 ［］
’
tt．　X ・E本 。 ス ト丁寵 痳 。 ス ト」匚面商生 産投資 ＋ 輔 金磁 資」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Lr期首 eE 資本 。 麟 プ ラ イ 。 ．．ト」
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 −

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ［「期 首 生 産 投資 ＋ 期 首金 融投資
一
期 首借 入資本合計」

　　　　　　　　　　　　図　 1　 資本回収 額 ・
資本 回収率の 算 出過程

　 （2）成 果計算 に用 い る 設備投 資の 取扱単位

　企 業 が実 際 に行 う設 備投資 の 意思 決定 は
， あ る 製 品系列や 生 産 ラ イ ン の た めの 設 備 と い

っ た 投資案件 ご と に行 われ る か ら
， 本来は 設備投資の 経済成 果 もこ れ らの 個 々 の 投 資 ご と

に 測 定 され る べ きで ある ． しか し本 研 究 の よ うな外 部 分 析 の 場 合 は
， 利 用 し得 る デ

ー
タ の

制約か ら こ れ は不 可能で ある ．有価証券報告書 に は
， 各年度 に 行 わ れ た有形 固定資産投資

の 内訳 が記載 され て お り，
こ れ に よ れ ば各年度 に行わ れ た 機械設 備投資の 総 額を知る こ と

が で きる が
， 個 々 の 投資 ご との 投資額 を知 る こ とは で きな い ．そ こ で 本研 究 で は

， X 年度

に行 わ れ た投資 が幾 らの 経済成果 を稼得 した と い うよ うに
， 機械設 備 へ の 投資 をそ の 投資

が 行 われ た年度単位 に （年度 ご と に
一

括 して ）取 り扱 うこ とにす る ．

　 （3）機械設備 の 「実際投資期間 」の 計算 一一一先入先 出の仮定 一一一

　設備投 資が 開始 され て か ら除却／廃棄 に よ っ て 投資が 終了す る まで の
・生 を通 じて

，
こ

の 投資が 正 味 ど れ だ け の 経済成 果 を稼得 した か を表す もの が 「正味 終価 」で あ る ． こ の

「正 味終価 」を計 算す る ため に は
， 設 備投資が 開始 さ れ て か ら終了す る まで に 実際 に 要 し

た 期 間 を知 る 必要が ある ． しか し外部 分 析 にお い て こ れ を直接 に 知 る こ と は で きな い ．有

価証券報告書か ら は，各年度の 機械設備の 取得額 と処分額 と を知 る こ とが で きる が ，
こ れ

か らあ る特定年度 に取得 され た設備が どの 年度 に処分 され た か を知 る こ とは で きな い か ら

で あ る．そ こ で 本研 究で は次の 仮定 を置 く ：

　 ［先入先出の 仮定］ ：設備の 除却／廃棄 は 占い 順 に行 わ れ た もの とする ．

　 こ の 仮定は
， ある年度に処分 され た機械設 備 は最 も古 い 年度 に取得 され た もの とみ な し

，
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前者の 金額が 後者の 金 額 よ りも多 い 場合 に は，その 差額分 が次 に 古 い 年度 に 取得 された も

の とみ なす もの で あ る ． こ の 仮定を置 くこ とに よ り， 各年度に 行わ れ た 設備投資が 測定期

間末 （「測 定期 間 」の 最 終年度末） まで に 終了 した （とみ なす）か ど うか を決定で き， 測

定期 間末 まで に 終了 した （とみ なす）投資 に つ い て は ，上 の 仮定の 下 で の 計算上 の 投資期

間 （年数） を求め る こ とが で きる ．本研究 で は こ れ を「実際投資期 間 」， こ の 方法 を「先 入

先出 法 」と呼ぶ 1注 4｝．

　 （4）機械設備投 資の 資本回収額の 計算一一各年度内 の 資本 回収率均
一

の 仮定 一一

　上 記 （1）で 計 算 した 資本 回収額 は そ の 企 業の 生 産投資が 全 体 と して 稼得 した もの で あ

り
， 機械 設 備投資 の 資本回収額は そ の うちの 一

部分 で あ る． こ の 額 を直接計算す る こ とは
，

外 部 分析 で は デ
ータの 制 約 に よ り不 可 能 で あ るか ら ， 次 の 仮 定 を置 く ：

　［各年度 内の 資本回収率均
一

の 仮定］ ：各年度 に於け る 生 産投資 の 内訳 （建物 ， 構築物 ，

機械装置，工 具器具備 品，車 両運搬具 な ど）が 資本 回収額 を稼得す る効率 は ，資産 の 種 類

に か か わ らず均 で あ る．

　こ の 均
一

な効率 と して 用 い る に は
，

上 記 （1）で 計算 した 生 産投資全体の 資本 回収率が

適当で ある ． こ の 資本 回収率 を設備投資が 資本 回収額 を稼得 する 効率 と して 用 い て ， 企 業

iの 年度 t に於 ける設 備投資 の 資本 回収額 は次式 に よ り計算 され る ：

　企 業 iの 年度 t に於 け る設備投資 の 資本回収額

　　　　＝　企 業 iの 年度 tに 於 ける 機 械装置 の 年度 初め 有 高

　　　　 x 　企 業 iの 年度 t に於 ける 資本回収率 　　　　　　　　　　　　　　 （1）

　 （た だ し設備 投 資の 資本 回収 額 は
， 投 資の 行 わ れ た年度 の 翌 年度 以 後 に つ い て 計算す

　　 る ．〉

　 （5）終了 した設備投 資の 「正味終価 」の 計算

　各年度 に行 わ れ た 投資 の うち測 定期 間 末 まで に終了 した投資 に つ い て は， 「正 味終価 」

を次式 に よ っ て 計算 する （注 5〕．

　第 t1年度 に 開始 され第 t2 年度 に終了 した投 資 V の 「正 味終価 」

　　　 ＝ （投資 V の 投資額）

　　　× （t1 年度 か ら t2 年度 まで の 各年度 の 資本 回収率の 累計
一 1）　　　　　 （2）

（6）営業収入 成長企 業 と営業収入停滞企 業 と の 区分

’

　各企 業の 測定期 間中の 各年度の 営業収入 の 年度 （1 ，
2

，

…
，

15 ） に よ る 回帰直線 を求

め
， そ の 勾 配の 値 に よ っ て 企 業 を次 の 2 グ ル

ープ に分 ける ：

　営業収 入成 長企 業群 ：回帰直線の 勾配が正 で あ る企 業

　営業収入停滞企 業群 ：回帰直線 の 勾配が 0 また は負で ある企 業
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3 ．4　営業 収入 の 成長 ・停滞 と「正 味終価 」の黒 字 ・赤字 とに よ る企 業の 区分

　　・・「成長 ・ 業績区 分 」・・

　営業収入 成 長企 業 と営業収入停滞企業 と を「正味終価 」の 黒字 ・赤字 に よ っ て そ れ ぞ れ 2

つ の グ ル
ープ に分 け ， 次 の 4 つ の タ イプ に 分類 する ：

（A ）成長 ・黒字型 ：営業収人成長企 業群の うち「正 味終価 」が 黒 字の 企 業

（B ）成 長 ・赤字型 ：営業収入成長企 業群の うち「正 味終価 」が 赤字 の 企 業

（C）停 滞 ・黒字型 ：営業収 入停滞企 業 群 の うち「正 味 終価 」が黒 字 の 企 業

（D ）停 滞
・赤 字 型 ：営業収入 停 滞 企業群 の うち「正味終価 」が赤字の 企 業

3．5　設備 と人 員 との 増減 に関す る方策の 組合 せ （「方策パ ターン 」と「方策 グル ー

　　プ 」）の 設 定

　 本研 究 で は 方策 と経済成果 と の 関係 の 概 要 を考察す る た め
， あ ま り細 か く分 けず に ，設

備 の 増減 （増加 ， 横這 い
， 減少） と人員 の 増 減 （増 加 ， 横 這 い

， 減少） と の 組合せ に よ り，

次の 9 つ の 増減パ タ
ー

ン に分 ける ． こ れ を「方策パ タ ーン 」と呼ぶ ，そ の うち 5 つ の パ タ
ー

ン に対 し て は
， 後の 説明 に用 い る た め

， そ れ ぞ れ の 特徴を表す通称 をつ け て お く ：

［1］設 備 ， 人員共に 増加　　　：　 規模拡大型

［II］設 備は 増加，人員 は横這 い ：　 設 備増 強型

［IH］設備 は 増 加 ， 人 員 は減少　 ：　 自動化 型

［IV］設備 は横這 い
， 人 員は 増 加

［Vl 設備 ，人 員 共 に横 這 い

［V口 設備 は横這 い
， 人員 は減少 ：　 人員削減型

［n ］設備 は減少 ， 人 員は増加

［孤 ］設備 は減少 ，人員は横這 い

［IX］設 備，人員共 に 減少　　　 ：　 規模 縮 小 型

　 こ こ で 設備 （また は人 員）の 増加 ， 横這 い
， 減少の 区分 は

， 次 の よ うに 行 う ：

  各企 業の 測定期 間中 15 年 間の 設 備 （また は 人員）の 「年平均増減値 」を算 出す る ：

　測定期 間中の 各 年度 の 設備投 資額 （また は 人 員数）の 年度 （1，2，…
，
15） に 対す る

回帰直線 を求 め
， そ の 勾 配 が 表 す 1 年 当 た りの 増 加 額 ま た は減少額 （1年当 た りの 増加 人

数 また は減少人 数） を厂年平均増 減値 」とす る ．

  「年平均増 減値 」をS ， 設備 （ま たは 人員）の 測 定期 間初 年度 の 値 を A
。
と表す と き，
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　　 0．01 ・Ao ≦ S　　　　　　　　　な らば 　増 加 ，

　
− 0，01 ・Ao ＜ S く O．Ol ・A

，　　　 な ら ば 横這 い ，

　　　S ≦
− 0．Ol・Ao 　　　　　　　　 な らば減少　　　　とする ，

　さ らに 設備 と 人 員の 増 減 と 「成 長 ・業績 区分 」と の 関係 を概 観 す る た め
，
共 通 点 を も つ

「方策パ タ
ー

ン 」を次の 6 つ の 厂方策 グ ル
ープ 1に ま とめ る ：

　 「方策 グ ル
ープ 」  ：「方策パ タ

ー ン 」lll 皿 の 合 計 （設備 増 加 ）

　「方策 グル ープ 」  ：「方策パ ター ン 」IVVVI の 合計 （設備横這 い ）

　 「方策 グ ル ー プ 」  ：「方策パ タ
ー ン 」皿 盟 IXの 合計 （設備 減少）

　「方策 グル ー プ 」  ：「方策パ ター ン 」IIVW の 合計 （人員増加）

　 「方策 グ ル
ープ 」  ：「方策パ タ

ー ン 」IV   の 合計 （人 員横這 い ）

　「方 策 グ ル ープ 」  ：「方策パ タ
ー

ン 」皿 VHX の 合計 （人員減少）

　方策 グ ル
ープ  は人員 の 増減 に は か か わ りな く設備 を増 加 させ た方策パ タ ー ン の 集 合 を ，

方策 グル ープ  は 人員 の 増 減 に はか か わ りな く設備 を横這 い と した方策パ タ
ーン の 集合 を

，

… ・方策 グ ル ープ  は設 備の 増減 に は か か わ りな く人 員 を減少 させ た 方策パ ター ン の 集 合

を表す ．「方策 グル ープ 」      は設備の 増 減に 関する 方策 グ ル
ー プ，「方策 グ ル

ープ 」 

    は 人員の 増 減 に 関 す る方策 グ ル ープで ある 。 簡単の た め 前者 をま と め て 「設 備方策 グ

ル
ー

プ 」， 後者 を まとめ て 「人 員方策 グ ル
ープ 」と呼ぶ ．

3．6　「成長 ・業績区 分 」の 「方策パ タ
ー ン 」お よび 「方策 グル ー プ 」に よ る内訳

　上 の 3．4 で 求め た （A ）〜（D ）の 各 「成長 ・業績 区分 」に属 す る 各企 業 を，そ の 企 業 の 測 定

期 間 内の 設 備 と 人 員 との 増減 に よ り，上 の 3．5 に 述 べ た ［1 ］ 〜 ［IX］の 「方策パ タ
ー

ン 」お よ び 「方策 グ ル
ー プ 」に 分 類 し ， 「成 長 ・業績 区 分 」と 「方 策 パ ターン 」お よ び 「方

策 グ ル ープ 」との 組合せ に よる 各 カ テ ゴ リ ィ に属 す る企 業数 を数 えて
一

覧表 を作 成す る．

こ の
・一一t

覧表 は
， 成長企 業 と停 滞企 業 と の 対 比 を主 と して そ れぞ れ を正 味終価黒字企 業 と正

味終価 赤字企 業 とに分 けた もの （「成長企 業 と停滞企 業 と の 対 比 」） と
， 正 味 終価 黒 字企 業

と正 味終価赤 字企 業 と の 対 比 を主 と して そ れ ぞ れ を成 長企 業 と停滞企 業 とに 分 けた もの

（「正 味終価黒字企 業 と正味終価赤字企 業 との 対比 」）との 2 種類 を作成す る ．

3．7 　人 員の 内容 に よ る相 違 の検 討

　3．6 の
一・一

覧表の 作成 と そ ゐ検討 は ，人員 を従 業員全 体 とす る 場合 と工 場従業員 とす る 場

合 との 2 つ の ケ ース に つ い て 行 う．
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4． 結果 お よび 考察

　3．6 お よ び 3．7 の 結 果作 成 した 「成 長 ・業績 区分 」と 「方策 パ ターン 」との 関係 の うち

「成長企 業 と停滞企 業 との 対比 1を表 3 に示 す．表 中の 数字 は 該当す る 企 業 の 社数で あ る ．

例え ば
， 左 上 の 数字 123 は，「（A ）成 長 ・黒字型 」で あ っ て

， か つ 設 備 も全 従業員数 も共 に

増加 させ た企 業が 123 社 で あ る こ と を示す ．表 4（A ）は， 「成 長 ・業績 区分 」 と 「設 備 方策

グ ル
ープ」 （上 記 3．5 参照 ） との 関係 を表 す．例 え ば左 上 の 数字 197 は ，「（A ）成 長

・
黒 字

型 」で 期 間中 に 設 備 の 増減 に か か わ りな く人 員 を増 加 させ た企 業が 197 社 あ る こ と を示

す．表 4（B ）は表 4（A ）と同様 に して ，「成 長
・
業績 区分 」と 「人員 方策グ ル ープ 」との 関係

を ま とめ た もの で あ る．表 5 〜 6 は 「正 味 終 価 黒 字企 業 と正 味終 価 赤 字 企 業 と の 対 比 」を

主 とす る よ うに 表 3 〜 4 を再 構 成 した もの で あ る． こ れ らの 表 か ら図 2 〜 5 を作 成 した ．

図 2 は表 3 に ， 図 3 の （A）と（B ）は そ れ ぞ れ表 4 の （A ）と（B ）に対 応 し ， 図 4 図 5（A ）（B ）は順

に表 5 表 6（A ）（B ）に 対応 して い る ． こ れ ら の 図 と表か ら次の こ とが わか る ．

4 ．1　 「実際投資期間」

　対象企 業 1
，
014 社 の うち，測 定期 間 （15 年間〉 の 間 に 開始 した設備投資が 終了 し，正味

終価 を計算 で きた企 業 は 376 社 で あ る （表 3 の 計 2 行 ）（齟 ．本研 究 で は，投資 は 開始 の

翌年度 か ら資本 回収額 を稼得す る もの として い る の で ，測 定期 間内 に 開始 され た投資が期

間内 に終了す る場 合の 投 資期間が 最大 に な る の は， 15 年 の 測定期 間の 最初 の 年度 に投 資

を開始す る 場合で あ り，本研究 で の 実際投資期 間の 最大値 は 14 （＝ 15 − 1）年 とな る ．

した が っ て 正 味終 価 が計算 で きた企 業 376 社 は ，そ の 「実 際 投 資 期 間 」が 14 年 以 内 の 企

業で ある ．残 りの 638 （＝ 1
，
014 　

一
　376 ）社 は

， 本研究 の 測 定期 間 で は 正味終価が 計算で

きな い 企 業で あ り （注 6），
こ れ らの 企 業の 「実 際投資期 間 」は 15 年以 上 で あ る とみ な さ

れ る 、す な わ ち先 入先 出の 仮定 に基づ く投 資期 間 （「実際投資期 間 」）が 15 年以 上 の 企 業

が全 体の 3 分 の 2 程 度 あ る ．「実際投 資期 間 」はか な り長 い よ うで あ る 〔注 7’．

4．2　営業収 入成長企 業 と営業収 入停 滞 企 業 との 概 要

　 （1）営業収 入停滞企 業 は少 な い

　正 味 終価 を計 算で きた 376 社 の うち，営業収入 で み た成長企 業 は 345 社 ， 停滞企業 は

31 社 で ある （表 3 の 計 2 の 行）．停 滞企 業 は 10 ％ 未満で あ り ， 非常 に 少 な い （図 2）， こ

の こ とは
， 本研 究で の 測定期 間の うちか な りの 部分 が 高度成長期 で ある こ とか ら考 え て ，

当然 で あろ う．ま た営業収 入が 物価 上昇分 を含 む名 目額で あ る こ と も，
こ の 場 合の 停滞企

業が少 な い 理 由の 1 つ で あ る と考 え られ る ．

77

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



The Japanese Association of Management Accounting

NII-Electronic Library Service

The 　Japanese 　Assoolatlon 　of 　Management 　Aooountlng

管理会計 学 第 2 巻 第 2 号

　 （2）営業収入 成長企 業 の 中 で は 正 味終価黒字企 業が 多 く ， 営業収入 停 滞企業 の 中で は

　　　正 味終価赤字企 業が 多 い

　営業収入 成 長企 業 の 中で は 「（A ）成 長 ・黒 字 型 」が 203 社（58 ．8％）。「（B ）成長 ・赤 字型 」

が 142 社 （41 ．2％） で ，前者 の ほ うが 多 い （表 3 の 計 1 行）． こ れ に 対 して 営業収入 停滞

企 業の 中で は
， 「（C）停滞 ・黒字型 」8 社（25 ．8％）よ りも 「（D ）停滞 ・赤字型 」23 社 （74．2％ ）

の ほ うがず っ と多 い 。すな わ ち，成 長企 業で は正味終価黒字 （好業績）企 業の ほ うが 多 く，

反対 に停滞企業 で は 正 味 終価赤字 （不 良業績）企 業の ほ うが 多 い （図 2）．こ れ は 常識的に

頷 ける 結果で ある ．

4．3　営業収入成長企業 と営業収入停滞企業 とに お ける 設備 ・人員方策採用上 の 特徴

　 4．3．1　 「方策 グル ープ 」の 採用 に み られ る特徴

　 （1）営 業収入成長企 業 で は設備 増 加 ， 営業収 入停 滞企 業 で は 人員減 少

　 まず設備 の 増減 だ けに つ い て み る と，営業収 入成長企 業で は ，人員の 増減 に はか か わ り

な く設 備 を増 加 させ て い る 企 業が 圧倒 的 に多い （93 ％．表 4（A ）の （P1 ）お よ び（P2 ）欄 ， 

行）． こ れ に 対 し営 業収 入停滞企 業で は その よ うな こ とが な く，設備 を減少 させ て い る 企

業が最 も多 く約 半数 に達 して い る もの の ，設備 の 増 加 ，横 這 い ，減少の 企業数 にあ ま り極

端 な差 は み られ な い （表 4（A ）の （N1 ）（N2 ）欄 ，図 3（A ）），

　次 に 人 員の 増減 だ けに つ い て み る と
， 営業収入 停滞企 業で は

， 設 備の 増 減 に は か か わ り

な く人 員 を減 少 させ て い る企 業が圧 倒 的 に 多 い （全 従 業員 で 90％ ，工 場従業員 で 96％ ．）

表 4（B ）の （N1 ）お よ び（N2 ）欄 ，   行）． こ れ に 対 し営業収 入成長企 業で は そ の よ うな こ と

が な く， 人員 を増 加 させ て い る企 業 が最 も多 く 40％ 前後 に 達 して い る もの の ， 人 員 の 増加，

横這 い
， 減少の 企 業数 に あま り極端 な差 はみ られ な い （表 4（B ）の （P1 ）（P2 ）欄 ， 図 3（B ））．

4．3．2　 「方策パ ター
ン 」の 採用 にみ られ る特徴

　 （1）営 業収 入成 長企 業 で は規 模 拡 大 型 の 「方 策パ タ ーン 」が 多い

　 「方策 パ タ
ー

ン 」の 採用 に つ い て 見 る と
， 営業収 入成 長企 業 で は ［1 ］型 ， ［E ］型 ，

［皿］型 ， ［V ］型 ， ［VI］型 お よ び ［IX］型 の 6 つ に ほ ぼ 集 中 し （表 3 の （P1 ）（P2 ）欄 ）．

中で も ［1 ］ ［且］ ［皿 ］の 3 つ の 「方策パ タ ー ン 」で 90 ％ 以 上 を占め て お り （表 4（A ）の

（P1 ）（P2 ）欄  行 ）． さ らにそ の 中で は ［1］型 が特 に多 く全 体 の 40％ 前 後 に 達 して い る

（表 3 の （P1 ）（P2 ）欄 1行 ）， ［1 ］型 は 設備 ，人員共 に増 加 さ せ る もの で
， 典型 的に は 規 模

の 拡大 に通 じる か ら規 模 拡大 型 と呼ぶ ．

　 （2）営業収 人 停滞企 業で は 規模縮小型 の 「方策 パ タ
ー

ン 」が と くに多 い

　営業収入 停滞企 業で は ［H ］型，［皿 ］型 ， ［V［］型お よ び ［IX］型 の 4 つ に集 中 し， 中で

も ［IX］型 が と くに多 く全体の 50％ 前後に 達 して い る （表 3 の （N1 ）（N2 ）欄 IX行）．［双］型
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設備 と人員 と に関す る 方策 と設備投 資の 経済成 果

　　　　営 業 収 入 成 長 企 業
40 　　 　 　 　　 　 　 　　 123

設 備 人 員 営業収入停滞企業 方策Nα

36　 　 　 　 　 　 　 98 ↑ ↑ 1

36　　　　 　　　 49

28　　 　　　 56 ↑ → H
48　　 　　　　　 　　　25

61　　　　　 　　　　　 　　 43 ↑ ↓ 皿

→ ↑ IV

→ →

1　　 10

　　 11

　　 92

　　8

0　　40

　 　3

1　　 0

5　　 9

V

→ ↓ VI

3　 01

　 02

　 45

　 40

　 1

13　　1

↓ ↑ VII

皿

11　　 2

↓

↓

→

↓ 6　　 11 IX

図2　成長 ・業績区分 と方策パ タ ー
ン との 関係

｝
（成長企業 と停滞企業 との 対比）

124
営 業 収 入 　成

197
長 企 業 設 備 営業収入停滞企業

2 − 10
方　 策

12 197 ↑ 2　　 9 1 十 H 十皿

5613442

→

0　　 40

　　 36

　 　 9

IV十 V 十 VI

112 ↓ 6　　 11 VH十V皿十 IX

（A） 設備方策グル
ー

プに よ る集計

人 員
40　 　　 　 124

　 　 36　 　　 98 1 十 W 十 VE

39　　 　 49

29　　56

↑

→

↓

2　 　 10

　　 16

　 　 　 22

皿 十 V 十V皿

63 　 　 　 　 　 　 30

77　　　 　　　　　 49 8　　　 22 皿 十 W 十 Dく

（B ） 人員方策グ ル
ープ に よ る集計

図3　成長 ・業績区分 と方策 グル
ー

プ との関係 （成長企業 と停滞企業 との 対比）

　　　幽 ：正 味終価黒字 上段 ：全 従 業 員
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （数字は該当社数を示す）
　　　 匚＝コ ：正味終価赤字　上段 1工 場従業員
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は 設 備 ， 人員共 に 減少 させ る もの で あ る か ら
， 典型 的 に は 規 模縮 小 の 方策 と考 え られ る ．

営 業 収 入 停滞 企 業 で の 「IX］型 は ち ょ う ど営 業収 入成 長 企 業 で の ［1］型 と同様の 地 位 を

占め て い る．

　 （3）成長企業 で も停 滞企 業で も用 い られ な い 「方策 パ タ
ーン 」

　 さ らに
，

と くに成長企業 と停滞企 業 とを通 じて ［IV］型 の 「方策パ タ
ー

ン 」 （設備 は横

這 い 人員 は増 加 ）が 皆 無で あ る こ と と ， ［lql］型 （設 備 は 減 少 ， 人員 は 増 加 ） と ［弸 ］型

（設備は 減少 ， 人 員は 横這 い ）と が ほ ぼ 0 で あ る こ と が 注目 され る （表 3）． こ れ は
，

こ れ

ら の 厂方策パ タ
ー ン 」が （本研 究の 測定期 間の よ うな経営環境で は ） と りに くい （ある い

は適 切 で な い ）方 策で あ る こ と を示 して い る と考え られ る ．

4．4 　 「（A ）成長 ・黒字型 」企 業に お け る設備 ・人員方策採用上の 特徴

　 （1）設備増加の 「方策グル ープ 」が ほ とん どで ，中で も規模拡大型 「方策パ ターン 」が最多

　「（A ）嘆長 ・黒 字型 」企 業の ほ とん ど （97％ ）が 設備 を増加 させ る 「方策グ ル ープ 」を と

っ て い る （表 4（A ）の （A1 ）（A2 ）欄  行 ）． さ ら に細 か く見 る と
， 設備 ， 人員共 に増加す る

［1 ］型 （規模拡 大型 ）が 60 〜 48 ％ で 最 も多 く， 次 い で 設備 は 増 加 し人 員 は 横 這 い の

［H ］型 （設 備増 強型 ）， 設 備 は 増加 し人 員は 減少 す る ［皿］型 （自動化型 ）の 順 にな っ て

い る （表 3 の （A1 ）（A2 ）欄 ）． （こ れ らの 特徴 は先 に 4．3．2 （1）で 考察 した営業収入 成長企 業

の 特徴 と
一

致す る， こ の こ とは営業収 入 成長企 業 に 占め る 「成 長 ・黒字型 」企 業 の 比率が

高 い こ とに よ る もの で あ る ．） ［1 ］型 の 方策 を と っ た背景 は ，好業績で 規模拡大 を行 っ た

結果営業収入が 伸び た場合 と
， 営 業収入 成長下 で 規模拡大 を行 っ て 業績 が 向上 した場 合 と

が 考 えられ る．

　 （2）工 場従業員 は増 や さ な い 方策 を と っ て い る

　表 3 で 人員 を全従業員で み た 場合 （（A1 ）欄 ）と工 場 従業 員 で み た場 合 （（A2 ）欄） とで

比 較す る と
， ［1 ］型 の 方策 を と っ て い る企 業では 設備 の 増 加に 伴 っ て 工 場従業員 を 増 や

し て い る 企 業 （98 社） よ りも全 従業 員を増 や し て い る 企 業 （123 社）の ほ うが 多い の に対

し，［1］］型 と ［皿 ］型 の 方 策 を と っ て い る企 業 で は 設備 の 増 加 に伴 っ て 全 従業員 を横這

い （49 社 ）また は 減 少 させ て い る企 業 （25 社 ） よ り も工 場従業員 を横這 い （56 杜）また

は減少 させ て い る 企 業 （43 社） の ほ うが 多 くな っ て い る ． こ の こ とか ら
， 厂（A ）成長 ・黒

字型 」の 企 業で は
， 設 備の 増 加に 伴 っ て 人 員 を増 加 させ る場 合に は 工 場 従 業員 以外 の 人数

を増 や す （工 場 従 業員 は な る べ く増 や さな い ）， また 人員 を横 這 い （増や さ ない ） また は

減 少 させ る場 合 に は T一場従業 員 を優先 させ る， とい う方策 を とっ て い る こ とが わ か る ．

　こ の こ とを上 の （1） と併 せ て み る と，「（A ）成長 ・黒宇 型 」の 企業で は
， 需 要 の 増 加 に
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対 して 設 備 は増加 させ る が人 員 に 関 して は で きる だ け工 場従業員 を抑 制す る 方策 を と っ て

い る ． こ れ らの 企 業で は 生産設備の イ ン テ リジ ェ ン ト化等 に よ っ て 生 産現場で の 省 人化 を

図 り，それ に よ る 直接 人件費の 削減が 設 備投資支 出の 増加 と省 人化 に伴 う間接 人 件 費支 出

の 増加 との 合計 を上 回 っ た，す な わ ち合理化投資 に成功 した もの と推察 され る ．

4．5　 「（B ）成長 ・赤字型 」企 業 に お け る設 備 ・人 員方策 採 用 上 の 特徴

　 （1）設備 増加の 「方策 グル
ー

プ 」が 非常 に多 く， 中で も自動化 型 「方策パ ターン 」が最多

　「（B ）成 長 ・赤字型 」の 企 業 にお い て も
，

87 〜 88 ％ と非常 に 多くの 企 業が 設備 を増加 さ せ

る 「方 策 グル ー プ 」を と っ て い る （表 4（A ）の （B1 ）（B2 ）欄  行）． また 「（A ）成 長 ・黒字

型 」と比べ て ［1 ］型お よ び ［H ］型の 方 策 を と っ て い る 企 業 が 相 対 的 に 少 な く， ［m ］

型お よび ［IXユ型の 方策 を と っ て い る企 業が 相対 的 に 多 い （表 3）． こ の 場 合 に ［1］型

（規模拡 大型）の 方策 を と っ て い る 企 業が相 対 的に 少な い の は，業績不 良 （正 味終価赤字）

で ある た め 規模拡大の 余力が ない た め で あ る と考えられ る ． 「（B ）成長 ・赤字型 」の 企業 で

最 も多 い の は ［皿］型の 方策で ある （表 3 の （B10 （B2 ）欄）． こ の 「方策 パ タ
ー ン 」は設備

を増加 させ る 反面で 人員削減 を行 うもの で
， 典型 的 には 自動化 の 推進 に 象徴 され るの で 自

動化型 と呼ぶ ． こ の よ うな 自動化型の 方策 を と っ て い る 企 業で は ，営業収 入停 滞企 業 だ け

で な く営業収 入 成 長企 業 に お い て も，正味終 価 が 黒字 の 企 業 よ りも赤字の 企 業の ほ うが 多

い こ と は注 目す べ きで ある （表 3 の IH行 （A1 ）と（B1 ）欄 ， （A2 ）と（B2 ）欄 ， （C1 ）と（D1 ）欄 ，

（C2 ）と（D2 ）欄の 比較）．

　 （2＞「（A ）成長 ・黒字型 」と比べ て 規模縮小型 の 「方策パ タ ーン 」が 多い

厂（B）成長 ・赤字型 」の 企 業で は ，「（A ）成長 ・黒字型 」と比 べ て ［IX］型 （規模 縮小 型） の

方 策 を と っ て い る企 業が相 対 的 に多 い （表 3 の IX行 ，（A1 ）と（B1 ），（A2 ）と（B2 ））．営業収

入成 長 下 で 規模縮小 した 企 業 で
， 好 業績 を あげ て い る企 業 は ほ とん どな い が ， 業績が 悪 い

（正 味 終価 が 赤字 の ）企 業 は 「（B ）成 長 ・赤 字 型 」企 業 の 10 ％ 程 度 存在 す る （表 3 の

（B1 ）（B2 ）欄 1X行）．後者 は
， 規模縮小 の 方策 を と っ たた め に 業績が 悪か っ た と言うよ りは

，

む しろ 業績が悪 い ため結果的 に 規模 縮小せ ざ る を得 な か っ た ケ
ー

ス もある の で は な い か と

推察 され る． こ の 場 合 ，営業収入 成 長 を前提 とす れ ば，業績が 悪 い か ら規模縮小 と い うこ

とは 考 え られ る が
， 業績が 良 い の に規模 縮 小 す る こ と は考 えに くい か らで あ る ．

4．6　 「（C ）停滞 ・黒 字型 」企 業 に お ける 設備 ・人 員方策 採用 上 の 特徴

　 （1）設備減少 と人員減少 との 「方策 グ ル ープ 」が 多い

　 「（C ）停滞 ・黒字型 」の 企業 は 少 数で あ る が ，その 中で 設備の 増減 だ けで み る と設 備 を減

少 させ る 「方策 グル ー プ 」  が 最 も多 く （表 4（A ）の （C1 ）（C2 ）欄  行） ，
人員の 増減 だけで
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み る と人員 を減少 さ せ る 「方策 グ ル ープ 」  が最 も多い （表 4（B ）の （C1 ）（C2 ）欄  行）

　 （2）規 模縮小 型 の 「方 策パ タ
ー

ン 」が 多い

　 「方策パ タ ー ン 」の 中で は ［IX］型 （規模縮 小 型 ）が 多い （表 3 の （C1 ）（C2 ）欄 ）．す な

わ ち，前述 （4．32 （2））の よ うに 営業収入停滞企業で は
， 最 も多 く （半数近 く）の 企 業が

規 模縮小 を行 っ て お り （表 3 の （N1 ）お よ び（N2 ）欄），
正 味 終価 赤字企 業 （23 社 ）の ほ う

が 黒字企 業 （8 社） よ りも多 い ． こ の 正 味終価 黒字企 業の 大部分 （全従業員で 5 社，工 場

従業員で 6 社）は ［IX］型 の 「方策パ タ ー ン 」を と っ て い る が
，

こ れ ら の 企業は 恐 ら く営

業収入 停滞 と い う不利 な状 況 で 規模縮 小 とい う手段 に よ っ て 業績向上 に 成功 した もの と推

測 される ．

4 ．7　 「（D ）停滞 ・赤字型 」企 業 に お け る設備 ・人 員方策採用上 の 特徴

　 （1）人員減少 の 「方策グ ル
ープ 」が 多 い

　 「（D ）停滞 ・赤字型 」で は
， 「設備 方 策 グル

ー
プ」）      ）に 関 して は 著 しい 特徴が な い

（表 4（A）の （D1 ）（D2 ）欄 ）． しか し 「人 員 方策 グル ープ」 （      ）に 関 して は増加が 皆無 で
，

横這 い が ご く僅か に あ り減少が ほ とん どで あ る （表 4（B ）の （D1 ）（D2 ）欄）．

　 （2）規 模 縮小 型 と 自動 化型 の 「方 策パ タ ー
ン 」が多 い

　 「（D ）停滞
・
赤字 型 」で は， ［IX］型 と ［IH］ 型が 多 く， ［VI］型が そ の 半分 ぐら い ある

（表 3 の （D1 ）（D2）欄 ）． ［IX］型が 多い 背景 は，営業収入 が 停滞 し て い る 状況で ，資本 回収

額 の 稼得効率 も （した が っ て 業績 も）悪 い の で 規模縮小 せ ざる を得ず，縮小 して も正 味終

価赤字か ら脱 出 で きなか っ た場合 と
， 資本回収額 の 稼得効率 が 悪い の で 規模縮小 した ら営

業収入 が 停滞 し
， 期待 に 反 して 業績 も向上 しなか っ た場 合 ， とが あ る 。 ［皿］型 （自動化

型〉の 「方策パ タ
ー

ン 」を と っ た 企 業 は
， 「停滞 ・黒 字 型 」と比 べ て 「停 滞

・赤字型 」の 方

に 多い ． この こ とは ， 自動化型 の 方策 を と っ た営業収入停滞企 業の ほ とん どはそ の 投資 の

回収 に失敗 した こ と を示 し て い る ． こ れ に対 して 規模縮小型 の 方策 を と っ た企 業 は，好業

績をあげた 企 業 と業績の 悪い 企 業 と に 分れ ，後者 の ほ うが 多 い が ，そ の 差 は 自動化型 の 場

合 に比 べ て 小 さ い ． ま た ［VI］型 （人 員削減 型）の 方策 を と っ た企 業 は，「停滞 ・赤字型 」

に は あ る が 「停滞 ・黒字 型 」に は な い ． こ の こ とは
， 営 業収入停 滞企 業で 人員削減型の 方

策 を とる こ と は ，少 な くと も本 研 究の 測定期 間 にお い て は好 ま し くな い こ とを表 して い る

と推察 され る ．

4．8　正 味終価 黒 字企 業 と正 味終価赤字企業 との 概 要

　正味 終価 が計算 で きた 企業 376 社 の うち黒字企 業 は 211 社 で 56．1 ％，赤字企 業 は 165

社 43 ．9 ％ で ，両者 の 差 は 比較的小 さい （表 5 表 6 の 計 2 行 ）．ま た 黒 字 ・赤 字 の 何 れ の 企

84
N 工工

一Eleotronlo 　Llbrary 　



The Japanese Association of Management Accounting

NII-Electronic Library Service

The 　Japanese 　Assoolatlon 　of 　Management 　Aooountlng

設 備 と 人 員 と に 関 する 力策 と 設 備 投 資 の 経 済 成 果

業 に つ い て も営業収入停滞企業 の 占め る 比率 よ りも営業収 入成長企 業 の 占め る比率の ほ う

が 高 い （こ れ は 全体 と して 停滞企 業 よ り も成 長企 業の 方が 多い こ との 反映で あ る ）が
， 営

業 収 入停 滞企 業 の 占め る 比 率は 黒 字企 業 よ りも赤字企 業の 方が高 い （表 5 の 計 1行 ）．

4．9 正 味終価黒字企業 と正味 終価赤字企業 とにお け る設備 ・人 員方策採用上 の 特徴

　 （1）「設備 方 策 グル ープ 」に 関 して大差 な い が ， 黒字企 業で は人 員増加の 「方策 グ ル ー

　　　プ 」， 赤 字企 業 で は 人員減 少 の 「方策グル ープ 」が 多 い

　 「設備方策 グ ル
ープ 」に 関 して は

，
正 味終価黒字企 業 と1E 終価赤字企 業と の 両 方で 設備

増 加 の 「方 策 グル ープ 」  が圧倒 的 に 多 く，赤字企 業 と黒字企業 とで 大 きな差 は 見 られ な

い （表 6（A）の （S）（M ）欄）． こ れ に対 して 「人 員方策グ ル
ープ jに 関 して は，黒字企業 で は

人 員 増加 の 「方 策 グル ー プ 」  ， 赤 字 企 業 で は人 員 減少 の 厂方 策 グル ー プ 」  が 多 く，そ

れ ぞ れ 50％ 程度 を占め て い る （表 6（B ）の （S）（M ）欄）．

　 （2）黒字企業 で は規模拡大型の 「方策パ タ
ー

ン 」が 多い が ， 赤字企 業で は 自動 化型 の

　　　 「方策 パ タ ー ン 」が 多い

　黒字企 業で は ［1 ］型 ［H ］型 ［皿］型 の 順 に多 く，中で も ［1］型 が最 高で 50％ 程 度

を占め て い る （表 5 の （S1）（S2）欄）． こ の 点 は 営業収 入成 長 企 業の 特徴 と似 て い る ．好 業

績 の 企業で は 規模拡大の 余裕が ある か らだ と推察 され る ．こ れ に対 して 赤 字企業 で は ［m ］

型 ［1 ］型 ［H ］型 の順 に 多 く，3 者の 差 は あま り大 きくな い （表 5 の （M1 ）（M2 ）欄）． こ

の 点は停 滞企 業の 特徴 と異 な っ て い る ．

　 （3）規模拡大型 ・
設備増強型 の 「方策パ タ ーン 」で は 黒字企 業の 方が 多い が ， 自動化

　　 型 ・人員削減型 ・規 模縮小型 の 「方策パ タ
ー

ン 」で は 赤字企 業の 方が 多い

　 「方策パ タ
ー ン 」ご とに 黒字企 業 と赤字企 業 との 数 を比 べ て み る と

， ［1 ］型 （規模拡大）

と ［H ］ 型 （設備増強） を行 っ た企 業で は 赤字企 業 よ り も黒字企 業 の 方が 多 い が ， ［皿 ］

型 （自動 化）．「VI」型 （人 員 削減）お よ び 「IX型」 （規模 縮小 ） を行 っ た企 業 で は黒字企

業 よ りも赤 字 企 業 の 方が 多い （表 5 の （S1）（S2）（M1 ）（M2 ）欄 IHIHIX 行）． こ の こ とか ら，

規模拡大型 また は 設備増 強型の 「方 策パ タ ー ン 」を行 っ た 企 業 は 好業績 をあ げ た と こ ろ が

多 い が
，

自動化 型
，

入員削減型 ま た は規模縮小型 の 「方策パ タ
ー

ン 」を行 っ た企 業は 業績

が 悪 い とこ ろが 多い と い う こ とが わか る。

85
N 工工

一Eleotronlo 　Llbrary 　



The Japanese Association of Management Accounting

NII-Electronic Library Service

The 　Japanese 　Assoolatlon 　of 　Management 　Aooountlng

管理会計 学 第 2 巻 第 2 号

（
N

芝
）
＋
（

羽

π
（

囚

卜
）

一

叢

　

　
（

一

芝
）

＋
（

お
）

11
（

目
）
．

※

　

　
（
N

巳
＋
（
N

巴
11

（

N

署
）

∵
・

（

糊

自
）
十
（

｛

自
｝

11
（
帽
Σ
）

一
桂

　

　

（

N

り
）
十
（

凶

く
）
踊

（

N
の
）

ゼ

　
　（

§
＋
（

署
）
H

（

邑
一
励

　
　
　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　
　
　
　
　
　

も
餐
楚

→

．
3
唄
靼
麺

↑

賃
脚
楚
←

　
　
　
　

　
　

　
　

如
霽
裂
の

刃

輙
呱

罧
遣
颶
H
脚

呱
く
e
「

丹

1

診
丶

報
枳
」

　、
楚

　
想
H
一

羹

　
　
　
　

　
　

　
　

　
如
懸
喫
」

潟

無
呱
罧
超
畑
鞄

呱
く
e

π
1

甑
財

丶

懸
枳
」

　
、

楚

　
想
畑

冨

餾

ぐ
糶

遜
輳

剰

餐
「

疝

呱
く

　

副
挈
繍
皿

副

濕
聖
埋
継

劇

照
轉
巡
曝

榊
　
　
輩

　

　

O
卜
【 「

o

詞

　
…
q
飄

9
　

　
　

め
N

　

　
　
、

一

望
【

eqO
　 一

寸

＝

い

oO

羸
゜○

卜
α○

菖
一

　

　

σ『

£

韓

　
　．

禪

巌

鋲

9
）

　
※

（
【
卜）

運
H
　

擢
畑

（

Σ）
＋
（
の
）

目

　
（

卜
）

葦
畑

り

£

＄
【

NN

込
2

、
dN

　
　
　

鶉
　

　
　
　
　
　
d

三

【・

N

　
　

鶉
　

創
一

　
．
d

コ

＝

ひ

祠 QO

ol

m

寸

σう

一

一

ぴ
O

いr−1

oう

一

thd

．
ト
い

　
　…
°。

ひ
N

卜
創「

一

凝
丶◎ ◎◎
ani 寸

O
箇

O
寸

畜

O
寸

集
N

邑
　
社

　
（

函
）

慰
H
　

　

想
畑

（

9
十
（
ロ自）
u

　
（
Σ
）

　
　
　
　
　
　司
ー

糶
羣
蕪
鍵

蝋

朔
肝
穏
罩
潔
琶
罔

＝
N

一

一
N

＝
囚

oD

一 、o

寸

寸 1 一

Q◎

Qo

QO

O

一 wo

邑
ON

゜う

ON

　
　
6 う

Od

囚

一

嗣
．一

寸 例

丶◎ り

u〔 寸

ON

◎◎
ひ

O
り

IIII

ー
セー

鶉
一

　
一

ド

藁

霧
（

朗）
　
砌

（

一

の）

翌
H
　

運
畑

翠 臼

H9

．

II

汁
II

瀦

想 ρ

畑 9
　

算 　 1
擢 瓮

Hs
ひ
寸

【 「

望ig　9
畑 ≦

（
り）
十
（
＜）
”

　
（
°り
）

幾
迹
因
軽
蘇
掴一

略
儘
民
軽
轢

麺

　
　（
9

（
翻
奸
畔

幾
攣）

罧
奄
聾
暁
坦
潔
蟹
田

　

　（
＜
）

羸
琳

畦
蝋

餐

q

佃

↑

↑

〉 嶷
←

下

≧

→

；
目

↑

←

口

←

←

、

一罫臨
八

ー

鉱

く

　

桜
桓

（

蟹
凜
e
刃

靺
刳
訃
臆
司

靺

細
昏
畦
）

遷
誣
e
却

「

Ai

略
レ
丶

爆
枳
」

刃

「

中
凶
纒
諜
・

略
輝
」

　

の

榔

86
N 工工

一Eleotronlo 　Llbrary 　



The Japanese Association of Management Accounting

NII-Electronic Library Service

The 　Japanese 　Assoolatlon 　of 　Management 　Aooountlng

設備 と人員 と に 関す る方 策 と設備 投資 の 経済成果

酋

＋

甥
＋

日

11
◎

鐸
＋

〉

＋

印

11

 

掌

＋

葭
＋
H

博

 

酋

＋

目
＋

譯

11

 

タ
＋

〉

＋

≧

H
 

日

＋

口

＋

H11

 

卸

　
　

　
　
　
　
　
　

　
　
　
　
　
　

　

令
燻
楚
→

　．
3
唄
単
楚

↑

6
只

脚
楚

←

Φ
喪
喫
」

刃

麟
呱
罧

運
霽
］
目

梱

呱
く
e
「

ふ

ー

診
丶

渚
紋
」

　、
輦

翠
H
”

霙

　

如
懸
喫

の

刃

麟
呱

蝶
翠
畑
鞄

呱
く
e

「

丹

1
無

K
鰭

枳
」

　
．

蛭
　

犁
畑
一

幹

リ

ヨ

邑

N

d

コ

＝
N

ゆ

笛
ON

N

盂

　

O

黥

1　　　　　　　　　　　　　　℃　　　ゴ　　　ー

O

黠
　

　…
O

黠

リ

ヨ
　
　
　
リ
O
【

鶉
　

　
…
【勹

N

N
寸
【

　
　．
N

三

＝
N

　
　…

コ
N

゜ ○

　

　

　…
◎◎

馴、

ON

　
　．
6、

ON

一

舶

も
垣

呱
く

O

鴇

　
　
高

臼

象
　
　
　．
い
゜Q

自
　

　
　…

臼

卜

ト

　
　

　
め

O

卜
頃

　

　
…

累

゜ 。

　

　

　…
O

ひ
寸

　
　

6
笛

↑

閤

謾

肆

◎

3
姻
靼
呱
く

O
° 。

　
　
…

5

O
【ら

　
　

6
寸

　

　

1

一

　
　

高

爵
　
　
　…
ひ
o、

O
頃

　

　

ヨ
頃

丙

O
り

　
　
…
ひ
寸

↑

↑
←

ヌ

〉

≧

◎

尽
響
呱
く

I　　　　　　　　　　　@@@

@
　

I<TAB>
寸

コ　

　
…

菖【

掣

　

　…掣　
L　　III

．

@
　II<TAB>O

【

p
　
　6

寸

F　　［靼<TAB>I　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　@@@

　
　

　　

　

@
　 　

I
細
　

　
．

細
<TAB>05

、

@ 　

．

O
寸

掣
　

　

…

靼<TAB>

゜

寃

ｿ
　

　

専

臼禅
　　．韓<TAB>む
　

@禪

　

1
　1
　

　

　
　
　1<TAB>

KB

ひ
　

@
…

寸

]
ね

ｩ<TAB>ｨ

↑
←

 
<TAB>
 

鞐

<TAB><TAB><TAB><TAB><TAB><TAB><TAB><TAB>

呱
く
<TAB>

@
證
<TAB>

袵
鰈
ゆ樋
9
ト

ーム

へ

縦

橡

 
ｭ

im
）

<TAB>O卜凶<TAB>頃2　　　一　　σ勹N<TAB><TAB>N三<TAB>＝N<TAB>　　Q◎ー　　　I　ー　　　　　　　　ト　　．　　　　　−
　　　　　　　　　　

　
　
　

　囁

@
　
　

　
」

　

v

　

卜

　

　 −

　
　　
　

　
　

@

　

「
　
　

．

求
B<TAB>

　

　
の

Ni<TAB><TAB><TAB>N

袵
<TAB>

<TAB>O

卜゜

、
　

@．

ト
の

<TAB>
い9
　冒

い

£

N

　

ｩN<TAB>N｡

一

　

　
ぺ
寸
【<TAB>

＝

N
　
　

黶
¨

<TAB>Oo<TAB>

d
　

　

．

°
、
ON<TAB><TAB><TAB>

 <TAB> 睾 笛@@DOy

ら
　

　
　

　

<TAB>Nd

　

@ …

臼

<TAB>
＝
　　

　

　
　

　I
　

@

　

　
　

　

@

　
　

@

@

　

　

@

　

　
　
　
　
@ 　

I<TAB>

＝
　
　 羸

一

Z

　
　
．
吟

゜

。
　

　

…

Q<TAB>O　　　一〇<TAB>囚　　　N<TAB>→↑←<TAB>→<TAB>酋目自<TAB> 〜姻聹

翠

諮

<TAB>
【う
一

　

　
．
σ「一
<TAB>ひ　　…ひ<TAB>め　　　寸<TAB><TAB>I　　　　　　　　　　
　

　

　
　
　　
　

@

　
　

@

　

　

　

@

　
1
寸
　
@

　
…

寸
　　

　1
　

　

ー

　　

　

@
　　

　
　
　

　
　

　
　
．　

　

@
　

　

　

　

　
　

　1<TAB>

寸

　

　

　
…寸
<TAB>
→

↑

←
<TAB>↑

<TAB>

ﾊ

〉
≧
<TAB> 

員

聖
準謎

<TAB>

朗

　
　
゜
h

o
勹
の禪

　

@
．
掣
<TAB>寸【、［　…蕊
一

韓

　
　

…

恕
<TAB>
ひ

　

　
　

9む
　

@

…
韓

り

一

　

　

D
寸

　

　

…
記

<TAB>
ひ
9　

　
…

ひ

9
靼

@

　

．禪
<TAB>N
　
　…

N
禪

　

　
…

 
　
　　
「　i　仁　℃　
11ト

ひ
一

　…
卜

9犁
　　
…禪
<TAB>

→
↑

←

<TAB>
←

日
繭

H<TAB>θ
＃

<TAB>（

N
臼

）

　

（

ζ

j紲H…翠姻<TAB>（
N薯）…〔【
芝）想
H…貍畑<TAB>　II　
I　　　　
L

l

　　
　

I〔
N（

【
）

　

…
〔

黶
k
【）
翠

一…
犁畑

<TAB>
〔

国

q
笥

）

　
（

鼇

 

j運
凵
［　
運畑

<TAB>1

　

　

　
　

　

　
h

@

　
　

−
　

　‘
　ヒ

　
　

　

　

　

　

ト
　

@

　
　ー
（
芻）

　
（

一の

）

想

…
運
姻
<TAB>

（
N
り
）

　

（【

Q
）
運
H
．
襷

ｨ
　

　一<TAB>（N＜）　〔一く）囂超
H

莞
翠

畑
<TAB>

<TAB><TAB><TAB>

榊

　

翠
<TAB>
（
Σ
）

＋
（

の
）
11　iq@浴葦
畑

（

巳＋
（
巴

11
　（

Σ
）
　布

<TAB>
　

@
（
e

〔融

鮓
穏
罷
辿

〕

幾
適
k
冥
罧
加

　

　
　
I
　

　
P
　
IF

　
　
」
　
　
I

　　

求j

ﾘ奸

ｸ略経）嘸
賢ぺ警蝋

@
　
　
　
　
　
　
　

<TAB>
（
∪
）
＋
（
＜
）

@
（

の
）

　

袵

@

（
U
）
葡

鮎
畦
寵
些
撫

辿
べ
軽
罧細

<TAB>
　
　
（

）

葡
岱

蛙
嘸
輦

嘸

賢

く
娶

轜麺
<TAB>
呱
く
<TAB>
輩
謚

<TAB>
瞬

<TAB>

恥
細

ト
【

ム
へ
紙

潛

桓

<TAB><TAB><TAB><TAB><TAB><TAB>

<TAB><TAB>

<TAB>

罧網卦
慕
單錐 盤 罔 <TAB><TAB><TAB>罧 ← 奸 畷遍 灘 世 圏 <TAB><TAB><TAB>八− 騎 、 齦 較



The Japanese Association of Management Accounting

NII-Electronic Library Service

The 　Japanese 　Assoolatlon 　of 　Management 　Aooountlng

管理会計学 第 2 巻 第 2 号

　 　 　 正　味　終　価　黒　字　企　業
0　　 　　 123

設 備 人 員 正味終価赤字企業 方策No．
40− 0

0　 　 98 ↑ ↑ 36　 　 0 1

1　　 49 36　1

056 ↑ → 28 　1 1
1　 25 48 　9

2　　 43 ↑ ↓ 61　8 皿

→ ↑ IV

→ →

3　　 01

　 　 02

　 　 45

　 3

V

VI

0　 40

　 40

　 1

1　 0

5　　　16

　　 2

→

↓

↓

↑ VII

皿↓

↓

→

↓

13　　911

　　 11 IX

図 4　成長 ・業績区分 と方策パ ター
ン との 関係 （黒字企業 と赤字企業 との 対比）

正 　味　終 　価　値 黒　字　企 業 設 備 正味終価値赤字企業 方　策
2− 197 124 　10

2　 197 ↑ 125 　 91 十 H 十 皿

0044

→

5　 　 46

　 　 3 IV十 V 十 VI

6622

↓

13　　911

　 11 VH十VIH十 D【

（A） 設備方策 グル
ー プに よ る集計

人 員
0− 124 40 − 0

0　　 　 98 ↑ 36 　 　 　 0 1 十 IV一トVH
2　49 391

056 → 29　1 1 十 V 十V皿

630 63　 22

849 ↓ 77　 22 皿 十 VI十 1X

（B ）　 人 員方策グ ル ープ に よる集計

図5　成長 ・ 業績区分 と方策 グル ープとの 関係 （黒字企業 と赤字企 業 との対 比 ）

　　 一 ：営業収 入成長 上段 ：全 従 業 員
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （数字は 該 当社数 を示す）
　　 ［＝］ ：営業収 入停滞　上段 ：工 場従業 員
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設備 と 人員 と に 関す る 方策 と設備投 資の 経 済成果

4 ． お わ りに

　 （1）本論 文で は 製造 企 業が 設 備 （機 械 装 置 ）の 増 加／ 削減 と人 員の 増加／削減 とに 関

して 行 っ た方 策 パ タ
ー ン と設備 投 資 の 経 済成 果 との 関係 を分析 考察 し た ．そ れ ら を総括 す

る前 に営 業収 入 の 成 長 ／ 停 滞 と正 味終価 の 黒 字／ 赤字 との 因果関係 を考 えて お く。正味終

価が 黒字 （赤字〉 に な る場合 に は その 背景に 業績 を良 く （悪 く）す る 諸要 因が ある と考 え

られ るか ら ， 正 味 終価 の 黒 字／ 赤字 を こ れ ら諸要 因を含 む業績の 良否 と置 き換 え ら れ る ．

す る と営 業収入 と業績 （正 味終価） との 関係 は ， （ア ）営業収入 の 成 長 ／ 停 滞 が所
J
｝
’
・の 状

況で あ っ て ，業績 は結果 と して 実現 し た と い う場 合 と
， （イ） ど ち らか と い うと 業績 の 良

否が 先に あ っ て 営業収入 の 成 長／停滞が 結果 と し て 実現 し た と 考え る 場 合 と の 2 つ の ケ ー

ス が あ り得 る ．本研究の 計算結果 は両方の ケ
ー

ス を含ん で い る と考え られ る ．そ こ で こ の

点 を考慮 に入 れ て ，前述 の 結果 か ら経営者 の 意 思 決定 に役 立 ちそ うな情報 を整理 し て み る ．

た だ しス ペ ース の 制 約 上 以 ドの 整 理 は 主要な 関係 だ けに と どめ、第 2 次 的な関係の 説明は

割愛す る ．

　 まず営業収人 成長 と い う状 況 で は ，共通 して 設備増加の 「方策 グ ル
ー

プ 」を採用 して い

る企 業が 多 い ． これ らの 企 業 を正 味終価黒字企業 と正 味 終価 赤 字 企 業 と に 分 け る もの は 人

員 に 関す る方策 で あ る ．す なわ ち営業収 入成長下 で 正 味終価 を黒字 と して い る 企 業 は 人員

を増 加 させ て 規 模拡大 を行 っ て い る と こ ろ が 多い の に 対 し，同 じ状 況 で 正 味終価 を赤字 と

して い る企 業 は 人員 を減少 させ て 自動化 型 の 「方 策パ ター ン 」を と っ て い る とこ ろ が 多い ．

仮 に 前者 を成功 企 業 ， 後者 を失敗企 業 と呼 ぼ う．失敗企業 は 自動化型の 方策 を とっ た結果 ，

営業収入 成長下 に もか か わ らず採算が 悪化 し
， 業績が 悪か っ た。そ の 原 因は

，
工 場 従業員

数 の 抑制／削 減が十分 で なか っ た 点 に ある と考 え られ る ．失敗 企 業 （「（B ）成 長 ・赤 字 型 」

に 対応 す る ）で も
， 成功企 業 （「（A ）成長 ・黒字型 」〉 と同様 に 工 場従業員 を増 や さない よ

うに し て い る 企 業が 多 い が
， そ の 多 さ は 成功企 業に 比 べ て 少な い こ とが 計算結果か ら読み

取 れ る （表 3（A ）（B ）欄 1 〜 皿行 ， 3．4 （2）），こ の こ とか ら失 敗企 業 で は ， 設備 の 増加 に伴

っ て総 人 員数 を削減 した の だが ，相対 的 に工 場 従 業員 数は あ ま り抑制 しなか っ た （また は
，

で きなか っ た）た め ，直接 人件費支 出の 削減 が不十分で ，設備投資支 出の 増加 と省人 化 に

伴 う間接 人件費支 出 の 増加 との 合計 を下 回 っ た，す な わ ち合理 化投資 に 失敗 した もの と推

察 され る ． こ れ に対 して 成功企 業で は ，設備増加 に伴 っ て 人員 も増加 し た が
， 相対的 に工

場従業 員数 を抑制 したの で
， 直接人件費支出の 削減が 設備投資支 出の 増加 と省 人化 に伴 う

間接人件費支出 の 増加 との 合計 を上 回 っ た ，す なわ ち合理 化投資 に 成 功 した もの と推 察 さ

れ る ．
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　次 に営 業 収 入停 滞 と言 う状 況 で は
， 共通 し て 人 員減少 の 「方策 グ ル

ープ 」を採用 して い

る 企 業が 多い 俵 4   行 ）． こ れ ら の 企業 を正 味終価黒字企 業 と正 味終価赤 字企 業 と に分

け る もの は 設備 に関す る 方策 で ある ．
’
すな わ ち営 業収 入停滞下 で iF一味終価 を黒字 と して い

る 企業 は 設備 を減少 させ て 規模縮小 して い る とこ ろ が 過半数で ある の に 対 し，同 じ状況 で

正 味終価 を赤 字 と して い る 企 業で は 設 備 を増加 させ て 自動化型の 「方 策パ タ
ーン 」を と っ

て い る と こ ろ が規 模縮 小 して い る とこ ろ と同程度 に 多 い ．前 と同様 に 前者 を成功企 業，後

者 を失 敗 企 業 と呼 ぼ う．営業収 入成長の 場 合 に比 べ て 該 当す る企 業数が 少 な い の で 以 下 の

推測 は あ ま り強力で は な い が
，

まず 自動化型 の 「方策パ タ
ー

ン 」を と っ た企 業に つ い て み

る と
，

成 功企 業 （「（C ）停滞 ・黒字型 」）で は工 場従業 員 を減少 させ て 合 理 化投 資 に成 功 し

たが 俵 3 の m 行（C ）欄）．失敗企 業 （「（D ）停滞
・
赤字型」〉で は工 場 従業員 を あ ま り減 少

させ なか っ た （表 3 の 皿行 （D ）欄）ため ， 「（B ）成 長 ・赤 字型 」と 同様 に 合 理 化投 資 に失敗

した こ とが，成功 と失 敗 とを分 け た もの と推察 され る． こ れ に対 して ， 規模 縮小 型 の 「方

策 パ ター ン 」を と っ た 企 業 に つ い て は （表 3 の IX行 （C）（D ）欄 ）， 成 功 企 業 も失敗企 業 も同

様 に工 場従業員 を減 少 させ て い る の で
， 両 者 を分 けた 原 因が 合 理化 投 資 の 成 否 にあ る と は

言 えな い ．こ の 原 因 を明 らか にす る に は
， 今 圓の 研 究で 収集 し たデ ー タ だ けで は不十分で

あ り ， さ ら に デ
ー

タ を追加収集 し て 分析 を行 う必 要が ある ．

　効率が 良 く業績が 良 い 企 業 （正味終価黒字企 業）全体 の 中で は ，設備増加 と人員増加 と

の 「方策 グ ル ープ 」お よ びそ れ らの 組合せ で ある 規模拡 大の 「方策パ タ
ー ン 」を採用 して

い る企 業が 多 い が ，こ れ らの 企 業 はそ の ほ とん どが 営業収 入成長企 業 （「（A ）成長
・
黒字型」

で あ る ． こ れ らの 企 業は規模拡 大 に よ っ て 効率 の 良い 体制が拡大 され ， 営業収入成 長 が も

た ら され た と考 え られ る． こ れ に対 して 効率が 良 く業績が 良 い 企 業で も何 らか の 原 因で 規

模縮小 した企 業が あ り，そ の た め に こ れ らの 企 業は 営業収入停滞 を招 い た （「（C ）停滞 ・黒

字型」）と言 う可能性 も否定で きな い ． こ の 場合が あ る とすれ ば どの よ うな背景で 規模縮

小 を した の か に つ い て さ らに 追 究 が必 要 で あ る ．効 率が 悪 く業 績 が 悪 い 企 業 （正味 終 価 赤

字企 業 ）全体 の 中で は ，設備 増 加 と 人員減 少 との 「方 策 グル ープ 」お よ び それ らの 組 合 せ

で あ る 自動化 の 「方 策 パ ター ン 」を採 用 して い る 企 業 が 多い が ， こ れ らの 企 業 はそ の ほ と

ん どが 営 業 収 入成 長 企 業 （「（B ）成長 ・
赤字型」）で あ る． こ れ らの 企 業 は 自動化 に よ っ て

恐 ら くは生 産販 売 量 が増 え て営 業収 入 は成 長 したが ，効 率の 悪 い 体 質は改 善 されず 業 績が

悪 か っ た と推 測 され る ．事業戦 略が悪 か っ た可 能性 もあ る． こ れ に対 して 効 率が悪 く業績

が悪 い ため に 規 模縮 小 の 道 を選択 した企 業が あ り，こ れ らの 企 業 は縮小 に よ っ て 営業収 入

停滞 を招 い た と考え られ る （「（D ）停滞 ・赤字型」）．

　以 上 が 本研究 の 結果 か ら 考察 さ れ る 関係 で あ る ． こ れ に よ っ て 「方策パ タ
ー

ン 」と設備

90
N 工工

一Eleotronlo 　Llbrary 　



The Japanese Association of Management Accounting

NII-Electronic Library Service

The 　Japanese 　Assooiation 　of 　Management 　Aooounting

設備 と人員 とに 関す る 方策 と設備投資 の 経済 成果

投資の 経 済成 果 と の 概 括 的 な関係 は あ る程 度 明 らか に な っ た． しか し関係 の 細 部が 全 て 明

確 に な っ た わ け で は な く， 推測 や 不 明 な部 分 が ある ． した が っ て 今 後は ，
こ れ らの 関係 を

で きる だ け広 い 範 囲の 実態 を説 明 し得 る具 体 的因 果 関係 へ と展 開す るた め
， さ らに細 部 に

関す る多数の 仮説 を立 て て こ れ を検証す る必要が ある ．

　　（2）本研究 で 正味 終価 を計算 で きた社数 376 社 は 決 し て 少 な い 数で は ない が
，

こ の

376 社 を 9 つ の 「方策パ タ
ー

ン 」と 4 つ の 「成長 ・業績区分 」と の 積 で あ る 36 個 の カ テ ゴ

リ ィ に分 けて お り，カ テ ゴ リ ィ 問の 出現頻度 に偏 りが ある た め
， 特定 カ テ ゴ リ ィ へ の 出現

サ ン プル 数は 少 な い もの も出て くる ．こ の 点 を考慮 する と 376 社 は
， 信 頼 性の 高い 関係 を

得 る の に必 ず しも十 分 とは言 え な い ．今後 は さ らに よ り多 くの 企 業 に つ い て 正 味終価が 計

算 され る よ うに す る ため
， 測 定期 間 を さらに 長 くとる必 要が あ る 。
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注

（1） こ こ で 概括的に 考察する と言 うこ との 意味 は ，後述 の 分析対 象期間 の 令体 を通 じて の 経 済成 果

　 と方策 と の 関係 を分析す る と い うこ とで ある ． した が っ て期 間比較 をす る こ と は 今 回 の 報告 の 範

　 囲 に は入 れ な い ．例 え ば本研 究の 測定期間 （後述）は，1985 年 を境 に し て 経済情 勢の 異 な る 2

　 つ の 期間に 分ける こ とが で き る が，本研 究で は経済成果 （業績額）に 焦点 をあて て い る の で
，

こ

　 れ ら の 期 問 で の 比 較をす る こ と は 目的 と しな い ．経済成果 は言 う ま で もな くあ る期 問を通 じて 累

　 積的 に捉 え ら れ る も の で あ っ て
， 本研究 で の 業績 は こ れ を 長 期 的 に 測 定す る こ と に そ の 特徴 が あ

　 り，企 業に よ っ て 異な る が
一

般 に 10 年程度 の 期 間 で は
，

こ の よ うな業績 の 測定 に は 十分で は な

　 い 場合が 多 い か らで ある ．経済成果 の 大 きさで は な くそ の 稼得効率 に 焦点をあ て る な らば期 間比

　 較 をする こ と も意味が あ る．経済成果額 は こ の 稼得効率 と投資規模 との 積 で ある か ら ， 稼得効率

　 は 1 要因で ある ．こ の 意味で 稼得効率 に 関 して経 済情勢の 異 なる 期 間の 比較 を行 うこ と は 今後の

　 課 題 の 1 つ で ある ．

（2）正 味終価の 計算 にあた り， 投資計画 の 段階 で は 将 来の こ とは 分 らな い の で 投資期 間 中 の 利子率
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管埋 会計学 第 2 巻 第 2 写
．

　 を
一

定 と仮定 し て い るが ，投資の 経済成果 を測定す る段階 （実績計算）で は 資本 コ ス トは既知 で

　 ある か ら実績値 を用 い る こ と が で きる の で ，投資計 画理 論 に お け る よ うな計算利 子率 は用 い な

　 い ．正味終価の 計算 に お け る資本 コ ス トの 控 除は
， 投資計 画 で は

．一
定の 利子率 を用 い る の で

一
括

　 して行 うが ， 実績計算 で は資本 コ ス ト率が年 々 異なる の で 各年度毎 に行 う．また
， 投資計 画の 段

　 階 で は 計算利率 を用 い る の で
， 正味終価 と正 味現価 と は 簡単に換算可能で あ りど ちらを用 い て も

　計算量 に差 は ない が
， 実績測定段 階で は 「正 味現価 」を計算す る よ りも 「正 味終価 」を計算する

　 方 が 簡単で ある ．

（3）測定期間 を 1975 年以後 と した理 由は
， デ

ータ の 入手 口∫能性 と計算の 正確性 を確 保する た め と

　 で あ る ．1974 年 4 月 2 日 の 商法改正 に よ る 中間配当新設 （293 条 の 5） に伴 い ，1 年決算が 可能

　 とな り，こ の 機 会 に大多数の 企 業が 半年決算か ら 1年決算 に 移行 した． したが っ て 1974 年以前

　 は半年決算が 多 く，また 1 年決算移行 に伴 い 決算月 を変更 して い る 企 業 もあ る の で ，1974 年以

　 前 を含め る と計算が 不正確 に な る 可能性が あ る．また 1974 年以 前は ，多数の 会社の 有価証券報

　 告書 を保有 して い る と こ ろ が少 な くデ ータ の 収集が 困難で ある ．

（4）先入 先出法 を設備投資 の 経過年数 （設備 の ヴ ィ ン テ
ー

ジ）の 算 出に用 い た結果か ら， 先入先出

　 の 仮定 は他 の 方法 に 比 較 し て 妥当 な も の で あ る こ とが 指摘 され て い る ［2］．外部分析 で 客観 的

　な デ
ー

タ を用 い て 投資期 間を求め る 方法 は
， 先 入先出法 の 他 に 良 い 方法はな い と思 わ れ る ．（減

価 償却 デ
ー

タか ら設備年齢 （ヴ ィ ン テ
ー

ジ） は近似的 に計算で き る が ，終了投資の 投資期間 （実

　際 投 資期 間 に対 応す る もの 〉 は計算 で きな い ．）た だ し先入 先 出 法で は ，除却 され て い な い 遊休

　設備 があ る とそ れ は 投資 され て い る こ とに な り ， 実際投資期 間 を長 くする要 因 となる． したが っ

　 て （遊 休設備 も投資の 1 部で ある とい う考え もあ る が）遊休設備 は投資され て い る もの で はな い

　 とい う立 場 に 立 て ば ，遊休設備が 多量 に ある と実際投資期 間を事実 よ りも長 く見せ る こ とに な
．
り

　 問題 で あ るが， こ の 点 は先 入先出法 の 限界 と い うよ りは外部分析 に よ る デ ータ入手 の 限 界に よ る

　 もの とい うべ きで ある．

（5）　　　 Rt ： 「投資 V が 第 t年度に 稼 い だ資本 コ ス ト差 引後純収入 」

　　　　　Vo ：投資 V の 初期 投資額

　　　　　 r
，

：第 t 年度の 資本回収率 （投資 V が Rt を稼得 した効率）

　以 上 の よ うに 記号 を定 め れば ，正 味終価 の 定義 （注 2 も参照） よ り次 の ように して （2 ＞式が導

　 か れ る．

　第 t1 年度 に開始 され第 七2 年度に 終了 した投資 V の 「正 味終価 」

・ 臨R 、
一   躯 ・ r

、

− v
，　

・

　v ， （

　t2

、ζ、
rt− ・）
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（6）15 年間の 測定期間で 正 味終価 を計算で きなか っ た企業 の 業種別内訳 を表 1 お よ び表 2 の H 欄 に ，

　 それ ら の 企 業 の 分 析対 象企 業 に対 す る比 率 を 工 ／9 欄 に示 す．表 1 に よれ ば正味終価 を計算 で き

　 なか っ た企業の 割合が高 い 業種 は 紙パ ル プ ， 鉄鋼お よ び非鉄金属 で あ り，
こ の 割合が低 い 業種 は

　 電機 と精密機器 とで ある ．前者は実際投資期間が 長 く，古 い 設備 を保 有 し て い る 企業 の 多 い 業種

　 で あ り，後者 は実 際 投資期 間 が短 く，新 しい 設備 を保 有 して い る企 業 の 多 い 業種で あ る．また表

　 2 に よ れ ば
， 正味 終価 を計算で きな か っ た 企 業 の 割 合は 規 模 （資本金）が 小 さ い ほ ど 高 くな っ て

　 い る．こ の こ とは 大企業 ほ ど実 際投資期間 が短 く，新 しい 設備 を保有 して い る企 業が 多い こ とを

　表 して お り， 大変興味深 い 結果 を示 して い る ．

（7）現実 の 企 業 で の 機械装置 へ の 投資期 間が 何年で ある か に 関 して の 調査デ
ータ は ない が ，「先入

　先 出 の 仮定 」に 基 づ き日本開発 銀行が 鉄鋼 業 （高炉 5 社 ）の 「保有設備の 除却物件の 使用年数 」

　 を 1976 〜1991 の 各年 ご と に 計算 し た もの で は 16 ．4 〜 20．0 年 と な っ て い る ［4］，（こ の 場 合 の

　保有設備 は本研究と同様 ，建物 を除 く機械設備 で あ る ．） ま た参考 デ ータ と し て ，各業種 ご と に

　用 い られ る各種の 機械装置 の 税 法上 の 耐 用 年数 の 最 大値 と 最 小 値 と をみ る と表 1 の Max ・Min 欄

　 の よ うに な っ て お り， 最大値 （Max 欄）は 12 〜 14 年が 多く全業種 で は 25 年で ある ．製造業の

　 機械装置 の 法定耐
．
用年数は 昭和 41 〜 43 年 に 14．0 年 と い う調査結果 もある ［3］．税法上 の 耐用

　年数 は実際の 使用年数 とは
．一
致 しな い し，ま た 各種 の 機械装置 をど の よ うな組合せ で使 用 したか

　 は分 らな い の で 表 1 の デ
ー

タか ら各業種 や全体 の 平均耐用 年数を求め る こ と は で きず 直接 に比 較

　す る こ と は で きな い が
，

こ れ ら の 数値 か ら み て 本 研 究 で 算出 した 「先入 先 出法 に よ る実 際投 資期

　間」 （機械装置）が 15 年以上 で あ る 企 業が多 い と い う結果 に妥 当性 が な い とは言え な い ．
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   ON  THE  RELATIONS  BETWEEN  CORPORATE

JOINT  INVESTMENT  DECISIONS  OF  EQUIPMENT

          AND  PERSONNEL  AND  INVESTMENT

PERFORMANCE  OF  JAPANESE  mmFACTURERS

Junsei Tsukuda*,  Masayuki  Abet, and  Tadaaki  Fukukawa#

                         ABSTRACT

 Corporations often  make  joint investment  decisions of  equipment  and  personne]

rather  than  making  isolated equipment  investment  decisions. The  paper  discusses

on  relations  between equipment  investment  performance  and  patterns ofjoint

investment  decisions for equipment  and  personnel  made  by Japanese  1,O14
manufacturers  during fifteen years from  1976  to 1991. Based  on  the same  principle
as  that  of  calculating  NFV,  the net  final value,  for ex-ante  evaluation  of

investments,  
`NFV'

 was  cal-culated  as  the equipment  investmerit perfbrmance
using  data taken from Cor[porate AnnualISecurities Reports (CASRs), The surplus

and  deficit of  
CNFV'

 is combined  with  positive  and  negative  growth  of  operating

income to produce  four `Income-NFV
 Categories'(`INC'), which  in turn  were  used  to

classify  the m.anufacturers,  Nine 
fJoint

 Investrnent  Patterns' (`JIPs') were

established  by combining  fifteen years' average  increasing/decreasing rate  of

equipment  and  personnel  which  were  calculated  from their  increaseldecrease data
from  CASRs.  Nine  

(JIPs'
 were  summarized  into six  

`Joint
 Investment  Groups`

(`JIGs'). Manufactuters  classified  above  were  further distributed into nine  
`JIPs'

and  six  
`JIGs'

 to count  the number  of  manufacturers  fa11en into 36 categories  (4
`INCs'

 multiplied  by  9 
`JIPs')

 and  24categories (4 
`INCs'

 multiplied  by  6 
`JIGs'),

Through  the  analysis  of  the  four tables  obtained  from  the  procedure,  some  overall

and  important  relations  were  found  to exist  between  investment  patterns  and

investment performance.

KEYWORDS

Capital Investment,  Investment  Performance,  Net  Final Value, Revenue-NFV

Categori.es, Personnel, Joint Investment  Decision Pattern, Relations, Corporate

Annual  Securities Report
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．

研 究 ノ ー ト

　　多 目標単純 リ コ ー ス 確率計画

ALM モ デル の 数値実験 に よ る考察

枇 々 木 規雄 ＊

福 川 　忠 昭 †

〈研 究 要 旨 〉

　本研 究 ノー
トで は ， 銀行の リス ク管理手法で ある ALM （資産負債管理）の 考え方を

利 用 し， 不確実性 を考慮 した 多 目標単純リ コ ース 確率計画 ALM モ デ ル に対 し，数値

実験 に よ る考察を行 う．数値実験 で は ，従来 の 確定 モ デ ル との 比較や確率 パ ラ メ
ー

タ

が持 つ 確率分布 の 形状 に よ る影響な ど，確率的に モ デ ル を取 り扱 う際の 特徴 を考察す

る た め に ，（1）金利変動 リ ス ク と利益 に対する ［］標値が異なる ケ ース の 比較 ， （2）線

形近似解法の 方法が異 なるケ ース の 比較，（3）確率分布の形状が異な る ケ
ー

ス の 比 較，

の 3 つ の 分析 を行 う．この 数値実験 で 取 り扱 っ た商 品や制約の 数 な どは モ デ ル の 特徴

を 分 か りや す く明 ら か にする た め に
， 実際の 銀行に 比 べ て は る か に 小 さ い も の で あ る

が
，

こ れ らの 数値実験 に よ る考察 を通 じて ，実用 亅二も十分 に役立 つ モ デ ル の 有用性 を

明 ら か に して い く．

〈 キ ー
ワ

ー ド〉

資産負債管理，銀行経営， リス ク 管理 ，

一 ドオ フ

目標計画法，単純 リ コ
ー

ス 確率計画法， トレ

1993 年 8 月 受付
＊ 慶 應 義塾大 学 助 手 〔理 工 学 部管 理 工 学 科 ）
†慶 應 義塾 大 学 教授 （理 工 学 部 管 理 工 学 科 ）
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1． は じめに

　 1990 年代 に 入 り，厳 し い 経営 環境 に あ る 日本 の 銀行 の リ ス ク 管理 （資産負債 管理 ：

ALM ）を行 うため に枇 々 木 ・福 川 ［9］は 不確実性 を考慮 した 多 目標単純 リ コ
ー

ス 確率計

画 ALM モ デ ル を提案 した ．提案 され たモ デ ル の 特徴 はモ デ ル の 定式化 か ら もあ る程度推

量 する こ と は で きる ． しか し
，

モ デ ル の 特徴 を よ り明 らか に す る た め に 具体 的な例 （仮想

の 銀行〉 を用 い た 数値 実験 を行 い
， 結果 を分 析 ・検討す る こ とが 有用 で ある ． また

， 従 来

の モ デ ル との 比 較や こ の モ デ ル が 実際 に ALM を行 うた め に 有効に 機能す る か ど うか を検

討 す る こ と も重 要で あ る ．そ こ で
， 実際 の 銀行で モ デ ル を運 用 す る た め に （こ の モ デ ル は

プ ロ トタ イ プな の で 実際の 銀行 で 用 い る 場合 に は個 々 に 修正 が 必 要で あ る が）役立 たせ る

こ とが で きる よ う， 本研 究 ノ
ー トで は こ の モ デ ル に対 する 数値実験 を試 み る ．

　数値実験 は
， 次 の 3 点 に 焦点 を合わ せ て 行 う．

（1）従来モ デ ル （確定モ デ ル ） との 比較

　枇 々 木 ・福 川 の ALM モ デ ル の 基本 的な特徴 は 利益 と リス ク 〈特 に金利 変動 リス ク ）の

トレ ー ドオ フ の 関係 を うま く表現 で きる リス ク 管埋 の た め の モ デ ル 化 の 実 現 と い うと こ ろ

に あ る ． こ の こ とが 流動 性 リス ク
， 自己 資本 比 率制 約 な ど に 不確 実性 を考慮 して もうま く

機 能 す る か を確 か め る ， さ らに どの 程度 影響 を受 ける か ，そ して 確率計画モ デ ル と して ど

の よ うな点で 有益 で あ る か も検討 し，考察す る ．こ の こ とを 3節の 分析 1で 行 う．

（2）最適方策の 計算可 能性 へ の 検討

　確率計画 モ デ ル は 確率 変 数が 連 続 分 布 に従 う場 合 ，モ デ ル で 与 え られ る問題 の 目的関数

が非 線 形 関数 とな る ため
， 非線 形 計 画 法 に よ っ て 解 く必 要が あ る．従 っ て ， 問題の 規模 が

大 き くな る と一
般 に問題 を解 くの に 非常 に計算時間 が か か る ．そ の た め

， 大 きな規模 の 問

題 も実用的 な時間で 解 くた め に 線形問題 に近 似す る こ とが 考えられ る ．そ こ で
， 非線形 関

数 を線形 関 数 に折 線近似 す る こ と に よ る最 適 解 へ の 影響 を調べ る．線 形 近似 の 精度が 十分

高い の で あれ ば 計算可 能性 の 制約 を緩和す る こ とが で きる し，実務 へ の 適用性 を広げ る こ

とが で きよ う． こ の こ と を 4 節の 分析 2 で 行 う．

（3 ）確率分布を変化 させ た と きの 影響

　モ デ ル の 分析 を行 う場 合 ，通 常 パ ラ メ
ー

タ を変化 させ て そ の 影響 を調 べ る ． こ こ で は 確

率変数 （パ ラ メ
ー

タ） に対 し て 想定す る確率分布が 異 な る場合 ， 最適方策に どの よ うに影
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多 囗標 申純 リ コ
ー

ス 確 率計 画 ALM モ デ ル の 数 値 実 験 に よ る 考察

響が 出 る か を調 べ る こ と にす る ． と い うの も実用 上 は確率分 布 を正 確 に 想定する こ とは 難

しい か らで ある ．そ こ で 確率分布 が少 しくら い 異 な る だけ で は方 策 もあ ま り変わ らな い と

い うの で あれ ば
， あ ま り厳 密 に 確率分 布を想定す る 必 要 は な く実用 的 に も使 うこ とが で き

る で あろ う．そ して
， 確率分布が異 な る場合の 最適方策の 違 い も調 べ ，そ の 特徴 を探 る ．

こ の こ とを 5 節 の 分析 3 で 行 う．

　 こ れ らの 数値実験 か ら得 られ る 結果の 分析及 び検討 に よ っ て
， 多 目標単純 リ コ ース 確率

計画 ALM モ デ ル の 有用 性 を考察する ．

2． 数 値実 験 に よ る モ デル の 分 析

　 数値実験 に よ っ て 多 目標 単純 リ コ
ー

ス 確率計画 ALM モ デ ル の 分析 を行 う．モ デ ル の 分

析 は次 の 3 つ の 仮定の 下 で 行 う．

（1）銀行 は都市銀行 を想定 し
， そ れ に応 じ た取引内容 を示すデ

ー
タ を利 用 する ．取 り扱 う

　　通貨 は 円の み と し，その 勘定科 目は 主 な取 引に限 定する ，そ の 科 目数 は 資産が 4 科 目 ，

　　負債が 6 科 目 とする ．具体 的 な科 目名は ，表 5 を参照 され たい ．

（2）管理 す る期 間は，2計画期間 （現在 ，3 カ 月後），2基 準期 間 （3 カ 月以 内，6 ヵ 月以 内）

　　 とす る ．

（3）金利 体系 は ，公 定歩合 ， 市場 金利 ， 長期金利 の 3種類 とす る ．

　問題 の サ イズ （変 数及 び 制 約 式の 数）は確 率分 布に 依存す るが ，す べ て の 確率変数が 離

散型 の 5 点分 布 に従 うと した 場 合 で は
， 2 計 画期 間 ，

2 基準 期 間 で
， 戦 略 的 リス ク 管理 を考

えな け れ ば制約式 148 本 ， 変 数 190 個 で あ る ．計算機 と して ， サ ン ・マ イ ク ロ シ ス テ ム ズ

社 の SPARC 　station 　ELC （20 ．ISPEC 　mark
，
21　MIPS

，
3Mflops ）を用 い て

，
　 C 言語 を

利用 した プ ロ グ ラ ム に よ っ て 問題 を解 くの に 要 する 計算時 間 は約 8 秒で あ る ．

　数値実験 の 3 つ の 分 析 は
， 分 析 1 と して 金利 変 動 リス ク と利益 に対す る 目標 値が 異 な る

ケ
ー

ス の 比較 を ， 分 析 2 と して 線 形 近 似解 法 の 方 法 が 異 なる ケ ース の 比 較 を，そ して 分析

3 と して 確 率分 布の 形状が 異な る ケ ース の 比 較 を行 う．た だ し，分 析 1で は 確定的 なモ デ

ル ，基 準化モ デ ル ，利益 換算モ デ ル の 3 つ の モ デ ル に つ い て比 較 ，検討す る が ，分析 2及

び分析 3 で は基 準化モ デ ル に つ い て の み 数値 実験 を行 う．

3 ． 分析 1 言 金 利変動 リス ク と利益 に対する 目標値 が 異 な る ケー ス の 比較

　金 利 変動 リス ク と利 益 に 対 す る 目標 値 が異 な る ケ ース の 比 較 を ， 従 来 の 確 定 的 な多 目標

計画モ デ ル （確定モ デ ル ）， 目的 関 数 を リ コ
ース の 基準化 ・絶対順 位付 けの 方法 で 設定する
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・

多 目標単純 リ コ
ー

ス モ デ ル （基準化 モ デ ル ）， そ して ペ ナ ル テ ィ コ ス トを利益 換算 して 目

的関 数 を設定す る モ デ ル （利益換算 モ デ ル ）の 3 つ の モ デ ル に適用 し ， 各々 の モ デ ル に お

け る ケ ース 間の 比較及 びケ ース 毎の モ デ ル 間の 比 較 を行 う．

　た だ し
，

基準化 モ デ ル 及 び利益 換算 モ デ ル で 取 り扱 う確率変数 はす べ て 離散型の 3 点分

布 に 従 うもの と し，それ らは次の 通 りとする ．

A ．流動性 リス ク確率制約式

　 デ フ ォ ル トで 入 っ て こ な い ， また は突然 出て い く資金額 が ，

　　
・50 で あ る確率が 30％， 100 で あ る確率が 40％ ，150 で ある確 率が 30％ とする ．

B ．自己資本比率確率制約式

　株式 の 含み 益 （の 45 ％）が ，

　　 ・30 ，0 に な る確率が 30％ ， 67．5 に なる確率が 50％，80．0 に なる 確率が 20％ とす る ．

C ．市場制約条件確率制約式

　調 達 ・運用が 可 能な上 限値が
，

　　 ・20 に な る確 率が 30 ％
，

30 に な る確率が 40％ ， 40 に な る確率が 30％ とす る．

　ま た
， 基準化モ デ ル で は すべ て の ケ ース に お い て ペ ナル テ ィ コ ス トに関す る ウ ェ イ トは

同 じ もの とする ．そ して ，利益換算モ デ ル で は ペ ナ ル テ ィ コ ス トを 2％ ， 6％ ， 18％ と徐 々

に 大 き くし て 分析 を試み る ．例 えば市場制約条件確率制 約 式 の 場 合 ， 決 定変 数 が 20 ま で

の 場合 に は 0％，20 か ら 30 まで の 場合 に は 2％
，

30 か ら 40 まで は 6％ ，
40 以上 の 場合 に は

18 ％ の ペ ナ ル テ ィ コ ス トをか け る ．他 の 確率 制約 式 の 場合 も同様 で あ る ．

（1） 目標値及 び制 約値 の 設 定

　金利 変動 リス クや利 益 に対 す る 目標値が 異 な る 5 ケース （3 つ の モ デ ル で 計 15 ケ
ー

ス ） に

つ い て 目標値及 び制 約値 を表 1 の ように設定す る ． なお
， 目標 の 場合 の か っ こ 内は 必要 レ

ベ ル の 値 を表す． また ，
‘

　　
’

は 左 と同 じ こ とを表す （す なわ ち ，流 動性 リス ク， 自己

資本比 率，預金準 備率の 制約値 は すべ て 同 じで ある こ と を表す ）．

（2）結果

　以上 の 条件の F で
， 各モ デ ル 及 び各ケ

ース に つ い て 問題 を解 い た 結果 ， 得 ら れ た 各指標

の 達成 値 と解 く前の 現状 の 値 を表 2 か ら表 4 に ， そ し て 各 モ デ ル で 解 い た ケ
ー

ス の
一

部 に

つ い て 結果 の 決定変数の 値 をま とめ て 表 5 に示す ．
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　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 多 凵標 単純 リ コ
ース 確率 計 画ALM モ デ ル の 数 値実験 に よ る 考察

　　　　　　　　　　　　　 表1　 比較 した各ケース で の 目標値及び制約値

指 　標

確定モ デ ル

諾
準化モ デ ル

益換算モ デ ル

現在 利益

1
旨3ヵ月以内の金利変動リス ク

i6

ヵ月以内の金利変動リス ク

h3
ヵ月以内の流動性リス ク

旧己 資本比 率

自己資本比 率 陛本項帥

［預金準備率

多≡耋  ：獄
ケ

ー
ス 11P

70．000

（50．000）

350．00

（550．00）

550．00

（750．00）
−0．3008

，000％

4．000 ％

6ρoo％

70．000

400．00

（600．00）

500．00

（700．00）
−0．3008

．000％

4．000％

6．000％

ケ ース 12P

ケ ース 13D ケ ース 14D

3ヵ 月後
．
利益

3ヵ月以内の金利変動リス ク．

6ヵ月以内の金利変動リス グ

3ヵ月以内の 流動性リス ク　．

．自己資本 比 率

自己資本比率 畦本項目）

預 金準備 率

午

1（・・  ）

穿こ鼎 髣≡響
75．… 180 ．… 185．00・

（55．000）　　（60．000）　　（65．000）

45・．・・ 55・．・・ ［65・．・・

（650．00）　　（750．00）　　（850．00）

650．00　　　　750．00　　　　850．00

（850．00）　　（950．00）　　 ＞

一 ．1− 一一 …

ケ ー ス 15D

ケ ー
ス 15N

ケ ース iSIP

　　一ユ
75．000　　　　80．000

（55  ）1（・・  ）

（

500．00700

．00）1（綿 ）

600．00　　　　700．00

（800．00）　　（900 ．00）

）

）

　 90．000

（70．000）

　 750．00

（950．00）

　 950．00

（1150．00）

）1（7°・°°°）

　 90．000

　800．00

（1000．00）

　 900．00

（llOO．00）

表2 比較 した各 ケース での 各指標値 （確定 モ デ ル ）

指　標

琥 「 一
一 一

　　　　3ヵ月以内の金利変動リス ク

　　　　6ヵ月以内の金利変動リス ク

　　　　3ヵ月以内の流動性リス ク

　　　　自己資本比 率

　　　　預金準備率

現状値 ケ
ー

ス lID

71，63711

．00905

．00
−0．520

18燗 ％

7．324％

71．635

873．00
−O．538

18

．555％

．7．576％

澁

自己資本比 率 （基本項則 4．332％

3ヵ 月後 利益

　　　1・・月以内・金利獨 リ・ ・［　754．・・
　　　　6ヵ 月以内の金利変動リスク

　　　　3ヵ月以内の流動性リス ク

　　　 1自己資本比率

　　　　自己資本比率 （基本項目 4．609％ ．

　　　　預金準備率

75．564681

．00845

．00
−0．4338

．050％

4．213％

6．000％

76，722634

．00666

，00

−0．4338

．326％

4．493％

6．000％

ケ
・一

ス 12D

75．564681

．00845

．00
一
α4338

．050％

42B ％

6．000％

76，722634

．00666

．00

−0．4338

．326％

4．493％

6．000％

ケ
ー

ス 13D

75．564681

．OO845

．00
−0．4338

．050c／0

4．213％

6．000％

78．337634

．00700

．00
−0．4388

．238％

4．445％ ’

6．000％

ケ
ー

ス 14D ．ケ
ー

ス 15D

75．70417 ，1206
’

黜1鵬：：：
−0．434　　　

−0，435

8．038％　　8．0董4％

1：磁 ll：撒
79．953 　　　81590

699 ．00　　　748 ．00

800．00　　　891．39

−0．448 ［−0．449

8．065％

4．352％

6．000％

8．046c／0

4，345％

6．000％
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　　　　　　　　　　　　　　表3 比較 した各 ケース で の 各指標値 （基準化 モデル ）

指 　標 現状値 ケ
ー

ス 11N ケ
ー

ス 12N
．
ケ
ー

ス 13N ケ
ー

ス 14N ケ
ー

ス15N
　 −一　　 ．一一一．

現在
　 　 　 1

利益

！3ヵ 月以内の金利変動リス ク

6ヵ 月以内の金利変動リス ク

3ヵ月以内の流動性リスク

自己資本比率

自己資本比 率 噬本項目

…預金準備率

71，63571LOO905

．00
宀0．520I

　 　 　 i

8．278 ％
．

4．332 ％ 2

7，324％

　75564

　681．00

　 845．00

　
−0．4338

，050 ％

4．213％．

6．000％

75564681

．00845

．00
−0．433
　　　　 ．
8．050 ％

4．213％

6，000％

75564681

．00845

．00
−0．4338

．050 ％

4．213％

6．000％

75．70468i

．00　 1

850．00

−0．4348

．038 ％

4．207％

6．000 ％

　 77．206

　 708．00

1899 ．00

　
−0．4358

，014 ％

4」94％

…6．000％

3ヵ 月後．利益

　　　 i

　　一．

13
ヵ月以内の金利変動リス グ

6ヵ 月以内の金利変動リス ク

3ヵ月以内の流動性リス ク

自己資本比率

自己資本比率 （基本項目14．609％

預 金準備率

71．635754

．00873

．00
−0．5388

．555 ％

7576 ％

74．457644

．0068600

−0．4248

．503 ％

4．588％

6，000％

75．000644

，00686

．00
一
α4268

．455％

4588 ％

6．000％

76，4406440070

α00
−0．4318

．351％

4506 ％

6．000％

77」45700

．000794

．31
−04278

．418％

4．543％

6．000％

79，032778

．00865

．00
−0．4328

．327％

4．496％

6．000％

表 4　比較 した各 ケ ース での 各指標値 （利益換算 モ デル ）

指　標 現状値 ケース 11P ケー
ス 12P ケー

ス 13P ケー
ス 14P ケー

ス 15P
　　　 ．
現 在 ペ ナル テ ィ換算済み利益　 171 ．63575 ，56475 ．564　1

　　　　．7556475 ．70477 ．206
・利益　　　　　　　

1
　 75．564
5

75．56475 ．56475 ．70477206
・ペ ナルテ ィ コ ス ト 0 01　　 0 O　I 0

3ヵ月以内の金利変動リス ク．711，00681 。00681 ．001681 ，00
　　　　．
68LOO708 ．00

6ヵ月以内の金利変動リス ク 905，00845 ．00845 ．00845 ．00850 ．00899 ．00

3ヵ月以内の流動性リス ク 一〇520
1

一〇．433 一〇．433
　 　 　 　 …

一〇．433 一〇，434 一〇．435

自己資本比率 8．278 ％ 8．050 ％ 8．050 ％ ＆ 050 ％ 8．038 ％ 8．Ol4 ％

自己資本比 率 （基本項目 4．332 ％ I　　　 I4 ．213 ％ 4．213 ％ 14 ．213 ％ 4．207％ ．i4 」 94％

預 金準備率 7．324％ 6．000％ 6．000％　 一、 6．000％
ヨ6．000％ …6000 ％一

3 ヵ 月後 利益 7L63570 ．00075 ．00077 ．732 　 79．312
i

80，892
・利益
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 30

7643476 ．957　… 79．ll779 ．94381528
・ペ ナルテ ィ コ ス ト 0 6．434 1．957 1．385 0．632 0．635

3ヵ月以内の金利変動リスク 754 ．00 ．597．81622 ，70
　 　 　 　 i624

．00689 ．00738 ．00

6ヵ月以内の金利変動リス ク 873．00619 ．81
　 　 　 　 旨

644．70700 ，00800 ．00874 ．00

3ヵ 月以内の流動性リス ク 一
〇538 一〇，434 一〇．434 一〇．440 一〇448 一〇449

白己資本比 率 8555 ％．8．324％ 8．312％ 8．196％ 8．065％ 8．046％

自己資本比 率 嘩本項目）4．609％ 4．492％ 4．485％ 4．423％ 4．352％ 4．345 ％

預 金準備率 7．576％ 6．000％ 6．000％ 6．000％ 6．000％ 6．000％
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表5　比較した各ケース での決定変数の値

リス ク重視型 利益重視型

決定変数 確定
一一．

基準化 利益換算 確定 基準化 利益換算

ケース 11D ケース 11N ケース IIP ケース 15D ケース 15N ケース 15P

現在 短期貸付金 ［3ヵ 月］ 30．00 30，00 30．00 30．00 30，00 30，00

短期貸付金 ［6ヵ 月］ 30．00 30．00 30．00 30．00 30．00 30．00

短期貸付金 ［1年］ 13．40 13．40 13．40 3 ．00 30．00 30．00

長期貸付金 ［5年］ 30．00 30．00 3α00 30．00 30．00 30．00

流動性預金 0．00 0．00 O．00 30，00 30．00 30．00

定期預金 ［6ヵ月ユ 0．00 0．00 0．00 30．00 30．00 30．00

定期預金 ［1年］ 30．00 3α00 30．00 17．66 17．66 17．66

MMC ［3ヵ月］ 0．00 0．00 0．00 0．00 0．00 0．00

MMC ［6ヵ 月］ 0．00 0．00 0．00 0．00 0．00 0．00

MMC ［1年］ 30．00 30．00 30．00 0．00 0．00 0．00一一

3ヵ 月後

　一

短期貸付金 ［3ヵ月］ 30．00

一一

20．00 66．17 30．00 一60．00

　　一

30．00

短期貸付金 ［6ヵ 月］ 30．00 20．00 40．00
デ

　 　 30．00 20．00 30．00

短期貸付金 ［1年］ 43 ．40 一43，40 一43．40 30．00 1．45
　 　 130

．00

長期貸付金 ［5年］ 一7．16 一60．00 一43．94 30．00 20．00 30．00

流動性預金 30．00 20．00 40．00 30．00 20．00 30．00

定期預金 ［6ヵ月］ 一30．00 一30．00 一30．00 30．00 20．00 30，00

定期預金 ［1年］ 30．00 20．00 30．00 30．00 20．00 30．00

MMC ［3ヵ 月］ 一30．00 一30，00 一30．00 30．00 一30．00 20．00

MMC ［6 ヵ 月］ 一30．00 一30．00 一30．00 27。39 弓0，00120 ．00

MMC ［1年ユ 30X〕0 一27．50 30．00 一30．00 一30．00 一12．61

（3）考察

　 まず表 2 は 従来 の 確定 的な 多期 間 モ デ ル ［5 ］の 結 果 で ある ． 問題 の 規模 （取 り扱 う科

目数）が 異 な る た め に 参考文献 ［6］で 示 した数値実験 と全 く同 じもの で は な い が ， 利益

と金利変動 リ ス ク の トレ
ー

ドオ フ の 関係 を うま く表す こ とが で きて い る ． また 表 3 の 基準

化モ デ ル
， 表 4 の 利益 換算 モ デ ル を見 る と

， 表 2 と 同様 に ケ ース 11N （11P ）か ら ケ ース

15N （15P ）に い くに つ れ て ，利益が 大 きくな る
一

方で 金利変動 リス ク も大 きくな っ て い る ．

確率制約式 を含 ん で も こ れ らの モ デ ル に よ っ て 利益 と金利変動 リス ク の トレ
ー

ドオ フ の 関

係 を うま く表現す る こ とが で きて い る こ とが 分か っ た ．

　次 に ， 確率 モ デル （基 準 化 モ デ ル
， 利益 換 算 モ デ ル ）の 各 々 に つ い て ， 確 定モ デ ル との

比 較 も含 めて 考察す る．

　表 3 の 基 準化 モ デ ル を見る と
， 現在 に お け る指標値 は確定 モ デ ル と同 じ結果 に な っ て い

る ． こ れ は ，現在 に お け る 制約式 は流動性 リ ス ク制約式 を除 い て は確定 的に取 り扱 っ て お
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り， しか もそ の 流 動性 リス ク確率制約式 もあ ま り制約 と して 効い て い ない た め，そ の 影響

をほ と ん ど受 け て い ない か らで あ る ．
一

方 ， 3 カ 月後 で は確 率制約 式 で あ る 自己 資本 比 率

の 影響 を受 けて 利益が 確定モ デ ル に 比 べ て 低 くな っ て い る．そ の 分 ， 自己資本比 率 は高 く

保 た れ て い る ．現在 に お け る 自己 資本比 率 制約式 は確定制約式で あ る た め に ， 現在 の利益

は 確定モ デ ル と変 わ ら な い が
，

3 カ 月後の 自己資本比 率制 約が 3 カ 月後の 利益 に 影響 を与

えて い る ． また
， 金利変動 リ ス ク の 値 は確定モ デ ル と あま り変わ ら な い 結果 に な っ て い る ．

こ の 数値例 の 状 況 で は
， 自己資本比 率制 約式が 金利変動 リス ク よ りも利益 の 方 に影響 を及

ぼ しやす い こ と を示 して い る ．預金準 備率 は 確定モ デ ル と 同様 に 制約 と して 効 い て い る た

め に ，制約値 と同 じ値 に な っ て い る ．

　表 4 の利益換算 モ デ ル を見 る と
， 基準化モ デ ル と同様 に 現 在 に お け る指標値 は確定 モ デ

ル と同 じ結果 に な っ て い る ．3 カ 月後 に お け る 結果 を見 る と
， ケ

ー
ス 11P か ら ケ

ー
ス 15P

に い くに つ れ て ，確定モ デ ル の ケ ース に 結果が 近づ い て い く．市場制約条件 が 固 い 制約式

で は な く，確率制約式 と して い る た め ，制約上 限を越 えて もペ ナ ル テ ィ コ ス トを負 うこ と

で 目的関 数 の 値 を小 さ くす る こ とが で きる （結 果 と して 利益 は ペ ナ ル テ ィ コ ス トを負 う分

低 くな る が ， そ れ に よ っ て 金利変動 リス ク を減 らす こ とが で きる）た め ， ケース 11P で は

確 定 モ デ ル に比 べ て 利益 は大 き く減 り ， 金 利 変動 リス ク も小 さ くな っ て い る ． こ の ケース

で は 利 益 に対 す る 目標値 が小 さ く，金利 変動 リス ク に対す る 目標値 も小 さい た め に こ の よ

うな 結果 に な っ た もの で あ る ．一
方 ， ケ ース 15P で は利益 に 対 す る 目標値 が 高い た め，確

率制約式の 制約 を破 っ て ペ ナ ル テ ィ コ ス トを負 う と利 益 目標 を達 成す る こ とが で きな くな

り， 確定 モ デ ル と似 た 解 に な っ て い る ．その 他の 指標 を見 る と ， まず 自己資本比 率 の値 は

基準化モ デ ル で は高 くな っ たが
， 利益換算モ デル で はあ ま り確定モ デ ル と変 わ らない 結果

に な っ て い る ．そ して
， 預金準備 率 に つ い て は確定モ デ ル ，基準化モ デ ル と同様 に制約 と

して 効 い て い る た め に 制約値 と同 じ値 に な っ て い る．

　次 に ，表 5 の 最 適解 と して得 られ た 決 定変 数 の 値 を比 較 す る ．す で に述 べ た よ うに ，現

在 に お ける 制約式 は 確定制約式が 中心で あ る た め
，
3 つ の モ デ ル の 決定変数 の 値 は リス ク

重視型の ケ
ース

， 利益重視型 の ケース ともに変 わ りは 見 られ なか っ た ．3 カ 月後 にお け る

決定変数の 値 を見 る と，3 モ デ ル と もす べ て 同 じに な っ た 科 目は ， リス ク重 視型 で は 10 科

目中 4 科 目 ， 利 益重視型で は 同 じもの は なか っ た ． しか し ， 確定モ デ ル と利益 換算モ デ ル

は 似 た 結果 に な っ て い る ． リス ク重 視 型 で は 6科 目 ， 利益 重 視型 で は 7 科 目同 じ結果 で あ

り，符 号に 関 して はすべ て の 科 目で
一・
致 し て い る ． 一方 ， 基準化 モ デ ル を見る と

， リス ク

重 視型 （ケ
ース 11N ）の 1 年物 MMC の 最適解が 確定モ デ ル とは 反対 の 符号に な っ て い る ．

す なわ ち ，確定モ デ ル で は 1年物 MMC を増やす こ とが 最適解 で ある の に対 し ， 基 準化モ
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デ ル で は減 らす こ とが 最適解 とな っ て い る ． ま た，利益 重視 型 （ケ
ース 15N ）で は 3科 目

が 反対 の 符号 とな っ て い る．利益換算モ デ ル は 確定 モ デ ル と比 べ る と
，

ペ ナ ル テ ィ コ ス ト

を利益 か ら引 く分 だ け利益 の 値が低 くな っ て い るが ， こ の こ とを除 け ば 同 じ構造 の モ デ ル

なの で ， こ の 分析 に お い て は 基準化 モ デ ル よ りも似 た 結果 に な っ た もの と考 えら れ る ． こ

の 分 析 に用 い られ た 数値 例 は
一

例 に過 ぎない が ， 銀行 の 構造 が 大 き く変 化 しな い 限 り，同

様 の 考察結 果 を導 くこ とが期待で きる ．以 ヒの こ とか ら， 自己資本比 率の 計 算 に用 い られ

る株式 の 含 み 益や 市場条件 （調達 や運用 の 上 限制約 ）な ど に対 して 将来の 不 確実性 を考慮

した方策 を導 くこ とが で きるの で ，それ らを確定的 に扱 っ て 導か れ る方 策 よ りも， よ り現

実的な方策 を見 い 出せ る もの と考 え る ．

4． 分析 2 ： 線形近似解法の 方法が異 な る ケー ス の 比較

　基 準化 モ デ ル に お け る確率制約式 は（1）式 で 示 す こ とが で きるの で ，確率分 布が 有限で ，

しか も本モ デ ル の 確率制約式の よ うな場 合 ， 目的関数の ペ ナル テ ィ 分 Q，
　（h 、 （x ））は （2）式 の

よ うに示 され る （［9］ 3．5節）．ただ し，yl
’

，y ，

一
は リ コ

ース 変数，（1）式 に お ける Yiは リ コ
ー

ス の 基 準化パ ラ メ
ー

タ
，

b
，
は確率変数 ，

そ し て （2）式 に お ける q ，
は ペ ナ ル テ ィ コ ス ト係数

を表す ．

ん
、 ω ＋

【
f‘

・（ツi
＋ 一

ンP ＝ b、 （1）

Q ，（h ，（x ））・ ・ 、

・
鉐 ・ qi ・ ｛鳩 ）恥 、 （・））ヂ  … （氏）｝

・ q ・・
’ （鵜  ・δP司 （2）

　分析 2 は こ の 基準化モ デ ル を用 い るが
， 確率変数 に 連続分布 を想定す る と（2）式で 示す 目

的関数の ペ ナル テ ィ 分 は非線形 関数 に な り，線形 に比 べ て ，問 題 を解 くの に計算時間が か

か る （以降 ，
こ の 節 で は煩雑 さを避ける ため に

，
モ デ ル 全体 の 目的関数 の ペ ナ ル テ ィ 部分 ，

また は（2）式 を ペ ナ ル テ ィ 関数 と記す ）． しか し，実用 上 は分布 を正確 に 同定す る こ とが 難

し い の で ，想定 する 確率分布 の 形状 に 応 じて い くつ か の 代表的な離散的状 況 を設定する こ

と が考えられ る ．そ こ で
，

こ の 数値 実験 で は
， まず確率分 布 と して 簡単 な連 続 分 布で ある

三角分布の 場合 を取 り扱 う．そ して そ の ペ ナ ル テ ィ 関数 （3次 関数 ）を線 形 近似 す る こ と

に よ っ て 問題 を解 くこ と を考 える ．線形 区分 の 数 を増 や し ， 線形近似 の 精度 を良 くすれ ば，

三 角分布 の 結果 に 近づ くはず で ある ． こ の こ とは代表 させ る離散 的状 況の 数 を増す こ と，
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つ ま り離散的 な確率分布 を想定す る こ とに対応 して い る ．その た め，線形計画問題 に な り，

問題 を解 くこ とが容易 に なる ． こ こ で は，三角分 布の ペ ナ ル テ ィ 関 数 に対す る線形区 分 の

数 （代 表的 な離 散 的状 況 の 数 ）が異 な るケ ース の 比 較 を基 準化 モ デ ル を用 い て 行 うこ とに

す る．

（1）非線形 な ペ ナル テ ィ関 数に対 す る線 形 近似 に よ る解 法

　　　　　Q ‘
（房 ω ）

く＝ 傾 き1

1

傾 きO

　u

線形近似 関数

　　 u
　　　　’　　　　一　　　 ず　　　‘．　　一一一．

　　　　　　　卩

　　　　　　　幽
⇒

仁 非線形関数 i

0   1 御 ゴ
僧
ひ また は

‘

　　　　　　　図 1　 非線形 なペ ナ ル テ ィ関数に対する線形近似値

　確率分 布が 有限 で
， 本モ デ ル の よ うな場 合 ， 確率分布が 三 角分布 に 限 らず ペ ナ ル テ ィ 関

数 は図 1 の よ うな形 に な る．線形近似 の 方法 は様 々 考 え られ るが ，こ こ で は 区分す る 点 を

まず ペ ナ ル テ ィ関 数上 に 定め ，そ れ を直線 で 結 ぶ 方 法 を とる こ とに す る ．つ ま り，非線形

な ペ ナ ル テ ィ 関数 をQ 、 （h1（x ））， 線形 近似 関数 を W
、 ．t ‘（hi（x ）） とす る と，（3）式 とな る よ う

に （各区分点で は両 関数が等 しい 値 をとる よ うに ）， 線形近似す る ．

Zi （ri ，k）
；Wi ，li（ri ，k），　k ＝1

，
＿

，　IL （3）

　非線形 なペ ナ ル テ ィ 関数 Qz（hi（x ）） は（2 ）式 で 表 され る の で
， 線形近似関 数 の 傾 きは（4）

式で 表 され る ．

　　　　　　… （∬∵
＋ 1

晒 ・d・6
，） Q 、（、。、，、k ． 、）− Q， 、r

、，、）

　　　 Fi，k ；　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝ 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）

　　 　 　 　 　 　 　 　 「i，k ＋ 1
『 「i，k　　　　　　　　 「i，h ＋ r 「i，k

　そ して
，

こ の 傾 きは 累積分布値 に 相当す る こ と か ら分か る よ うに ， 非線形 な ペ ナ ル テ ィ

関数 を線形近似 す る こ と は
， 連続分布 と し て想 定す る 確率分布 の 形状 に 応 じて 離 散的 な状

況 を決 め る （連続 分布 を離 散分 布で 近 似 す る ） こ と に な る ．

　例 えば， （5）式の よ うに，確率密度関数 fi（b，）か ら求め られ る ペ ナル テ ィ 関数 を等間隔で

104
N 工工

一Eleotronlo 　Llbrary 　



The Japanese Association of Management Accounting

NII-Electronic Library Service

The 　Japanese 　Assoolatlon 　of 　Management 　Aooountlng

多 目標 単純 リ コ
ー

ス 確 率副 画 ALM モ デ ル の 数 値 実験 に よ る 考察

7 カ所 に 離散的状 況 を決め た （区分 した）場合，離散分布 〃 （b，）で 近 似す る こ とに 相当す

る．

　　　　　　0　　　　　　 〔b、≦ 0）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （bi＝ O
，
　b

‘
＝ 50）

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 54

　　　　　，孟，
・6， 　 （

　　　一　　　　　　　　　　　　　　　 　 1　　−　 25　　−　　125
0 ・ う

・≦ 25）　 　 　 百
（6・＝ 3 ・

δ・＝ 3
）

絢 一 　 　 　 　 　 ⇒ 価 ）・ 暑（5＝ 宅
゜

， 5＝ tSt°
） （・）

　　　　一
，蓋，

・（b厂 25）（25 ・ 5
，… ） 　 　 、9， （5 ・ 25）

　　　　　 0　　　　　　（bi≧ 50 ）　　　　　　　　　 0 （そ の 他 ）

（2）線形近似 の 区分数 （代 表する 離散的状況の 数）

　ケ ース 21 か らケ ース 25 まで の 各 ケース は線形近 似 す る 区分数 を 3
，
5

，
7

，
9

，
11 と した ケ

ー

ス で あ る ．そ して ， ケ ース 2T は確 率分 布が ；角分 布の 場合 で ， 非 線 形 な ペ ナ ル テ ィ 関数

の ま まで 解 い た ケ
ース で あ る ．た だ し，目標値及び制約値は表 1 の ケ

ー
ス 13D と同 じで あ

る ．

（3）結果

　基準化 モ デ ル の 各ケ ース に つ い て
， 以 上 の 条件 の 下 で 問 題 を解 い た結果 か ら得 られ た各

指標 の 達 成値 と解 く前 の 現状 の 値 を表 6 に 示す ．

　　　　 表6 線形近似解法 の 方法が異 なるケース を比較 した ときの 各指標値

指　標

現在 利益

3ヵ月以内の金利変動リスタ

6ヵ月以内の金利変動リスク

幌糠 鏨
生リス ク

自己資本比率 陛本項尠

預金準備率　 一一

現状値 …
ケ ー

ス

ー ⊥…
21

．
71．635　75564

3ヵ 月後 利益

711．00905

．00

−05208

．278％

4．332％

7．324％

71．635

3ヵ月以内の金利変動リスク　754 ．00

6ヵ月以内の金利変動リス ク　873．00

3ヵ 月以内の流動性リス ク　　ー0．538
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 i
自己資本比率　　　

18
．555％

自己資本比率 陛本項剛 4．609 ％

預金準備率 　　 　 　　7．576％

681．00845

．00

−0．433 ．

8．050％

ケ ー
ス

　 　 22

75　6468100

．845，00

−0．4338

．05090

ケ ー
ス

　 　2375

．564681

．00845

．00

−0．433

ケー
ス

　 　24

421390　4．213％　

灘 鷺
700．001700 ．00

一〇．4308

．37890

一〇．4308

．378％

75．564681

．00845

．00

−0．433 ．

ケ ー
ス

　 　25

700．00

−0．4308

．37890

75．564681

．00845

．00

−O．433

8．OSOgo　 8．050％

4．213％ 4．213％

6・000吸蝉
76．225　 76．208

641＿50700

．00

−0．430

640．00700

．00

−0．430

1瀰 雛 、  。 1。。。。％
1

。。。。％

8378 ％ 　8．378％

ケ
ー

ス

　 　 2T

75．552681

．00845

．00

−O．4438

．052％

4．214 ％

6．000％

76．205641

，06699

，99

−0．4318

．372％

4．517 ％

6．000％
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（4）考察

　表 6 を見て も分か る よ うに
，

ケ
ー

ス 21 〜 25 （線形近似 ）は ケ
ー

ス 2T （非線形） とほ ぼ

同 じ値 を求 め る こ と が で きて い る ．ケ ース 2T の 解 は 非 線形 プ ロ グ ラ ム （ASNOP ［1］）を

用 い て 求め たが
， 求め られ る 解 は初期解の 与え 方に よ っ て は わずか なが ら異 な る こ とが あ

る．今 回の 数 値 実 験 で は確率分 布 を三 角 分 布 に して ペ ナ ル テ ィ 関数 を 3 次関数 と した が
，

非線形問題 の 場合 ， 収 束性 に 問題が あ りそ うで ある ．
一

方 ， 線形近似 をす る こ とに よ っ て

問 題 を 解 くこ と は
， 区分 数 が 多 くな る ほ ど変 数 や制 約式 の 数 は多 くなる が ，非線 形 の とき

に 見 られ る よ うな収束性 の 問題 は回避で き
， 十分 に 有効な近似解 を得 る こ とが で きる もの

と期待で きる ．こ の よ うに 区分近似解法 は
， 区分 数 を 多 くすれ ば ど の よ うな分布 に も対 応

が 可 能 で あ り，有 力な解 法 と考 えられ る．不確実性 を取 り扱 う確率 モ デ ル を用 い て 問題 を

解 くこ とは 多 くの 場合 ，非線形問題 と して 取 り扱 わ な けれ ば な ら な い ．そ の ため
， 問題 が

大規模 に な る と確 定的 なパ ラ メ
ー

タだ け を取 り扱 うモ デ ル に比 べ る と計算可 能性 の 面で 実

用的 で はな くな っ て い く． こ の 数値実験の 結果 は実際の 銀行 の 規模か らする と非常 に 小 さ

い 問 題 で は ある ． しか し得 られ た 結果 か ら，非線形 関数に 対 して 区分 線形近似 解法 を用 い

る こ とで ，確率モ デ ル も十分 に実用 に役立 て る こ とが で きる と考え る ．

5． 分析 3 ： 確率分 布の 形 状が 異 な るケ ー ス の 比 較

　確 率変数 の 確率分布 の 形状が 異 な る 5 ケ ース に つ い て 比 較 を行 っ て み る ．問題 を解 きや

す くす る た め に ， 確率分 布は す べ て 9 点離 散分 布 とす る ．各々 の ケ ース の 確率分布 は表 7

の 通 りで あ る ．

　　　　 表 7 確 率分 担の形 状が異 なるケース を比較 した ときの確率分 布

　　　　　　　　 （自己資本比率確率制約式 （株式含み 益）の 場合）
〜
配 二 ケ ース 31 ．ケ

ー
ス 32 ケ ー

ス 33 ケ
ー

ス 34 ケ ー
ス 35

0．00i　 　 1137 1125 1／37 1133 1／9

6．25 8！37 2／25 2137 7！33 119

12．50 7／37 3125 3137 5133 119

18．75 6／37 4125 4／37 3／33 119

25．00 5／37 5／25 5！37 1／33 1／9

31．25 4137 4125 6！37 3／33 1／9

37．50 3／37 3／25 7／37 5／33 1／9

43．75 2137 2125 8／37 7／33 119

50．00 1／37 1125 1137 1／33 1／9

基準化
パ ラ メ

ー タ 29．73 25．00 20，27 25．00 25．00
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図 で 表す と図 2 の よ うに なる ．

図 2　確率分布の 形状が

　　　 異 な るケース の比 較

　そ して ， 目標値 及 び 制 約値 は 表 1 の ケ
ー

ス 13D と同 じ もの とす る．

（2 ）結果

　各ケ
ー

ス に つ い て
，

以 上 の 条件の 下 で 問題 を解 い た結果か ら得 ら れた 各指標 の 達成値 と

解 く前 の現 状 の値 を表 8 に示す，

　　　　　 表8 確率分布の 形状が異な るケー ス を比較 したときの 各指標値

指　標

現在

3 ヵ月後

利益

3ヵ月以内の金利変動リス ク

6ヵ月以内の金利変動リス ク

3ヵ月以内の流動

自己資本比 率

自己資本比率

預金準備率

現 状値 ケ ース 31

71．9，T，r
−

7覊 4
711。00　　681．00

　 　 　 　

905．00　　 845．00

利益

3ヵ月以内の 金利

6ヵ月以内の 金利変動リス ク
1873

．00

3ヵ月以内の流動性／ス ク　　ー0．538

自己資本 比 率

自己資本比率 陛本項目：：1

預金準 備率

8555 ％

4．609％

7．576％

一〇．433

8．050％

4．213％

6．000％

74．31364150700

．00
．

−0．422

8．535％
　 　 　 1
4．605％ ！

6．000％

ケ ース 321ケ ース 331ケ ース 34

75．56468LOO845

．00

−O．433

8．050％

4．21390

6．000％一
　
一一一一一

　
一
寸

一一一一一

76．128641

．50700

．00

−0．430 ．

8．378％

4．521％

6．OOO9．

75．564　1

681，00845

．00

−0．433

8．050％

4．213％

6．000％

76．128641

．50700

．00

．0．430

8．378％

4．521％

6．000％

75．56468LOO845

．00

−O．433

8．050％

4．213％

6．000％

74．754641

．50700

．00

−0．4248

，498％

4586 ％

6．000％

ケ ース 35

　 75．564681

．00845

．00

−0，433

8．050％

4213 ％

6，000％

76．124644

．00700

．00

−0．430

8．37890

4，521％

6．000％
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（3）考察

　表 8 をみ る と，現 在 に お け る 指標 は 確定モ デ ル （ケ
ー

ス 13D ）と同様 で あ る の で
， 3 カ 月

後 に よ っ て 比 較 す る．結 果 を見 る と利益 と 自己 資 本 比率 の 値 に 関 して ケ ース 31，34 とケ ー

ス 32
，
33

，
35 と い う大 き く2 パ タ

ー
ン に分 か れ て い る ． こ れ は表 9 か ら も分か る よ うに ， 自

己資本比率確率制 約 式 が確 率制 約式 の 中で は ペ ナ ル テ ィの 値 が大 き い か らで あ る．

　 　　　表9 確 率分布 の 形 状が異 なるケ
ー

ス を比較 した ときの ペ ナル テ ィ の 値

確率 制約式 ケ ース 31 ケ ース 32 ケ ース 33　 ケ ース 34 ケ ース 35

現 在 3 ヵ 月 以内の 流 動 リス ク 0．000 0．000 0．000　　　 0．000 0．000．i−一．

3 ヵ 月後 3 ヵ 月以内の 流動 リス ク

自己資本比率

市場環境制約 ：資産側合計

市場 環境制約 〔負債側合計：

0．0000

．1760

．0060

．000

0．0000

．2000

．0100

，000

　　　　　　
．一一1

0．000 0，000iO ．000
　 　 　 　 　 　 　 1
0．167　　　　　0．2161　　　 0，278
　　 10

．008E　　 α008

0．000　　　 0．000

0．0000

．000

　 こ の よ うに 大 き く2 パ タ ー ン に 分 か れ た の は
， 次の 3 つ の 理 由が考 え られ る 。 まず基 準

化 して い る た め に分布型 に よ っ て （基準 化 しない よ りは ）あま り差 が生 じな い こ と
， 次 に

表 9 か ら も分 か る よ うに 主 に ペ ナ ル テ ィ が 自己資本比 率確率制約式に対 す る もの だ けで あ

る こ と
， そ して ペ ナ ル テ ィ が か か っ て い て も分布の 左側 の 部分 （右 へ 行 け ば ペ ナ ル テ ィが

大 き くか か る ）だ け で ある こ と の 3 つ で あ る ．図 2 の 分 布の 左 側 だ け を見 る と ，ケ ース

31 ，
34 は 右下が りの 分布型 ， ケー ス 32 ，33 ，35 は 右 上 が り （また は平 ら）の 分布形 と分 ける

こ とが で きるの で ， 3 つ 目の 理 由が 主 な理 由 と考 え られ る ．基準化モ デ ル の 場合 ， 目標制

約 に お け る リグ レ ッ ト （不達成 度） と同 じよ うに ，確率制約 に対 する ペ ナ ル テ ィ を制約の

不成立 度 と考 えて い る ．そ の た め
， 今回の 数値実験の よ うに 右上 が りと右下 が りとい うよ

うに 分布型 の 特徴が 大 きく変わ る と結果 に影響 して くる ．こ の こ とは ，確率計画 モ デ ル を

用 い る と き，実 際 に は確率分布 を正確 に 設定す る こ とは難 し い が
， 分布形の 特徴 を と ら え

る 限 りは
， そ れ に 見合 う結果を導い て くれ る こ とを示 して い る ．

6． お わ りに

　本研 究 ノ ー トで は，枇 々 木
・福 川 ［9］ の 提 案 した 多 目標単純 リ コ

ー
ス 確率計 画 ALM

モ デ ル に 対 し ， 数値実験 に よ る考察 を行 っ た ，確率計画モ デ ル に お い て もALM モ デ ル の

基本 的 な特徴 で あ る 利益 とリス クの トレ ー ドオ フ の 関係 を示す こ とが で きた． さ らに ，取

り扱 う確率分布 の 違 い に よる 影響 も調 べ ，確率分布 の 特徴 を大 き く変 えな い 限 りは そ れ に

見合 う方策 を出 す こ とが で きる こ と も分 か っ た 。 また
， 確率計 画 モ デ ル の 場合 ，非線形計
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多 目 標 単 純 リ コ
ー

ス 確 率 計 画 ALM モ デ ル の 数値 実 験 に よ る 考祭

画 問題 と して 取 り扱 うこ とが 多 くな る が ，そ の 場合 も線 形近似 す る こ と に よ り，計算可 能

性 を高め ， 実用 的 に利用 可 能で あ る こ と も示 した． こ の 数値実験 で は モ デ ル の 特徴 を分 か

りゃ す く明 らか に す る た め に取 り扱 っ た 商品 や制 約 の 数 な ど は 実際 の 銀行 に 比 べ て は る か

に小 さ い もの で ある ． しか しなが ら
， 得 られ た結果や 考察か ら分 か る よ うに ，多 目標単純

リ コ
ース 確率計画 ALM モ デ ル は，個 々 の 銀 行の 特質 に 合 わせ た モ デ ル の 修 正 を加 えた 上

で ，実務 上 の ALM モ デ ル と して 十 分 に 役立 つ もの と考える ．
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                         ABSTRACT

 In this  study,  experiments  with  numerical  data  are  made  to the multi-goal

stoehastic  ALM  model  with  simple  recourse,  which  is based on  the idea of  risk

management(ALM),  and  proposed by Hibiki and  Fukukawa.

 The  purpose  of  this experiments  is to compare  the stochastic  model  with

deterministic model,  and  to investigate the  features of  bhis model  with  uncertainty,

such  as  the trade-off  relation  between  profit and  risk, the  computing  technique  for

the solution,  and  so  on.  Three experiments  are  shown.  Several eases  are  cornpared,

which  have  (1)the different goals to the profit and  interest rate  risk, (2)the different

ways  of  the  linear appToximation  to the  penalty  function, (3)the different shapes  of

the ptobability  funetion.

 Then  the usefulness  of  this model  in practice can  be reported  by  representing  the

results  of  those experiments.
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事例研 究

S化学の 事業部制 マ ネジ メ ン ト ・コ ン トロ
ー

ル と管理会計

伏見多美雄 ＊

横田 　絵理 †

〈研 究要旨〉

　本研 究 は
，
S 化学 工 業株式会社 の フ ィ

ール ド
・ス タ デ ィ をベ ー

ス に して
， 同社 の 事

業部制 マ ネジ メ ン ト ・コ ン トロ
ー

ル と，こ れ を支え る管理会計 シ ス テ ム の 変遷 を描 く

こ とを
一

つ の ね ら い と して い る．S 化学 で は，1958 年に事業部制 を導入 して 以来，こ

の 方式 を同社 の 基本的な マ ネジ メ ン ト
・

コ ン トロ
ー

ル
・シ ス テ ム （MCS ）と して定着

させ
，

ま た こ れ を絶 えず改 善す る努力を 続け て きた ．そ の 変遷 を振 り返 る こ と は
， 日

本企業の 事業部制マ ネジ メ ン トの
一

つ の 縮図を見 る こ とに なる と考える．

　 こ の研究の も う
一

つ の ね らい は，S 化学の 事業部制 マ ネ ジ メ ン ト ・コ ン トロ
ー

ル の

特徴 を整理 する こ と を通 じて ，い わ ゆる米国型 マ ネジ メ ン ト ・コ ン トロ
ー

ル と は 異な

る 「日本的」 な特 質を明 らか に し， 本誌 に投稿 ・受理 され た論文 （伏見，横 出［1 ］）

の ベ ース に なる 情報 を提供する こ と にある ．

　 こ うし た ね らい の もと に
，

まず第 1 節で 問題意識 を述べ た 後 ， 第 2 節で は
， 同社の

1960 　一　70 年代 の 事業部制 マ ネジ メ ン トの 推移 と，その 特徴 に つ い て 考察する ．第 3

節で は，1980 年頃に 行 われ た組織構造 と管理会計 シ ス テ ム と の 同時的な改革 （以下

80 年改革 と呼ぶ ） の 大要 を明確に し，つ づ く第 4 節で は 80 年改 革以 後に生 じた事業

部制 マ ネジ メ ン トの 変化 を考察する ．そ し て 第 5 節 で は ，まと め を兼ね て ，こ うした

事業部制 マ ネジ メ ン トと管理会計の 変遷 に見 ら れ る 主要 な特徴 を再 整理 する．

〈 キー ワー ド〉

事業部制，マ ネ ジ メ ン ト ・コ ン トm 一ル ・シ ス テ ム
， 管理会計，自己完結型 ， イン ベ

ス トメ ン ト ・セ ン タ
ー

， 業績評価 シス テ ム
， プ ロ フ ィ ッ ト ・セ ン ター，米国型 と日本

型

且993 年　9 月 受イ寸
＊
慶應 義塾大 学教 授 （大 学 院経 営管珊研 究科 ）

†慶應義塾大学大 学院経営管理 研究科博 十課 程
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1． は じめ に

　S 化学工 業株式会社 （以下 ， 「S 化学」 と略す） は
，

1947 年創業 の 比較的若 い 会社で あ

るが ，1990 年度 の 売上 高は 6171 億 円 ， 経常利益が 400 億 円 台に 乗 り ， 日本 経済 新聞恒例

の 優 良企 業 ラ ン キ ン グ で も 81 位 に 浮上 した． 10 年前の 1980 年頃 に は， 「経常利益 100 億

円の 大 台へ 」 を悲願 と し
，
20 年前の 1970 年度の 経常利益 は 27 億 円 ， 売上 規模 は 774 億

円 で あ っ た こ とを思 うと，同杜 の 利益 成 長力 はす ば ら しい もの だ とい っ て よい で あ ろ う，

　 こ う した利益 と成 長 を支 えて きた要 因は ， もち ろ ん 多様 で あろ うが ，同社が 1958 年以

来ほ ぼ
一

貫 して 採用 し て きた 事業 部制 マ ネジ メ ン ト も重要 な 要 因の
一

つ だ と言 わ れ て い

る ． 1950 〜 60 年代 に プ ラ ス チ ッ ク工 業の パ イ オ ニ ア と して 成 長 発 展 を目指 した頃 も， ま

た ，
’
1970 年代 か らの 厳 しい 企 業環境 の 中 で ，業績 改 善 を 目指 して 試み た数 々 の 経営施 策

も
， さ ら に利益 と成長 との バ ラ ン ス に 気配 りし た 1980 年代 以 降の 各種 の 改革 や運動 も，

何 らかの 形 で 厂当社の 事業部 制 を ど うする か ？」 と い う問 題 と関係 づ け なが ら展 開 され て

きた．

　 こ の 事例研究 の
一

つ の ね らい は ，S 化学の フ ィ
ー

ル ド ・ス タ デ ィ を基礎 に して ， 日本 企

業 の 事業部 制 マ ネ ジ メ ン ト ・コ ン トロ ール
， お よ び そ れ を支 える管理 会計 シ ス テ ム の 変遷

を客 観 的 に描 き出 す こ と で あ る． も う
一

つ の ね らい は ，欧 米特 に ア メ リカか ら 「輸入」 し

た マ ネ ジ メ ン ト方式 と い われ て い る 事業部制が ，IS 化学工 業会社 とい う日本企 業 に 導入 さ

れ 定着 して い く過程で ，次 第に
“

米国型
”

の マ ネジ メ ン ト ・ス タ イル と は 異 な っ た 特性 を

付加 して きた こ と に注 目 し ， 本誌 に掲 載 され る論文 （伏見，横 田［1 ］）の 基礎情報 を整理

す る こ とで あ る ，

　さ て
， 同社 の 35 年 に及 ぶ 事業部 制 の 歴 史の 中で ， 1980 年 に行 われ た改革はか な り大が

か りで 体系立 っ た もの の 一
つ で あ っ た ．同社 は こ の 時期 に

， 事 業部制 マ ネ ジ メ ン トの あ り

方 に つ い て 根本的 な見直 しを行 い
， 組織構造 と 管理 会計 シ ス テ ム と の 同時的 な改革 を行 っ

た （以 下 便宜 上 「80 年改革」 と呼ぶ ）．そ こ で
， 本稿 は

，
こ の 80 年改革 を歴 史的 な節 目

と見立て て
， 以下 の 諸節を次の よ うに 構成 して い る ．

　第 2 節 は，事業部制 の 導 入 か ら 70 年代末 頃まで
，

つ ま り80 年改 革以 前 の S 化 学の 事業

部制 マ ネ ジメ ン ト ・コ ン トロ
ー

ル の 大要 と
，

こ の 時代の 事業部管理 会計の 特質を浮 き彫 り

にす る．

　第 3 節 で は ，80 年改革 で行 わ れ た組織構造及 び管理 会計 の 改編の 大要 を整理 し， そ の ね

らい と，そ こ に 内在 して い た 問題 点 を明 らか にす る ．

　第 4 節 で は
，

80 年改革以後 に行 われ た制 度 変更お よ び運用上 の 手直 しに 注意 を向け ， そ
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S 化 学 の 事業 部制 マ ネ ジ メ ン ト・コ ン トロ ール と管 理 会 計

の 背 景 に あ る 同社 の マ ネ ジ メ ン ト ・コ ン トロ ール の 特徴 を示唆す る ．

　そ して ， 第 5 節で は ，
こ れ らの 考察 を総括 しなが ら ， 同社 の 事業部制 マ ネ ジ メ ン ト　 コ

ン ト ロ ール お よ び管理 会計 シ ス テ ム の 特質を指摘す る ．

2． 70 年代 まで の マ ネジメ ン ト ・コ ン トロ ール

　 1947 年の 創業 か ら 70 年代 まで の 主 要 な経営指 標 は （横 田［4 】）の 付属資料 1 お よび 2

に示 す とお りで あ る ．創業 当時 は
，

プ ラ ス チ ッ ク成 型 品 の 製造 ・販 売 か ら始 め た が ， そ の

後 こ れ をベ ー
ス に して 隣接領域 に多角化 し

， 事業部の 数 を増や して い っ た．

2 ．1　70 年代 までの 組織態様 と事業部制会計

　事業部制 の 導入 か ら 1970 年代末 まで の 同社 の マ ネジ メ ン ト ・コ ン トロ
ール の 変 遷 は

慶大 ビ ジ ネ ス ・ス ク
ー

ル の ケ
ー

ス 横 田［41 の ケ
ー

ス に ま とめ られ て い るが ， こ の 時代 の マ

ネジ メ ン ト ・コ ン トロ
ー

ル ・シ ス テ ム （以 下 ，MCS とい う略称 も使 う）の 特徴 を組 織 態

様 と管理 会計 に注意 を向け なが ら整理 する と大略次の よ うで ある ．

　 ［1 ］　 プラス チ ッ ク成型品専業企業か ら隣接 ・周辺分 野 へ と製品分野 の 多角化 を進め ，

　　　　それ に 合 わせ て
， 小規模 な製品別 事業部 を増 や して い っ た ．

　 1958 年 に は
， 成形品 ， 化成 品 ，

パ イ プ とい う 3 つ の 製品別事業部で 出発 したが
，

10 年

後 に は化成 品事業か ら派生 し た フ ィ ル ム ，テ
ープ，樹脂 ，床材 の 4 事業部 と，建材事業部

を加 えて 8 つ の 製 品別 事業 部 を持 つ に 至 っ た ． 1979 年 に は ， 3 つ の 事業本 部 の 下 に 10 の

事業部 を持 ち， こ れ に住 宅本 部 ，国際事業 本 部 を加 えた体 制 に な っ た．

　住宅事業 を除 く各事業部 は ，
い ずれ も中小 企 業 的 な経 営が 適 して い る よ うな性格 の もの

で あ っ た ．こ れ らの 事業で 成功 する ため の 主 な要 因は ， 顧客の 要求に 合 わせ られ る 小回 り

の き く営業 と
，

こ れ に マ ッ チ した 効率的 で 低 コ ス トの 生 産 活動で あ っ た ．公 共事業及 び住

宅関連の プラ ス チ ッ ク機器 を中心 と す る事業特性の た め に ， 「まず受注量の 確保」 とい う

営 業力 重視 の 経 営姿勢 が 培 わ れ て い っ た ．

　 ［2 ］　 組織 変更 が頻繁 に行 わ れ ， 事業 部制 か ら職 能別 組 織 へ
，

その また逆 へ とい う編

　　　　成替 え も繰 り返 され た ．

　50 年代 か ら 70 年代 まで に見 られ る特 徴 の
一

つ は
， 公 式 の 組織 をか な り頻 繁 に変更 し，

しか も ， 事業部制 か ら職 能別 組 織 へ
， そ して ま た職能 制 か ら事 業部 制 へ と い う よ うに ， 基

本的 な仕組 みが 異な る は ず の 組 織構 造 へ の 変更 も何 度 か行 わ れ た （図 1参照 〉．
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1947年

1958年

1965年

1966年

1975年

1977年

職能別組織

事業部制 導入 　（製造部門 と営業部門 を傘下 に持 つ ）

諸工 場お よ び営業諸部門 を独立 の プ ロ フ イ ッ ト ・セ ン タ
ー

に

事業部制に復帰

（諸工 場お よび営業諸部門は複数事業部の 製品を扱 う）

職能本部制 （生 産本部 ・営業本部）

事業部制 （ただ し営業本部は存続）

図 1　組織変遷の 概略 （1947 年〜 1979 年）

　 事業部制 の 導 入 か ら 64 年 頃 まで の 初期 の こ ろ に は ，パ イ プ，建材 ，成 型品，化成品 ，

樹脂 と い っ た各製品事業部 に は，そ の 傘 下 に 生 産 お よ び販売部門 を持 たせ ， い わ ゆ る 自己

完結型の 事業部制組織 を 目ざ して い た ．

　 と こ ろ が ， 1965 年 に ，企 業存続 を も危ぶ まれ る ほ どの 収益 力悪 化 に 見舞 わ れ た 同社 は ，

営 業部 門 と 製造部 門 と を そ れ ぞ れ 別 々 の プ ロ フ ィ ッ ト ・セ ン タ ー とす る 組織体制 に 改め

た 。翌 66 年中頃 に は
， 社長 も交替 して 危機 を脱す る と

， 再 び 事業部制組織 に 変わ っ た

（横 田 ［31 ， 図 1−6 参照 ）． しか し再導入 され た事業部制 は ，傘下 に生 産部 門 と営業部門 を

持 つ 組 織 で は な くな り，各工 場 が それ ぞ れ複 数の 事業部 の 製 品 を生 産 し，各地 域 の 営業部

門 も，さ ま ざ まな事業部 の 製 品 を扱 う とい う体制 に され たの で あ る．

　 そ の 後 ，事業部制 組 織の 形態 は，
一

時事業本部制 に な っ た り，営業本部 と事 業本部 を併

設 した り したが ，大 枠 で は，上 述 の 体 制 が 8 年 近 く続い た．

　 日本 経済 の 高 度 成 長 期 が オ イル シ ョ ッ ク と共 に終 わ り， 低成 長 期 に 入 っ た 1975 年 に ，

同社 は 生 産本 部 と営 業 本 部 か ら な る 職 能 本 部制 に改 編 した．8 年続 い た事業 部制 組織 の も

とで
，

人 の 移動が しに くくな り， 事業活動が 停滞 し て きた の で
，

こ れ を再構築す る た め の

組織変更だ っ た と い うこ とで あ る ．その 後 ， 危機 を脱 し た と判 断 さ れ た 1977 年 に
， 再 び

事業部制組織 に 戻 さ れ たが ， こ の 時 も，事業部 ・事業本部 とは 独立 に 営業本部が 存在 した

（横田 ［31 図 1−8 参照）， こ れ は 70 年代 に 入 っ て か ら頻繁 に採用 され た仕組 み で ある ．

　 こ の よ うに ，営業部 門や 生 産部 門を プ ロ フ ィ ッ ト ・セ ン タ
ー

に した場 合 も
， 同社の 事業
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態様 の 下 で は
， 製品の 開発 ， 生産 ， 販 売 とい う活動 を製 品分野 別 に調 整 する 機能 は不 可 欠

で あ っ た ．そ の よ うな役 割 を果 た す の が 製 品別 事業部 長 （お よ び そ の
．
ドの 製 品企 画室 長 ）

で あ っ た。

　 ［3 ］　 経 営 トッ プ が営業 や工 場 な どの 職能 部門に ダ イ レ ク トに関与 した ．

　以 上 の よ うな変遷 を経 て
，

1970 年代 後半 に 定着 しつ つ あ っ た コ ン ト ロ
ー

ル 過程 を概念

図 に ま とめ て み る と 図 2 の よ うにな る ．

任

割

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 破線 は 間接的管埋 関 係

図 2　 70 年代頃 の 事業部制 MCS の 概 念 図

　前項 で 述 べ た組織変遷が 示唆す る よ うに
， S 化学の 経 営 トッ プは 製 品別事 業部 長 に 利 益

目標 ・利益 責任 を与 え る と 同時 に ，営 業部 門 に も利益 目標 ・利益責任 を
，

工 場長 には コ ス

ト目標 ・コ ス ト責任を与 えて い た．事業部長が ，そ の 責任 を果 た す た め に工 場 と営業 を コ

ン トロ
ール しよ う とす る の は 当然で あ るが

， 片 や 工 場側 は
， 他の 事業部 の 製品 も生 産 し

，

コ ス ト責任 を トッ プか ら課 され て い る か ら，ある事業部の 要望 ばか りを受 け入 れ る わ けに

は い か なか っ た ．一方 ，各地 域 の 営 業所長 も，全 て の 事 業部 の 製品 を担 当 し，社長 に 対 し

て 利益 責任 を負わ され る の で あ るか ら，で きる だ け 自部門の 業績 を高め や す い 製品群 を売

ろ う とす るの は 当然 で あ る． こ の よ うな マ ネ ジメ ン ト方 式が 格 別 の 違和 感無 しに機能 して

い たの は
， 事業部長 （お よ び そ の 下 の 企 画 室 長）が ， 製 品分 野 別 に 生産 部 門 と営業部 門と

の 調 整役 を果 たす と い う ，
ス タ ッ フ 的 な性 格 を持 っ て い た か らで あ る ．
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　 ［4 ］　 事業部 を独立 採算単位 と見 なす 資本計算制度 の 整備 をめ ざし
， 内部資本金 ，内

　　　　部 剰余金 の 制 度 と
，

後 に は 内部 借入 金制 度も 採用 し ， 事 業部 業 績は残余 利益 で 評

　　　　価 した ．

　同社 で は ，各事業部 を独 立 採算 的 な経 営 単位 とす る と い う考え方 の も とに ， 事業 部制 導

入 時 か ら本 社 経理 部が 主 体に な っ て 管理 会 計 制 度 を整備 し始め た． 1958 年の 事業部 制導

入 に と もな い
， 本 杜 の 経理 部が事 業部 別 の 業 績 をい くつ か の 項 目 に分 けて 「成 果 分 析」 を

行 う方式が 導入 さ れ た ．各事業部 の 「成果」は 売上 高 ， 売 ．E利益 ， 経常利益率 の 前年同期

比伸長率 ， 予 算達成度合 ， 経常利益 ， 専属資産利益率 に よ る 会社 に 対す る 貢献度 ， 値引 き

返品率 とい う諸項 目で 測定 され ，全 部で 100 点満点 で 評価 され た．

　 1965 年 に 営業部 門 と工 場 を それ ぞ れ プ ロ フ ィ ッ ト ・セ ン タ
ー と した時期 に は，損益計

算書 を営業所別お よ び工 場別 に作 成す る方式が 採用 され た。 こ の 営業所別 ・工 場別損益 計

算書 の 作成 は ，66 年 に事 業部制組織 に 戻 っ た 後 も続 け られ て い た ． こ の よ うに ，当初 は

事 業部別の 損益 計算書 （P ／ L ）が 中心 で あ っ たが ， 1969 年に は事 業 部別 の 内部資本金

と本 社納金制度が 導入 され ， そ の 後貸借対照 表 （B ／S ） も導入 さ れ
， 社 内金 利を各事業

部 の 専 属資産 に 対 して 課 す こ とに した ．

　 1970 年代後半 に は 事業部別 の B ／S ，P ／L の 構造が 改定 され ，
一

層独 立採算型 に 近づ

け ら れ た ．70 年代 末 に は
， 新 し く導入 され た短期 ・長期借入 金 に対 して それ ぞれ 異 な っ

た率 で 社 内金利 が 課 され ，配 当金 は 内部資本金 に 対 して 課せ られ る こ と とな っ た ． 1960

〜 1970 年代 の 事業別 B ！ S お よび P ／ L に つ い て の 詳 しい 説 明 は ， 伏見 ，横 田 【1 ］の

12 ，5
， 横 田 ［5 ］ （ケ

ー
ス （B ））の pp ．4　

一
　6 お よ び関連す る付 属資料 を参照 され た い ．

　 ［・5 ］　 事業部別の 損益計算は 財務会計の ル ール （全部原価計算）で 行 い
， 事業部貸借

　　　　対照表 の資産
，

負債 ， 内部資本 金 は
，

主 と して本社の 経理 ス タ ッ フ に よる配賦計

　　　　算 で決 め られ た ．

　上 述 の よ うに ， 事業部 管理 会計 の 構造 を独 立採算単位 に ふ さわ しい もの に仕 上 げ て い っ

た もの の ，現 実 に は，本社 経理 部 に よ っ て 作成 され る 事業部別の 「成 績表」 と い う性格 の

強 い もの で あ っ た ．流動 負債 は 流動 資産 と 同額 と決 め られ ， また ，内部 資本 金 も固定資 産

の 比 率で 配賦 計算 され ， 固定資産額か ら内部資本金額 を差 し引 い た 分 が 長期借 入 金 と して

計上 さ れ た ．事業部 別 の 損 益計算 書 の 作成 ル
ー

ル も ， 財 務 会 計 と同 じ発 生 基準 で あ り ， 全

部原価計算 が適用 され た ．販売直接 費 ， 事業本部費 ， 本社費 ， 支払金 利 は本社経理部 に よ

り配賦計算 で 求め られ た ． こ の よ うなや り方 を して い たの は
， 「事 業部の 利益 合計 一全社

利益」 とな る こ と を，経営 トッ プ も本社ス タ ッ フ も望 ん で い た か らで ある ．
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2．2　70 年代の 事業部制 MCS の 実質的側面

　 以上 見 て きた よ うに ， S 化学 の 事業部制 は ，導入 当初か ら ，通 産省答 申 「事 業部制 に よ

る 利 益管理 や ， そ の 手本 と な っ た 米1玉1型 の 事業部 制 MCS の 理 論 をか な り忠 実 に 反 映 した

もの を目指 して い た．す な わ ち，組織構造的 に は，事業部長 の傘 下 に生 産 ・販 売 と い う職

能部 門 をお く自己 完結型 の 事業 部制 組 織 を作 ろ うと して い た し
， 管理 会計 シ ス テ ム も独 立

採算単位 にふ さわ しい 事業 部 別 の P ／L お よ び B ／S の 整備 を心掛 け て きた ．各事業部 は内

部資本 金 を持 ち ， それ に 対す る 配当を課 され
， 本社借 入金 に社 内金利 を課 され た ．そ して ，

本社 費，社内金利，税金 ，配当 を払 っ た後 の残余利益 は事業部 に 留保する こ とを許すな ど
，

計算 シ ス テ ム は
， 改訂を重 ね る た び に独 立採算型 の 事業部 に ふ さ わ し い 仕組 み を整 えて い

っ た の で あ る ，

　 しか し，実 際の 機能の 仕方 に 注意 を向 ける と，米国 型の MCS とは 異 な る 点 も少 な くな

か っ た ．

　 同社 が事業部制 を導入 した 当初 は
， 事業部長は製造部門 と営業部門 を傘下 に もち

， 製品

／事 業の 開発か ら生 産お よ び販売 まで を包括す る 総合管理 者 と して 位置づ けら れ ，管理 会

計 もまた
， そ の よ うな 自己完結 型 の 事業部 制 にふ さわ しい シ ス テ ム 作 りを 目指 して い た よ

うに 見え る ． しか し
， 実際の 権 限 と責任 とい う点か ら言 うと

， 事業部 長 は
， そ れぞ れ の 分

野の 実行戦略 を 自主 的に 策定 して ，所定 の 利益 目標 を 「請 け負 う」 とい うの で は な く， 経

営 ト ッ プか ら年度 ご との 目標 を 与え られ それ を果た す 責任 を持 た され た の で ある ． ま た，

経営 トッ プは
，

工 場 ・製 造部 門長 や 営業部 門長 に対 して ，直接 関与す る体制 を キー プ して

い た．

　 1965 年の 不況 時に は
， 工 場 お よび 営業部 門を プ ロ フ ィ ッ ト ・セ ン タ

ー
に す る組織が 導

入 され た． こ の 背 景 に は ， 経営 ト ッ プが ， 売 上 収益 を もた らす営業部 門 と，生 産 コ ス トを

発生 させ る 製造部 門の 長 に直接働 きか ける 体制の 方が
， 利益 改善 をや りやす い と い う考 え

方が あ っ たか らで あ る．

　 そ の 後 ， 66 年 に公 式 組 織 を事 業部制 に 戻 した と き も ，
こ の 体制 は そ の ま ま残 さ れ る こ

と に な っ た し，75 年の 不 況時 に 営業本部 ・生 産本部制 に した と きに もこ の 構 造 は 引 き継

が れ た ．77 年 に公 式組 織 を事業部制 に 戻 した と き も， こ の よ うな実 質的 な運 営体制 を追

認 して 各事業部の 製品別企 画室が ス タ ッ フ 的役割 を演 じる体制 に な っ たの で ある ．
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3．80 年改革の 大 要 とその 意味

　 S 化学 の 事業部制は ， 1970 年代 末頃 まで の 20 余 年 をか けて ，組織構造 も計算 シ ス テ ム

も，MCS の 理論 に忠 実な シ ス テ ム を一
通 り整備 しお え た ように 見 え た． しか し，前述 の

よ うに現 実の 運 用 面 で は
， そ れ と の 離 反 が大 きい こ と もあ っ て

， 組織運営の 活性化 に 十分

に は役 立 た ず ， 業績向上 に も貢献 して い な い の で は な い か と い う認識 を深め て い た経営 ト

ッ プ と上 層 ス タ ッ フ は
，

1980 年前 後 の 数年 間 をか け て い くつ か の 改革 を行 っ た ．

3 ．180 年改 革に み られ る主要 な特徴

　経営 トッ プが本社 ス タ ッ フ の 支援の もと に展 開 した
一

連 の 改革を ，
マ ネ ジ メ ン ト ・コ ン

トロ ール の 視 点 で 整理 して み る と，次 の 諸 項 目 に ま とめ る こ とがで きる．

本 社

諸 部門

　　

，
一

　　　　　　　／
　　 　　 　　 ！　

　　　　　　1　　

　　

讐
　　　 く投資利益 責任単位 ＞

　　 t　　　　　　
　　 1　 営業政策

　 蘇 碾 開

饑 成努力

く 売上 利益責任単位〉　　　　　　　　　　 〈 コ ス ト責任単位 〉

　　　　　　　　　　　 図 3　管理 責任単位 の ネ ッ トワ ーク
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　 ［1 ］　 管理 責任単位 とい うコ ン セ プ トを導入 し
， 各組織単位 の 長の 権 限 と責任 を見 直

　 　 　 　 した ．

　 同社 で は ， 1958 年の 事業部制導 入以 来 「プ ロ フ ィ ッ ト ・セ ン タ
ー

」 と い う概 念 を定着

させ ， そ れ に マ ッ チ した管理 会計 シ ス テ ム を整備 す る努力 を続 け て きた， しか し ， 現実 に

は ， 利益 の 内訳 で あ る売上 収益 と費用 と の 発 生 を十 分 に コ ン トロ ール す る権 限 と引 き換 え

に利益責任 を 「請け負 う」 と い う仕組み 作 りに つ い て は 十分で は なか っ た ．同社の プ ロ フ

ィ ッ ト ・セ ン タ
ー とは，「利益 を稼 ぎ出 す 部門」 とか 「利益 に 責任 を負 う部門」 と い うか

な り瞹昧 な内容 の もの で あ っ た．

　そ こ で ， 80 年改 革 の 起 案 に あ た っ た綜合 企 画 ス タ ッ フ は ，事業部制 組織 を管理 責任 単

位 （responsibility 　centers ）の ネ ッ トワ
ーク とい う視 点か ら見直す とい う考 え方 を打 ち 出

し， 図 3 の よ うな概 念図 に ま とめ た．

　 こ の 概 念 図を図 2 と比 較 して み る と ， 従来 は ， 経営 ト ッ プが 営業お よび 工 場の 職能部 門

と直接 ラ イ ン と して つ なが っ て い た が ，
80 年改革で は

， 事業部長 が そ れ ぞ れ の 製 品 分 野

の 営業所 と製造部門 を傘下 に持 ち ，
こ れ らの 職能部 門の 長 を ラ イ ン 関係 で 統括す る とい う

考 え方が 明示 され たの で あ る。

　 ［2 ］　 事業 （本）部長 をラ イン の 最 高責任 者 と し ， 営業 部門 の 職 制 を再 構築 した ．

　 70 年代 ま で の 同社 の 各事業部 は
， 実質 的に は そ れ ぞれ の 製品／事業分 野 の 企 画 ・調 整

を行 うス タ ッ フ に 近 い 役割 を果 して い た． こ れ に対 して 80 年改革 で は
， 事業 （本）部の

傘下 に それ ぞ れ 関連 す る生 産 お よび販 売部 門をお くと い う， い わ ゆ る 「自己完結型」の 事

業 部制 を目指す こ と に した （同社 で は，規模 に よ っ て 事業部 と呼ぶ 組織 と事業本 部 と呼ぶ

組織単位 が あ っ た の で
，

こ れ らを ひ とま とめ に して 「事業 （本）部」 と呼んで い た）．

　 こ の よ うに 見直 して み る と ，そ れ まで 「利益 の 源泉 は営業に あ り」 と い っ て利益 責 任 を

持 た され て い た各地 域 の 支 店長 や 営業部長の 位置づ けを見直す 必 要が ある こ とが 明 らか に

な っ た ．そ の 結 果 ，
こ れ ら の 支店長 ・営業部 長 をス タ ッ フ と して 位 置づ け る こ と で

， 製 品

別 と地域別 と い う二 頭体制 に あ っ た コ ン フ リク トを解消 す る こ とが で きた．

　 また， こ の よ うに 責任体制 を一
元化 した こ と に合 わせ

， 従来 は商品別 ・地域 別 とい う二

重 責任の 構造 を持 っ て い た 営業諸部 門 を タテ 割の 製 品別責任 単位 に ま とめ なお し，商 品 別

営業所 （通 称 プ ロ ダ ク ト ・マ
ー

ケ ッ ト ・セ ン タ
ー

：PMC ）と名 付 け た ， こ の くく り直 し

の 結果 ， 事業 （本）部長の 傘下 に 製品別 の PMC 所 長お よ び製 品別の 製造 グ ル
ー プ長が ラ

イ ン の 形 で 連 な り， 各地 域の 支 店長 は ス タ ッ フ と して の 役 割 を果 た す と い うよ うに ， 権 限 ，

責任 の 関係 が 明確に され た の で あ る．
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　た だ し，PMC 所長 は，利益 責任 を事幕 二部長 に対 して 請 け負 うが ，そ の 人事考課は，支

店長／営 業部長が行 う とい う制度 は 引 き継 が れた ．

　 ［3 ］　 大 くくりの事業部制 を志向 した ．

　 70 年代 まで の
…

製品 を…
事 業 と見 なす小 規模事業部制 を改 め ，

一 つ の 事業 （本）部 に

製品ポ ー トフ 除 リオが 組め る程度 の 事業領域 を カ バ ー させ る 制度 を 目 ざす こ とと した ．

　こ の 改革 で ，同社 は ，事業 （本 ）部 を 「プ ロ フ ィ ッ ト ・セ ン タ ー
」 よ りも

一
層独 立採算

の 度 合 が 進 ん だ 「イ ン ベ ス トメ ン ト ・セ ン タ ー
」 と して 位 置 づ け た． 1980 年 に 改 編 され

た 組 織図 の 大要 は 図 4 の よ うで あ る ．

　 ト ッ プ
マ ネ ジ メ ン ト

本社 管理 部門

事 業 本 部 　 ・ …　 　 　 事 業本部

事 業 部 事業 部 　…　　 事 業 部

製 造　 地域
グル

ー
フ PMC

製 造　　　 　 地域
グル

ープ PMC
製 造　 　　　 地域

グル ープ PMC
製 造 　 地域

グル
ー

プ PMC

工 場
一
量

一一一一
［｝
一一一一一

漸
一一

工 場 一〇 一一一［｝一一一一一｛｝ 一一

（製造 グル ー プ）
I　　 　 　 I　 　 　 　　 I

I　　　　 l　　　　　 I

I　　　　 I　　　　　 I

I　　　　 I　　　　　 I
I　 　 　 　 I　 　 　 　　 I

I　　　　 I　　　　　 I

工 場 一壱 一一一一自一一一一也一一一

一一一
寧
一一一一一

叶
一一一一

甲
一
地域 支店

・
支社 ・営業部

一一一
〇
一一一一｛ユ

ー一一一一一D 一地 域支店 ・支杜 ・営業部

（商 品別営業所）
　 I　　　　 I　　　　　 l

　 I　 　 　 　 I　　 　 　 　 l
　 I　 　 　 　 l　　 　 　 　 I

　 I　 　　　 l　　　 　　 I
　 I　　　　 I　　　　　 I
　 I　　　　 I　　　　　 I
一一一也一一一心 一一一一壱 地域支 店 ・支社

・営業部

図 4． 1980 年の 組 織大要

　事業部長 は 固 定資産 投資や 開発 投資 な どの 長 期 的 投資 の 権限 も委譲 され る と とも に，そ

れ らの 投資 に見 合 う利 益責任 を課 され る こ とに な っ た ，

　事業 （本）部 を イ ン ベ ス トメ ン ト ・セ ン タ
ー と し，製品ポ ー トフ ォ リ オ を組め る 程の 規

模 にす る とい う構想 は ， 同社 の MCS と して は新 しい コ ン セ プ トの 導入で あ っ た ．その た

め に は
， 従来 よ りも事業部 の 独立 採算性 を強化 し， 「す ぐの 利益」 つ ま り年度 ご との 決算

利益 を追求す る活動 と
， 「将 来の 利益」 つ ま り長期的に み た 利益 を生 み 出 す た め の 投資活
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動や 開発活動 とを両 に らみ で 遂行す る こ と を事業 （本 ）部長 に促す よ うな しか けを用意す

る こ とが 不可欠で あ っ た．後述 の 戦略開発 コ ス トを区分す る計算 シ ス テ ム は ，そ うい う要

請 に 基づ くもの だ っ た とい え る で あろ う．た だ，実際 に は ， 現実 の 事業体制 や 人 事上 の 問

題等 と妥協 して 中規模 な事業 （本）部 に 落ち着 い た ．

PMC 利益計算の 構造

PMC 製造変動原価
　　 （標 準）

PMC 売上高
追 加 原 価

PMC 販売変動原価

（注 1）PMC の ア ク テ ィ ビ テ ィ
・コ ス ト

（注2）PMC の キ ャ パ シ テ ィ
・コ ス ト

営 業活動費
　 （注 1）

粗 限界利益
PMC 限界利益

PMC 基礎 コ ス ト

　 　 （注 2）
PMC 貢献利益

PMC 責任利益

事業部別踏 計贈 一
売 上 固 定 原 価
（標準± 原価差額）

事業部諸経費　支店諸経費
　　　　（配賦 額）

経 営 コ ス ト

戦略 開発 コ ス ト

当 期 利 益
事業部
責任利益

傘下PMC の

責任 利益合計

出所 ：社内資料 よ り

図 5　PMC 責任利益 と事業部責任利益の 関係

　 ［4 ］　 各管理 責任単位 の 長の 会計責任 を明確 に し
， 事業部の 損益計算書 を責任利益 の

　　 　　計算書 と した ．

　管理 責任 単位 と い う概 念 を導入 して ， 事業 （本 ）部 を投資利益 責 任 単位 と したの に合 わ

せ て ， 各事業部 傘下 の PMC 売 上利益 責任 単位 （そ の よ うな性 格 の プ ロ フ ィ ッ ト ・セ ン タ

ー）と した ．そ し て ，生産 を担 う製造 グ ル ープ は 費用責任単位 （コ ス ト ・セ ン ター〉 と し

た ．そ して
， 従来 は利益 責任 を持つ 現業部 門の 長 と され て い た支店長 を

， 地域 別の 活動 を

助 け る ス タ ッ フ と して 位置づ け，管理会計上 は （利益 責任単位 で は な く）利益 集計単位 と

した．

　
一一一

方 ，
こ の よ うな コ ン セ プ トを実践 に活 か す た め に，従来 あ い ま い で あ っ た 「責任利益 」

と い う概念 を明確 に 打 ち出 した ． まず ， イ ン ベ ス トメ ン ト ・セ ン タ
ー

で ある 事業 （本）部
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長 の 責 任 利 益 は
， 傘 下 の PMC 利益 の 合 計か ら，事業 （本）部 固 有 の 諸 経費 を差 し引 き，

さ らに ， 資本 コ ス ト （当 社 の 用 語 で は 「経 営 コ ス ト」）を差 し引 い た額 ，つ ま り税 引前 の

残 余利益 と され た ．

　売上 利益 責任単位 で あ る PMC に つ い て は
，
　 PMC 貢献利 益 （売上 高か ら売上 変動原価 ，

販 売変動原 価 ， 営 業活動 費を差 し引 い た 額 ）か ら基礎 コ ス トを差 し引 い た 値 を 「PMC 責

任利益」 と した．管理 不能で は ある が価格設 定 に重要 な意味 を持 つ 製 造 コ ス トに つ い て は
，

標 準 原 価 を採用 す る と い う配慮 も加 え られ た ．PMC 責任 利 益 と事業 部 責任利益の 関係 は

図 5 の よ うな仕組 み に な っ て い る ，

　 ［5 ］　 内部借 入金 ， 内部資本金 ， 内部剰余金 を廃止 し
， 正 味使 用 資本 に 経営コ ス ト

　　　 　を課す方式 を導入 した ．

　 70 年代 末頃の 事 業部 B ／S の 貸方側 に は，営業負債 の ほ か ，短期借 入金 ，長期借入金 ，

内部資本金 ， 内部剰余金 （内部留保） と い っ た独立 企 業 と同 じよ うな項 目が含 まれ て い た ．

しか し，80 年改革の 際 に ， こ れ らの 区分 を廃止 し，B ／ S 上 の 総資 産か ら無利子の 営業債

務 を差 し引 い た 額 を 「正 味使用 資本」 と して
一

本化 した ．そ して
，

こ れ に 15％ をか けた

値 を 「経営 コ ス ト」（資本 コ ス ト及 び 本社へ の マ ネ ジ メ ン ト ・フ ィ
ーの 合計 ）と して 納金

させ る制 度 に変 えた ．

　内部 留保 を認 め ず ， 正 味使 用資本 に経営 コ ス トを課 す仕 組 み に した と い うこ とは ，毎期

の 当期利益 を その つ ど洗 い 替 えする と い う 「当期 業績 主 義」 ない し 「単 年 度 主 義1 の 管 理

会計 へ の 変更 を意 味す る もの で あ っ た ，80 年改革以 前の B ／ S の 構造 と 80 年改革以 降 の

それ と を対比 して 示す と図 6 の よ うで あ る ．

　　　　　80年改革以 前　　　　　　　　　　　　　　　　 80年改革以 降

図 6　80 年改革 以前 と改革以 降の BlS の 対比

122
N 工工

一Eleotronlo 　Llbrary 　



The Japanese Association of Management Accounting

NII-Electronic Library Service

The 　Japanese 　Assoolatlon 　of 　Management 　Aooountlng

S 化学の 事業 部制マ ネジ メ ン ト
・

コ ン トロ
ー

ル と管理 会計

　大 くくりの イ ン ベ ス トメ ン ト ・
セ ン タ

ー
制 を 目ざ した こ の 時期 に ， こ の よ うな変更 を行

っ た理 由 は ，従 来の 管理 会計 の 仕 組み の 中 で は，業績が よ くて 内部留保 が た ま り，本社 借

入 金 が な くな っ て い く 「運 の い い 事業部長」 と，借 入 金 が膨 れ上 が り，社 内金 利が か さん

で い く 「運 の 悪 い 事業 部 長」の 格差 が広 が っ て い く恐 れが大 きか っ たか らで あ る．こ の こ

とか ら ， 社 内 に不 公 平感 が広 が る こ と を防止 しよ うと した た め だ とい われ て い る．

　 ［6 ］　 「戦略開発 コ ス ト」を事業部の 年度業績の 評価 か ら区別 する こ とに し た ．

　 80 年改革の 起案者た ちは
， 大 くくりの 事 業部制 を提 案 し ， 事 業部の 内 部 で 製 品 ポ

ー
ト

フ ォ リ オ を組 め る よ うな事業展開 を期待 した． しか し ， 管理 会計 シ ス テ ム の 方は
，

上 述の

よ うに事業部 問 の 不 公平 を小 さ くする と い っ た理 由に よ り単年度主義へ と変 更 され た ．そ

こ で イ ン ベ ス トメ ン ト ・セ ン タ
ー

の 長 で あ る 事業部長 に 年度 ご との 利益 と同時 に ，長期的

な成長 と利益 に も強 い 関心 を持 っ て もら うよ うに 誘導す る ため の 管理 会計上 の 仕掛け と し

て
， 「戦 略開発 コ ス ト」が 導入 さ れ た ． こ れ は

， 長期 的 な利 益 に 主 に 貢献す る が ， 短期的

利益 に は マ イナ ス で あ る よ うな戦略投資 や 開発投資 の コ ス トを本社 に登 録 させ
，

その 投資

に伴 う償却費 や 経営 コ ス トな どを，年度業績の 評価尺度で ある 「責任利益1 か ら分離す る

こ と と した もの で あ る．

　 ［7 ］　 複数尺 度 に よ る PMC 評価制度 を導入 し
，
PMC に対 す る社長表彰制度 を実施

　 　 　 　 した ．

　 PMC 所長の 業績評価 尺 度 と して ，売上 高 と
， 責任 利益 の 計画達成 率 ，お よ びそ れ ぞ れ

の 前年比 伸長率 と い う4 項 目を評価す る こ と と した． こ れ は ，営業が 「売上高 辺 倒」 に

走 りが ち だ っ た こ とへ の 反 省 に よ る と い わ れ て い るが ， PMC が 売上 利 益責任 単位 で あ る

と い うこ との 意味 を評価尺 度の 上 で も理 解 で きる よ うに した の で ある ．

　こ の 評価制度 は ，社長 に よ る 表彰制度 と結 びつ け られ る こ とに よ っ て
， 効果 が 高め ら れ

た ．多様 な製品 を扱 う多地 域 の PMC の 成 果 を，半期 に
一

回同 じ尺 度で 測定 し表彰す る と

い うこ とは不公 平で あ る と感 じる 者 も少 な くなか っ た こ とで あ ろ う． しか し ，
こ の 仕組 み

が 単純 な指標 に よ っ て お り ， また
， PMC 所 長が 直接 コ ン トロ ール で きる 範囲で 成果 を計

られ る よ うに ，
P ／ L が 改善 され た こ と もあ っ て

，
　 PMC の 活性 化 に 大 きく役立 っ た と言わ

れ て い る ．

［8 ］　 キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー基準 に よ る計算方式 を導入 した ．

事業部別の 新 しい P ／L ，
B ／S が 定着 し始 め た 数年後 に キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー基準 の 考え方
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を制 度 と して 導入 した ．
一

つ は ， 投 資計 画 案 の フ ォ
ー

マ ッ トに DCF 法 を導入 した こ と で

あ り， もう
一

つ は ，事 業部 の 業績 計算 にお い て もP ／1、，B ／S と並 ぶ 第 3 の 財 務 表と して

事業 （本）部別 キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー
表 を作成 す る こ と に した こ とで あ る．

　利益 の 長期 志 向 を促す 施 策 と して は ，戦 略開発 コ ス トの を分離 す る制 度が 導入 され たが ，

そ れ だ けで は事業部 長 自身に 長期的 な投資の 成 果 を正 し く測 定 させ る た め に は不十分 だ と

考え ， キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー表を導入 した の で あ る．

3 ．2　80 年改 革の 基礎 に あ っ た もの

　同社 の 経営 ト ッ プ の 基 本 ポ リ シ ーは
， 70 年代 あ た りか ら ，安定 的な経常 利益 の 向上 ，

将来の 利益 と成 長 を狙 っ た投資 の 誘導， 画期 的 な新規商品 （新技術 ，新市場）の 開発 に 向

け られ て きた， こ うした 基本 ポ リシ ーの も とで ，事業 部 制 マ ネ ジ メ ン トを原 点 か ら見直そ

うと したの が ，80 年改革 の ね らい で あ っ た ．そ の 改革の シ ナ リ オ はか な り体 系的で あ り，

筋 の 通 っ た仕組 み 作 りを もた ら して い る ．

　同社 の 本社 ス タ ッ フ は， 80 年改 革 の プ ラ ン 作 りの 段 階で ，組織構造 を管理 責任単位の

ネ ッ トワ
ー

ク と して と らえ る考 え方 を導入 した． こ うい っ た考 え方 は ， 米国企 業の MCS

で は よ くみ られ るが ， 日本企 業 と して は傑 出 した例 とい っ て よ い で あ ろ う． こ の 考 え方 を

出発 点 に した こ と に よ っ て
， 80 年改革は 体系立 っ た もの に な りえた と い え よ う．例 えば，

従 来ス タ ッ フ 的な 役割 を果た して い た 事業部長 をラ イン の 長 と し て 位置づ け，そ の 傘下 に

PMC をお く構造 に し た ．同 時 にそ れ まで ラ イ ン の 長 の よ うに み られ て い た地 域 営業部長

や支 店長 を本 社 ス タ ッ フ と した． また ，事業部 をイ ン ベ ス トメ ン ト ・セ ン ター
に する とい

う考 え方 を明示 的 に取 り入 れ ，大 く く りの 事業部 を志 向す る こ とに よ っ て ，短期利益 と長

期 利益 を同時 に追 求 させ る基 盤 を作 っ た．

　 こ うい っ た組 織構造 面 の 変革 と同時並 行 的に 管理 会計 シ ス テ ム の 見直 しと改革 を行 っ た

こ とは 80 年 改 革の 大 きな特色 と言 え る で あ ろ う．例 え ば，責任利益 と い う考 え方 を明確

化 し ， そ の 計算書 と して損益 計算書 を と ら えなお した ． また
， 事業部長 に 長期的な利益計

画志 向を促す た め に 戦略開発 コ ス トの 制度 を考案 し
，

キ ャ ッ シ ュ フ ロ
ー

に 注意 を向けさせ

る よ うな施策 もと りい れ る な どは
， そ の 特徴 ある 例で ある ，

4． 80 年改 革 の ゆ りも ど し と 自社流 MCS の 模索

　S 化学 の 80 年改革は
，

上 述 の よ うに実 に よ く練 られ た改 革 で あ り ， 事業部 長 に ， 年度

ご との 経常利益 を し っ か りあげさせ なが ら ， 長期 的利益 の ため の 手 も打 つ よ うに促す仕組

み が 随所 に ほ どこ され て い た ．と こ ろ が ，
こ の よ うな仕 組 み作 りが

一
通 り終 わ らな い うち
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ル と管理 会 計

に ，早 くもこ の 狙 い とは相 反す る よ うな事態が次 々 と生 じて い っ た．

　 80 年 改 革 の 直後 は 不 運 に も 日本 経済 の 景気後退 期 に あ た り，せ っ か くの 改 革が 業績の

改善 に結 び つ か な か っ た． こ の よ うな状態は ，経営 ト ッ プ とそ の ス タ ッ フ に とっ て は 耐 え

が たい こ と で あ っ た ろ う．そ れ が ， 80 年改革 の あ との い くつ か の リ ア ク シ ョ ン を早め た

要因 と もな っ て い る ．

4．1　 80 年改革後の 制度変更

　 80 年改 革以 降 に行 わ れ た 諸 制 度 の 変 更 は さ ま ざまで あ る が ， マ ネ ジ メ ン ト ・コ ン トロ

ール の 視 点か ら整 理 しなお して み る と，以 「の 諸項 目 に ま とめ る こ とが で きる ，

　 ［1 ］　 戦略開発 コ ス トの 制度 が 廃止 され た ．

　 「戦略 開発 コ ス ト」 は 80 年改 革の 中の 重 要施 策の 一
つ で あ っ た が ， こ れが 早 くも 1982

年 に廃止 とな っ た． こ の 制 度 は，主 と して 長 期的利益 に は 貢献す る もの の 当面 の 短期利益

は低 下 させ る よ うな戦 略投 資や 開発 コ ス トに 事業部長の 関心 を向け させ る た め の 管理 会計

上 の 仕掛 け と して 導 入 され た もの で あ っ た． しか し，不運 に も 80 年改革 に つ づ く諸年 度

は 日本経済の 低迷期で あ り，同杜 は経常利益の 伸 び悩 み に 直面 した ． と こ ろが ，その よ う

な 全 社業績が 低迷 し た 中で ， 多 くの 事業部の 責任利益 が 黒字 と な っ て い た こ と
， そ して

，

事業部 長 た ちが 満 足 げで あ っ た こ と に 対 す る ト ッ プ マ ネ ジ メ ン トの 不 満が 引 き金 と な り ，

こ の 制度は 廃止 とな っ た ．廃止 され た 後 は
， 戦略 開 発 コ ス トも差 し引 い た 後の 事業部最 終

利益が 各事業部の 責任利益 とな っ た ．

　 ［2 ］　 本社 納金 制度が変更 され た ．

　80 年改革以後 は
， 総 資 産か ら無利 子負 債 を除 い た 分 を 「正 味使用 資本」 と して 経営 コ

ス ト （資本 コ ス トと本 社 費 を合 わ せ た もの ）の 算 定 ベ ース と した 。 しか し， 86 年 に は
，

経営 コ ス トが 廃止 され，代 わ りに ，資産 に対 して 社 内金 利 を，売上 高 に応 じて 本杜開発 費

と本社費 をそ れ ぞ れ課す方式 に改 め られ た．そ の 後，本社開発 費 と本杜 費は
一

つ の 欄 に ま

とめ られ，率が軽減 され た． こ の よ うな動 きの 理 由の
一

つ は
， 事業部側 の 「不 公平感」 の

是 正 で あ り， も うひ とつ は 本社 で 必 要 な費用 の 確保 で あ っ た ．不 公 平感 とは
， 例 えば

， 大

型 の 装 置 を もつ 事業部 は 売上が 上 が らな くと も常 に多額 の 経 営 コ ス トを払 わ な くて は な ら

ない な どの 状 況 を さ した．

［3 ］　 キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー表が 実質的 に活用 され なか っ た ．
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　80 年改 革の
一一

環 と して
， 設 備投 資案件 の 提案か ら承認 まで の シ ス テ ム に DCF を通用 す

る方 式 が整 備 され ，事業部 別 の 決算諸 表 にキ ャ ッ シ ュ フ ロ ー表が 導入 され た ． しか し，
こ

れ らは実 質的 に は経営 トッ プ に も ， また事業部長 に も， 極端 に は 本社 ス タ ッ フ に さえ も活

用 されな か っ た．資本 予算の シ ス テ ム を通 じて ，事業部 長 た ち に 経 営資源 の 配 分 を競 わ せ

る と い う米国型 MCS の 風 土 は 定着 しなか っ た の で あ り ， 経 営 トッ プ も ， 個 々 の 投資案件

に つ い て ， そ れ ぞ れの 「重 要 さの 程 度」 に 注 意 を払 っ て 決定 す る 方式 を選好 した の で ある ．

また ， 管理 会 計制 度 が 単年度 主 義 にな っ て ， 事業部 長 の 役割 が イ ン ベ ス トメ ン ト ・セ ン タ

ーの 長 とい うよ りも，
プ ロ フ ィ ッ ト ・セ ン ターの そ れ に 近 い もの に な っ て きた こ と もそ の

一一
因で ある ，

　 ［4 ］　 事業部単位 を小 くくりに改め ，事業 部を統括 す る単 位 を 「部 門 」と した ．

　 1986 年 に は 中 く くりの 事 業部制 を や め に して ，製 品群 別 の 小 事業 部制が 施行 され た

（こ の 組織構造は文 献【3 】の 図 3 − 1 を参照 された い ）．

　 合計 21 個 に 分 け られ た小事業部 は，利益 責任単位 と され た が ， い くつ か の 小事業部 を

統括す る 「部 門」 は
， 利益責任 を持 た ず ， 社長 と事業部 と の パ イ プ役 ， 事業部 問の 調整 役

と な っ た ．

　 ［5 ］　 本社直属 の 開発部門が 充実 され た ．

　 1984 年 に 開発本部 を設置 し，研究 開発部 門 を一
つ の 組織下 に ま とめ た ほ か ，本社 レ ベ

ル で 全 く新 しい 事業 を開発 す る 部 門を作 っ た ．1988 年 に は，各事業部の 研 究開発 と全 杜

的な新規研 究開発 の 両 方 をサ ポ ー トす る 組織 も作 られ た． 80 年改革 で 事 業部 を イ ン ベ ス

ト メ ン ト ・セ ン タ
ー と して 位置づ けた と きに は

， 開発か ら生 産 ・販売 まで を事業部長 にや

っ て もら うこ とをね ら い と して い た が ， その 後戦略 開発 コ ス トの 廃止 もあ り，
よ り長期 的

な利益 を確保す る 策 は
， 本社 ス タ ッ フ が経営 ト ッ プ の 意 向を対 して 進 め る と い う体制 に な

っ て い る．

　 ［6 ］　 事業部評価 に 多次 元の 尺 度 を導入 し ，社 長表彰制度 を採用 した．

　小 事業 部制 に した後，事業部 長 の 業績 評価尺度 が 多次元化 され， 各評価値 は点数 に よ っ

て ウ エ イ トづ け され た．収益 性 を測 る尺 度 と して 3 項 目，投 ド資本の 効率 ，成 長性 を示す

指標 と して 3 項 目ず つ が選 定 され た。事業部長 に投下 資本の 効率や 成長性 に も注意 を払 う

よ うに 仕向 ける こ とを期待 した もの で あ っ た ． こ れ と 同時 に
， あ る 一

定以 上 の 業績 をあ げ

た 事業部 は杜 長か ら表彰 を受け る 制度が 導入 され た ．表彰の 結 果は 事業部長の 賞与 に少額
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なが ら反映 さ れ る と共 に ，事業部長の 机上 に小 さ な旗が 贈 ら れ た ．

とそ の ス タ ッ フ に大 きな刺激 を もた ら した とい うこ とで あ る．

こ の 制度 は
， 事業部長

　 ［7 ］　 本 社 主導 の 中 ・長期計 画 を重 視 す るよ うに な っ た ．

　内部管理 シ ス テ ム の 変化 と同時 に ， 1983 年度 頃か らい くつ か の キ ャ ッ チ フ レ ーズ 付 き

中期計画が作成 され た．1983 年度か ら 1985 年度 まで を対象 と した 「ニ ュ
ー S．プ ラ ン 60」

1986 年度 か ら 1990 年度 まで を対 象 と した 「S ． フ ォ
ー

テ ィ
ー

ス 」，
1988 年度 に は

， 「S ．

フ ォ
ー

テ ィ ース 」 の 早期 目標達成 に 伴 い
， 新 た に 1988 年度か ら 1990 年度 まで の 「ク リエ

イ ト 90 」 を再 計画 ， そ し て 1990 年 度 に は 西 暦 2000 年 に あ る べ き企 業像 を展望 し た

「2000 年 ビ ジ ョ ン 」 を作成，その 考 えの 下 で ， 1991 年度か ら 1993 年度 まで を対 象 と した

中期計画 で ある 「セ ン チ ュ リ
ー 80」 を作成 した （固有名詞 は 仮想 され て い る ）．

4．2　一連の リア ク シ ョ ン の 解 釈

　 80 年改革 の 実施 か ら間 もな く，その 施 策の 核 の
一

つ で あ っ た 「戦略 開発 コ ス ト」 の 制

度 が 廃止 さ れ ，数年後 に は小 事業部制 へ の 復帰 とい うゆ りもど しが あ っ た ． こ れ ら は
， 同

社 の 事業部制 マ ネジ メ ン トの 特質 を考 え る上 で 重要 な出来事だ っ た とい うべ きもの で あ る．

　 まず ， 戦 略 開発 コ ス トは
， 管理 会 計 シ ス テ ム を単年度 主 義の もの に 変更 した代替制 度 と

して
， 事業部長 に 長期 的な視野 で の 戦略投資 や 開発 コ ス トの投 入 を奨励す る た め の 仕掛 と

して 用 意 され た もの で あ り，経理 的 な 措 置 と し て は ，「登 金剥 され た 投 資 コ ス トを事業 部

の 責任利益か ら免除する や り方が 採用 され た ．

　事業部長 は 戦略開発 コ ス トが 責任利益 の 計算 か らは ず さ れ る こ とに よ り， 白部 門の 業績

を良好 に見せ られ る こ とに 満足 し
，

こ の 制度 を歓迎 した が
， 経営 ト ッ プ は

， 全社の 損益計

算書上 の 最終利益 の 増減 に敏感 で あ っ た た め に ， こ の や り方 に 強 い 不 満 を持 つ よ うに な っ

た ．

　 日本企 業の 経理 ・財 務 を論 じる人 たち の 多 くは， 日本の 経営者 は年度 ご との 決算利益 は

ほ どほ どに とどめ ，む しろ成 長 と将来の 利益 の ため の 備 え を重 視 する と説 明す る の が 常 で

あ る ． しか し，同社の ケ
ース は ， 日本企業 と い え ども， 経営 ト ッ プ は 財務会計上 の 利 益 に

極 め て セ ン シ テ ィ ブ だ と い うこ と を示 唆 して い る ．

　 こ う して 同社 は
， 事業部 長 に 長期 的 な利 益 を追 求 させ る管理 会 計 上 の 仕掛 け を断念 した

が ， その よ うな役割は誰かが 果た さ なけ れ ば な らな い ． 同社で は実 質的 な役割 を本社 の 経

営 トッ プが 取 り戻 して
， 本社主導型 に移行 させ た と い うべ きで あろ う．例 えば

， 開発本部

を充実 させ て 新事業 の 探 求 を促 した り， 次 の 事業化候 補 の プ ロ ジ ェ ク トで ある 「C プ ロ
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（Creative　Project）」，技術 開発分野 の プ ロ ジ ェ ク トで ある 「D プ ロ 」，「M プ ロ 」 と い っ

た もの が本社主導で 次 々 と導 入 され た こ とに表 れて い る．

　 80 年改革で キ ャ ッ シ ュ フ m 一
の 考 え方 を取 り入 れ た 主 な動機 は ，事業部長 に長期 的な

利 益志 向を促 すた め で あ っ た が
， 事業部長 は この 情報 を活用 し て い な か っ た し

， 経営 ト ッ

プ も設備投資計画 の検 討 な どに こ の 指標 を利用せ ず，イ ン ベ ス トメ ン ト ・セ ン ター制 を打

ち出 した に も関 わ らず ， 現実 の 運 用 面 で は 投資 に つ い て 充分 な権 限 が事業部長 に委譲 され

る こ とは なか っ た ．

　そ して
，

こ の よ うな現実 を追認す る 形 で
，

86 年 に は
，

つ い に ，組織 も小 事業部 制 に復

帰 す る こ と にな っ た の で あ る ．事業 部 の く く り方 が小 さ くな り ，

一
品

一
業体 制 に近 い 形 に

戻 っ た結果，事業部長 とそ の 企 画 ス タ ッ フ は，営業所長 と工場 ・製造部 門を直接指揮 ・統

括 す る 役割 を弱 め
， 製 品 別 の 事業企 画 と生 産 ・販 売機 能 の 調 整 を 中心 とす る ス タ ッ フ 的 な

役割 を強め て い っ た．

　 こ の よ うに
，

ト ッ プ マ ネジメ ン ト と上層 ス タ ッ フ は
， 将来 の利益 と成長 の 鍵 は新製 品の

開発 を軸 とす る製 品戦 略 に あ る と い う認識 を強め ，将来の た め に事業 プロ ジ ェ ク トに は赤

字 を許容 し，事業部 の 責任会計 とは 分離す る な どの 措 置 を講 じ た．管理 会計の 仕組 み を使

っ て 事業部 長 に長 期 を見 据 えた投 資行動 を誘 導す る とい うや り方 に 替 えて ，本社 の リーダ

ー
シ ッ プの 下 に推 進す る こ とに な っ た と言 える で あ ろ う．

5． まとめ

　以上
，
S 化学の 事業部制の 変遷 を マ ネジ メ ン ト ・コ ン トロ

ー
ル と管理 会計 の 視点か ら捉

えて きた ． こ れ らの 変遷 が示唆 して い る特質を ま とめ て み る と次の よ うに言 える で あろ う．

　同社は ，1958 年か ら 60 年代 にか けて の 事業部制導入期 と
，

80 年改革の 時期 に は
， それ

ぞ れ 「米 国型 MCS 」の 理 論 に 忠 実な制度 の 確立 を め ざした よ うに 見受け られ る ． しか し

その 後 ，
こ の 狙 い が 意識的 に

， あ る い は 無意識 的 に 薄れ て い き， 実 質的変更が促 され て い

く歴 史が あ っ た．

　60 〜 70 年代 の S 化学 は
， 独 立採 算的で 自己 完結性 の 強 い 組織作 りと

， そ れ に マ ッ チ し

た 管理 会計 シ ス テ ム を もつ 体制 を事業部制の あ る べ き姿 と し て 追 求 して い た よ うに見受け

られ る ． と こ ろ が ， 70 年代 後半頃 に は
， 実質 的な組織運 営 と管理 会計 の 機 能が

， 米 国型

の それ とは か な り違 っ た もの に な り ，
こ れが 「当社の 事業部制 は活性化 して い ない 」 と い

う自覚 へ と つ なが り ， 80 年改革 を もた ら した の で あ る ． こ の 80 年改革で は
，

よ く筋道の

通 っ た仕組み 作 りをめ ざ した 結果 ， 米国型 MCS の 基礎理論 に か な り忠実な方向へ の 改革
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S 化学 の 事 業 部 制 マ ネ ジ メ ン ト ・コ ン トロ
ー

ル と管理 会 計

がすすめ られ た．管理責任単位 と い う考え方 を導入 し ， イ ン ベ ス トメ ン ト ・セ ン タ
ー と し

て 位置づ け られ た事 業部長が 開発 か ら製造 ・販売 まで を企 画 し管理 で きる よ うな体制 に し

た ． また，PMC （商品別営業所 長） を各事 業部直属 の プ ロ フ ィ ッ ト ・セ ン タ
ー と し ， 製

造 グル ープ を コ ス ト ・セ ン ター と位 置づ ける と と もに ，地域支店長 ，
工 場長 をス タ ッ フ と

して位置づ ける こ とで ，ラ イ ン の 長 と して の 事業部長 の 位置づ け を鮮 明 に し，
い わ ゆ る 自

己完結性の 高 い 独立採算単位 とす る こ とを 目指 した．

　 こ の よ うな方向づ けは， こ の 当時 日本の 多 くの 企業 で 関心が 高 まっ て い た経営戦 略論 の

影響 も見逃す こ とは で きな い ．す なわ ち
， 各事業部長 に 事業分 野別 の 実行 戦略 の 策 定 を委

譲 し ， 「短期利益 と長期利益 の 同時的 な追 求」 を しや す い よ うな体制 をめ ざし た の で あ る ．

そ の た め に は ，事業部 の 規 模 を製 品 ポ
ー

トフ ォ リオが 組 め る程 度 に 大 き くす る こ とが不 可

欠 と考 え られ た ．ま た，事業部長 に短期 と長期の 両 に らみ の 活動 を促す た め の 管 理 会計 上

の 配慮 と して ，責任利益 の 明確化，複 数尺 度 に よ る PMC や 事業部 業績評 価 ， 戦 略 開発 コ

ス トの 設置，キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー
基準 の 導入，…等の 施策が 整備 され た 。

　 こ の ような数 々 の 変更 は ， 例外 は ある が ，「年度 ご とに は し っ か り利 益 をあ げ なが ら ，

同 時に 長 期利益 の た め の 戦 略投 資 ・
開発投 資 も怠 りな く追 求 して も らう」 こ とを狙 い と し

て お り， 組織構造 と資本計算制度 とを有機的 に 関連づ けなが らシ ス テ ム 作 りを進め る とい

う筋の 通 っ た 考 えを基礎 にお い て い た． こ の 進 め方 は，社 内の 意 識改 革や 活性化 に貢献 し
，

業績向上 の ベ ー
ス を提供 した こ と は確 かで あ る ． と こ ろが

，
そ の よ うに よ く練 られ た制度

改 革で あ っ た に も関 わ らず ， 程 な く して こ の 改 革 へ の リ ア ク シ ョ ン が起 こ り， さ ま ざま な

制 度 上の 手直 しや ， 運 営上 の 変 更が あ い つ い だ こ と に注意 す べ きで あ る．

　 PMC 組織 の 運 営 と こ れ に関 連 す る社 長 に よ る表彰 制 度 以 外 の 諸 施 策 は，そ の ほ と ん ど

が ，80 年改革 か ら数年後 に は
， 実 質的 に 変更が な され た ．戦 略 開発 コ ス トの 制度 を廃止

し，後 に は 小事業部制 へ 復 帰す る こ とに よ り，事業部長 に短期利 益 と長期利 益 の 両 方 を追

求 させ る とい う体 制 をあ き らめ た形 に な っ た ．ま た，キ ャ ッ シ ュ フ ロ
ー

情報 を計画や 管理

に使 うとい う考 え方 も実質的 に は定着 しなか っ た，

　80 年代後半か ら 90 年代初 頭 に か けて の S 化 学 は
， 自社 の 企 業 環境 と組織風 土 に 適 合 し

た マ ネジ メ ン ト ・コ ン ト ロ
ー

ル ・シ ス テ ム を模索 中で あ り，そ の 意味 で ，新 しい タ イ プの

「日本型 MCS 」の 構築 ・整備 を進め て い る と い うべ きで あ ろ う．

　事例研 究か ら 明 らか に な っ た こ とは
， S 化学 の 事 業部 制 マ ネ ジ メ ン トの 特質 は ， 欧 米 ，

特 にア メ リ カ企 業 を対 象 と して 体系化 され て きた マ ネ ジ メ ン ト ・コ ン トロ ール 論の キ ー
ワ

ー ド
， 例 え ば

， 「分権管理」， 「権限 と責任の バ ラ ン ス 」， 「自己 完結型 の 組織構造」， 「独立

採算単位」，「プ ロ フ ィ ッ ト ・セ ン タ ー
」，「イ ン ベ ス トメ ン ト ・セ ン タ

ー
」， 「責任会計」，
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「業績 評価 と報酬1制度」，「目標斉合性 と公 平性」… な ど とい っ た ハ
ー ド面 の コ ン セ プ トだ

けで は，十 分に こ れ を明確化 す る こ とはで きな い と い うこ とで あ る ．公 式的 な制 度や 用 語

法 は 同 じで も ， それ らが実 質的 に意味す る と こ ろ が ， 異 な っ て い る の で あ る ．

　 こ の よ う なハ
ー

ド面 と同時 に 実 質的 な運 用 の 側 面 ，
つ ま りソ フ ト面 も併せ た分 析が 必要

で あ る と思 わ れ る ．そ の よ うな視 点か らの 分析 は，本 誌 に掲 載 され る論 文 別稿 で 展 開され

て い る （伏見，横 田［1 ］）．
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DIVISIONAL  MANAGEMENT  CONTROL

       AND  ACCOUNTING  SYSTEMS

        AT  S  CHEMICAL  COMPANY-

Tamio  Fushimi,' and  Eri Yokotat

ABSTRACT

 This paper  presents  a  case  study  of  the  divisional management  control  and

accounting  systems  of  a  Japanese  manufacturer,  S Chemical  Company,  The  main

purpose  of  this study  is to explain  the  characteristics  of  S Chemical's management

controls  and  to identify the  difference between  Japanese  and  American

management  styles.

 SectiDn 1 presents an  outlihe  of  the field study  and  the main  purposes of  this

paper. Section 2 describes the background  of  the 
"1980

 reformation,"  the

comprehensive  restracturing  of  organizational  and  accounting  systems  at  S

Chemical Company  in the early  1980s, Section 3 examines  the essence  of  1980
reformation,  and  Section 4  reviews  the  reactions  against  the  changes  that

occurred  during  the  reformation.  The  last section  of  this paper  summarizes  the

characteristics  of  S Chemical's divisional management  style,
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研 究資料

コ ン ピュ
ー

タ 1　　　二

改善点表示 の 方法 につ い て

よる経営診断シ ス テ ム の 設 計

金川 　
一

夫 ＊

羽藤 　 憲
一 ＋

菅　 　 錦吾 ‡

〈 研 究 要 旨〉

　本研究は ，融資業務 の エ キ ス パ ー
ト ・シ ス テ ム を構築す る際 に，す で に提案 され て

い る改善点 を表示する とい う機能 に対 して ，シ ス テ ム の イ ン プ ッ トと ア ウ トプ ッ トの

属性の 問題 を解決する た め に
， 改善点表示 の た め の 新 し い 方法を提 案 し

， そ の 有用性

を検証 した こ とに特徴が ある ，

　 イ ン プ ッ トデ ータ は ，個 々 の 担当者の 主 観が 入 り，担 当者が全 く同
．一

の 基準 で情報

を収集 ・分析 し て も同
一

の デ
ー

タを人力す る とは限 らな い ．そ こ で は担 当者の 主観性

の 影響 を常に 受け る．また，推論結果 と して の ア ウ トプ ッ トデ
ー

タ は ，担当者 に フ ィ

ー
ドバ ッ ク され る が ，そ れ は

，
こ の 融資交渉が 少 しで も円滑 に 進 め ら れ る こ と が で き

る よ うな情報 とする必要が ある．

　 こ の よ うな シ ス テ ム の イ ン プ ッ トと ア ウ トプ ッ トの 属 性 の 問題 を解決 す るた め の 1

つ の 方法 として ，改善点の 表示方法 を改善する こ とに よ り行お うとする意図 か ら，最

優先改善点表示法 と して 最 も改善す べ き もの を
一

つ だ け表示する 方法 と，全改善点表

示法 と して 改善 し得 る全 て の もの を表示す る方法 との 2 つ の 代替的な方法 を提案 した．

　そ して ，こ れ らの 代替 的 な方法を検証 し，全改善点表示 法 と して 提 案 され る方法が

有用 で ある こ とを明 ら か に した ．

〈 キーワー ド〉

経営診断シ ス テ ム ，改善点表示法， エ キ ス パ ー トシ ス テ ム ，最優先改善点表示法，全

改善点表示法

1993 年 5 月 受f寸
＊
近 畿大 学 工 学部 経 営 工 学 科講 師

†近 畿大 学 工 学 部経 営 工 学 科助 手

‡せ と うち銀 行渉外 係
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1。 は じめ に

　銀 行の 融 資 業務 に お い て 与信判 断 を行 な う際 に ，取 引先 へ の 融資 に対 して 否認 で はな い

が承 認 の た め に は
， 条件 を提 示 して さ らに折 衝 をす す め る と い う場合が あ る ．融資業務 を

対象と した 与信判 断エ キス パ ー ト ・シ ス テ ム を構築す る 際， こ の こ と を行 うた め に条件付

と して 改 善点 を表示 す る機能 を組 み 込 む こ とが必 要 で あ る。

　 こ の よ うな 条件付 と し て 改善点 を表示す る機能 は 知識整理 の 段階で ，ル
ー

ル に改善点 を

組 み 込 む こ と に よ り可 能 と な る こ とは 金川 ら ［1］に よ っ て 示 され て い る ．本研 究 で は ，新

規取 引先か らの 借 入 申込 に対 して 担当者が得 た情報 を シ ス テ ム に 入力 する 際，同
一・

の 環境

に お い て ，担当者個 々 の 性格の 違 い に よ る イン プ ッ トデ
ー

タに 影響する 評価が シス テ ムか ら

の ア ウ トプ ッ トデ
ータ に で きるだけ影響 を及ぼ さな い よ うに す るため に ，そ して そ の 推論結

果で ある ア ウ トプ ッ トデ
ー

タ と して の 改善点 の 情報 を利用 して ，担当者が 融資交渉 を円滑

に進 め る こ とが で きる よ うにす る ため に， こ の よ うな改善点表示 の 新 た な方法 を提案する．

2． 研究の 目的

　本研究の 対象 は
，

シ ス テ ム へ の イ ン プ ッ トとシ ス テ ム か らの ア ウ トプ ッ トの 属性 に 関連

して い る ．

（1）イ ン プ ッ トデ ー タ

　取引先か ら借入 申込打診を受け た と き，担 当者は次 の よ うに 情報の 収集 と整理
，

そ して

こ れ ら の 情報の 分析 ・検討を行 う．

第 1段 階 ．情報の 収集

　情報の 収集と して は
， 積極方針が確定 し て い る 新規取引先 と対 処方針が 未確定 の 新規取

引先 と で は 方 法が 異 な る．前 者 は，地 区 高 額 所得 法 人 リスト
，
同業者 あ る い は取 引先の 評判 ，

興信所情報等で 情報 を得 る こ とが 出 来 る ，後者 は
， 事前 の 情報の 蓄積が 少 な い た め に 先方

の 話 を十分 に 聞 き ， 借 入 申込 内容か ら会社 の 内容 まで 要 領 よ く情 報 を収 集 す る．

第 2 段階．情報の 整 理

　第 1段 階で 得 られ た融資判断 に必 要な情報 を整理 す る ．

第 3 段階 ．第 1段 階 と第 2段 階 の 相互 反復作 業 に よる 実態 の 把握

　第 2 段階の 情報 の 整理 に よ っ て 不 足部分 を把握 し
， そ の 不足部分 を補 うた め に新 たに情

報 を集め 整理 す る．

第 4 段階． 情報の 分析 ・検討
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　第 1段 階か ら第 3 段 階 まで の 作業 に よ り得 られ た情報 の 分析 ・検討 を行 う．担 当者 は 完

壁 な情報 を 得る こ と は 不可 能 で あ る が
， 自信 を持 て る と い うと こ ろ まで 情 報 を 集 め な けれ

ばな らな い ．

　こ の よ うな分析 ・検討の 結果 と して の 情報 を ，
シ ス テ ム に イ ン プ ッ トデ

ー タ と して 入 力

す る．

（2）ア ウ トプッ トデ ー
タ

　 こ の よ うな取 引先か ら の 借 入 申込打 診に関 す る担 当者の 情 報 に対 して ，銀行 内 で の 意思

決定は
， 実際に は

， 稟議制度を通 じて 行わ れ る ．す なわ ち，次の よ うに 案件の 受付，店内

協議 ， そ し て 稟議審査の 順 に行 わ れ る ．

第 1 段 階 ．案件の 受付

　 取引先 よ り借 入申込 を受 ける と，担当者 は案件 の 受付 を開始する ．

第 2 段階 ．店 内協議

　案 件の 受付 を終了 した担 当者は
，

融 資係 に 案件 を取 り次 ぎ
， 関係者 に よる案件 の 店内協

議が 行わ れ る ．そ こで
， 取引先 の 申込 に対 し て店 内協議 の 結果 を稟議書 に ま とめ る ．

第 3 段階．稟議審査

　作成 され た稟議 書 に よ り支店 長 席 で 最終意思 決 定 は 稟議 審査 を通 じて 行 わ れ る．

　 こ の 最終意思 決定の 結果が ， ア ウ トプ ッ トデ
ー

タで あ る ． そ して ， こ れ ら案件 の 受付 ，

店 内協議 ，稟議 審査 の プ ロ セ ス をエ キ ス パ ー ト ・シ ス テ ム と して 構築 しよ うと して い る の

で あ り，こ の シ ス テ ム は支店の 意思決定 を支援す る もの で あ る．

　 こ の 場 合 に ，問題 と な る の は
，

イ ン プ ッ トデ
ー

タ と ア ウ トプ ッ トデ
ー

タ で あ る ．イ ン プ

ッ トデ
ー タ は

， 個々 の 担当者の 主観が 入 り， 全 く同
一の 基準で 情報を収集分析 して も，同

一
の イ ン プ ッ トデ

ー
タ を入力す る とは 限 らな い で あろ う． した が っ て

， 取 引先か ら の 情報

を シ ス テ ム へ の イ ン プ ッ トデ ー タ と して 評価 す る際 ，担 当者 の 主観 性 の 影響 を受 ける で あ

ろ う．

　 また ，
シ ス テ ム の 推論 結 果 と して の ア ウ トプ ッ トデ

ー タは ， 担 当者 に フ ィ
ー ドバ ッ ク さ

れ るが， こ の 結 果 は
，

こ れ か らの 取引 先 に対 す る対 応 に 影 響 を及 ぼす もの で あ る ．す な わ

ち ， 借入 申込 に 対 し て 問題 点多 し と して 謝絶す る こ とは 簡単で あ る． しか し， 担当者が 継

続 的 に訪問 を重 ね て きた新規 取引先 を，そ れ も先方か ら具体的 な内容で 打診 の あ っ た先 を

逃 す こ とは な い と思 わ れ る ． こ の よ うに ，
シ ス テ ム か らの ア ウ トプ ッ トデ ー タ は

，
こ の 借

入申込が可能 と なる よ うに折衝 を進 め る こ とが で きる よ うな情報 とする 必要が ある ．

　 した が っ て
， 本研 究 の 目的 は

， 以 上 の よ うな シ ス テ ム の イ ン プ ッ トデ
ー

タ と ア ウ トプ ッ

トデ
ー

タ の 属性の 問題 を解 決す る た め の シ ス テ ム 構築の 方法 を提案する こ とで あ る ，
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3． シ ス テ ム の イ ン プ ッ トとア ウ トプ ッ ト

　経営診 断 シス テ ム へ の イ ン プ ッ トは
， 担 当者 に よ り取引先 か ら得 ら れ た事実 と して の 情

報 で ある 。 こ れ は
， 厂事実 」と呼 ば れ る ．そ して そ の ア ウ トプ ッ トは

，
シ ス テ ム に よ り「推

論 」され た結果 と して の 取引先 へ の 対応 の 情報で あ る ．そ こ で こ れ らの 「事実 」と「推論 」

とを エ キ ス パ ー
ト ・シ ス テ ム の もう

一
つ の 特徴 と して の 「関係 」との 関 連 に つ い て

，
コ ン

ピ ユ
ー

タ言語 Prolog に よ っ て 表現 する と次の よ うに 示す こ とが で きる ．

（1）事実

　事実 と して の 情報 は ， 経営者 の 人柄，取扱商品，販 売先，担保物件 な との取 引先 に つ い

て の デ ー タ で あ る ．

　事実 の 例

　経営 者 の 人物 が 良 い 　　経営者 （良 い ）．

　販売先が 妥 当　 　　　　販 売先（妥当 ）．

　担保 を提供す る　 　　 担保（提供す る ）．

（2）関係

　そ れぞ れ の 事実 の 問 に生 じる 関係で あ る． こ れ に は AND の 関係 と OR の 関係 が あ る ．

　 AND の 関係 の 例

　経営者の 人物が 良 く，か つ ，販売先が妥当，か つ ，担保 を提供す る な らば融資は全額行 う．

　　融 資（全 　額 ）：
一

経営者 （良 い ）， 販 売先（妥　当 ），　 担保（提供す る ），

　OR の 関係の 例

　経営者 の 人物が悪 い
，

か つ
， 販売先が妥当 ， また は

， 販売先が や や 妥当，か つ ，担保 を

提 供す る な らば融 資 は条件付 で 行 う．

　　融資（条件付 ）：
一
経営者（悪 い ），販売先（妥　当 ），　 担保（提供す る ），

　　融 資（条件 付 ）：
一

経 営 者 （悪 い ）， 販 売 先 （や や 妥 当 ），担保 （提 供 す る ），

（3）推論

　こ れ ら の 関係 の 集 ま りが
，
ル

ー
ル で あ り，

こ の ル
ー

ル によ り推 論 が行 わ れ る ．

　 ル ール の 例

　　関係 1　融資（全　額 ）：
一経営者（良 い ），販 売先 （妥　当 ），　 担保（提供する ）．

　　関係 2　融資（条件付 ）：
一経 営者（悪 い ），販 売先 （妥　当 ），　 担保 （提供する ）．

　　　　　 融資（条件付 ）：
一
経営 者（悪い ）， 販 売先（や や妥 当 ）， 担 保（提 供す る ）．

　　関係 3　融資（否 認 ）：
一

経営者（悪い ），販 売先（不適 切 ），　 担 保 醜 供 しな い ）．
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　 こ れ らの 関係 1 か ら 3 まで に よ っ て 1 つ の 単純 な融資判断の ル
ー

ル が 形成 され る ． こ れ

に よ り，融 資 を判 断す る 推論機構が 構築 さ れ る の で あ る ．例 え ば
，「経営者 の 人 物 は 悪 い

，

販売先は や や 妥当 ， 担保 を提供 する 」と い う事実が ある と仮定する ． こ の 事実 は次の よ う

に示 され る．

事実 1　経営者（悪 い ），

事実 2　販売先（や や 妥当 ）．

事実 3 　担保（提供す る ）．

　こ れ らの 事実が シ ス テ ム に イ ン プ ッ トされ る と
， 前述の 融資判 断の ル ール の 中 か ら こ の

事実 を支持す る 関係 2 を見 つ け 出 し
，
ア ウ トプ ッ トと して 融 資は 条 件 付 きで 行 う と推 論 さ

れ る の で あ る．

　 こ れ らの イ ン プ ッ トと ア ウ トプ ッ トの デ
ー

タ は
， 金川 ら ［1］ の シ ス テ ム で は

， 次 の よ

うに 示 さ れ る ．イ ン プ ッ トデ
ー

タ と して の 事実 は
，

以 下 に 示す基本 要素 に 対 して 応 答す る

形 で示 さ れ る ．

基本要素　 1　 申請額 は妥 当で ある か．

基本要素　2 ：既 存行 との 絡 み か ら
， 借入実現 の 見 通 しは ど の 程度 か ．

基本 要 素 　3　 申込先の 当行 の 位 置づ け は ど の 程度 か ， 真剣 な取引構想 が あ る の か ．

基本要素　4　経営者の 人物，能力は ど うか ．

基本要素　5　販 売先 は 適 切 で あ る か．

基本要素　 6　 担保提供 は どの 程度 か ．

基本 要素 　7 ：社長個 人及 び 固定性 預 金 に よ る保全 は どうか．

基本要素　8　 今後の 企 業取引 で の 採算は どの 程度 ある か ，

基 本要素　 9　 従業員 を含 む個人取引で の 採算 は どの 程度 ある か ．

基本要素 10　 そ の 他 の 付随取 引 で の 採算 は ど の 程 度 あ るか ．

　担当者 に よ っ て 集め ら れ た こ れ らの イ ン プ ッ トデ
ータ と して の 事実 か ら以 下 の よ うな 中

間情報 を導 き出す．

中間情 報　1
’
当該融 資打 診 に つ い て 先 方の 期待感 は どの 程度 強 い の か ．

中間情報　2　 債権保全策 は ど うか 。

中間情報　3　 取引 メ リ ッ トは ある か ．
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図表 1． エ キ ス パ ー トの 思考パ タ ーン

基 本要素1 基 本 要素5 基 本要 素8

基本 要素2 基 本要 素6 基本要素9

基 本要 素3 基 本要素7 基 本要素m

基本要素4

評価 1 評価 2 評価3

中間情 報1 中 間情 報2 中間情報3

評価4

最終 意 見

決 定

こ れ らの 中 間情報 か ら最終意 思決定 と して の 融資判断が推論 され る． こ．の よ うな エ キス パ

ー トの 思 考 パ タ ー ン は 図表 1 に示 され る ．図表 1 に示 され る ・よ うに
， 基本要素 1 か ら 4 ま

で の 評価 に よ り， 中 間情報 1 の 期待感 を評価 し，基 本 要素 5 か ら 7 まで の 評価 に よ り， 中

間情報 2 の 債 権保全 を評価 し
， 基本要 素 8 か ら 10 まで の 評 価 に よ り ， 中間情報 3 の 取 引メ

1J
ットを評 価 す る ．

・
そ して ，中 間情 報 1，2，3 を評価 す る こ とに よ り最終 意思 決定 を下す と

い う流 れ に な る． こ の よ うな エ キ ス パ ー トの 思考パ タ ー ン をシ ス テ ム に よ り行 うた め に は ，

評価 1 か ら 4 まで の それ ぞ れ に対 して 次の よ うなル ール を設 け る ．

ル ー ル 1　 期 待感ル ール

ル
ー

ル 2 　 債 権 保 全 ル ール

ル ー ル 3　 取引 メ リ ッ トル ール

ル
ール 4 　 最終意 思決定 ル

ー
ル

　こ の 場合，最 終意思 決定ル ール は ，期待感 ル
ー

ル に よ り推論 され た期待感 と，債権保全

ル ール に よ り推論 され た債権保全 と，取引 メ リ ッ トル ー
ル に よ り推論 され た取引メ リ ッ ト
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に よ っ て 推論され ， 融資は 承認 ， 条件付 ， あ る い は 否認 と判断 され る ．融資が承認の 場合 ，

否認 の 場合 ， そ して 否認 で は な い が承認の た め に は 取引先 に 対 して さ らに 条件 を提示 して

交渉をす る場 合 をそ れ ぞ れ 推論する ．条件 を提示 して 交 渉 をす る 場合 に
， 条件付 か ら承 認

に 導 くた め に 必 要な 基本要素 を「改善点 」と し て 表示す る ．担 当者 は
， 表示 され た 「改善

点 」を もと に条件 を提示 し て 折衝 をすすめ る ． こ の よ うに
，
シ ス テ ム か らの ア ウ トプ ッ ト

デ
ー

タ は 「改善点 」を表示する ように設 計 さ れ て い る。

4． 改善案の 提案

　2 節 で 述 べ られ た よ うに
，
シ ス テ ム へ の イ ン プ ッ トデ

ー
タ は，担 当者の 主観性 の 影響 を

で きる か ぎ り少 な くす る必 要 が あ り， また
，
シ ス テ ム か らの ア ウ トプ ッ トデ

ー
タ は，担 当

者 の 融資交 渉を円滑に 進 め る こ とが で きる よ うな情報 とする 必要が ある ．そ こ で
，

こ れ ら

の イ ン プ ッ トデ
ー

タ とア ウ トプ ッ トデ
ー

タ の 問題 を解 決す る た め に，金 川 ら ［1］の シ ス

テ ム に 対 して
， 最終 意思決定 ル ール に よ り「条件付 き」と推論 され る 際 ， 改善点 を表示 す

る 方法 と して ，以 下 に示す二 通 りの 方法 を提案 し，比較す る ．

最優先改善点 表示法 ：最 も改 善す べ き もd）を一
つ だ け表示す る方法

全改 善点表示 法　　 ：改善 し得る全 て の もの を表示 す る 方法

　改善点 の 表示 を，こ れ ら最優先改善点表示法 ， 全改善点表示法 の 二 通 りの 方法で 行 うた

め に ， 図表 2 か ら 8 まで に示 され る よ うなパ ラ メ
ー

ダ
・マ トリ ッ ク ス を作成 す る ．本 来 パ

ラ メ ー タ ・マ トリ ッ ク ス は ル
ー

ル を理解 しやす くする た め に作成 され る もの で あ る が ，
こ

こ で は さら にそ れ ぞ れ の ル ール に対 する 改善点を図表 下部 に 示す よ うに して い る ．

　最優先改善点表示法 の 改善点 は
， そ の 1 つ を改善す る こ とに よ り結果パ ラ メ

ー
タ が 1 段

階 以 上 あが る原 因パ ラ メ
ー

タ を最優 先の 改善点 と して い る 。 こ の た め
，

ル
ー

ル は 両案 と も

同
一

の 内容 で あ る が ， こ の よ うな方法 で 改善点 を表示す る ため に
，

ル
ー

ル に お け る OR の

関係 が 最優先改善点表示法 と全 改善点表示法 で は別 の 組 み 合せ と して 示 され て い る ． した

が っ て ，最優先改善点表示法 と全 改善 点表示法そ れ ぞ れ に つ い て パ ラ メ
ー

タ ・マ トリ ッ ク

ス を作成 して い る ，

（1）最優先改善点表示法

　期待感ル ール
， 債権保全 ル ー

ル
， 取 引メ リ ッ トル

ー
ル

， 最終意 思 決定 ル
ー

ル の そ れ ぞ れ

の パ ラ メ ー タ ・マ トリ ッ ク ス を図表 2 か ら図表 5 まで に 示す．期待感ル ール に つ い て は
，
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期 待感 ル ール に 含 まれ る各基本要素 に対 す る改善点提示 の 組み 合せ は，最優先改善点表示

法 ， 全改善点表示法 とも同様 とな る た め
， 両案 と も同

一
の パ ラ メ

ー
タ ・マ トリ ッ クス とな る．

　 改 善点 に つ い て は，そ れ ぞ れ の 図表の 下 部 に 示 され る． 組合せ の 数 は，期待 感 ル ール

は 15 通 り ， 債権保全 ル
ー

ル は 17 通 り ， 取 引 メ リ ッ トル
ー

ル は 11 通 り，最 終 意 思 決 定 ル

ール は 5 通 りで あ る．

（2）全改善点表示法

　期待感 ル ー
ル の パ ラ メ

ー
タ ・マ トリ ッ ク ス を図表 2 に 示 し

， 債権保全ル
ー

ル ・取引メ リ

ッ トル ール ・最 終意思決定 ル ール の そ れ ぞ れ の パ ラ メ ー タ ・
マ トリ ッ ク ス を図 表 6 か ら図

表 8 まで に示す．

　　　　　　　　　図表 2　期待感ル ール の パ ラ メ ータ ・マ トリ ッ ク ス

　　　　　　　　　　　 （最優先改善点表示法 ・全改善点表示法）
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マ トリ ッ ク ス （最優 先 改 善点 表示 法 ）債権保全 ル ール の パ ラメ ータ図表 3
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図表 5　最 終意思 決定ル ー
ルのパ ラ メ ータ ・ マ トリ ッ ク ス
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図表 6　債権ル ール の パ ラ メ
ー

タ ・マ トリ ッ クス （全改善点表示法）
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　改善点 に つ い て は ，それ ぞ れ の 図表の 下部 に示 され る ．組合せ の 数は ，期待感 ル
ー

ル は

15 通 り ， 債権保全 ル ール は 20 通 り，取 引 メ リ ッ トル ー ル は 13 通 り，最終意思決定ル ー

ル は 19 通 りで ある ．

　こ の よ うに
，
パ ラ メ

ー
タ ・

マ トリ ッ ク ス に よ っ て 示 され た両 案 に 基づ くル ール と改善案

は金 川 ら ［1］の シ ス テ ム の 知識 ベ ース に組 み込 まれ た．
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図表 7　取引ル
ー

ル の パ ラ メ
ー

タ ・マ トリッ クス （全改善点表示 法）
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図 表 8　最終意思決定ル ール の パ ラ メ ータ ・マ トリ ッ ク ス （全改 善点表示 法 ）
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x

5． イ ン プ ッ ト ・ア ウ トプ ッ ト問題 に対 する 評価

　 イ ン プ ッ トデ ー タ ・ア ウ トプ ッ トデ ー タ の 問題 に対 する こ れ ら最優先改善点表示法 ，
全

改善点表示法の 効果 を評価す る ため に つ ぎの よ うな例 を設 ける ．

（設例 ）

　D 社 は ，業歴 20 年，資本金 16 百 万 円 ，従業 員 30 名 の 中 堅 ど こ ろ鋼 材 販 売 2 次 問屋 で

あ る ．創 業者 の 先代 は 手 堅 い 商 法で や っ て きた が
，

2 年前死 去 ， 現 社長 は
， そ の 長 男 で

，

年齢 35 歳 と若 く， 先代 に くら べ 積極 的拡販 政策 を打 ち出 して い る ．

　仕入 先 は大手 M 商社 で あ る が ，資本 は 入 っ て い な い ．販 売 先 は 鉄工 所 ， 建 築業者 な ど

従 来 よ りの 実 需 筋向け は 40 ％ 程度 で ある ．現 社長 に な っ て か ら は
， 量 的拡大 を図 り販売

業者向 け（仲 間筋 ）が 急増 して い る ．決算書上 に も大 きな 変化 と して 表れ て い る．

　 56 年 3 月期 は，増収減益 と粗利益 段 階か ら減益 に な っ て い る ． しか し，社 長 は景気 回復

に 伴 う需要増 ， 好調 な鋼 材 市況 を背 景 に 依 然 ， 積極方針 に あ り今期 は 年商 20 億 （全 年比

42 ％ 増 ）を 目論 ん で い る．

　 さ らに
， 洩 れ 聞 くと こ ろ に よ る と

， 経営合理 化 と保有資産 の 有効活用 か ら 自社倉庫（加

工 場兼用 ）の 建築計画 も持 っ て い る模様 との こ とで あ る ．

　取 引 銀行 は
，
A

，
　 B ，　 C の 3 行 で A 行 が D 社 設 立以 来 の 主力 行 で あ る．

　 また
， 社長の 個 人資産 は先代 の 遺産 も含め 時価約 2 億 と言 わ れ て い る ．役 員，従業員の

個 人預 金 は従 来 よ り主 力 の A 行
一行取 引（平均残 高 30 百万 円程 度 ）との こ とで あ る ．

　D 社 は 当行の 近隣 中堅 新規先 と し て 渉外担 当者が 継続訪問 し与信セールスを行 っ て きた が ，

今般 ， 社 長 よ り増加運転資金 と して 商手 70 百万 円の 増枠が 必要なの だが
，

どの 程度融資

して くれ るか と打 診が あ っ た ．

こ の 設 例 に対 して ，以 下 の よ うな 2 つ の テ ス トを行 う．

テ ス ト1 ：担当者 の 主 観性 と の 関連 を評 価 す るた め に ， 担 当 者個 人 の 主 観 が どの よ うに 推

論 結 果 と して の ア ウ トプ ッ トデ
ー

タ に影響 を及ぼす か．

テ ス ト 2 ：担 当者 の 融資交 渉 を円 滑 に進 め る こ とが で きる よ うな情報 とす る ため に ，ア ウ

トプ ッ トデ
ー

タ に 改善点が 出た 場 合 ， そ の 改善点 を改 善 し， 再 び シ ス テ ム を実 行 した と き

に は
，
ア ウ トプ ッ トデ

ー
タ が どの よ うに 変化する か ．

5・1． テ ス ト1
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（1）シ ス テ ム へ の イ ン プ ッ トデ ー タ

　担 当 者の D 社 に対 す る判断 を A か ら G まで と し ， 図表 9 に 示す． こ こ で ，担 当者の そ

れ ぞ れ の 判 断は A を基準 と し
，
B か ら G まで は A の 評価 に対 し て 担当者が 図表 9 の 右 側 に

示 す理 由か ら異 な る 判 断 を した と きを仮 定 し ， 担 当者個人 の 主観が どの よ うに推論結果 と

して の ア ウ トプ ッ トデ
ー

タ に 影響 する か を比較す る ．

（2）テス ト 1 の ア ウ トプッ トデ ー
タ

　テス ト1 の 最優 先改 善点 表示 法 ・全 改善 点表 示法そ れ ぞ れ の ア ウ トプ ッ トデ
ー タ を表

10 ， 11 に 示す．

5・2． テ ス ト 2

（1）シス テム へ の イ ンプ ッ トデー タ

　 こ の 設 例 に 対 して
， 担 当者が 図 表 12 に 示 され る よ うな よ うな判断 を した と仮 定 し，最

優先改善点表示法 ・全改善点表示法そ れ ぞ れの 場合 に つ い て メ リ ッ トを入力す る ，

（2）最初の ア ウ トプ ッ トデ ー タ

　最優先改善点表示法 ・全 改善点表示法そ れ ぞ れ の ア ウ トプ ッ トデ ータ を図 表 13 に 示す．

（3）再実行

　最初の ア ウ トプ ッ トデ
ー

タ と し て 表示 され て い る改善点を最優i先改善点表示法 ・全改善

点表示法そ れ ぞれ以 下 の よ うに 改善 し，再実行す る．

　最優先改善点表示法 ：担当者は D 社 と交渉 し
， 会社所有 の 土 地 を根抵 当 と し て 設 定登 記

す る こ とに よ り ， 担保提供 の 程度 を「
一

部提 供 」か ら「提供 す る 」の 評 価基 準 に達 した もの

と仮定 し
，

こ の デ
ー タを変更 し

， 再実行する ．

　全改 善点表示 法 ：薄利 多売 の 経営で は 成 長性 も弱 く ， 取引 メ リ ッ トを期 待す る こ とが む

ずか し い の で ，担 当者 は D 杜 と交渉 し，銀行か らの 経営指導 を図る こ とを条件 に
，

企 業取

引で の 採算 を「普通 」か ら「や や あ る 」の 評 価基 準 に 達 した もの と仮 定 し ，
こ の デ

ー タを変

更 し，再 実 行 す る．

（4）再実行後の ア ウ トプ ッ トデ ー
タ

　再実行後の ア ウ トプ ッ トデ ー タ を図表 14 に示す ．こ こ で 全 改 善点表示法 は承認 とな る．

また ，最優 先 改 善点表示 法で は 担 当者 が D 社 と さ ら に 交渉 し ， 商手支 払口 に つ い て 販 売 先

構成率を勘案 し
， 信用度如何 に よ っ て は支払 口 を選別す る と い う条件 を提示する こ とに よ
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り ， 販 売先 を「普通 」か ら「やや 妥当 」と考 え られ る評価基 準に 達 す る と した場合 ， 承認 と

な る．

図 表 9 　テ ス ト1 の イ ンプ ッ トデ ータ

評価

ABCDEFG 主　 白・な ≡ll　 の 埋

う 当 ○ ○ o ○ 〔 ○

や や 妥当

申請額 の 妥 当性 普 通

や や 不適 切

不 適 切

大 い にあ る

期 や や ある 0Q （⊃ o0 ○ Q
借人 実現 度 普 通

待 あ ま りない

な い

感 大 い に ある

や や ある o ○ ○ ○ ○ Q ○

真剣 な取引 構 想 普 通

あ ま りない

な い

非 吊 に 　い 普 通 （り先代 に く らべ 責＿　で あ る

経 営 者 の 入物 や や 良 い 普通 ：（2）仕入 先 は 大手 商 社 で あ る
・能力 普 逓 ○ ○ Qooo 普 通 ：（3）D 社 は 中堅 と して 業歴加 年の 企 業で あ りほ ぼ 安定 して い る

や や 悪 い △ や や悪 い ：q）35才 と若 い

悪 い

”
当 普 通 （1）従来 よ りの 実 需 蔽 け40％程 ．迂で あ り、女 肥 した 冗 上 が 見

’

や や 妥 当 ま れ る

販売先 普 通 ○ ○ ○ ○ ○ ○ や や 不 適切 ；（1）仲 間筋 が 急 増 し て い る

債 や や 不 適切 △

不 適 切

権 提供す る

1担 保 提 供
一

部 提 供 ○ ○ ○ ○ ○ o ○

保 提 供 しな い

10   ％以．．ヒ円
．
能 70％以 上 可 能 ：（1）社長

1
　 ・2 思 円で 　 る が 、その っ　 9

．
肖万 円 の 保 全

全 70％以 上 可能 o ○ oooO が 可 能

社長保証他 50％以 上 可 能 △ 50％ 以上 可 能 ；G）社 長資 産 2億 円で あ るが、その うち35百 万 円 の 保全

丑0％以 ヒ可 能 が 可能
10％未 満

大 い に あ る 日 通 ：（1）現
』
A 行

一
行 取引 で あ り、ワ回 の 　　取 弓か ら 7 後 の

や や ある 企業取引の 増加が 見込 まれ る と判断す る

取 企 業取引 普通 o ○ ○ ○ 0Q あ ま りな い 〔D本 件 融 資 に よ り当行 と企 業 取 引の 関係 は 増 え そ うに

あ ま りな い △ な い

引 ほ ン ん 封 ない

大 い に あ る や や ある ：（1）従業 員取 引は A 行取弓＿な っ て い る が 、当行 へ の 取引

メ や や あ る ○ ○ ○ O0o 変更が ロ∫能 と判断

個人取引 普 通 あ まりない ；σ）従業員取引 は A 行取引 となって い る が、A 行 か ら当行

リ あま りない △ への 取 引変更は難 しい と 判断

な い

ツ
』
い に あ る や や ある：（1）仕 入先 大　M 社 の 取引紹 1が 可目匕 と判断

や やあ る △ あま りな い ：（1）仕入 先大手M 社の 取引 紹 介 は難 しい と判 断

ト 付随取引 普通

あ ま りな い ○ ○ ○ O ○ ○
な い

（注）△ の 印の 判断 が 損 当者A と それ ぞ れ の 担当
．
者 との 相違点で ある

　 図 表 10 　テス ト1 の ア ウ トプッ トデー
タ （再優 先改善表示法）

最終意思決定 改善点（中間情報） 改善点（基本要素）

A 条件付 債権保全 担保提供

B 条件付 債権保全 販売先

C 条件付 債権 保全 担保提供

評

　
　
　
　
価

D 条件付 取引刈 ット 企 業取引

E 条件付 債権保全 担保提供

F 条件付
．

債権 保全 担保提供

G 条件付 期待感 経営者人物
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図 表 11　テ ス ト1 のア ウ トプ ッ トデータ （全改善表示法 ）

最 終 忌 思 決 定 改 善点（中間情報） 改善点（基本要素）

A 条 件付 取 引 刈 ット

ま た は 債 権 保全

企 業取引 と個 人取引
ま た は 販売 先 と担 保 提供 と 社 長保証

B 条件付 取 引メリソトと債 　保 全

また は 債 権保 全 を100％以上

企 業取 引 と個 人取 引 と販 売 先 と担保提供

C 条件付 取引刈 ットと債権保全

また は 債権保 全を100％以上

企業取引 と個人取引 と販 売先 と担保 提 供 と杜 長保 証

評

　

　

　
　

　

　

　
　

価

D 条 件付 取引刈 ッ トと債 権保 全

また は 取引 メ
11
ットの 十 分 な 改 善

企 業取引 と個人 取引 と販 売先 と社長 保 証

E 条件付 取引メリ升

また は 債権 保全

企 　取 引 と個 人取 引 と販 売 先 と担保 提 供 と社 長保 証

F 条件付 取引メリット

また は 債権保全

企 業取 引 と個 人 取 引 と販 売 先 と担保 提 供 と礼 長保 証

G 条件 付 期 待 感 と債 権保 全

また は期待感 と取引刈 ット

経営者 人牛 と企
』
取引と個 人取引 と販売先 と担保提供 と社長保 証

図表 12 　テ ス ト 2 の イ ン プ ッ トデ ータ

中間情報 基本要素 担当者の 評 価 （インプ ッ トデ ータ）
期待感 申請額の 妥当性

借入実現度

真剣 な取引構想

経営者 の 人物 ・能力

　妥当

や やあ る

や や あ る

　普通

債権保全 販売先

担保提供

社長 の 個人保証 で の 保全可能度

　　普通

　
一
部提供

70％ 以 上 可能

取引メリツト 今後の 企業取引で の 採算

従業員含 む個 人取引 で の 採算

その 他付随取引で の 採算

　 普通

や や あ る

あ まりな い

図表 13　テ ス ト2 の 最初 ア ウ トプ ッ トデ ータ

　　 一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、
取

’
　 　 　 口 ぶ 、　 フ下 7 王 じ 口 ，．、 不

゜

取 ， 、思 心

’−
定 未

’

寸 禾 　 寸

口 ，h亀

中間情報
貝 　 呆王 取 弓刈 ット　 た は 貝　、　 王

　 口 ’L噛、
基本要素

旦　 是ヌ、 iE 輩 　　 で の 米
．
　　 固　　　 で の 栄

また は 販売先 と担保提供 と社長の 個人保証

図表 14　テ ス ト 2 の 再実行ア ウ トプ ッ トデ ー
タ

取 　　・　　己　　　，、、、　　不 ￥ 王 己
口 川 、 示 2

最添、 ＿ 馴 疋 禾 　 寸 く認
己 口 出、

中間情報
貝 　 呆王

　 ロ ハ n

基本要素
販冗
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5．3． 評価

（1）テ ス ト 1 の評 価

　最優先改善点表示法 ， 全改善点表示法 に つ い て
， 改善点の 中間情報 を比較す る と

， 図表

10 に示 され る よ うに，最優先改 善点表示法 にお い て
， A ，

　 B
，
　 C ，

　 E ，
　 F の 場 合 は 「債権保

全 」が 改善 点 と して 表示 さ れ
，
D の 場合 は 「取 引 メ リ ッ トj， そ して G の 場合 は

，「期待感 」

が 改善点 と して 表示 され て い る， こ れ に対 して
， 全改善点表示法で は A か ら G まで の 全て

に ， 「取 引 メ リ ッ ト」と「債権保全 」の 改善点が 表示 され て い る ．

　以 上 の こ とか ら，最優 先改善点表示法の 場合は ，ア ウ トプ ッ トデ
ー

タ と して の 改善点の

情 報 が 担 当者 個 人 の 主観 に よ り左右 され や す く ， 全 改 善 点表 示法 で は
， 担 当者 個 人 の 主 観

に ， 左 右 され る部分 は少な くな る とい う結果が 得 られ た．

（2）テス ト2 の 評価

　最優先改 善点表示法 と全 改善 点表示法 を比 較す る と， まず全改 善 点表示法か らみ る と，

図表 13 に 示 され る よ うに改善点 が 厂企 業取引 で の 採 算 」， 「個人 取引 で の 採 算 」厂販 売 先 」，

「担 保提 供 」お よび 「社 長 の 個 人保 証 」と 5 つ あ り，
こ の 例 で は 「企 業取 引で の採 算 」を改善

す る こ とに よ り承認 が得 られ て い る． もち ろ ん ，その 他の 基 本要素 に つ い て も取引先 との

交渉次第で ，有益 な結果 が 得 ら れ る可 能性が あろ う．次 に 最優先改善点表示 法 に つ い て み

る と
， 最 優先 改善点表示 法で は 図表 13 に 示 され る よ うに ， まず 「担 保 提 供 」に つ い て 取引

先 と交渉 し改善 され ，次 に 図表 14 に 示 され る 「販 売先」が 改善 され た こ と に よ り承認 とな

っ て い る． こ の 場合 ， 最優先改善点表示法 は改善点が
一

つ しか な い の で
， 仮 に 「担保提供」

が こ れ 以上 改 善の 余地 が な い と い う状 況 で あ る な ら ば，そ の 時点で 判断は 終了 し，銀行側

と して も債権保全 に 不 安が 残る た め に
， 借 入 申 し込 み に 対して 全 額対 応 は 困難 とな り，D

社 と銀行側 の 双 方 に と っ て メ リ ッ トは少 な くな る ． こ の 点 に つ い て ，全 改善点表示法 で は

改 善点が 5 つ あ る の で ，折衝 の 進め か た に よ っ て は 双方 にと っ て 有益 に な る 接点が 見 つ か

る は ずで あ る ．

　以 上の こ とか ら，最優先改善点表示法 よ り全改善点表示法の ほ うが
，
ア ウ トプ ッ トデ

ー

タ と し て の 改善点の 情報 を利用 して
， 担当者が融資交渉 を円滑 に進め る こ とが で きる とい

うこ とが で きる ．

6． 結び に か えて

　本研 究 は ，融資業務 の エ キ ス パ ー ト ・
シ ス テ ム を構築す る 際 に ，す で に提 案 され て い る

知 識 整 理 の 段 階で ，
ル ール に 改 善点 を組み 込 むこ とに よ り，条件付 と して 改善点 を表示 す
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コ ン ピ ュ
ータ に よる経営 診断 シ ス テ ム の 設計

る と い う機能に 対 して ，シ ス テ ム へ の イ ン プ ッ トとシ ス テ ム か らの ア ウ トプ ッ トの 属性の

問題 を解決する た め に ， 改善点表示 の た め の 新 し い 方法 を提案 し，そ の 有用性 を検証 した

こ と に特徴が あ る．

　 シ ス テ ム へ の イ ン プ ッ トデ
ータ は，個 々 の 担当者 の 主 観が 入 り，全 く同

一
の 基 準で 情報

を収 集 ・分 析 して も，同
一

の イ ン プ ッ トデ
ー

タ を入力す る とは 限 ら ない で あ ろ う．そ こ で

は担当者 の 主 観性の 影響 を受け る 。 ま た
，
シ ス テ ム の 推論結果 と して の ア ウ トプ ッ トデ

ー

タ は ，担当者 に フ ィ
ー ドバ ッ ク され る が ，そ れ は

，
こ の 借入 申込 が 可 能 となる よ うに折衝

を進 め る こ とが で きる よ うな情報 とす る必 要が ある ．

　 こ の よ うなシ ス テ ム へ の イ ン プ ッ トと シス テ ム か らの ア ウ トプ ッ ト の 属性の 問題 を解決

す る た め の 1 つ の 方法 と して
， 改 善 点 の 表示 方 法 を改 善 す る こ とに よ り行お うとす る意 図

か ら，最優先 改 善点表示 法 と して 最 も改 善すべ き もの を一
つ だけ表示す る 方法 と，全 改 善

点表示法 と して 改善 し得 る全 て の もの を表示 す る 方法 との 2 つ の 代替的 な方 法 を提 案 した 。

　そ して ， こ れ らの 代替的 な方 法 を検証 す るた め に ，テ ス ト 1， テ ス ト2 に よ っ て
， 担 当

者個 人の 主観が 入 る こ とに よ る イ ン プ ッ トデ
ー

タ の 影響度の 比較 ， 及 び 同
一

の 環境 に お け

る ア ウ トプ ッ トデ
ー

タ の 比較 を行 っ た ．

　 こ の結 果，最優先改 善点表示法 は， ア ウ トプ ッ トデ
ー

タ と して の 改善点の 情報が 担 当者

個 々 の 性格の 違 い に よ る イ ン プ ッ トデ
ー

タ に よ り左 右さ れ や す く， 全改善点表示法で は
，

担 当者個 々 の 性格 の 違 い に左 右 され る 部分 は少 な くな る と い う結果 が得 られ た． そ して ，

最優先改善点表示法 よ り全 改善点表示法の ほ うが
，

ア ウ トプ ッ トデ ータ と して の 改善点の

情報 を利 用 して
， 担 当者が 融資交 渉 を円滑 に 進 め る こ とが で きる と い うこ とを明 らか に す

る こ とが で きた ．
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THE  DESIGN  OF  A  MANAGEMENT  DIAGNOSTIC

         SYSTEM  BY  USE  OF  A  COMPUTER:

   WITH  REGARD  TO  METHODS  OF  SHOWING

        REQUIRED  IMPROVEMENT  POINTS  ,

Kazuo  Kanekawa",  Kenichi Hatot, Kingo  Kan*

                         ABSTRACT

  A  function which  shows  the  required  improvement  points on  an  Expert System
which  judges the customers'  creditability  has already  been  proposed.

  Hpwever, it has problems  relating  to the properties  of  the input and  output  date.

  The  purpose  of  this research  is to propose a  new  method  of  showing  the required

improvement  points, and  which  solves  above  problems  and  verifies  its usefulness,

  Since the input data are  influeneed by the subjectivity  of  the person,the  data
which  the persons  in charge  input are  not  always all  the  same,  even  ifthey collect
and  analyze  the  information under  the same  consistent  standards.

  On  the other  hand  , the output  data which  are  obtained  by an  Expert  System are
feedback to the person in charge.  These data must  promote  negetiation  about  his
loan activity  in as usefu1  a  manner  as  possible.

  In order  to solve  these  problems  relating  the  properties of  the  input and  output

data, the  foIIowing two  methods  are  proposed:

  One  is a method  of  displaying top priority for improvements,  which  shows  just
one  required  improvement.

  The  other  one  is a  rnethod  of  displaying all point$ for improvements,  which

shows  all  required  improvements.

  [[Ihese two  representative  methods  are  verified  and  clarified  that the method  of

displaying all points for improvements  is usefu1.

                        KEYWORDS

Management  Diagnostic System, Methods  ofShowing  Required  Improvement
Points,  Expert System, Methods ofDisplaying  Top  Priority Improvements,

Method of  Displaying all Points for Improvements
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